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●. 我が国が「価値創造」経済へと転換を図り、経済成長を遂げるためには、女性、外国人、高齢者、障がい
者を含め、一人ひとりが能力を発揮して、イノベーション、価値創造に参画していくダイバーシティ経営
の推進が必要です。

●. 企業においても、事業環境のグローバル化や少子高齢化に伴う労働人口減少などの課題に対応するため、
ダイバーシティ推進が重要であることの認識はあるものの、取り組みがなかなか進まないという現状にあ
る企業が多く見られます。

●. そこで、ダイバーシティ推進を経営成果に結び付けている企業の先進的な取り組み事例と経営戦略上の意
義を広く経営者層に浸透させるとともに、ダイバーシティ推進へのインセンティブを強化し、ダイバーシ
ティ経営に取り組む企業のすそ野を広め、我が国産業、経済の発展を目指して、昨年度より「ダイバーシ
ティ経営企業100選」（経済産業大臣表彰）事業を実施することといたしました。累計で100社程度を表
彰予定です。

１．ダイバーシティ経営企業 100 選の趣旨

Ⅰ 平成25年度ダイバーシティ経営企業100選　
事業の趣旨と実施概要

「ダイバーシティ経営」とは

「多様な人材（注1）を活かし、その能力（注2）が最大限発揮できる機会を提供することで、イ
ノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営（注3）」のことです。
これからの日本企業が競争力を高めていくために、必要かつ有効な戦略といえます。

（注1）.「多様な人材」とは、性別、年齢、国籍、障がいの有無などだけでなく、キャリアや働き方などの多様性も含みます。
（注2）「能力」には、多様な人材それぞれの持つ潜在的な能力や特性なども含みます。
（注3）..「イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営」とは、組織内の個々の人材がその特性をいかし、いきいきと
働くことの出来る環境を整えることによって、「自由な発想」が生まれ、新しい商品やサービスなどの開発につながります。
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【表彰部門】
ダイバーシティ経営企業 100選
ダイバーシティ促進事業表彰の 2部門

【選定基準】
.
.

２．実施概要

【ダイバーシティ経営企業 100 選】

【ダイバーシティ経営企業 100 選選定基準】

【ダイバーシティ促進事業表彰】

「ダイバーシティ経営」に優れている企業

「ダイバーシティ経営」
①多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供することで、
②イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営

【評価のポイント】
　①取組内容
どのような人材について、どのような取り組みで能力を発揮させているか、下記の３つ

のポイント（観点）から評価を行います。
ただし、各ポイントの全てを満たす必要はありません。

・実践性：
制度導入などの形式的な取り組みにとどまらず、人材活用の取り組みが現場レベルで

実践されていること
・革新性・先進性：
従来とは異なる新たな取り組みを進めていたり、あるいは同業・同規模他社に先がけ

て取り組みを開始したりするなど、「モデル」として他企業の参考になること
・トップのリーダーシップ：
経営トップの明確な意志が表明され、現場まで浸透していること

　②成果
上記の取り組みの結果、どのような成果が上がったかについて、評価を行います。

・成果：
多様な人材の能力発揮により、イノベーションの創出、生産性向上等の成果を上げて

いること

ダイバーシティ推進に取り組む企業に対してコンサルティング等を通じてサポートしたり、
市場への情報発信等によりすそ野を広げるための普及活動を行うなどの事業・プログラムを
提供する企業
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【審査方法】
運営委員会での審査による

【審査スケジュール】

2013 年 7月 1日（月） 第 1回運営委員会

2013年 7月 16日（火）
～ 9月 11日（水）17:00 必着

募集締切

平成 25年 9月下旬～ 10月中旬 書類審査（一次）

平成 25年 10月 24日（木） 第 2回運営委員会（書類選考）

平成 25年 10月下旬～ 12月 ヒアリング審査（二次）
◆　書類審査（一次）を通過した
　「ダイバーシティ経営企業 100選」応募企業のみ

平成 26年 1月 29日（水） 第 3回運営委員会（受賞企業決定）

【応募総数・表彰企業数】

表彰部門 応募企業数 表彰企業数

ダイバーシティ経営企業 100選 127社 46社

ダイバーシティ促進事業表彰 8社 3社

応募総数 135社 49社

【関連ホームページ】
■ダイバーシティ経営企業100選HP（事業概要やベストプラクティスを掲載しています。）
　http://www.diversity100sen.go.jp/
■ダイバーシティ推進～グローバル化時代の人材戦略～ （経済社会政策室Facebook）
　https://www.facebook.com/diversity.meti

【ダイバーシティ促進事業表彰選定基準】

①関連性
当該企業が行っている事業やプログラムが「ダイバーシティ経営支援」を目的としてい

ること
②実効性
当該事業やプログラムが「ダイバーシティ経営」の普及促進に一定の貢献をしていること
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１．ダイバーシティ経営企業 100 選

Ⅱ 平成25年度ダイバーシティ経営企業100選
受賞企業一覧（産業別／地域別）

企業名

従
業
員
３
０
０
人
以
下

所在地

対象 経営成果
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外
国
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障
が
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高
齢
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ス
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験

限
定
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ノ
ベ
ー
シ
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ン

プ
ロ
セ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

外
的
評
価
の
向
上

職
場
内
の
効
果

建設業

1 有限会社ゼムケンサービス ★ 福岡県 ○ ○ ○

2 株式会社エスケーホーム ★ 熊本県 ○ ○ ○

製造業

3 アステラス製薬株式会社 東京都 ○ ○ ○

4 アサヒビール株式会社 東京都 ○ ○ ○

5 エステー株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

6 MSD株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

7 大塚製薬株式会社 東京都 ○ ○ ○

8 株式会社メトロール ★ 東京都 ○ ○ ○ ○

9 凸版印刷株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○

10 トッパン・フォームズ株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○

11 富士通株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

12 日本理化学工業株式会社 ★ 神奈川県 ○ ○ ○ ○

13 フジイコーポレーション株式会社 ★ 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 株式会社加藤製作所 ★ 岐阜県 ○ ○ ○

15 株式会社光機械製作所 ★ 三重県 ○ ○ ○ ○

16 株式会社レグルス ★ 三重県 ○ ○ ○ ○

17 積水化学工業株式会社 大阪府 ○ ○

18 帝人株式会社 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○

19 プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社 兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 株式会社キョウセイ ★ 岡山県 ○ ○ ○ ○

21 株式会社虎屋本舗 ★ 広島県 ○ ○ ○ ○ ○

22 株式会社ハート ★ 高知県 ○ ○ ○ ○

23 菊水酒造株式会社 ★ 高知県 ○ ○ ○ ○ ○
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情報通信業

24 ＳＣＳＫ株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

25 株式会社ダンクソフト ★ 東京都 ○ ○ ○ ○ ○

26 株式会社リクルートホールディングス 東京都 ○ ○ ○

27 サイボウズ株式会社 ★ 東京都 ○ ○ ○ ○ ○

28 日本ヒューレット・パッカード株式会社 東京都 ○ ○ ○

29 日本マイクロソフト株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

運輸業,郵便業.

30 丸善運輸倉庫株式会社 ★ 大阪府 ○ ○ ○

卸売業,小売業

31 イケア・ジャパン株式会社 千葉県 ○ ○ ○

32 株式会社髙島屋 大阪府 ○ ○ ○ ○

33 田代珈琲株式会社 ★ 大阪府 ○ ○ ○ ○

34 株式会社健康家族 ★ 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○

金融業,保険業

35 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

36 株式会社損害保険ジャパン 東京都 ○ ○ ○ ○ ○

37 株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都 ○ ○ ○

38 大和証券株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○

39 東京海上日動火災保険株式会社 東京都 ○ ○ ○

40 株式会社大垣共立銀行 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○

41 住友生命保険相互会社 大阪府 ○ ○ ○ ○

生活関連サービス業,娯楽業

42 株式会社特殊衣料 ★ 北海道 ○ ○ ○

43 沖縄ワタベウェディング株式会社 ★ 沖縄県 ○ ○

教育,学校支援業

44 株式会社セレクティー ★ 宮城県 ○ ○ ○ ○

医療,福祉

45 有限会社COCO-LO ★ 群馬県 ○ ○ ○ ○

その他サービス業

46 楽天株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○
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Ⅱ．平成 25 年度ダイバーシティ経営企業 100 選　受賞企業一覧（産業別／地域別）

※.「表彰対象」について
・.表彰の対象となったものに○をつけています。なお、対象とする人材は必ずしも正社員に限りません。
パートタイマーや派遣社員、また、業務委託先の個人（事業主）なども対象になります。
・..「キャリア・スキル・経験の多様な人材」：中途採用、子育て後の復職などにより、多様なルートで採
用・登用されている人材などです。
・.「限定なし」：会社が教育・職業訓練などの機会を積極的に提供することで、既存の人材に多様な能力や
知見を身につけさせるような取り組みを行っている場合などです。

２．ダイバーシティ促進事業表彰

企業名 所在地
学術研究 , 専門・技術サービス業

1 株式会社テレワークマネジメント 北海道

2 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 東京都

医療 , 福祉

3 ダンウェイ株式会社 神奈川県
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（１）競争優位を構築するための経営戦略
「ダイバーシティ経営」は、個々の企業が置かれた市場環境や技術構造の中で競争優位を築くために必要な人
材活用戦略です。福利厚生やCSR（企業の社会的責任）としてではなく、あくまでも経営戦略の一環として、
自社の競争力強化という目的意識を持って戦略的に進めることが重要です。

ダイバーシティ経営が求められる背景には、グローバル化をはじめとする市場環境の変化があります。こう
した変化は、企業にとって、競争環境の変化や不確実性を加速するとともに、ステークホルダーの多様化をも
たらします。
そうした中、企業は、以下のような対応を求められます。

・多様化する顧客ニーズを的確に捉え、新たな収益機会を取り込むためのイノベーションを生み出すこと。
・急激な環境変化に柔軟かつ能動的に対応し、リスクをビジネス上の機会として捉え機動的に対処すること。
・国内外の投資家からも、「持続可能性」（サステナビリティー）のある投資先として信頼されることなど。

こうした要請に対応するための経営戦略として、事業展開に不可欠な多様な価値観を有する幅広い層の人材 1

を確保し、その能力 2を最大限発揮してもらうことで、イノベーションの創出等、価値創造につなげる「ダイバー
シティ経営」が求められます。これは、これからの時代に企業が勝ち残るための、いわば「標準装備」とも言
えます。

（２）ダイバーシティ経営の成果
ダイバーシティ経営は、社員の多様性を高めること自体が目的ではありません。また、福利厚生やCSR（企
業の社会的責任）の観点のみを直接的な目的とするものでもありません。経営戦略を実現するうえで不可欠な
多様な人材を確保し、そうした多様な人材が意欲的に仕事に取り組める職場風土や働き方の仕組みを整備する
ことを通じて、適材適所を実現し、その能力を最大限発揮させることにより「経営上の成果」につなげること
を目的としています。
ここでは、経営上の成果として、大きく 4つに分けて考えることができます。

①プロダクトイノベーション：
対価を得る製品・サービス自体を新たに開発したり、改良を加えたりするもの
（多様な人材が異なる分野の知識、経験、価値観を持ち寄ることで、「新しい発想」が生まれます。）

②プロセスイノベーション：
製品・サービスを開発、製造、販売するための手段を新たに開発したり、改良を加えたりするもの（管
理部門の効率化を含む）
（多様な人材が能力を発揮できる働き方を追求することで、効率性や創造性が高まります。）

１．なぜ今、「ダイバーシティ経営」なのか

Ⅲ 価値創造のためのダイバーシティ経営に向けて

1「多様な価値観を有する幅広い層の人材」には、性別、年齢、国籍、障がいの有無などだけでなく、キャリアやライフスタイルなどの多様性も含みます。
2「能力」には、多様な人材それぞれの持つ潜在的な能力や特性なども含みます。
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③外的評価の向上：
顧客満足度の向上、社会的認知度の向上など
（多様な人材を活用していること、及びそこから生まれる成果によって、顧客や市場などからの評価が高
まります。）

④職場内の効果：
従業員のモチベーション向上や職場環境の改善など
（自身の能力を発揮できる環境が整備されることでモチベーションが高まり、また、働きがいのある職場
に変化していきます。）

このうち、①と②は、企業の収益・業績に直結しうる「直接的効果」をもたらすものであり、③と④は、企
業の収益・業績に「間接的効果」をもたらすものと言えます。
ダイバーシティ経営には、多様な人材の確保、定着、能力発揮などのために様々な取り組みが含まれ、その
過程で、①～④の成果が複合的にあらわれてきます。

ダイバーシティ経営を成果につなげるために、平成 24年度及び平成 25年度に「ダイバーシティ経営企業
100選」に選定された各社の取り組み事例から共通的な要素を抽出し、業種・規模等を超えて幅広く参考にし
ていただくためにとりまとめたものが、下記の「基本的な考え方と進め方」です。
この基本的な考え方を参考としつつ、他社の取り組みをそのままなぞるのではなく、事業目的や市場環境等
に応じて、自社にとって有効な「ダイバーシティ経営」のあり方を創出し、まずはできることから実践してい
くことが重要です。

ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方（全体像）

2．ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(1)ダイバーシティを経営戦略として進めるために 

①トップのコミットメント 

②行動指針や目標における計画策定 

③担当部署の設置 

(2)多様な人材が活躍できる土壌をつくるために 

①多様で柔軟な働き方を可能とする環境整備   ⑥個々の強みを活かす仕事づくり 

②職場のマネジメント改革          ⑦キャリア形成や能力開発のための教育・ 

③職務の明確化・公正な人事評価制度      研修の拡充 

④多様な人材の積極的な登用    ⑧社内に対する周知 

⑤多様性を引き出し活かす配置・転換           

(3)多様な人材の活躍を価値創造につなげるために 

①情報共有・意思決定プロセスの透明化 

②「違い」を強みにつなげるコミュニケーション活性化・職場風土づくり 

③社外に対する情報発信 

価値創造
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（１）ダイバーシティを経営戦略として進めるために
ダイバーシティ経営は、企業が競争優位を築くための経営戦略の一環として位置付けられる人材活用戦略で
す。経営において多様な人材の能力を発揮させることで、人材活用の裾野を広げると共に、各々の視点を生か
した多様な市場ニーズへの対応や、「違い」を生かしたイノベーションの創出につながります。
ダイバーシティ経営推進のための戦略は、経営全体の方向性に整合的に設計される必要があります。まずは
自社が今置かれた環境の中で、どのような競争優位の確立を目指すのか、その実現のためにどのような経営戦
略を立てるのか、その実行のためにどのような人材を確保し、どのように配置し、どのようなミッションを与え、
どのようなマネジメントにより成果を上げさせるか、といった一連の取り組みを一貫したものとして構築する
必要があります。

①トップのコミットメント

◆トップは「自社にとって、ダイバーシティとは何か」、「どのような意味を持つものか」を明確に発信し
ていますか。

ダイバーシティ経営は、経営戦略を実現するうえで不可欠な人材活用上の課題ですが、各社の置かれた状況
によってその位置付けや取り組み内容は大きく異なります。
トップはまず、自社が、今なぜ、ダイバーシティ経営に取り組むのか、それによって何を得ようとしているのか、
トップ自身が理解、納得した上で、社員に対してわかりやすく説明する必要があります。
また、ダイバーシティ経営を実現するためには、既存の職場風土や働き方を改革することも求められます。
そのため、トップが繰り返し社員に向けてメッセージを発信することによって、経営における優先度の高さを
明確にし、その必要性に対する理解を会社全体に浸透させていくことが求められます。また、ダイバーシティ
経営は、人材活用だけでなく、人材育成への取り組みが重要となるため、その成果はすぐに現れるとは限りま
せん。そのため、トップがその重要性を継続的に発信し続けることによって、息の長い取り組みを実施してい
くことが重要になります。

◆トップは、担当部局だけではなく、社員とコミュニケーションをとりながら進めていますか。

ダイバーシティ経営は、社員の日常的な業務に直結するものであり、特に管理職層の意識改革とマネジメン
トの改革が必要です。このため、トップの役割として、ダイバーシティ推進を担当部署に任せきりにしていては、
その実現には至りません。社員が持てる能力を十分に発揮し、組織としてのパフォーマンスに貢献しているか
どうか、常に社員との直接のコミュニケーションの接点を持って確認をしながら取り組みを改善していく過程
をトップダウンとボトムアップの両方から進めていく必要があります。
また、社員からの提案を受け入れ、実行に移す体制を構築することも有効です。日々の業務の中で気付いた
些細なことでも、社員の声に耳を傾け、その改善を繰り返すことにより、変化を受け入れる風土が育ちやすく
なります。

②行動指針や目標における計画策定

◆企業理念や行動指針との関連性の中で、ダイバーシティ経営が位置付けられていますか。
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Ⅲ　価値創造のためのダイバーシティ経営に向けて

ダイバーシティ経営は、企業理念や社員の行動指針の中で明確に位置付けられることによって、具現化して
きます。また前述したように、ダイバーシティ経営は、社員の多様性を高めること自体が目的ではありません。
また、福利厚生やCSR（企業の社会的責任）の観点のみを直接的な目的とするものでもありません。そのため、
ダイバーシティ推進によって目指すべき経営成果についてのイメージを共有した上で、ダイバーシティに関す
る指針、具体的な行動目標を定めることで、具体的なアクションを推進するための後ろ盾ができ、具体的な施
策を実行に移すことができるようになります。

◆定量的・定性的な目標や指標を設定していますか。また、目標に対して、適正に進捗管理・達成度測定
をしていますか。

行動指針を定めるだけでは、ダイバーシティ経営は画餅に終わってしまいます。ダイバーシティ経営を推進
するためには、現状を分析し、課題点を洗い出した上で、中長期的な目標を設定しなければなりません。また、
定期的にその目標の達成度を測りながら、施策の展開に反映させる必要があります。すなわち、ダイバーシティ
経営に関する PDCAサイクルを回すことが重要です。多様な人材を量的に確保したら後は自然に成果があらわ
れてくる、というものではないのです。
なお、ダイバーシティ経営の推進に関する指標として、たとえば「女性管理職比率」や「外国人採用率」な
どが用いられることが多くみられます。こうした目標設定は重要ですが、単にこの数値を上げることを自己目
的化するのではなく、何のためにダイバーシティ経営を進めるのか、そのためには、どのような人材に、どの
ような業務を任せ、どのような成果を上げることが必要か、という点を常に明確にする必要があります。数値
目標の選択も自社の実態に即したものを設定することが大事です。たとえば、社員に占める女性割合が低い企
業では、採用における女性比率について目標設定をすることも有効です。

③担当部署の設置

◆ダイバーシティを推進する体制がありますか。

ダイバーシティ経営の推進にあたっては、人事評価や配置、両立支援などの人事処遇制度の整備や運用のみ
ならず、職場マネジメントなど業務遂行の方法等、組織全体の在り方を見直すことが必要となります。こうし
た全社的な取り組みを包括的、体系的に進めるためには、部署を横断してこうした施策を展開するための推進
体制が必要となります。なぜなら、特定の役割と権限を持つ担当者を設けることで、活動を持続できる可能性
が高くなり、また、全社的にその活動を認識させ、他部署からの支援を得やすくなるからです。推進組織や推
進担当者だけでなく、特に経営企画や人事管理の部署の担当者がダイバーシティ経営に関して正しい認識を持
つことが重要です。
もちろん、専従の、もしくは新規の部署を設けなくとも、機動的に活動が展開できる場合には、既存の部署
に同様の権限を持たせることで代替することも可能です。特に中小企業にとっては、その方が効率的な場合が
多いといえます。

◆ダイバーシティ推進が、担当部署だけの取り組みとなっていませんか。関連部署と密接に連携を図って
いますか。
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前述したように、ダイバーシティ経営を推進するための取り組みは、担当部署内で完結するものではありま
せん。あくまで「企業の競争力強化」を目的とした経営戦略ですので、その目的に応じて、経営企画部署や各
事業部門等をはじめ関連する部署と密に連絡を取り合いながら、協力して施策を展開していくことが必要にな
ります。ダイバーシティ推進担当部署は、ダイバーシティ推進に係る人事施策を全社的に展開・浸透させるこ
とのみならず、経営戦略の一環としてダイバーシティ推進に向けた施策のあり方を企画し、見直していくこと
が求められます。

（２）多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
ダイバーシティ経営では、社員の能力を見極め、適材適所を図ることによって、イノベーションの創出や生
産性の向上を実現させることを目指します。そのためには、個々人の抱える事情に配慮し、全ての人材が様々
な制約の中でも仕事への意欲を高め、能力を発揮できるような環境整備が必要となります。たとえば、子ども
を持って働く母親、日本語での会話が難しい外国人、何らかの支援が必要な障がいのある人、週 5日フルタイ
ムで働くことを望まない高齢者等です。
「チャレンジド（the.challenged）」という言葉があります。これは、障がいのある人を「挑戦という使命やチャ
ンスを与えられた人」とポジティブに捉えようという新たな考え方を表しています。育児中の女性も、時間制
約があるからこそ緊張感を持って時間当たりの生産性を上げようとする傾向がありますし、育児経験から豊富
なアイディアも生まれてきます。障がいや時間制約等をマイナスとして捉えるのではなく、「ビジネスチャンス
や生産性向上につながる可能性」として捉え直す発想も重要です。
こうした多様な人材が仕事への意欲を高め、能力を発揮できるようにするためには、「制約のない社員」を前
提とした従来型のマネジメントの仕組みを大胆に改革し、柔軟性を高める方向で働き方を改革していくことが
必要です。
働き方の改革には、持続的な取り組みが不可欠です。また、そうした改革は、「制約のない」社員には、一時
的に「不都合」が感じられる場合もあり、社内の抵抗がある場合も考えられます。しかしながら、最終的にそ
の組織で何を生み出したいかを明確にし、「制約のある人材」に対して、一人一人の可能性や強みが発揮できる
部分に着目し、それを引き出す技術や制度を生み出してフォローを実施していくことによって、様々なバック
グラウンドを持つ人材が活発に、自発的に働ける組織に変わっていくことが可能になります。

①多様で柔軟な働き方を可能とする環境整備

◆画一的な働き方を見直すとともに、個々の社員の事情に応じて時間や場所等に関して柔軟な働き方が可
能で、働きやすい職場環境になっていますか。

画一的、硬直的な「新卒採用、男性正社員、長期継続雇用モデル」を前提にすると、それ以外の人材の活躍
の機会が制限されます。多様な人材が仕事への意欲を高め、能力を発揮できるよう、従来型の働き方そのもの
を見直し、まずは、長時間労働を削減する等、時間制約のある社員も対等に活躍できる環境を整えるための働
き方改革を行うことが必要です。
たとえば、育児中の社員や在宅で家族の介護をする社員など、様々な制約はあっても能力と意欲がある人材
を企業としてつなぎ止め、能力を最大限発揮してもらうには、「人材活用戦略」として、柔軟な勤務環境・制度
の整備、運用が必要となります。時間制約のある社員に対しては、単に業務量や負荷を時間に合わせて調整す
るだけではなく、フレックスタイム制や在宅勤務（テレワーク）などにより、時間と場所の自由度を高め、柔
軟な働き方を可能とすることによって、時間制約がハンデとならないような方向での両立支援が求められます。
また、育児期の社員に対しては、ベビーシッターなど育児関連費用の補助を行ったり、通勤時間が短い拠点へ
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配置することにより、社員が仕事の時間を確保しやすくできるよう支援することも考えられます。
また、障がい者が働きやすく能力が発揮できる職場環境にするためには、バリアフリー等職場のハード面の
整備や職場内の支援体制の構築、地域の就労支援機関等との連携も重要となります。
大企業では各種制度を先行して整備し、中小企業ではニーズが生じた個々の社員の事情に応じて、その都度
必要な対応や制度整備を行う傾向が見られます。制度を整備するだけではなく、実際に社員が使いやすい制度
になっているかを確認しながら、運用方法の改善を図るなど、絶えず見直しを実施することが有効だといえます。

◆雇用区分の設計が多様な人材の活躍の阻害となっていませんか。

勤務場所等に制約がある社員の活躍の機会を拡大するためには、個々の事情に応じた多様な働き方ができる
ような個別の人事管理を行う必要があります。勤務地限定型の雇用区分を設ける企業もありますが、雇用区分
の設計や運用を誤ると、実質的に男女別の雇用区分となるなど多様な人材の活躍の機会を制約することになる
ため、留意が必要です。
仮に雇用区分を設けるとしても、その設定や運用では、社員の希望と企業の人材活用ニーズをすり合わせて
雇用区分間で相互に転換できる仕組みを設けることや、雇用区分に応じて昇進の上限を設定する企業がありま
すが、その場合には上限設定に合理性があるか検討が必要です。他方、勤務地を限定しない総合職においても、
転居を伴う異動の頻度や時期を見直したり、育児や介護などに配慮するなど柔軟な運用を行うことも重要です。

②職場のマネジメント改革

◆多様な人材の能力を発揮させるために、管理職層の意識改革を図る取り組みを実施していますか。

ダイバーシティ経営を実践するにあたって、最も大きな課題となるのは、管理職による職場マネジメントです。
どれほど制度が整っていても、実際に社員が働く職場で活躍の機会が限られていては、仕事への意欲は低くなり、
能力が十分に発揮されず、ダイバーシティ経営の成果が出る前に、取り組みは頓挫してしまいます。一人一人
の「違い」を最大限に生かして組織を率いるリーダーシップが管理職のマネジメントに求められます。
まずは、自社にとってのダイバーシティ経営の目的（なぜ今取り組まねばならないのか）を、社員、特に管
理職層が十分に理解する必要があります。その時、企業理念や行動指針などの大きな目的を踏まえた上で、現
状の組織の課題解決のためにダイバーシティをどのように「活用」するかを考えることが有効でしょう。
ダイバーシティ経営の推進は、往々にして総論賛成、各論反対になりがちです。組織全体でダイバーシティ
経営を推進するためには、各部署でどのような取り組みが必要かを職場レベルで具体的に検討するとともに、
そうした取り組みを各職場で共有して刺激を与え合える機会を設けたり、業績評価の項目に入れるなど、管理
職層に対する十分なインセンティブを与えることが必要となります。

◆管理職層のマネジメントスキルを高めるための工夫を行っていますか。

管理職層の職場マネジメントのスキルを向上させることも必要です。従来の「あうん」の呼吸が通じる均一
的な集団の人事管理に比べ、様々な事情を抱えた人材を束ねて経営目標に向かって組織としての業績を最大化
するためには、高度な職場マネジメント能力が要求されます。
個々の業務の目的、過程、期限、評価といった点について、多様な社員に対してきちんとコミュニケーショ
ンをとりながら説明していく必要があります。特に、価値観や文化的慣習の異なる外国人や、国内でもコミュ
ニケーション自体に困難を伴う障がいや多様な価値観を持つ人が多い職場などでは、とりわけ意識的に「伝え」、
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「理解してもらう」過程が重要になります。ただ、これらの過程では、細かな方法について指示を与えることが
重要なのではありません。理念や目標、行動指針の共有を前提として、多様な人材が成果を生み出す過程や方
法には多様な道筋がありえるものとの捉え方も重要になります。
このような管理職に求められる職場マネジメントのスキルは、自然に身に付くものではありません。研修や
ワークショップなどを通して意識的な改革を促す必要もあります。また、ダイバーシティ経営推進の観点から
だけでなく、職場のマネジメントの改革それ自体を実行していく中で、そこにダイバーシティ経営の観点を組
み込んでいくというアプローチも有効です。

③職務の明確化・公正な人事評価制度

◆誰にとってもわかりやすい評価体系になっていますか。また、公正な評価を実施できるよう、業務分担
や達成すべき目標が明確になっていますか。

社員の属性や働き方にかかわらず、職務やパフォーマンスに応じた公正な評価を実施していくことが必要で
す。そのためにも、個々の社員に期待する役割、達成すべき目標を明確にし、社員自身がその働き方や目標を理解・
納得して達成に向け取り組めるよう、上司となる管理職が適切に指導、フォローする体制が求められます。特に、
グローバル経営の中で、文化や国籍の異なる人材を活用していく上では、こうした努力が社員の仕事への意欲
を維持・向上させるために重要となります。
また、両立支援についても、どれほど働きやすい制度を整えたとしても、制度を利用することで人事評価に
際して合理的に説明できない低評価となる不安があっては、「活用できる」制度とは言えません。また、逆に、
ある社員が制度を利用しながら高い業績を上げていても、その評価が不透明な場合には、他の社員との軋轢を
生んでしまう恐れもあります。
したがって、両立支援等の制度を導入し、その活用を円滑化していくためには、利用する社員に対して求め
るアウトプットの質や量を予め具体的に提示し、その成果に対して適切な評価を行う、といった明確な評価軸
の整備が必要になります。そうすることで、時間制約がある中でも、計画的に業務を進めて期待されるアウトプッ
トを出し、高い意欲を維持して活躍してもらうことも可能になります。

④多様な人材の積極的な登用

◆人材登用について、数値目標の達成が自己目的化していませんか。

従来の人事処遇制度の中では、組織の中で、多数派・主流派でなかった属性の人材は重要な仕事を任されに
くい、管理職等に登用されにくい、といった現実があります。こうした状況を改善し、個々人の能力や実績に
応じた適材適所を図るためには、過渡的な構造改革の取り組みとして、多数派・主流派でなかった人材を積極
的に登用するための条件を整備する取り組み、いわゆる「ポジティブ・アクション」が有効な場合もあります。
ただし、管理職登用の目標値の設定など、数値目標ありきで“数合わせ”をしても、却って逆効果になる可能
性もあります。登用対象層の拡大のために仕事の経験機会の不足を研修で補ったり、意識改革のための研修を
実施したり、さらに登用された者に対する組織的なフォロー体制を構築するなどして、登用対象層の拡大や登
用された人材が能力を十分に発揮できる環境の整備が併せて必要となります。また、外国人や中途採用者等の
登用を図るためには、国籍や勤続年数等に関わらない人事処遇制度の構築が望まれます。
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⑤多様性を引き出し活かす配置・転換

◆人材の経験・スキルの多様性を高め、新たな可能性を開発して発揮できるように意識的な配置・転換を行っ
ていますか。

個々の人材が有する多様性を尊重することにとどまらず、意識的な配置・転換等によって、人材の経験・ス
キルの多様性を積極的に高めていくことも重要です。経験・スキルの多様性が高まると、個々の人材が発揮で
きる能力の引き出しが増え、活躍の機会と可能性を広げることができます。
また、配置・転換による新たな経験を通じて個々の人材の視野が広がることで、事業企画について斬新な発
想が生まれたり、業務プロセスの改革につながったりするなどの効果も期待できます。
配置・転換に当たっては、会社側の都合を押し付けるのではなく、本人との十分なコミュニケーションにより、
人材育成の上の意義を明確に伝えつつ、本人のキャリア意識とのすり合わせを行うことで、本人の成長意欲を
高めていくことが重要です。

⑥個々の強みを活かす仕事づくり

◆多様な人材が、仕事の上で能力を発揮し、個々の強みを活かすことができる機会を積極的に設けていま
すか。

ダイバーシティ推進を経営成果に結びつけるためには、多様な価値観や能力を持つ人材が、その能力を活か
して、仕事の上で個々の強みを発揮できる機会をつくることが重要です。たとえば、社員一人一人の生活者と
しての視点や育児・介護等の経験を商品やサービスの開発、あるいはマーケティングなどに活かすことが考え
られます。また、障がい者や高齢者がそれぞれの特性に応じて能力を発揮できるように仕事を切り出したり仕
事の進め方を工夫する中で、プロセスイノベーションが起こり、会社全体としての生産効率が高まり、製品・サー
ビスの質の向上が実現できます。
ほかにも、異なる業種や職種で働いてきた中途採用者の前職の経験を積極的に活かして、新しいサービスを
生み出したり、社内の業務改善を図ることも可能となります。
すなわち、強みを活かす「仕事づくり」や多様な人材への「機会付与」が、人材の成長を加速化し、社員一
人一人の有する視点や能力から新たなイノベーションを生み出すことにつながります。

⑦キャリア形成や能力開発のための教育・研修の拡充

◆多様な人材を意思決定層に引き上げるために、多様な人材を対象とした管理職研修等を実施しています
か。また、社員のスキルアップのための多様な手段を用意していますか。

たとえば女性など、組織の中でこれまで多数派・主流派でなかった属性の人材は、スキルアップのための機
会や、マネジメントスキル向上のための有形無形の社内資源に十分にアクセスできていない場合がみられます。
そのような状態のまま、たとえ抜擢・登用したとしても本来の力を発揮できないままに挫折してしまうケース
も生じかねません。
多数派・主流派でない人材が組織の中で実力を発揮できるようにするためには、意識づけのための研修やき
め細かいフォローアップの仕組みを設ける必要があります。女性を例に挙げれば、女性社員向け職場マネジメ
ント研修やメンター制度などを通じて、主流派が“暗黙知”として継承してきたノウハウ等を積極的に提供す
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ることが有効です。
また、多様な人材のスキルアップを支援するための取り組みも重要です。業務に直接かかわる部分でのOJT

（on-the-job.training）だけでなく、たとえば資格取得の促進や支援、時間や場所に縛られずに受講できる e- ラー
ニングプログラムの導入、社員の学びを促進するための休暇取得や助成制度の整備などにより、個々の社員が
自発的・積極的なスキルアップに取り組む組織が作られます。同時に、そうした人材が、キャリアプランを構
築し自律的に仕事に向き合う機会を提供することも有効です。

◆多様なロールモデルの提示によって、従業員の仕事への意欲の向上を図っていますか。

仕事への意欲を高く維持して日々の業務に取り組むためには、中長期的なキャリアアップの見通しをもつた
めの「ロールモデル」の存在が重要です。特に女性にとっては、「身近なロールモデルがいない」ことが課題と
して挙げられることが多く、各部署で成果を上げている女性社員がすでに存在する場合は、そうした社員をネッ
トワーク化することによって、ロールモデルをみつけたり成功体験を共有できるとともに、「一人ではない」こ
とを体感し仕事への意欲のさらなる向上にもつながります。他方、自社内にはロールモデルとなり得る社員が
まだ十分に育成されていない企業にとっては、複数社が共同でネットワーキングを行う機会を通じて、社外か
らロールモデルをみつける機会を作ることも有効です。

⑧社内に対する周知

◆ダイバーシティ推進に関する施策を社内に周知し、成果を共有していますか。 

せっかくいろいろな施策を進めていても、そのことが一部の社員にしか伝わっていなければ、全体としての
成果にはつながりません。自社内に、どのような社員がいるか、どのような仕事をして成果を上げているかを
積極的に発信することによって、ダイバーシティ推進の経営上の意義に対する理解が全社で共有され、社内全
体の風土改革につながります。また、仕事への意欲を高めて能力を発揮しているロールモデルとなりうる社員
の存在を知ることによって、他の社員の励みにもなり、仕事への意欲の向上の一策ともなります。

（３）多様な人材の活躍を価値創造につなげるために
ダイバーシティ経営を成果につなげるためには、企業としての基本的な価値や方向性について企業理念・行
動指針等の形で共有しつつ、多様な人材の価値観や考えを尊重・反映して価値創造につなげていくための、意
思決定プロセスや組織文化の変革が求められます。
さらに、ダイバーシティによる成果を対外的に発信する活動を通じて、一般消費者や投資家からの評価や信
頼が高まることにより、企業価値が高まり、さらに優秀な人材の確保等につながるという好循環が生まれます。

①情報共有・意思決定プロセスの透明化

◆社内の情報共有や意思決定のプロセスについて、全社員にとって透明性の高いものとなっていますか。

情報共有や意思決定のプロセスを、多様な社員間で、納得感のある公平で透明性の高いものにしていく必要
があります。「言わなくてもわかっているはず」という考えや、多数派・主流派の社員だけでの意思決定は、ダ
イバーシティ経営のもとではそぐいません。社内会議の運営など経営における意思決定プロセスについて、働
き方や価値観、コミュニケーションスタイルの違いがある多様な人材の意見が反映され、意思決定について納
得感が得られる仕組みに見直す必要があります。
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②「違い」を強みにつなげるコミュニケーション活性化・職場風土づくり

◆多様な人材が有する「違い」を経営における強みにつなげていくために、社員が幅広く交流し互いに刺
激を与え合うことを促進していますか。

ダイバーシティ経営に取り組む企業の中には、日常業務から離れて組織横断で行うオフサイトミーティング
や委員会活動等を実施している企業が少なからずあります。これらの取り組みは、多様な人材がそれぞれに活
躍するだけでなく、互いの考えや価値観をぶつけあって、刺激を与え合いながら企業価値を生み出すコミュニ
ケーション活性化のために有用です。こうした施策を意識的に進めることで、常日頃からセクショナリズムに
陥らない風通しの良い職場風土が形成されると共に、個々の社員の発想や考え方の多様性がイノベーションに
つながります。

③社外に対する情報発信

◆多様な人材の活躍状況を社外に情報発信していますか。 

ダイバーシティ経営の取り組みを社外に情報発信することにより、多様な人材が活躍しやすい職場であるこ
とが認知されることで、地域における多様な人材の雇用促進に寄与するのみならず、全国各地から優秀な人材
の確保につながる場合もあります。さらには、顧客に対するイメージ向上や、投資家からの信頼向上等、様々
なステークホルダーからの評価も高まり、企業としての持続可能性の基盤となります。

グローバル競争の激化や少子高齢化による内需の低迷等、厳しい環境の中で企業が競争優位を確立するため
には、多様な人材の能力を最大限活かして価値創造につなげることが必要です。こうして名実ともに多様な人
材を経営資源として有効に活用することで、個々の企業の競争力が強化されることは、我が国経済をデフレ経
済から脱却させ、成長路線へのシフトをもたらすことにもつながります。
ダイバーシティ経営は経営戦略の一環であり、自社の競争力強化という目的意識を持って、戦略的に取り組
むことが必要です。その中で最大の試練が管理職の「職場のマネジメントの改革」です。従来のマネジメント
に比べ、多様な人材を束ねて事業戦略上の目標に向かってパフォーマンスを最大化するためのマネジメントは、
遙かに高度なものであり、組織内の様々な「慣性」を断ち切り、ダイバーシティ経営を前に進めるには、トッ
プの強いリーダーシップと継続的な取り組みが不可欠です。
この「ダイバーシティ経営企業 100選.ベストプラクティス集」に収録された企業事例を参考に、各社にお

いてダイバーシティ経営を推進し、競争力強化につなげていただくことを期待しています。

3．まとめ
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それでは、平成 24年度及び平成 25年度に「ダイバーシティ経営企業 100選」に選定された、先進的な取
り組みを行っている各社では、「2．ダイバーシティ経営の基本的な考え方と進め方」をどのように具体化して
いるのでしょうか。
平成 24年度及び平成 25年度のベストプラクティスから、前項の各項目に対応する取り組みをピックアップ
しました。自社にとって有効なダイバーシティ経営を実践していく際の参考として、ご活用ください。

（1）ダイバーシティを経営戦略として進めるために
①トップのコミットメント

　トップがダイバーシティ推進を宣言
・社長が就任演説で年来の主張である「聖域なき改革」を行うと表明し、人事戦略として老若男女、国
籍を問わないダイバーシティを打ち出した。（中略）従来からその必要性を訴え続けてきた女性活躍
推進に、自らが先頭に立って推進していく決意を明確にした。（H25選定：P.43.エステー㈱）

・当時の社長は、「外資系生保会社では、優秀な女性が活躍している。自社にも、優秀な女性はいるの
に、管理職になっていないのはおかしい。女性が活躍することなく辞めていくとしたら、住友生命の
人事制度や組織に原因があるはずだ。そして制度や組織を改革すれば女性が辞めずに働き続ける会社
になり、そのような女性は実務経験の積み重ねによって専門性を深める。これはサービスの質の向上
につながり、管理職になる人材も増えるはずだ」と、考えたのだ。そして社長は2005年に女性活躍推
進についての全社通達を発令した。（H25選定：P.187.住友生命保険相互会社）

　トップが責任者となりダイバーシティを推進
・社長直轄のダイバーシティ推進室を設置、国内14のグループ会社社長が責任者となり、各社の状況に
応じたダイバーシティ推進プロジェクトをトップダウンで進める体制をとることとなった。（H24選
定：サトーホールディングス㈱）

・2008年に副社長の直轄組織としてダイバーシティ推進室を設置した。ダイバーシティの推進には経営
層のコミットメントが不可欠であると考え、全社的なフォーラムなどさまざまなタイミングで社長を
はじめとした経営層がダイバーシティ推進への決意表明をするとともに、同推進室を副社長直轄とす
ることで、社内外に対して会社の方向性を明確に示し、実効性のあるものとすることを強く意識して
きた。（H25選定：P.67.富士通㈱）

②行動指針や目標における計画策定
　経営理念・行動指針に明記
・2010年の「花王ウェイ（経営理念）」の改定に伴い、行動原則に「私たちは、ダイバーシティ（多様
性）から生まれる活力が事業の発展を支えるとの認識に立ち、文化、国籍、信条、人種、性別などの
多様性を尊重します。」と明記されることとなった。（H24選定：花王㈱）

・同じベクトルに向かいながらも、異なる個性、感性や能力を持つ多様な人材を求め、創立70周年に
向けて策定した中期経営計画“70..VISION”において人材方針を「3G！generation. free,.gender.
free,.global」と定め、ダイバーシティを経営戦略の源泉に位置づけている。（H25選定：P.83.㈱光
機械製作所）

　数値目標の設定
・2004年に「10年後の女性従業員比率40%」という経営方針を対外的に表明し、女性採用を強化し
た。（H25選定：P.43.エステー㈱）

・CEOの強いリーダーシップにより「総合職新卒採用における女性比率3割以上」を目標として掲げ
た。それ以来公約を達成していたが、2011年度の新卒採用では、休職や退職リスクが相対的に低い男

別紙　取り組みのアイデアリスト
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性の採用を希望する現場の声が強まり、また、内定辞退も重なり、女性比率が19％と大きく落ち込ん
だ。これを知ったCEOは、（中略）「女性比率3割以上」を堅守する強い意思を示し、翌年度の採用
で女性を4割採用することを厳命し、その目標を達成した。2013年度の採用においても目標を達成、
結果的に13年間の平均で「女性比率3割以上」の公約を果たし続けている。（H25選定：P.95.帝人
㈱）

・課長以上の役職者に占める女性の割合を現状の4.0％から「2017年までに8.2％にする」という具体
的な数値目標を掲げている。（H25選定：P.163.あいおいニッセイ同和損害保険㈱）

③担当部署の設置
　全社的な取り組みに向けた担当部署の設置
・ダイバーシティ推進をミッションとする独立したチームとしてダイバーシティディベロップメントオ
フィスが設置された。そこから、全社的な動きとして、ダイバーシティ推進の取り組みが進められて
きている。（H24選定：日産自動車㈱）

・人事担当役員を室長に「きらめきライフ推進室」を設置したのがスタートで、現在、女性専任担当を
含む男女半々からなるメンバー10名を中心に、女性活躍推進策を企画・運営している。（平成25年選
定：P.91.積水化学工業㈱）

　従来からの取り組みを体系化するための担当部署の設置
・従来から主に女性を対象とした両立支援策や積極的な外国人雇用などをそれぞれ個別に実施してきた
が、2年前にダイバーシティ推進室を立ち上げ全社的な取り組みとして体系化してきた。（H24選定：
サラヤ㈱）

　担当役職の設置
・2008年に人事部門に「女性活躍推進担当」の役職を設置した。この女性活躍推進担当の設置は、会
社として女性活躍をより推進するとの経営陣からのメッセージであり、従来とくらべさらに女性に
フォーカスした施策を実施しやすい環境が整った。（H25選定：P.39.アサヒビール㈱）

（２）多様な人材が活躍できる土壌をつくるために
①多様で柔軟な働き方を可能とする環境整備

　長時間労働の削減
・残業削減などの取り組みを現場に任せていると、現場の業務が優先されてなかなか取り組みは進まな
い。このような事態を避けるために、社長自らが指示を出し、各組織に目標を課して残業削減に取り
組んだ。同社には部単位の160組織があるが、2012年の4～6月に残業が多かった32部署に対して、
7～9月に残業を半減するという全社的な経営目標を設定した結果、16部署で半減、7部署で25%残業
時間が削減された。（H25選定：P.119.SCSK㈱）

・男性も含め社員全員が定時である17時30分に仕事を終えて退社することを基本にしている。残業が必
要な場合は、前もって上司に届け出る。年末の繁忙期など明らかに残業が必要な場合を除き、定時に
仕事が終わらずに残業をすることは、仕事を管理できないためであり不名誉なことであるという認識
が全社に浸透しており、社員は時間内に自分の仕事を終えるように仕事の仕方を工夫するようになっ
た。（H25選定：P.159.㈱健康家族）

　勤務場所の柔軟化
・在宅勤務・フレックス勤務制度の抜本的な改革を実施。フレックスタイムは部署単位から個人単位
へ、また、コアタイムを設けず深夜時間以外はいつでも勤務時間にできるようにした。在宅勤務につ
いては、一日単位では最大で週2日まで、また、10分単位での取得も可能とし、自宅以外での勤務も
認められている。導入時には、まずマネジャー層約1,000名全員に対し、強制的に1日在宅勤務の体験
をさせるところからスタートした。次に、比較的在宅勤務に取り組みやすい部署3～4か所をモデル部



19 Best Practices Collection 2014

署とし、継続的に実証した。これらの実体験によって、徐々に在宅勤務・フレックス勤務を広げてい
くことに成功した。（H24選定：サントリーホールディングス㈱）

・2011年2月に日本法人として25周年を迎えた同社は、都心に分散していた5拠点を品川本社に統合す
る際にフリーアドレス制を導入した。デスクと仕事は一体のものと考えられてきたが、営業職全員が
固定された自分のデスクを持っていない代わりにオフィスフロアに設けられたハブスペースや全社員
が集まるOne.Microsoftカフェなどで働くこともできるなど、ノートパソコンさえあればそこがデス
クになり、どこでも仕事ができるようになった。（H25選定：P.139.日本マイクロソフト㈱）

・「ウルトラワーク」を導入している。具体的には「自由な場所での勤務」ができる仕組み。時間のみ
ならず、場所の縛りも外していこうという考えだ。（中略）本人が希望すれば、部長了解のもと、ほ
ぼ全社員が利用できる。（H25：P.131.サイボウズ㈱）

・執行役員以下、一般社員まで、シフト制の工場スタッフや百貨店の美容部員を除き、誰もが理由を問
わず週1日、在宅勤務を利用できるものだ。最長で１年先まであらかじめ曜日を指定しておく必要は
あるが、必要に応じて、曜日の変更が可能で、管理職も率先して活用している。（H25：P.99.プロク
ター・アンド・ギャンブル・ジャパン㈱）

　勤務日の柔軟化
・最大の特徴は、日、週、月ごとに決められた最大勤務時間の範囲内で、個人が自由に勤務スケジュー
ルを組むことができる「自由出勤制度」である。（H24選定：㈱エス・アイ）

・在宅勤務（週に1度）や、フルタイム勤務もしくは3/4勤務（１日を在宅勤務として残り4日のうち3
日通勤）の選択を可能にしている。（H24選定：㈱オージェイティー・ソリューションズ）

　勤務時間の柔軟化
・短時間正社員制度は、2004年から運用を開始しており、正社員の勤務時間は通常8時間であるが6時
間または4時間の勤務を選択することができる。（H25選定：P.199.㈱セレクティー）

・「選択型人事制度」とは、人生のイベントに合わせて働き方を変更できる、独自の制度である。社員
は誰でも、自らの自由意思により、以下の３つから自分の働き方を選択できることになっている。
（PS2（ワーク重視型）、PS（ワークライフバランス型）、DS（ライフ重視型））。（H25選定：
P.131サイボウズ㈱）

・雇用形態は勤務時間の長さに応じて、パートタイマー、セミフルタイマー（週36時間勤務）、フルタ
イマーの3種類があり、個々のコワーカーのニーズに応じて調整できるようになっている。（H25選
定：P.147.イケア・ジャパン㈱）

・育児勤務（短時間勤務）制度が導入された。ただし、個人によって通勤時間や保育園への送迎の時間
帯も異なることから、同社では多彩な選択肢を用意した。（H25選定：P.151.㈱髙島屋）

　女性に配慮した職場環境の整備
・女性未経験者を技術職として育成する上で、休憩所の美化やデザイン性の高い作業服・安全服への変
更、女性専用の作業場の確保など、現場の男性的なイメージを払拭し、未経験な女性にとっての抵抗
感を和らげ働き易い作業環境にするために工夫を重ねることで、女性技能職が定着した。（H24選
定：㈱マイスター）　

　子育てに配慮した職場環境の整備
・主に0～1歳の乳幼児を連れた勤務を認めており、全体の3分の1程度のスタッフが子連れ出勤を行っ
ている。ハード面でははさみなどの文具や書類を入れる机の引き出しに鍵付のものを選んだりするな
ど、安全面での配慮を行い、さらに危険な機材を手近に置かないなどソフト面のマニュアルを整備、
徹底している。（H24選定：㈲モーハウス）

・船橋店には、働き始めた後にも生後57日から子どもを預けられる企業内保育所「ダーギス」が整備さ
れており、子育て中の母親が働きやすい環境が整備されている。（H25選定：P.147.イケア・ジャパ
ン㈱）
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　障がい者に配慮した職場環境の整備
・新工場を建設した際には、身体障がい者の働きやすさを考慮し、車いす2台がすれ違える通路やチャイ
ムと連動した回転灯の設置など多様な工夫を凝らした。（H24選定：㈱大谷）

・（身体・知的・精神）障がいを有する社員の障がい特性に関わる情報を聞き取って個別ファイルを作
成し、適切な対応がとれるように工夫した。具体的には、障がいの程度や状況、服薬状況、通ってい
る病院等の連絡先、具合が悪くなった時など緊急時の連絡先や連絡方法などについてである。（H25
選定：P..87.㈱レグルス）

　高齢者に配慮した職場環境の整備
・シニア人材にとっても働きやすい環境を実現するため、設備上も様々な工夫を実現している。例え
ば、工場内では重い工具をすべて天井から吊るすことで持ち上げなくても利用できるようにし、作業
負担を軽減している。また、工場内の荷台にはすべてキャスターを取り付け、誰でも楽に運べるよう
に配慮している。その他、工場内の床の段差は、トイレに至るまですべて撤廃されている。（H25選
定：P.75.フジイコーポレーション㈱）

　外国人に配慮した職場環境の整備
・外国人社員の定着・能力開発等に向けて、「外国人社員は何がわからないか」という点が理解できる
人材が求められる。そこで中国籍の社員を中途採用し、外国籍社員の相談窓口及び外国人社員が受け
ることを前提とした研修プログラムの作成等を実施している。（H25選定：P.195.沖縄ワタベウェ
ディング）

・社内案内の英語化、カフェテリアでベジタリアン対応のメニューを提供、礼拝所を設置するなど、世
界各国から多様な社員を迎え入れる仕組みづくりを進めてきた。（H25選定：P.207.楽天㈱）

②現場のマネジメント改革
　マネジメント職階の評価項目にダイバーシティを追加
・人事考課の際も、ダイバーシティの推進を行動評価の中に盛り込んでいる。例えば管理職上位層であ
れば、「多様な価値観を認め合う風土を醸成し、また些細なことであってもメンバーの前例を破る発
想を見逃さず取り上げ、賞賛している」、ライン長では「自職場や自分とは異なる価値観を持つ人た
ちに自分の考え方を押し付けず、素直に耳を傾け、多様な価値観を認めながら一つの目的に向かって
リードしていく」、担当レベルであれば「自らの考えにとらわれずに、幅広く周囲から様々な価値観
を吸収し、担当業務に取り入れている」。（H25選定：P.39.アサヒビール㈱）

　管理職を対象とした研修の実施
・ダイバーシティマネジメント研修は、全部店長・課支社長を対象に、女性部下の育成について工夫
している点などを共有しながら、マネジメントのポイントを理解するもので今年度2,700名が受講し
た。（H25選定：P.167.㈱損害保険ジャパン）

・管理職層を対象にしたダイバーシティマネジメント研修を実施した。2012年度中に支店長全員に受
講してもらい、その後は、リテール部門に限らず希望者を募る形にして継続している。（H25選定：
P.171.㈱三菱東京UFJ銀行）

③職務の明確化・公正な人事評価制度
　職務の明確化
・専門職として自立して働ける人材を求めているため、内定時には、その人の職務内容を明確に示して
いる。（H25選定：P.55.㈱メトロール）

　実力・業績に応じた評価制度の構築
・各部署の業務内容の棚卸と職務の明確化を徹底して実施し、社員の業務実績に応じた評価を可能にす
る透明性の高い人事制度を構築、2010年に本格導入し、改定を重ねながら2012年度末までにかけて



21 Best Practices Collection 2014

評価体系を完成させた。（H24選定：㈱天彦産業）
・時短勤務者が不利にならないよう人事評価を工夫している。まず上司、同僚、他部門等の多面的な評
価の導入をするとともに、勤務時間の長短ではなく、業務目標の達成度やビジネスへの貢献を重視し
た評価としている。また、部門で行われる評価会議には人事担当者も同席して、短時間勤務だからと
いうだけで評価が下がることがないよう目を配っている。（H25選定：P.47.MSD㈱）

　透明性の高い評価制度の構築
・上司による人事評価だけでなく、社員それぞれが全員を評価するという360.度評価を実施。評価の観
点は会社に貢献したかという一点だけであり、その中に「業績」や「新しいことに取り組んだか」と
いった細かな項目を設定している。役職者部門での上位5名、その他の職の上位5名を挙げ、それぞれ
点数を付与するという評価方法とし、各人が評価した理由についても記載することとしている。評価
結果は全員に公開しており、評価者の名前は伏せた上で評価理由や業績を公開し“見える化”してい
る。（H24選定：サポート行政書士法人）

・2010年に「成長支援制度」を導入した。同制度のもと、人事評価シート「成長シート」に基づき、3
か月に1回、担当者と部門のマネージャーが面談し、育成（成長）結果の把握と目標の共有を図ってい
る。（H25選定：P..155.田代珈琲㈱）

　雇用形態に関わらない評価制度の構築
・子どもを持つ女性だけでなく、高齢者、障がい者など、多様な人材がそれぞれの能力を活かし、全員
が正社員として業務を遂行している。入社した社員は前職やスキル、障がいの有無にかかわらず、一
律の時給からスタートし、半年ごとの評価により額の見直しが行われる（完全な同一労働・同一賃
金）。（H24選定：㈱エス・アイ）

・正社員・パート社員に共通の評価制度を設けており、それに従って給与が上がる仕組みになってい
る。（H25選定：P.111.㈱ハート）

④多様な人材の積極的な登用
　役員への登用
・人事担当役員が中心となって策定する役員のサクセッション・プラン（後継者育成計画）において、
すぐにも役員に登用できそうな人材、今後2年くらいで対象となりうる人材、5年以内に対象になりう
る人材を挙げるが、そのなかに必ず女性候補を含めている。（H25選定：P.47.MSD㈱）

　リーダー・管理職への積極的な登用
・多くのプロジェクトのリーダーに女性が抜擢されている。単に優秀な人材を選んだら結果として女性
になったというのではなく、積極的に女性を抜擢しているとのこと。一般論として女性は、社内の政
治力学に左右されることなく、上層部にも率直な意見を言う。ビジネスの成功のため、それを期待し
ているからだ。（H25選定：P.51.大塚製薬㈱）

・ワーキングマザー向けに「チャレンジポスト制度」が導入された。この制度は、子育てや介護によ
り、働く時間に制約がある社員のために、事業部門やグループ各社が時短勤務や在宅勤務も可能なポ
ストについて、年に2回、グループ横断的に異動希望者を募集する社内公募制度である。（H25選定：
P.127.㈱リクルートホールディングス）

・育児経験は「時間管理能力」、「効率的な動き方」、「コミュニケーション能力」などを高めるとし
て、「ビジネススキル」として積極的に評価する姿勢を実際に育児休業後に管理職に登用するなどし
て明確にしている。（H25選定：P.203.㈲COCO-LO）

　パートタイマーの正社員への登用
・「正社員登用制度」を設け、正社員57名のうち、20％弱がパートからの移行者。（H24選定：三州製
菓㈱）

・パート講師（全員女性）をフルタイムの正社員に転換した。これは、質の高い講師人材の確保が重要
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であるとの意図から、教室長からの推薦があり、かつ本人が正社員化を希望する講師について、より
長く働いてもらうために行った取り組みである。（H25選定：P.199.㈱セレクティー）

⑤多様性を引き出し活かす配置・転換
　ジョブローテーションの実施
・製造、販売、流通などの部門間で頻繁にジョブローテーションを実施し、複数部署の業務に精通させ
ることで繁忙期の柔軟な人員対応等を可能にしている。また、「前の職場」の常識や工夫を「次の職
場」に持ち込むことで、生産効率の向上や改善も実現させている。（H24選定：六花亭製菓㈱）

　工程間のローテーション
・ひとつの製品の作業工程を細分化し、各人に相応しい工程を割り当てる。ひとりで全工程をこなすこ
とは無理でも、工程を細分化すれば、（多くは知的）障がい者ができる工程は多い。また、治具を作
ればできる工程もある。まずは単工程に習熟し、できる人には工程を増やして多能工化している。
（H25選定：P.103.㈱キョウセイ）

⑥個々の強みを活かす仕事づくり
　個々の社員の強みに応じた業務の配分
・業務の内容を「機密性」「属人性」「緊急度」「重要度」の4.つの軸に沿って仕分け、個々の人材の働
き方とも照合しながら業務配分している。たとえば、育児中の女性に任せられる仕事は、子どもの体調
不良などにより、急遽休むことを想定に入れると、属人性・緊急度が低いものが適性だが、機密性や
重要度は高いものでも構わないことになる。そうすることで、従来、制約のある社員には任せられな
かった仕事の中から任せられる仕事を切り出すことができ、個々人の対応可能な業務の幅を広げると
同時に、会社の側にとっても適材適所が実現される。（H24選定：アイエスエフネットグループ）

・検品作業は、スピードより正確性が重視される業務であり、（知的・精神）障がい者の有する集中
力の高さ、持続力、作業の正確性、まじめな勤務態度からすると、適性の高い業務だと判断した。
（H25選定：P.143.丸善運輸倉庫㈱）

・より積極的に女性顧客獲得に取り組むため、女性による女性のためのプロジェクトチーム「L’sプロ
ジェクト」を商品開発を担う業務開発部内に発足させた。女性向け商品開発に本格的に取り組んだの
は、顧客の半分は女性で、家計は女性が握っていることが多く、働く女性が増えマーケットをけん引
していく存在になっていくと考え、女性のニーズを踏まえた商品開発の必要性を感じたためである。
（H25選定：P.183.㈱大垣共立銀行）

・海外に輸出する外国人向けのお酒の開発についても検討を始めた。しかし、女性の場合と同様に、外
国人に好まれる味覚やセンスなどの感覚的なものを日本人が理解することは難しいため、同社は外国
人人材の獲得に取り組んだ。（H25選定：P.115.菊水酒造㈱）

　未経験者を育成・戦力化するための業務づくり
・未経験者で請け負える業務がなかったため、まずは練習として比較的扱いやすい市販ドリルの再研磨
（1000分の1～2mmで削る技術）を赤字覚悟で手頃な価格にて設定、大量に受注した。4名の女性
は、毎日それらの作業に従事するうち、半年もすると機械加工にも慣れ、通常業務もこなせるように
なっていった。（H24選定：㈱マイスター）

・雇い入れた当初は、判断を必要とする業務、専門技能が必要とされる業務は経験豊富な社員が行い、
定型業務でありながら機械化できない業務を高齢者用に切り分け、また高齢者以外の若い社員と同一
の製造ラインに入って流れ作業を行う際も、若い社員と同じ速さでの作業は難しいこともあったた
め、単独で動かす機械を担当するなどの工夫を行った。すると、特に高齢の女性は、軽作業や細かな
作業を早く丁寧に実施できるといった長所が見られるようになった。（H25選定：P.79.㈱加藤製作
所）
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　フォロー体制の構築
・リクルートの出身者（主に40.代）が営業とプロジェクトコーディネータを担当し、2人1組のトレー
ナーと合わせて3人体制（同社では「親父と息子のタッグマッチ」と表現）を組み、1つのプロジェク
トに従事している。トレーナーは比較的高齢であるため、万が一、一人が体調を崩した場合でも、も
う一人が状況を把握できるようにしている。（H24選定：㈱オージェイティー・ソリューションズ）

・家事や子育てを担い、時間的制約のある女性が建築士などのプロフェッショナルとして活躍できる舞
台は少なかった。しかし、（中略）育児中の女性でも活躍できるチャンスを与えたいと考え、（中
略）試験的に2名の女性に1つの業務を任せ、助け合いながら仕事を進める“ワークシェアリング”に
挑戦。（H25選定：P.27.㈲ゼムケンサービス）

⑦キャリア形成や能力開発のための教育・研修の拡充
　多様な人材向け教育・研修等の実施
・「名実共にマネジメント層になり得る女性管理職の育成」を目標に掲げ、チームを導くことができる
意欲ある女性社員に対して「女性管理職層育成研修」を実施し、管理職としての能力を磨き上げた上
で、管理職登用試験に合格すると晴れて管理職候補の資格を得られるしくみとした。具体的には、
チームを導くことができる意欲ある女性社員として主任クラスの女性12名に、年間11日間の研修を
行った。（H25選定：P.63.トッパン・フォームズ㈱）

・2011年から女性管理職候補育成のため女性リーダー育成プログラムを開始した。対象は管理職一歩
手前の女性社員で、所属部署の推薦で受講する。（中略）研修期間は半年で、集合研修とOJTからな
る。直属の上司の一つ上の者が育成責任者となり、個人ごとに育成計画を立てている。OJTでは、役
員への業務説明に同席させるなど、これまでの業務の領域を超えた経験をさせるようにしている。ま
た、この研修には女性の上級管理職（事業部長クラス）が受講生のメンターとして参加する。（H25
選定：P.67.富士通㈱）

・執行役員（20名）が女性管理職（2013年度までの累計104名）のメンタリングを行う「WINDメン
タリング」が、年に1回、1対1で1人につき1～2時間程度実施されている。この「WINDメンタリン
グ」は、女性管理職の意識や目標を引き上げ、リーダーシップや指導力等を強化するとともに、管理
職としての不安を軽減することを目指している。（H25選定：P.35.アステラス製薬㈱）

　ロールモデルの提示
・日本では女性活用が遅れており、部署を越えて、女性の管理職と意見交換できる場として、ウーマン
ズネットワークを立ち上げ、1999年に兼任で全社のダイバーシティ推進を担当するマネジャーを置
き、2003年から専任とした。（H25選定：P.99.プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン㈱）

⑧社内に対する周知
　社内に対する情報発信
・社内ホームページ上にトップのメッセージを掲載するとともに、経営幹部や社員の体験を基にした
WSI.（ワーク・スタイル・イノベーション）の工夫などの情報発信を行い、社内全体としての風土改
革の取り組みとしている。（H24選定：㈱東芝）

・「ダイバーシティ＆インクルージョン」をスタッフ部門の事業計画に盛り込んで、取締役をトップと
する推進チームを結成。その活動を社内報で取り上げるなど、社内アナウンスにも注力した。（H25
選定：P.63.トッパン・フォームズ㈱）

・社内のサテライト放送として毎日放送している「おはようダイワ」や社内報で、制度を上手に活用し
ている支店の取り組みを紹介するなど、セクションを超えて経験とノウハウを共有することで制度利
用を促進している。（H25選定：P.175.大和証券㈱）
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Ⅲ　価値創造のためのダイバーシティ経営に向けて

（3）多様な人材の活躍を価値創造につなげるために
①情報共有・合意形成プロセスの透明化

　誰もが理解できる情報共有手段の構築
・自社で作成した独自のe-ラーニングシステムにも、通常の音声バージョンに手話通訳、英語字幕を加
え、誰でも利用しやすくなっている。（H24選定：サトーホールディングス㈱）

・（知的障がい者に対して）当日の業務内容や伝達事項についてはカードに記載し、伝達するようにし
ている。（H25選定：P.191.㈱特殊衣料）

　トップを含めた透明なコミュニケーション
・毎週原則金曜日までに「今週の気づき」を直属の上司（CCで社長）にメールするという取り組みを6
年前から実施している。直属の上司はそれを受けて、返信（CCで社長）することが義務づけられて
いる。このメールは単なる業務報告であってはならないというルールはあるものの、それ以外であれ
ば、日常の街中で目にしたもの、家庭や趣味に関するものでも構わないし、仕事をしていて気づいた
ことでも良い。（H24選定：㈱日本レーザー）

②「違い」を強みにつなげるコミュニケーション活性化・職場風土づくり
　女性社員に対する男性社員のサポート
・女性4名による「TWS（Tenhiko.Web.Sales）」チームを立ち上げ、ウェブ販売事業を開始した。
（中略）メンバーは皆特殊鋼営業は未経験であったが、専門知識や取扱いのノウハウなどは経験豊富
な男性の営業スタッフが伝授しサポートする体制をとっていた。（H24選定：㈱天彦産業）

　違いを強みにつなげる仕組み
・異文化を日本人社員が吸収できるような仕掛けを行っている。たとえば1、2か月に一度開催される"
イングリッシュ・アワー"では、日本人が英語で話す手助けをするために多くの外国籍社員が母国語を
使って会話するなどして、日本人の視野拡大と言語力向上に貢献している。（H24選定：サトーホー
ルディングス㈱）

・三木谷社長によるトップダウンで、2010年から社内の「英語公用語化」が実施された。これを機に、
社員個々人が英語能力アップに取り組み、社員全員のTOEICのスコアの平均が、2010年には526.2
だったものが2013年には761.1になるなど、英語力が着実にアップし、日本と海外子会社の連携の立
ち上がりも早く、スムーズな海外との協働が可能となった。（H25選定：P.207.楽天㈱）

　異なる属性の人々が互いに交流する仕組み
・性別・年齢・職種・国籍など多様な社員20人からなるプロジェクト「WAVE∞（ウエーブうねり）」
が発足。経営陣に対し、女性活躍推進をはじめとしたダイバーシティ推進につながる制度改革、環境
整備の提言を行った。（H25選定：P.39.アサヒビール㈱）

③社外に対する情報発信
　社外に対する情報発信
・特例子会社で働く障がい者の活躍について、K.ハート（特例子会社）社内で完結させることなく、ダ
イバーシティ担当部署がグループ全体に対して積極的な情報発信を行うことで、障がい者の活躍する
企業グループとして社員の認識を深める啓発に取り組んでいる。グループ報で定期的に記事を掲載す
る中で、記事に対するグループ社員からのコメントなどを集約し、本人や本人が通院する医療機関関
係者、職業訓練機関スタッフなどにもフィードバックしている。（H24選定：コクヨ㈱）
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建設業

1 有限会社ゼムケンサービス ★ 福岡県 ○ ○ ○ 27

2 株式会社エスケーホーム ★ 熊本県 ○ ○ ○ 31

製造業

3 アステラス製薬株式会社 東京都 ○ ○ ○ 35

4 アサヒビール株式会社 東京都 ○ ○ ○ 39

5 エステー株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 43

6 MSD株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 47

7 大塚製薬株式会社 東京都 ○ ○ ○ 51

8 株式会社メトロール ★ 東京都 ○ ○ ○ ○ 55

9 凸版印刷株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 59

10 トッパン・フォームズ株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 63

11 富士通株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 67

12 日本理化学工業株式会社 ★ 神奈川県 ○ ○ ○ ○ 71

13 フジイコーポレーション株式会社 ★ 新潟県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 75

14 株式会社加藤製作所 ★ 岐阜県 ○ ○ ○ 79

15 株式会社光機械製作所 ★ 三重県 ○ ○ ○ ○ 83

16 株式会社レグルス ★ 三重県 ○ ○ ○ ○ 87

17 積水化学工業株式会社 大阪府 ○ ○ 91

18 帝人株式会社 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ 95

19 プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社 兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 99

20 株式会社キョウセイ ★ 岡山県 ○ ○ ○ ○ 103

21 株式会社虎屋本舗 ★ 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ 107

22 株式会社ハート ★ 高知県 ○ ○ ○ ○ 111

23 菊水酒造株式会社 ★ 高知県 ○ ○ ○ ○ ○ 115

１．ダイバーシティ経営企業 100 選

Ⅳ 平成25年度ダイバーシティ経営企業100選
ベストプラクティス集
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情報通信業

24 ＳＣＳＫ株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 119

25 株式会社ダンクソフト ★ 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 123

26 株式会社リクルートホールディングス 東京都 ○ ○ ○ 127

27 サイボウズ株式会社 ★ 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 131

28 日本ヒューレット・パッカード株式会社 東京都 ○ ○ ○ 135

29 日本マイクロソフト株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 139

運輸業,郵便業.

30 丸善運輸倉庫株式会社 ★ 大阪府 ○ ○ ○ 143

卸売業,小売業

31 イケア・ジャパン株式会社 千葉県 ○ ○ ○ 147

32 株式会社髙島屋 大阪府 ○ ○ ○ ○ 151

33 田代珈琲株式会社 ★ 大阪府 ○ ○ ○ ○ 155

34 株式会社健康家族 ★ 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ 159

金融業,保険業

35 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 163

36 株式会社損害保険ジャパン 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 167

37 株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都 ○ ○ ○ 171

38 大和証券株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ 175

39 東京海上日動火災保険株式会社 東京都 ○ ○ ○ 179

40 株式会社大垣共立銀行 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ 183

41 住友生命保険相互会社 大阪府 ○ ○ ○ ○ 187

生活関連サービス業,娯楽業

42 株式会社特殊衣料 ★ 北海道 ○ ○ ○ 191

43 沖縄ワタベウェディング株式会社 ★ 沖縄県 ○ ○ 195

教育,学校支援業

44 株式会社セレクティー ★ 宮城県 ○ ○ ○ ○ 199

医療,福祉

45 有限会社COCO-LO ★ 群馬県 ○ ○ ○ ○ 203

その他サービス業

46 楽天株式会社 東京都 ○ ○ ○ ○ ○ 207
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女
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定
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し

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
建設業 中小企業

Point

有限会社ゼムケンサービス

▶時間的制約のある女性にも、建築の世界で活躍の機会を与えたいというトップの
思いが、女性活用のきっかけに

▶建築設計の分野では珍しいワークシェアリングに取り組み、試行錯誤しながら、
その方法を確立

▶仕事の共有により、時間的制約のある女性でも活躍できる機会が創出され、現在
は様々なライフステージに立つ女性が活躍中

▶大きな“家族”のように社員が支え合う環境が、家庭や家族に関する社員の経験
を深め、家を設計する際の顧客ニーズの理解に貢献

▶女性のユニークな発想や洗練された感覚による店舗の設計・デザインが注目を集
め、系列店すべてを任されるケースも

▶女性視点の強調戦略により売上倍増と高付加価値化を同時に実現

女性の発想を活かした女性建築デザインチームの
活躍により、5 年で売上・利益とも倍増を実現

◎企業情報

設立年 1993 年 資本金 20 百万円
本社所在地 福岡県北九州市小倉北区片野 3 丁目 7 番 4 号

事業概要 一般建設業、一級建築事務所
住宅・店舗の設計・施工、デザイン、コンサルティング

売上高 1.2 億円（2013 年 7 月期）

◎従業員の状況（国内連結）

総従業員数 8 人（うち非正規 0 人）
属性ごとの人数等 【女性】6 人（うち非正規 0 人）、女性管理職比率 50.0％

正規従業員の
平均勤続年数 4.2 年（男性 7.8 年、女性 3.5 年）

連結 or 単体 単体

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
建設業 中小企業

Point

Data

有限会社ゼムケンサービス

▶時間的制約のある女性にも、建築の世界で活躍の機会を与えたいというトップの
思いが、女性活用のきっかけに

▶建築設計の分野では珍しいワークシェアリングに取り組み、試行錯誤しながら、
その方法を確立

▶仕事の共有により、時間的制約のある女性でも活躍できる機会が創出され、現在
は様々なライフステージに立つ女性が活躍中

▶大きな“家族”のように社員が支え合う環境が、家庭や家族に関する社員の経験
を深め、家を設計する際の顧客ニーズの理解に貢献

▶女性のユニークな発想や洗練された感覚による店舗の設計・デザインが注目を集
め、系列店すべてを任されるケースも

▶女性視点の強調戦略により売上倍増と高付

ゼムケンサービスの経営理念体系（抜粋）

女性の発想を活かした女性建築デザインチームの
活躍により、5 年で売上・利益とも倍増を実現

◎企業概要

会社設立年 1993 年 資本金 20 百万円
本社所在地 福岡県北九州市小倉北区片野 3 丁目 7 番 4 号

事業概要 一般建設業、一級建築事務所
住宅・店舗の設計・施工、デザイン、コンサルティング

売上高 1.2 億円（2013 年 7 月期）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 8 名（うち非正規 0 名）
属性ごとの人数等 【女性】6 名（うち非正規 0 名）、女性管理職比率 50.0％

正規従業員の
平均勤続年数 4.2 年（男性 7.8 年、女性 3.5 年）
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

時間的制約のある女性にも活躍の舞台を
ゼムケンサービスは、北九州市を中心に住宅や店舗
の設計・デザインを手がける建築事務所である。現在
の8名の社員のうち6名が女性であり、そのうち4
名の女性は子育てをしながら働いている。6名の女性
のうち3名は一級建築士の資格を持ち、設計のほか、
営業や現場監督なども担当する。一級建築士のほか
にも、二級建築士や女性デザイナーも活躍している。
建築業界は、今でも女人禁制の考え方が根強く残る
男性多数の業界である。こうした業界の中では、特に
家事や子育てを担い、時間的制約のある女性が建築士
などのプロフェッショナルとして活躍できる舞台は少
なかった。しかし、同社の籠田代表は、自身が育児と
仕事の両立に試行錯誤する中で、育児中の女性にも活
躍できるチャンスを与えたいと考え、これが同社にお
ける女性活躍の発端となった。これを機に同社は、試
験的に2名の女性に1つの業務を任せ、助け合いな
がら仕事を進める“ワークシェアリング”に挑戦。そ
の後、様々な困難を乗り越えながら、仕事を共有する
ユニークな方法が整備され、時間的制約のある女性で
も活躍できる職場環境が実現された。現在は、様々
なライフステージに立つ6名の女性が活躍している。

北九州発・女性建築デザインチームの大躍進
同社に集う女性建築士やデザイナーが、2年前に
チームを立ち上げ、1年前から「JKDT 女性建築デ
ザインチーム」と名づけて活動を始めたところ、女
性の視点を活かした提案やデザインが地域で高い評
価を受け、売上が倍増する勢いで伸び始めた。「家
づくり、店づくり、まちづくり、そして幸せづくり」
を掲げる女性建築デザインチームの活躍は、様々な
ところで注目を集めるようになり、現在は新聞やテ
レビ等でまさに“引っ張りだこ”の状態となってい
る。同社の実績は全国区で認められるに至り、同社
の代表である女性建築士・籠田氏は、2013 年に内
閣府の「女性のチャレンジ賞」を受賞した。これは
建築業界における初の受賞となり、業界にも大きな
インパクトを与えている。

ダイバーシティ推進のための具体的
取り組み

設計の分野では珍しいワークシェアリング
同社では、設計やデザインの分野では非常に珍し
いワークシェアリングを実施している。これは、一
人の担当者がすべての仕事を担うのではなく、チー
ムとして複数の担当者が一つの仕事を共有しながら
仕事を進める方法である。建築業界における設計業
務は、一般的に建築士などの専門家が自らの責任で
行うことが多い。しかし、時間的制約のある女性建
築士にとっては、すべての責任を一人で担うことが
難しい場合もある。そのため、同社では、時間的制
約のある女性同士で補完し合い、チーム全体として
情報を共有しながら仕事を進める方法を取っている。
情報共有の方法については、常に試行錯誤を重ね
てきた。現在はメーリングリストのほか、WEB上
で図面を共有したり、Facebook で予定を共有した
りしながら、情報を共有している。
建築の分野において建築士が設計した成果物は、そ
の建築士個人の実績であり、一つの“作品”のような
形でみられることもある。しかし、同社でチームとし
て成果をあげる上で、こうした価値観やプライドは
障害となる。お互いに専門家として意見が衝突する
こともあるが、同社では、お客様のためにチームで
協力して良いものを生み出すことを目標として掲げ、
全体の目標に向かって力を合わせるという考え方が
根づいている。このように、成果を自分だけの手柄
にせず、チームのものとしてとらえることができる
という点は、女性の強みの一つであるともいえる。

大きな家族として支え合う社員
時間的制約を持つ女性同士がお互いに助け合って
いるのは、仕事だけではない。同社で活躍する女性同
士は、仕事以外でも協力し合う関係にある。例えば、
学校が終わった子どもたちは、それぞれの自宅ではな
く同社のオフィスに帰ってくる。おやつも出される
このオフィスで、子どもたちは他の子どもと遊びな
がら母親の終業を待ち、仕事が終わると一緒に自宅
に帰る。オフィスの一角は託児所のようになってお
り、子どもたちはここで楽しく夕方の時間を過ごす。

有限会社ゼムケンサービス
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同社に集うメンバーは、仕事以外でも助け合う大
きな家族のような関係を築いており、仕事の悩みに
限らずプライベートな悩みもオープンに相談しあ
う。時間的制約を持つ女性同士が一緒に仕事を進め
る上では、相手が置かれている状況を可能な限り
知っておくことが望ましいという配慮がその背景に
ある。子どもの状況や家族の病気など、相手の事情
を把握していれば、相手を理解した上で協業も前向
きに行えるようになるからである。
また、住宅や店舗を設計する仕事において、家族や
家庭という視点は欠かすことができないものである。
大きな家族として社員が支え合う同社の環境は、独身
の社員にとっても、視野を広げるとともに、お客様の
気持ちをより深く理解する上でプラスになっている。
籠田代表は、住宅の設計やデザインという仕事を
する上で、日常生活は発想の源であるという。実際
に自分自身の生活において得られた気づきが、お客
様に喜ばれる設計につながることも多い。このよう
に考えると、自分自身の生活を充実させることは、
設計やデザインの仕事においては特に大きなプラス
に働く。同社の女性社員が仕事とともに自分自身の
生活も大切にしていることは、同社の業績にもつな
がっているのである。

一人ひとりの実力を高めるための工夫
少数精鋭の同社では、一人ひとりの実力が企業の
実績に直結する。こうした考えに基づき、同社では
教育研修にも力を入れてきた。現在は一人あたり年
間約 40万円の費用を人材育成に投資している。
具体的には、原則として毎月研修の時間を確保し、
全員が経営やマーケティングに関する知識を習得す
る。店舗等の設計やデザインの提案は、顧客の事業
内容や経営戦略を踏まえて行うことも多い。顧客の
理念や要望を深く汲み取った質の高い提案を行うた
めには、経営者の目線を理解することも重要である。
また、多忙な女性が家事や業務の合間にスキル
アップできるようにという配慮から、同社ではオリ
ジナルの社員手帳を作成し、社員に配布している。
この手帳には、企業理念のほか、業務の基礎知識や
建築分野の法律改正の最新動向など、豊富な情報が
盛り込まれている。育児休業で業務から離れている
社員も、この手帳を見れば、業務の基本や最新動向

を効率的に把握し、スムーズに職場復帰することが
できる。この手帳には、自分自身の 10年間の予定
や目標も書き込めるようになっており、人生計画を
立てたり、キャリアアップの目標を明確にするため
に活用することもできる。このような人材育成やス
キルアップに関する配慮も、同社の実績を支える大
きな力になっている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性のユニークな発想による店舗が注目を集める
同社による女性の視点や感性を取り入れた住宅や
店舗は、多くのお客様から高い評価を受けている。
例えば、女性スタッフが多い旅行代理店では、働く
女性の心理に配慮したカウンターが喜ばれている。女
性スタッフが座る接客カウンターは弓のような形に
なっており、弓のカーブの外側にスタッフが弧を描
くような形で座るようになっている。直線的なカウ
ンターでは離れたスタッフの様子はあまり分からない
が、弧を描いた形で座ると、他のスタッフやお客様の
様子なども自然と目に入り、女性同士が連帯感を持っ
て安心して仕事ができるほか、自然な気配りやフォ
ローもしやすい。この弓形のカウンターは、一般的
な直線状のカウンターよりも広いスペースを使うた
め、効率を重視する男性建築士には思いつきにくい
が、女性建築士が同じ働く女性としてスタッフの心
理を深く分析し、そのニーズに応えることを重視し
た結果、女性に喜ばれる新しいオフィスが完成した。
また、同社オフィスの近くに立地する不動産店は、
入口を入ると円形の待合ホールがあり、その待合
ホールを何重にも囲むように社員デスクが配置され
ている。これは、待合ホールのお客様の気持ちを社
員がしっかりと受け止め、その情報を奥の社員にま
で波紋のように伝えていくという同店のサービス精
神を体現したものである。お客様のニーズをしっか
り聞き取るという意味を込めて、待合ホールに置か
れたソファも耳の形になっている。
顧客に対して「どこまでもやさしく」というコン
セプトを掲げたこの不動産店の設計は、お客様に大
きな感動を与え、これも同社が誇る実績の一つと
なっている。

有限会社ゼムケンサービス
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ほかにも、「つい女性が立ち寄りたくなるお店」を
コンセプトとして設計された北九州市内の洋菓子店
では、多くの女性が憧れる南仏プロヴァンス風の白
いお菓子の家をイメージしたデザインを実現した。
店内は、同店のメインの商品である焼き菓子・バウ
ムクーヘンの焼き色を中心として、やや濃い小麦色
までのグラデーションを取り入れ、店の内装が商品
の色合いと調和するようデザインされている。床・壁・
天井のほか、ショーケースやテーブルに至るまで曲
線が随所に取り入れられ、焼き菓子の柔らかさが強
調されている。開店時の店内には焼き立てのバウム
クーヘンの香りが漂うことまでも計算された設計と
なっており、女性の憧れが反映された、まさに女性
が立ち寄ってしまう繁盛店として注目を集めている。

女性視点の強調戦略による売上倍増と利益率向上
女性の視点や感性を重視したユニークな発想に基
づく住宅や店舗は、地域において高く評価され、同
社事業は急速に拡大している。女性顧客が多い菓子
店や美容院では特に需要が高く、系列店をすべて任
されるケースも出てきた。この結果、昨年度から今

年度にかけて売上が倍増する見込みとなっており、
同社事業は過去最大の規模へと発展を遂げつつある。
売上の増加とともに注目されるのは、利益率の向
上である。1993 年の設立当初、同社は公共工事を
請け負う業務を中心に手がけていたが、2000 年代
の中頃から、戦略的により付加価値が高い住宅や店
舗の設計・デザイン業務の比重を高めようと努力を
重ねてきた。「JKDT女性建築デザインチーム」の発
足は、こうした高付加価値化戦略の一環でもあった
が、この戦略が功を奏し、利益率向上による経営体
質の強化という大きな目標も達成されつつある。

もっと多くの女性に活躍の舞台を
「JKDT 女性建築デザインチーム」は同社の女
性社員によるチームであるが、籠田代表はこれを
“Japanese.Knowledge.Diamond.Team”と読み替
え、社外の女性専門家も入れた新たなチームをつくる
ことを計画している。家事や育児などの時間的制約
により、大好きなデザイン仕事や設計の仕事をあき
らめている女性に対して活躍の舞台を提供したいと
いう代表の思いは、自社を超えてさらに広がりつつ
ある。籠田代表は、この新しい取り組みによって日
本国内に 50人の女性スターを生み出したいと語る。
ここには、女性経営者として業務実績をあげるだけ
でなく、建築に携わる多くの女性に夢とチャンスを
与えたいという籠田代表の強い思いがうかがえる。
また、今年、アジアで活躍する女性による「アジ
ア女性会議」にパネリストとして参加したところ、
この会議も好評であったという。北九州から始まっ
た女性チームの活躍は、日本国内から海外へと、大
きく広がる兆しを見せている。

同社が設計・デザインを手がけた北九州市内の洋菓子店

同社が設計・デザインを手がけた北九州市内の不動産店 過去 5 年間の売上・利益の推移と今期の見込み

売上
粗利
粗利率
経常利益率
営業利益率

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年予測

過去5年間の売上・利益の推移と今期の見込み
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プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
建設業 中小企業

Data

◎企業概要

会社設立年 1997 年 資本金 100 百万円
本社所在地 熊本県山鹿市鍋田 178 丁目 1 番

事業概要 注文住宅・事務所・アパート・店舗の企画・設計・施工・販売・アフターサービス全般、
住宅に関するコンサルティング

売上高 28 億円（2013 年 6 月期）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 74 名（うち非正規 9 名）
属性ごとの人数等 【女性】35 名（うち非正規 7 名）、女性管理職比率 14.3％

正規従業員の
平均勤続年数

4.7 年（男性 5.1 年、女性 4.3 年）
※ 入社 1 年目の新入社員を除く
※ 勤続 1 年以上 3 年未満の若手正社員 22 名を含む

▶住宅・不動産業界には女性が少なく、その比率は業界全体では 2 割に満たない
と言われる

▶このような女性が少ない住宅・不動産業界において、優秀な女性を主戦力として採用
▶共有価値観の「公平性」に基づくインセンティブ制度によって成果を挙げた社員

を公平に評価するとともに、ギフト制度によって企業全体の目標達成時には社員
旅行などを実施し、組織の団結力向上を図る

▶“一人のために制度をつくる”方針のもと、結婚後も各社員の事情に合わせて以
前と同様に働けるように仕組みを整備

▶住宅に関する顧客のニーズに丁寧に対応する女性社員の活躍によって、高い顧客
満足度を実現し、売上は順調に拡大

▶女性の積極的採用を始めた頃から、学生の就職人気も急上昇
▶より“強く”“面白い”を目指して、今後もさらに多様な人材の獲得を目指す

女性の少ない住宅業界で女性が成長の
主戦力として活躍。10 年で 5 倍の売上拡大を実現

株式会社エスケーホーム

Point

エスケーホーム 価値観

□ 誠実性

決してうそを言わない

（例）全棟アンケートをしてそれをサイトにすべて公開する。

お客様に坪単価表示を廃止し引渡し価格を表示するオールパッケージ価格

□ 公平性

すべて公平に扱う。

（例）採用において性別・年齢・国籍関係なく採用する。 コネ採用は一切しない。

出世・給与基準・インセンティブにおいてすべて公平に扱う。

管理職だからといってグリーン車やビジネスクラスへのクラスアップ一切なし。

□ オープン性

私たちはすべて率直に話す。プライベートも含め相談できる環境を整える。

（例）身内の問題に対して会社の顧問弁護士を紹介し問題解決。出産後の労働時間の短縮への相談。勤務地の相談など。

また年に2回匿名でのアンケートを行いお金を貸したことがあるかや、異性や先輩に誘われたことがあるか、

また不正行為を見たり聞いたりしたことがあるかなど、会社に伝えやすい環境を作っている。

□ 親しみやすさ

私たちは決して見栄をはらない、かっこつけない。お客様に対しても必ずしも標準語で話さなくてもいい。

（例）方言の推奨。上司から部下へでもわからないことがあれば恥ずかしがらす聞ける社風。

□ 勤勉性

私たちはしごと好きな人間の集まりである。
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

熊本を拠点に躍進する注目の住宅メーカー
エスケーホームは、熊本県、福岡県、佐賀県を中
心に、注文住宅の設計・販売を手がける成長企業で
ある。環境保護などの観点から、住宅営業に不可欠
とされる展示場やモデルハウスは一切作らないとい
う方針のもと、ITやインターネットを駆使した新し
い住宅・土地販売事業に取り組んでいる。39歳の社
長を先頭に、住宅業界の常識を覆す独自の手法で成
長を遂げ、近年、熊本県内で高い注目を集めている。
1997 年の設立以降、2005 年には売上 10 億円
を突破。その後も成長を続け、2012 年は売上 27
億円に到達。今期の売上は35億円を見込む。現在は、
福岡証券取引所「Qボード」への 2014年度後半の
株式上場を目指して、本格的な準備を進めている。

女性が少ない業界において女性を主戦力として採用
住宅に関する仕事は、お客様の在宅時に訪問等を
行うことが一般的であり、夜間や週末が仕事になる
ことも多い。こうした仕事の特性からか、住宅・不
動産業界には女性が少なく、その比率は業界全体で
は約 15%となっている（平成 22 年度国勢調査）。
また、住宅・不動産業界は転職率が高い業界として
も知られ、特に女性が長く勤めることは困難である
というイメージが強かった。
しかし、設立後数年が経った頃から、同社の求人
に対して応募する女性の優秀さが際立つようになっ
た。当時、女性の優秀さを確信した同社では、積極
的な女性の新卒採用に踏み切った。それ以降、継続
的に女性を採用したところ、これが同社の躍進をさ
らに加速させる原動力となる。
現在は 60名程度の正社員中、半数以上が女性で
占められている。女性社員の増加に伴って売上も急
拡大し、まさに女性が企業の成長を牽引する主戦力
となっている。

ダイバーシティ推進のための具体的
取り組み

公平性の追求によるインセンティブ制度と団結力を
高めるギフト制度

同社において女性社員が主戦力となり、実力を発
揮している背景には、仕事の成果に対して同社が掲
げる「公平性の追求」という価値観が存在する。例
えば同社では、利益の 4分の 1を年に 2回、ボー
ナスとは別に個人の業務上の成果に応じて支給する
「インセンティブ制度」を実施し、男女や入社年次
を問わず、成果をあげた社員に対して高い報酬を与
えている。過去には、20 代の女性設計士が年に数
百万円の「インセンティブ」を手にしたこともある。
女性でも努力次第で男性以上に認められることが分
かれば、女性は高いモチベーションを持って仕事に
取り組み、大きな成果をあげる。これが、同社では
日常的に実証されている。
一般に、この「インセンティブ制度」のような個
人間の競争を促進する制度の影響が強まると、ライ
バル同士の足の引っ張り合いなどが起こり、組織全
体としての成果が下がることがある。こうした事態
を懸念し、会社全体としての団結力を維持するため、
同社では「ギフト制度」と呼ばれる制度もあわせて
実施している。この制度は、2か月ごとに会社全体
の目標を達成すると全員で旅行に行くというもので
あり、直近 3年間で年平均 4.3 回の社員旅行が実施
された。旅行の行き先は毎回社員投票で決定され、
必要な費用は原則として会社が負担する。過去には、
北海道でスキーを楽しんだこともあれば、沖縄の海
を楽しんだこともあった。社員の参加率も毎回 8割
程度と比較的高い。
このように、女性の能力や可能性を信頼し、仕事
の成果に対して「公平性の追求」という価値観を貫
くとともに、全体としての団結や調和を大切にして
いることが、同社の成長を支える骨格となっている。

トラブルのない職場を実現するためのルールづくり
積極的な女性の新卒採用を実施し、女性社員の割
合が多くなるにつれて、同社では日常の業務に関し
ても、トラブルを防止するための詳細なルールを設
けるようにした。もともと女性が少ない業界であっ
たこともあり、女性社員に対する対応が不慣れな男
性社員も存在する。しかも、女性社員の多くは新卒
採用で入社した若い社員であり、女性側もコミュニ
ケーションに不慣れな場合があることから、例えば
打ち合わせや食事を男女二人きりで行わないなど、
通常の業務ルールとしてはやや細かいと思われるよ
うなルールも設けた。こうした細かい配慮を行うこ
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とにより、男女双方の社員が不快な思いをする場面
を減らし、トラブルのない職場の実現に取り組んだ。
また、年に 1回、社内で人間関係に関する無記名
のアンケートも実施している。このアンケートでは、
セクハラやパワハラのほか、いじめなどについて尋
ね、少しでも悩みや不快感を持っている社員がいる
ことが分かれば、それを社内で一体となって解決す
るようにした。このアンケートの効果は大きく、社
員間のトラブルの大きな抑止力になっている。

一人のために制度をつくる
新卒採用で女性を重点的に採用し始めてから、営
業部で活躍していた女性社員が同社で初めて結婚す
ることとなった。結婚や出産を経た後も、それ以前
と同じように活躍したいと思う社員に対しては、企
業として可能な限りの支援を行い、活躍の舞台を整
えたいと考え、瀬口社長は“一人のために制度をつ
くる”方針を打ち出した。初めての例となった上記
の女性社員については、本人との話し合いを通じて
勤務時間の前倒しを実施することとした。その後も
数名の女性社員が結婚しているが、勤務時間を前倒
しして早帰りを認めたり、短時間勤務を認めたりす
るなど、個々の家庭の事情に合わせた柔軟な働き方
を認めている。一人でもその制度を必要とする社員
がいれば、できるだけ会社の制度として認めるとい
う柔軟な方針を取ることによって、高い意欲を持つ
女性社員が結婚や出産を経験した後も、以前と同じ
ように仕事に打ち込み、同等の成果をあげることが
できる環境が作り出されている。
家庭の事情を考慮すべき社員に対しては可能な限
り個別の希望を聞き入れ、個々の社員の能力が最大
限発揮される環境が実現されていることは、同社に
おいて長期間活躍できる人材を増やす上で、大きな
効果を発揮している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性社員の増加に比例して急拡大する業績
前述のような制度を設け、様々な工夫を重ねなが
ら、同社は女性社員の積極的な新卒採用に取り組ん
だ。次図をみると、女性社員の採用数の拡大と売上
高の増加が比例している。
住宅・不動産業界は女性の割合が少ないことで知

られており、中でも営業や設計に関する業務を担う
女性はきわめて少ないのが現状である。しかし、同
社では現在、営業部の半数を女性が占めており、同
社の中核的戦力となっている。
同社の瀬口社長は、「この業績拡大は女性の勤勉
さや粘り強さが発揮された結果である」と分析する。
女性は、ときに営業活動において男性以上の粘り強
さを発揮することがあり、これが同社の業績拡大を
牽引しているという。また、女性の営業の方が、個
人宅の訪問時に警戒されにくいという強みもある。
勤勉さや粘り強さと合わせたこのような女性の強み
も、大きな営業成果に結びついている。

2012 年度の営業成績を示す営業部のランキング
をみると、トップ 5のうちの 1位、2位、5位を女
性が占めており、女性が同社の営業における大きな
戦力となっていることがわかる。

女性社員が生み出す同社の競争力とは
同社のサービスの特徴は、顧客の意見を大切にす
る完全オーダーメイド制である。お客様とともに家
の大きさ・形・色・内装などを画面上のタッチパネ
ルで選び、大型モニター上で画像を作成しながら、
お客様が心に描く“住みたい家”を一緒に創り上げ
る。こうした仕組みは顧客のニーズにもっと効率的
に応えたいと考えた女性社員のアイディアが反映さ
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女性の新卒採用人数 売上高

受注金額 契約件数

2 　 女性　　 ¥378,002,191　　20.10
1 　 女性　　 ¥429,722,639　　21.00

3 　 男性 ¥386,612,454　　19.01
4 　 男性 ¥417,950,275　　17.10
5 　 女性 ¥323,021,238　　15.70

同社における売上高の成長と女性新卒採用者数の増加状況

平成 24 年度：営業部 受注額・契約件数ランキング
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れたものである。コンセプトを「モダン」、「クラシッ
ク」などにパターン化し、予め用意された素材やデ
ザインから好みのものを選んでいくと、自然にコン
セプトに沿った家のデザインができあがるという仕
組みを作ったことで、お客様にとっても自分の希望
をより簡単に表現できるようになった。こうした丁
寧な提案型営業において、細やかな配慮に強みを有
する女性社員が大いに活躍している。顧客一人ひと
りの要望を細かく聞き取り、それを実現しようとす
る女性社員の親身な姿勢が高い評価を受け、高い顧
客満足度につながっている。

また、女性社員が、家づくりの決定権を有するこ
とが多い妻の良き相談相手になれることも、高く評
価されている。妻が抱える悩みに対して、女性社員
が親身に相談に応じ、要望に応えることで、男性の
営業担当では築けない信頼関係を築いている。
さらに、住宅の内覧会において、女性社員の存在
が子どもを連れた女性顧客に喜ばれ、これも業績拡
大に貢献している。例えば、小さな子どもを連れた
顧客に対して、女性社員が積極的に“抱っこ”や子
守りを申し出ると、顧客にとっては気苦労のない長
時間の滞在が可能になり、ここから商談や契約へと
発展するケースも増えている。

女性の積極採用により、学生からの就職人気が急上昇
同社が女性社員の新卒採用に力を入れ始めた頃か

ら、女性活躍推進への積極的な姿勢が高く評価され、
地元の学生の間で、同社に対する就職人気が急上昇し
ている。例えば、リクナビ2014の九州・沖縄地区の
住宅・建築・不動産関連企業のブックマークランキ
ングでは、同業の大手各社を上回って同社が第1位
を獲得した。同じリクナビ2014の熊本県に本社を
持つ企業のランキングでは、地元の大手有名企業や

マスコミ等に混じり、第13位にランクインしている。

多様性が生み出す“強さ”と“面白さ”の追求
同社の瀬口社長は、次のように述べている。
組織の強みは、組織を構成する人材の多様性を活
かすことで生まれる。様々な強みを持った人材が、
それぞれの強みを最大限に発揮することで、それが
組織としての幅の広さや総合力となる。多様性に基
づく総合的な強みを持っていることが、環境の様々
な変化に対応して組織が勝ち抜いていくための秘訣
である。また同時に、多様な人材が集まった組織が
まとまると、そこに楽しさや面白さが生まれる。男
性だけの組織よりも、女性も一緒に活躍できる組織
のほうが楽しく面白い。そして、こうした組織の面
白さが、お客様を驚かせ、ときには感動させるよう
なサービスの提供につながっていくのである。
こうした組織としての“面白さ”の追求が、同社
のダイバーシティを後押ししている。同社は 2013
年から、海外人材を対象とするグローバルインター
ンシップを始め、この取り組みはNHKの番組でも
取り上げられた。海外人材の獲得には優秀な人材の
獲得という狙いもあるが、その裏には“もっと面白
い組織”を実現したいという社長の大きなビジョン
がある。多様な人材が一致団結することで生まれる
“強く”そして“面白い”組織、これが同社の目指
す姿である。

 

順位 企業名 登録者数
1 株式会社エスケーホーム
2 セキスイハイム九州株式会社 2324人

2363人

3 大英産業株式会社 1658人
4 東宝ホーム株式会社 1651人
5 株式会社谷川建設 1602人
6 あなぶき興産九州株式会社 1380人
7 株式会社トータルハウジング 1341人

1295人8 ユニバーサルホーム ＜株式会社コスモス＞
9 株式会社アネシス 1146人

10 株式会社シアーズホーム 1043人
11 ディー・アンド・エイチ株式会社 1033人
12 株式会社斉藤工務店 845人
13 株式会社川崎ハウジング 812人
14 積和不動産九州株式会社 800人
15 株式会社吉源工務店（一級建築士事務所） 760人
16 星野建設株式会社 700人
17 三井ホーム鹿児島株式会社 687人
18 三洋ハウス株式会社 660人
19 永代ハウス株式会社 570人
20 環ハウスグループ 438人
21 株式会社中村工務店（すまいるリフォーム） 420人
22 有限会社北斗建設 395人
23 山佐産業株式会社（ヤマサハウス） 385人
24 株式会社ケンコーホーム 384人

デザインを選び、注文住宅のイメージを具体化できる同社 WEB サイト

リクナビ 2014 ブックマークランキング
【九州・沖縄 ～ 住宅・建築・不動産】
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企業名
製造業 大企業

職場内の効果外的評価の向上プロセスイノベーションプロダクトイノベーション

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1923 年 資本金 103,000 百万円

本社所在地 東京都中央区日本橋本町 2 丁目 5 番 1 号

事業概要 医薬品の製造・販売および輸出入

売上高 1,005,600 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 5,802 名（※社員のみ）

属性ごとの人数等 【女性】27.3%、女性管理職比率 5.7％（国内グループ連結）

正規従業員の
平均勤続年数 全体 16.2 年（男性 17.1 年、女性 12.5 年）（※社員のみ）

▶人種・国籍・性別・年齢を問わず多様な人材が活躍できる“真のグローバル企業”
としての成長を目指し、基幹施策としてダイバーシティマネジメントに取り組む

▶海外と比べて女性比率が少なかった日本本社での女性の活躍推進を、グローバル
企業としての成長の“試金石”として位置づける

▶社内に“爽やかな風”を起こすことを目指して、2007 年に女性推進のための
「WIND プロジェクト」が開始される

▶女性自身の意識改革（チェンジ・マネジメント）とともに、活躍する女性をサポー
トするための制度改革（枠組み改革）を実施

▶「枠組み改革」として、結婚時同居支援制度、託児費用負担、託児送迎支援、労
働時間短縮など多彩な取り組みを展開

▶増加しつつある女性 MR が、女性医師の増大や製薬企業に求められる社会的責
務の高まりなどの医療現場の変化に対応

▶多くの部門で現場の上長や女性社員が主導する業務のマニュアル化によって、産
休・育休からの復帰が容易に

女性 MR が、女性医師の増加や製薬企業の
社会的責務の増大等の変化に対応し、売上拡大に貢献

アステラス製薬株式会社

アステラス製薬の企業理念（存在意義）
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ダイバーシティ経営の背景とねらい

“真のグローバル企業”として成長するための
ダイバーシティマネジメント
アステラス製薬は、世界の医薬品市場において
十分な競争力を有する真のグローバル製薬企業と
なることを目指し、1894 年創業の藤沢薬品工業と
1923 年創業の山之内製薬が、2005 年に合併して
誕生した企業である。現在は、国内トップの武田薬
品工業に続く、国内第 2位の売上高を誇る。米州、
欧州、アジア等、数多くの海外拠点を有し、連結売
上の約半分（2012 年度は 44.6%）は海外での売上
高が占めるグローバル企業である。
2006 年、合併後のアステラス製薬は、激化する
グローバル競争を勝ち抜くために、2015 年までの
経営ビジョン「VISION2015」を策定した。この
ビジョンでは、アステラス製薬の誕生により得られ
た最大の経営資源を「多様な人材」と位置づけ、同
社に集う多様な人材の能力や可能性を最大限に発揮
することが経営ビジョンの達成に不可欠であると宣
言。人種・国籍・性別・年齢を問わず多様な人材が
活躍できる“真のグローバル企業”としての成長を
目指し、基幹施策としてダイバーシティマネジメン
トに取り組んでいる。
こうした取り組みの一環として、2007 年 11 月
に女性活用を推進するWINDプロジェクトが開始さ
れ た。WIND は.Woman’s.Innovative.Network.
for.Diversity.の頭文字を取ったものであるが、狙い
は.WINDの名のとおり「社内に爽やかな風を起こ
したい」というものであった。
日本本社にもグローバル企業としての組織文化を
WINDプロジェクトが開始された背景には、日
本本社の特殊性があった。グループ全体の社員 1万
7,000 名中、海外拠点の社員は 9,000 名と海外社
員比率が 5割を超えている（2012 年度）。これら
の海外拠点の中には、女性比率が日本本社とは比較
にならないほど高い地域もあり、多くの女性が結婚・
出産後も早期に復帰して活躍している。
一方、2007 年当時の日本の女性社員比率は
24.0%と非常に少なく、特に管理職は 2.6%と非常
に少なかった（国内グループ全体）。2007年当時の
組織は、男性主体の同質性の高いモノカルチャーで
あった。同質性の高い組織文化には、努力しなくて
も容易に分かり合えるという居心地の良さや団結の

容易さなどがある一方、厳しいグローバル競争を勝
ち抜くためのイノベーションは生まれにくい。真の
グローバル企業として成長するためには、多様な人
材が活躍し、多様な発想からイノベーションが生ま
れるような組織文化が必要であった。
ダイバーシティには、人種・国籍・性別・年齢な
ど様々な観点があるが、日本国内の施策として、ま
ず女性の活躍推進を目標として掲げた。女性活躍と
いう課題すら十分に解決できない状態では同社が目
指す「VISION2015」の達成は困難であるとされ、
女性が活躍できる組織文化を整えることは、真のグ
ローバル企業として成長する上での大前提であると
位置づけられた。WINDプロジェクトは、同社が目
指す姿を実現できるかどうかを決する、いわば成長
の“試金石”とも言えるものであった。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み
女性自身の意識を改革するための「チェンジ・マネジメント」
WINDプロジェクトの柱は、「チェンジ・マネジ
メント」と「枠組み改革」の 2つであった。
WINDが発足した 2007年当時、女性社員は少な
く、管理職として活躍する女性はほとんどいなかっ
た。つまり、女性にとってのロールモデルが社内に
存在しないため、女性自身の意識を変革するための
「チェンジ・マネジメント」が必要であった。
「チェンジ・マネジメント」として、女性社員を
対象とするWINDフォーラムやWINDミーティン
グなどのイベントが実施され、女性に対する意識啓
発が行われた。そのほか、女性管理職を対象とする
WINDメンタリング（後述）なども新たに実施さ
れた。また、女性本人だけでなく職場の上司や同僚
の意識を変えるための取り組みも行われた。上司を
含む全社員に対して受講必須の研修が実施されたほ
か、男性管理職に対する講演会やダイバーシティマ
ネジメント研修等が行われた。
さらに、全社的なダイバーシティマインドを醸
成するための広報活動も積極的に行われた。あら
ゆるチャネルを活用し、ハンドブックの配布から、
社内イントラ上での.WINDnet.の開設、社内報や
WIND通信、壁新聞の発行に至るまで、あらゆる
手段を使って広報活動が実施され、女性の活躍をサ
ポートする雰囲気の醸成に取り組んだ。
「チェンジ・マネジメント」における重要な取り
組みとして、2011年度から、執行役員（20名）が

アステラス製薬株式会社
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女性管理職（2013年度までの累計 104名）のメン
タリングを行う「WINDメンタリング」が、年に1回、
1対1で1人につき1～2時間程度実施されている。
この「WINDメンタリング」は、女性管理職の意
識や目標を引き上げ、リーダーシップや指導力等を
強化するとともに、管理職としての不安を軽減する
ことを目指している。また、あわせて男性執行役員
が女性管理職と直接対話を行うことで、ダイバーシ
ティマネジメントに対する役員の参画意識を高める
ことも大きな目的となっている。
活躍する女性をサポートするための「枠組み改革」
「チェンジ・マネジメント」のほか、「枠組み改革」
として、様々な制度改革や制度の充実化が図られた。
2008 年には、「結婚時同居支援制度」が営業本
部に導入された。この制度を導入する前の女性社員
の退職率は、男性社員の 5倍に達しており、その原
因の一つは女性のMR（Medical.Representative：
医薬情報担当者、エムアール）の退職が多いことで
あった。当時の女性MRの退職理由として多かった
ものの一つに結婚があり、「拘束時間の長さ」や「勤
務地が選べない」という点が、結婚後も勤務を続け
る上での大きな障害となっていた。そこで、社内結
婚に限らず営業職の社員の結婚予定者が一定の条件
を満たした場合、結婚時に配偶者と同居できるエリ
アに異動することを認める制度を導入した。男女を
問わず利用できるこの制度の導入後に、女性MRの
退職数は大きく減少した。
また、出産後の復帰を妨げる要因として、認可保
育所への入所の難しさがある。女性の早期復帰によ
るキャリア支援として、認可保育所に入れない場合、
月 8万円を超える託児費用を最大 16万円、最長 6
か月支給する制度を 2009 年度に導入した。2010
年度には、育児支援施策として、MRが業務で利用
する営業車両での託児所等への送迎を認めた。
勤務時間の問題に関しては、本社事務職などを対
象にした「Family.Friday（FFday）」を 2009年度
に設けた。この制度は、金曜日の終業時間を 1時間
45 分繰り上げ、例えば本社であれば 5時 45 分の
終業時間を金曜日のみ 4時にするものである。4時
に退社すれば、単身赴任の社員も自宅に帰って家族
とともに夕食を取ることができる。ただし、客先を
持つMR部門では、毎日の勤務時間を 15分短縮し、
夏季休日を 3日間付与して、労働時間の短縮を図っ
ている。

これらの「枠組み改革」により、結婚・出産を経
ても、女性が働き続けることができる環境が整った
のである。

ダイバーシティ推進による経営効果

急増する女性ＭＲが医療現場の変化に対応
製薬業界の営業職はMRと呼ばれ、医師との信頼
関係を築き、医師に対して医薬品の適正使用のため
の情報提供を行うことを通じて自社の医薬品を普及
させる役割を担う。
MRの営業活動は、朝の卸訪問や夕刻以降の医師
訪問が必須と考えられていたこと、夜間の飲食を含
む接待（業界団体による自主規制のため 2012 年度
より行われていない）や医師を対象とした休日の勉
強会の主催も少なくないことから、家事や育児を行
う女性にとっては困難であり、同社でも 10年前頃
まで女性MRはきわめて少なかった。ところが、女
性活躍に向けた取り組みがスタートしてから女性
MRが増加しており、2008 年から 2013 年の 5年
間で倍増する結果となっている。
女性MRの増加は、以下のような医薬品市場の変
化に対応するものであると考えられる。
1つは女性医師の増加である。日本では、長年女
性医師の比率は 10％程度で推移してきたが、1990
年代からその割合が増加し、2010年に 18.9％に達
している。また、医師国家試験の合格者の 3分の 1
を女性が占めるようになっており、将来的には医師
全体の 3割以上を女性が占めることは確実と見られ
ている。男性MRよりも女性MRの方が親しみやす
く、コミュニケーションが取りやすいという女性医
師も多く、女性MRの活躍機会が拡大しているので
ある。
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また、MRに求められる役割が変化していること
も、女性MRの活躍につながっている。以前は、医
薬品の効能を医師に売り込んで自社製品の売上を拡
大することがMRの主な役割であった。しかし、今
日では、効能の PR に加えて、副作用などの医薬品
の安全性に関する情報を医師に誠実かつ真摯に伝え
るという役割もきわめて重要になっている。
このように誠実で真摯なコミュニケーションは女
性が強みとする領域であり、こうした役割を確実に
果たせる存在としての女性MRに対する期待が高ま
りつつある。特に女性は、倫理的・社会的な「正しさ」
を尊重する姿勢が強い。近年、医薬品に関する問題
が世間で注目を集めることも多く、医薬品の安全性
や信頼性に関する正しい情報の提供は、製薬企業が
果たすべき社会的責務ともなっているが、このよう
な社会的責務を果たす上で、女性MRの強みや適性
が存分に発揮され得る。
女性ＭＲが活躍できる職場環境は好調な企業業績にも貢献
次図は、同社の売上高の推移を示しているが、合
併後の2005年度から売上高は順調に拡大しており、
2012 年度の売上高は 1兆円に達した。こうした売
上高の増加の背景には、真のグローバル企業として
の成長を目指す同社の様々な取り組みがあるが、基
幹施策である女性活躍の推進や、その成果として女
性MRも活躍できる働きやすい職場環境や組織風土
が整備されたことは、企業の発展にも貢献している
と思われる。

女性社員主導の業務のマニュアル化によって産休・
育休からの復帰が容易に
各職場で実施されるダイバーシティ研修は、社員
の意識を変えた。例えば、DI（Drug.Information）
センターでは、ダイバーシティ推進の観点から、女

性リーダーが中心となって業務を見直し、対応フ
ローの明示するマニュアル化に取り組んだ。その結
果、作業の大幅な標準化と平準化が図られ、産休や
育休取得者の復帰直後からの活躍が容易になった。
女性が多く活躍するDI センターでは、ライフイベ
ントをきっかけとする女性退職者が多く、復職率が
低いことが以前から課題となっていたが、現在はほ
ぼ全員が復帰するようになっている。
女性が活躍する組織へと変化し、退職率の男女差も解消
WINDプロジェクトを通じた女性活躍推進の取
り組みの結果、女性社員の割合（グループ全体）は
24.0%（2007 年度）から 27.3%（2012 年度）
に、女性管理職比率は 2.6%から 5.7%に増加した。
2012年度には初の女性部長が 2名誕生している。
また、2008 年度の定年を除く女性の離職率は男
性の 2.7 倍と大きな開きがあった。しかし年々女性
の離職率は減少しており、2012 年度には男性の離
職率とほぼ同等になっている。

グローバルで活躍できる女性幹部の輩出を目指して
同社で 6年間続いた女性活躍推進施策によって、
女性が活躍する舞台は確実に広がり、同社の組織文
化は大きく変わりつつある。WINDプロジェクトの
発足当時に人事部長であった現・御代川代表取締役
副社長は、この成果を「社内の風景が変わった」と
表現する。女性活躍の推進を成長の“試金石”と位
置付け、真のグローバル企業として同社が目指す多
様性に富んだ組織文化を確実に実現しつつある。
御代川副社長はかつて、米国に所在する同社開発
部門の責任者より「日本人は居心地のいい会社を目
指しすぎる」と指摘されたことがある。同質性の高
い組織文化には居心地の良い面もあるが、そこに安
住していては、厳しいグローバル競争を勝ち抜くた
めの多様性に富んだ組織文化を手に入れることはで
きない。こうした認識の下、グローバル企業として
発展を続けるために、リーダーシップを発揮できる
女性経営陣の輩出を目指し、経営陣の強い決意と覚
悟によって、さらなる取り組みが進められる予定で
ある。
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「アステラス製薬の事業概要と成長戦略 ～ 持続的な成長に向けて ～」
（投資家向け説明会資料より）

2007 年 2012年
女性正社員比率 24.0% 27.3%
女性管理職比率 2.6% 5.7%

女性正社員比率と女性管理職比率の推移（国内グループ連結）
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プロダクトイノベーション 職場内の効果

企業名

Point

Data

外的評価の向上プロセスイノベーション

製造業 大企業

◎企業概要

会社設立年 1949 年 資本金 182,531 百万円　※アサヒグループホールディングス（連結）

本社所在地 東京都墨田区吾妻橋 1 丁目 23 番 1 号

事業概要 国内酒類製造、販売

売上高 1,579,076 百万円（2012 年 12 月決算）※アサヒグループホールディングス（連結）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 3,648 名（うち非正規 518 名）

属性ごとの人数等 【女性】861 名（うち非正規 391 名）　女性管理職比率 4％

正規従業員の
平均勤続年数 16 年（男性 16 年、女性 15 年）

▶男性主導だったビールメーカーがダイバーシティの推進で多様化する市場ニーズ
に対応

▶マーケティング部門で女性マーケッターを登用し、商品開発に女性の視点・感性
を導入

▶特に 2 名のワーキングマザーが開発した女性向け低価格ワインの売上が、3 年
連続の伸びを達成

▶ダイバーシティ推進のため、性別・世代・職種・国籍など多様な社員によるプロ
ジェクトを実行

▶プロジェクトから生まれた要望に基づき、社員のニーズに即した制度改革を推進
▶情報共有や人的交流の仕組み作り、ダイバーシティを受け入れる環境の整備も推進

女性マーケッターの登用により、
女性市場向け低価格ワインの開発に成功

アサヒビール株式会社

アサヒグループホールディングス　中期経営計画 2015



40Best Practices Collection 2014

アサヒビール株式会社

ダイバーシティ経営の
背景とねらい

モノカルチャーから脱却して新たな成長を目指す
かつてアサヒビールは、1987年に発売された「ア
サヒスーパードライ」の大ヒット、ビールの国内トッ
プシェア獲得などを背景に、ビールというひとつの
商品ジャンルに特化することで成功した企業だっ
た。そのため、カクテルや酎ハイ、ワインなどへの
多角化だけでなく、発泡酒やいわゆる第三のビール
などへの展開もビール業界の中では遅れてスタート
した。
多角化という時代の流れへの対応が遅れた背景に
は、ビールによる成功体験と、そこで確立された男
性主導のモノカルチャーがあったのである。
この状況を打開すべく 2000 年以降、ニッカウヰ
スキーとの営業部門統合や、協和発酵工業、旭化成
の酒類事業譲渡などを通じて、事業の多角化を進め
ると同時に、新商品の開発による商品ラインナップ
の拡充を推進している。
こうした商品ラインナップの多様化には、単なる
商品力強化というだけでなく、女性市場開拓という
狙いもある。以前は、アルコールと言えばビール、
ウイスキー、消費者は男性中心だったのだが、最近
ではワインやカクテル、酎ハイなど多様なアルコー
ル類を嗜む女性が増えている。こうした市場の変化
に対応する意味でも、同社にとってダイバーシティ
推進の推進、女性の活躍は必要不可欠な取り組み
だった。

成長戦略の重要課題として推進されているダイバー
シティ
同時に、アサヒグループホールディングスは海外
飲料メーカーの買収などによるグローバル展開にも
積極的に乗り出している。国内の酒類消費の伸び悩
みを受け、企業の成長のカギは海外市場でのビジネ
ス展開が握っているとの認識がそこにはある。アサ
ヒグループの中核事業会社として、アサヒビールも
グローバルな事業展開を目指しており、その意味で
も顧客の多様性に対応できるダイバーシティ推進は
経営全体の大きなテーマとなっている。

アサヒビールを含むアサヒグループホールディン
グスの中期経営計画 2015では、リソース・イノベー
ション・シナジーという三要素のサイクルを回しな
がら成長していく「バリュー＆ネットワーク経営」
が成長戦略として掲げられている。このうち人材は
リソースの構成要素と位置づけられており、人材の
ダイバーシティ推進が企業価値を高めるための最重
要課題となっている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

男性主導の企業風土を変えてきた女性の活躍推進の
取り組み
女性社員の活躍推進が現実に効果を発揮するまで
には、様々な困難が存在した。最も大きな障壁となっ
たのは、男性主導というビール業界の慣習である。
たとえば売上の大きな柱である飲食業界向けの営
業には、夜の営業活動が必須となるため、子育てな
どで時間的な制約があることの多い女性の営業職に
は対応しづらい環境がある。また、もうひとつの大
きな柱である家庭・個人向け市場の販売ルートは、
かつては個人経営の酒店が主体で、こちらにも男性
主導の伝統、女性営業担当を受け入れない風土が
あった。
この風潮に変化が見られるようになったのは
1990 年代以降である。スーパーやコンビニにアル
コール類を扱う店舗が増え、家庭・個人向け営業は
大きく変わった。販売の主役が企業になったことで、
女性営業担当でも以前よりは活動しやすくなってい
る。
一方、男性主導の風土は社内にも広がっていた。
これを変えていくことも同社にとって大きな課題と
なってきた。
同社では 1990 年代初頭からいわゆる「女性総合
職」の採用を開始したのをきっかけに、女性の積極
採用、各職場への積極登用を進めてきた。女性の活
躍をサポートするため、出産・育児休暇など制度の
整備も行った。
2000 年代に入ると、女性の活躍が実績として蓄
積されたこと、さらに商品の多角化や女性マーケッ
トの開拓など、女性の能力を必要とする要素がビジ
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ネスの最前線に生まれてきたことから、女性の進出
はさらに進んだ。

社員が主役のダイバーシティ推進プロジェクト
この動きを受けて、より進化した女性活躍推進の
取り組みを開始した。2008 年に人事部門に「女性
活躍推進担当」の役職を設置した。この女性活躍推
進担当の設置は、会社として女性活躍をより推進す
るとの経営陣からのメッセージであり、従来とくら
べさらに女性にフォーカスした施策を実施しやすい
環境が整った。
続く 2009 年に性別・年齢・職種・国籍など多様
な社員 20人からなるプロジェクト「WAVE∞（ウ
エーブうねり）」が発足。経営陣に対し、女性活躍
推進をはじめとしたダイバーシティ推進につながる
制度改革、環境整備の提言を行った。この提言を受
けて、2010年、「ショートタイム勤務制度」、「スキ
ルアップ休職制度」、「ウェルカムバック制度」が新
たに整備された。
「ショートタイム勤務制度」は、1日最大 2時間
就業時間を短縮できる制度で、以前は育児・介護と
いう理由に限られていたのを、自己研鑽やセカンド
ライフへの準備のためにも活用できるようになっ
た。「スキルアップ休職制度」は最大 3年まで、自
己研鑽のために海外留学や大学院への進学が認めら
れる。また、配偶者の海外転勤に帯同する際にも利
用できる。「ウェルカムバック制度」は、勤続 3年
以上で結婚・出産・子育てなどを理由に退職した社
員の復職について、年齢の上限をなくしいつでも復
職できるようにしただけでなく、退職したときの資
格で復職できるという制度だ。
ほかにも「WAVE∞」の提言からは、時間創出の
ための「総労働時間短縮」や「在宅勤務」、社員の
成長を支援する「感動塾」、「国際塾」、「成長支援ポー
タルサイト」、「メンター紹介制度」などが経営に提
言され、具現化されている。いずれも経験の幅を広
げるための情報提供や、出会いの支援につながるも
のだ。たとえば「メンター紹介制度」は、ロールモ
デルとなる先輩社員を紹介してもらうことにより自
分の将来像を具体的にイメージし、キャリア形成の
ために必要なことなどを学ぶことができる。

企業風土を変える社員の意識改革
こうした制度改革と並んで同社で力を入れている
のが、社内の風土づくりだ。
いくら制度が充実しても、女性をはじめとする多
様な社員の活躍を受け入れる職場の意識、それを積
極的に活用しようとする社員の意識が変わらなけれ
ば、ダイバーシティは進まない。
そこで各部署におけるダイバーシティの受容を促
進するため、新任のライン長（部長クラスに相当）
を対象とする新任ライン長研修の中に、ダイバーシ
ティ研修を組み込んだ。その結果、女性など多様な
人材を受け入れ、活用する環境が醸成されつつある。
また、女性の意識改革・キャリア形成支援策とし
て、「選抜社員の外部研修への派遣」、「女性ライン
長ミーティング」、「女性社員交流会（女性ライン長
と若手女性社員の交流会）」、「女性社員異業種交流
研修」、「ワーキングマザー交流会」などを実施して
いる。
特に注目されるのは女性の交流を支援する仕組み
の充実である。より多くの女性が活躍の場を広げて
いく上で、ロールモデルとなる先輩たちとの交流、
そこから得られる様々なアドバイスや励ましが重要
な役割を果たす。これは、先に説明した「WAVE∞」
から提言された「メンター紹介制度」にあたる施策
である。その意味でこれらの支援策は、同社におけ
る女性の活躍に大きく貢献しているといえるだろ
う。
同社の女性離職率が 2000 年の 6％から 2012 年
の 0.8％と大きく下がったこと、女性社員に占める
ワーキングマザーの比率が 30％、育児休業からの
復職率が 100％と高いことも、これらの取り組みの
効果を裏付けている。
女性の仕事への意欲と、女性の能力を活用したい
企業のニーズに加え、こうした充実した支援策が
あって初めて、同社における女性の活躍は広がって
きたのである。

年 2000 2008 2012
離職率（％） 6.0 2.5 0.8

女性離職率の変化
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ダイバーシティ推進を含めた評価制度の構築
人事考課の際も、ダイバーシティの推進を行動評
価の中に盛り込んでいる。例えば管理職上位層であ
れば、「多様な価値観を認め合う風土を醸成し、ま
た些細なことであってもメンバーの前例を破る発想
を見逃さず取り上げ、賞賛している」、ライン長で
は「自職場や自分とは異なる価値観を持つ人たちに
自分の考え方を押し付けず、素直に耳を傾け、多様
な価値観を認めながら一つの目的に向かってリード
していく」、担当レベルであれば「自らの考えにと
らわれずに、幅広く周囲から様々な価値観を吸収し、
担当業務に取り入れている」。女性に限らず、幅広
くダイバーシティを推進するための項目を設定し、
取り組みを実効性のあるものにしている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

市場の多様化するニーズにダイバーシティ推進で応える
こうした会社をあげてダイバーシティ推進に取り
組む中、明確な経営効果に結びつく成果をあげたの
が、マーケティング部門に多く配置された女性によ
る商品開発だ。これは、これまでの男性主導による
モノカルチャーな商品開発ではとらえることが難し
かった、女性の嗜好をとらえることを狙ったもので
ある。
アサヒビールではビール類からワイン、カクテル、
酎ハイへ商品ラインナップを広げる中、商品開発部
門に女性マーケッターを増やしている。商品カテゴ
リー、ブランドの中で、商品開発に女性が携わって
いないものはないというくらい、その取り組みは徹
底したものだ。

ワーキングマザーが企画したワインがヒット
こうした動きの中で、最も顕著な成功事例として
注目されるのが、ペットボトル入りの低価格ワイン
「Rela.リラ」である。この商品は、子育て中の女性
マーケッター 2名がリーダーとして開発した。
開発コンセプトは、「仕事や家事、育児に追われ
る女性が、ほっとリラックスできるような、軽くカ
ジュアルなワイン」。本格的なワインに比べて甘め
で飲みやすく、容器はペットボトルで軽いことに加

えてハーフサイズもあり、女性が仕事帰りに気軽に
買うことができるなど、女性目線からの様々な工夫
が盛り込まれている。
こうした商品特性は女性開発者たちの経験や嗜好
から生まれたもので、これが女性層の共感を生み、
発売以来、好調な売上を記録している。

また、最近ではビール類でカロリーやプリン体を
カットした商品がヒットするなど、従来からある商
品にもニーズの多様化が進んでいる。同社ではプリ
ン体オフで糖質オフの新ジャンル「アサヒオフ」や
缶酎ハイ「Slat」などの開発チームにも女性マーケッ
ターを加えることで、こうした市場動向を的確にと
らえることに成功した。
たとえば「アサヒオフ」の開発では、女性が手が
けたパッケージのデザイン案が、パッケージのベー
スとなる色等の部分で男性メンバーたちからの評価
が低かったにもかかわらず、マーケティング調査で
は最も高い評価を受け、実際のデザインに反映され
たという例もある。
このような女性の活躍は、男性顧客の多い「スー
パードライ」以外の女性市場を開拓していくための
大きな一歩となった。

2009年.
※発売年 2010年 2011年 2012年 2013年
729 717 747 747 725

（前年比） 98% 104% 100% 97%
※単位：大瓶換算：万函

2011 年 2012年 2013年
14万箱 37万箱 40万箱
　（前年比） 264% 108%

※２０１１年数字は、発売月５月以降－１２月末累計
※箱数単位：1 箱 720ml×12 本

リラブランド　出荷実績推移

アサヒオフ売上実績

ペットボトル入りの低価格ワイン「Rela リラ」
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◎企業概要

会社設立年 1948 年 資本金 7,065 百万円

本社所在地 東京都新宿区下落合 1 丁目 4 番 10 号

事業概要 消臭芳香剤、防虫剤、除湿剤、手袋、カイロ等の製造および販売

売上高 44,658 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 486 名（うち非正規 86 名）

属性ごとの人数等 【女性】153 名（うち非正規 60 名）、女性管理職比率 7.4％

正規従業員の
平均勤続年数 17.0 年（男性 18.6 年、女性 11.6 年

製造業 大企業

▶暮らしのニーズを満たす、それまでにない製品を社会に提供し続ける風土はある
ものの、従来は男性優位型の典型的な日本企業

▶海外経験豊富な鈴木喬氏の社長就任をきっかけに女性活躍推進に本格的に取り組む
▶社長による 2004 年の「女性従業員比率 40％」宣言と意識的な役員層への女性登用
▶女性デザイナーを登用することで、主たる顧客層である女性の視点を製品開発や

デザインに柔軟に取り入れる
▶女性デザイナー登用により、芳香消臭剤「消臭力」が売上高 100 億円を超える

メガブランドに成長
▶情報システム部門の女性マネージャーが就任早々フィールドスタッフの日報報告

システムの効果的な運用にとりかかり、即時データの集計や売場づくりの工夫な
どを共有する体制を構築

女性デザイナーを登用し、
芳香消臭剤「消臭力」をメガブランドに育成

エステー株式会社

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

Data

エステーのビジネスモデル 

1946
防虫剤

消費者・取引先・環境・地域社会

1960
手袋

1971
芳香剤

1981
除湿剤

1999
消臭剤

2011
放射線
測定器

2013
クリア

フォレスト

暮らしを明るく元気にする新市場を創造

消費者の気付いていないニーズ

株
主

経
営
者

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・

ガ
バ
ナ
ン
ス

空気ビジネス

現場力 開発力 対話力

従
業
員
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

グローバルニッチ No.1 を目指し、世にない市場を
創造し続ける社風
エステーの歴史は、終戦時に発売した防虫剤に始
まる。その後、1960 年に手肌を守るための家庭用
手袋、1971 年に芳香剤、1981 年に除湿剤、そし
て 1988 年には防虫剤の代名詞となっている「ム
シューダ」を発売した。創業時から暮らしのニーズ
に合わせて、世にない新しい製品を開発し、市場に
新しい価値を提供し続けてきた。
エステーが目指すのは、グローバル・ニッチ・
No.1であり、2000年には現在100億円ブランドま
で成長した芳香消臭剤「消臭力」や、冷蔵庫内の臭い
をとる脱臭剤「脱臭炭」などを発売し、近年も次々と
新しい市場を創造し、それぞれの市場でNo.1をとる
戦略を継続している。実際に同社の製品は、防虫剤
や除湿剤などのニッチな市場で世界一のシェアを持
つものが多く、「ムシューダ」や「脱臭炭」、「米唐番（こ
めとうばん）」も世界一のシェアを持っている。

現会長による利用者視点の必要性の訴えと女性活躍
推進への転換の動き
日用品メーカーである同社製品の主な利用者は
20～ 40代の女性である。ところが創業から 1990
年代に至るまで、開発・デザインを担っていたのは
すべて男性で、利用者の視点が欠落していた。その
理由は、当時は典型的な男性優位型のファミリーカ
ンパニーであった。
そんな企業風土に異を唱え続けたのが、日本生命
を経て、51歳の時（1985年）営業部門の部長とし
て入社した鈴木喬氏（現・会長）であった。鈴木氏
は日本生命時代に生命保険外交員である女性のエネ
ルギーも知り尽くしていた。
鈴木氏は、同社入社後の 1991 年から 1994 年に
かけてアメリカの赤字子会社に出向して、会社の整
理に辣腕を振るった。その時に、平等と言われるア
メリカ社会でも女性の昇進を阻む「ガラスの天井」
が存在することを知った。しかし、アメリカ女性は
見えないガラスの天井を乗り越え、活躍していく。

翻って当時の日本の会社を見ると、男性ばかりで女
性が活躍していない。
このような経験から「優秀な人材は、男女関係な
く活躍できるようにしなければならない」という信
念を抱いていた。そして社内で「男性優位ではだめ
だ、女性をもっと活躍させなければ」と女性活躍の
必要性を訴え続けたが、なかなか組織の風土は変わ
らなかった。

1998 年の社長就任に伴い強力なリーダーシップで
女性活躍推進を図る
転機は 1998 年、鈴木喬氏が 63歳の時に社長に
就任し、就任演説で年来の主張である「聖域なき改
革」を行うと表明し、人事戦略として老若男女、国
籍を問わないダイバーシティを打ち出した。社長に
就任したことで、従来からその必要性を訴え続けて
きた女性活躍推進に、自らが先頭に立って推進して
いく決意を明確にした。
しかし当時は旧態依然とした日本企業で、年配者
の岩盤は厚く、容易に鈴木社長の考えるダイバーシ
ティは徹底しなかった。鈴木社長はその抵抗を切り
崩すために、時には厳しい言葉も使いながら、固い
意志と妥協しない姿勢を明確にした。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

組織のフラット化と女性デザイナーの登用
鈴木社長は年配者の抵抗に臆することなく、経営改
革としての女性活用を推進した。2001年には、性別
や年齢等にかかわらず多様な人材が活躍できる組織を
志向して、組織のフラット化を図り、原則課長相当職
を廃止、管理職を部長相当のマネージャーだけにした。
そして、従来の価値観にとらわれず、新しい発想
をデザインに反映させるため、女性デザイナーの登
用も行った。消臭芳香剤市場で他社に出遅れたが、
「消臭力」という力強いネーミング、かつ大容量を
コンセプトに 2000 年春に発売した。2001 年以降
の商品開発を支えたのは女性デザイナーであり、す
べての商品開発・デザインに女性担当者が携わって
いる。そして「消臭力」は、季節限定、特別規格品
の発売など、常に新しい価値を提供し続け、発売か

エステー株式会社
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ら 13 年たった現在でも売上を伸ばし続けており、
同社のメガブランドに育っている。

2004 年の「女性従業員比率 40％」宣言と意識的な
役員からの女性登用
鈴木社長は2004年に「10年後の女性従業員比率

40%」という経営方針を対外的に表明し、女性採用
を強化した。新卒採用における女性採用の強化などの
成果もあり、商品開発、マーケティング、営業、製
造、管理各部門の女性従業員比率は平均で37％強を
占め、ほぼ目標を達成している。さらに、女性離職率
も1993年 9.0%、1998年 13.5％に対し、2013年
は4.5%と 20年前と比べ半減した。ちなみに全社平
均の離職率は、1993年 6.1％、2013年 3.6％である。
また、会社を変えるためには経営層などより上位
の職階から変えていくことが効果的であるとの考え
に基づき、2008 年に初めて女性役員（社外）を登
用した。その後も女性役員の登用を進め、2013 年
現在で役員 15名のうち 4名（うち 2名は社外）が
女性役員で、女性役員比率が 26.6％となっている。
常勤の女性役員 2名は、経営管理部門と R&D部門
を担当している。女性は男性と比較して相対的に意
見をはっきり表明し、妥協しない。だからこそ、役
員会が活性化し、様々な面から議論することができ、
経営課題への取り組みがより的確になってきている
とその効果を実感しつつある。
2013 年 4月には鈴木社長が会長に退き、新しく
鈴木貴子社長が就任したことで、社内外に対してさ
らなる女性活躍推進への取り組みの意思表明として
受け取られている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性デザイナーが育てたメガブランド「消臭力」
「消臭力」は2000年に男性社員が企画・発売したが、
2001 年以降に女性デザイナーを登用してから、消
費者により強いインパクトを与える商品となった。
2001 年発売の「消臭力部屋用」の商品デザイン
から女性デザイナー（1998 年入社）が担当し、そ
れまでの消臭芳香剤にない、曲線を生かした非対称
のデザインを開発した。このインパクトがあり、か

つやさしいデザインのおかげで、消臭芳香剤売場の
なかでもひときわ目立ち、後発ながら消費者に受け
入れられた。そしてこのデザインがメガブランドに
成長したきっかけとなっている。
2001 年の発売前に非対称の容器デザインを見た
当時の男性営業担当者は「上面が平らでないと商品
を売場に平積みができない」という理由で反対した。
しかし、商品の上に透明な板を置く工夫で平積みが
できるよう、あらかじめ板も用意して反対意見を封
じ込め、予定通り発売しヒットにつなげた。「消臭力」
の成功は、従来の発想では新しい価値創造や事業拡
大に限界があることを社員に理解させるのに十分な
効果があり、その後の女性活躍推進を推し進める原
動力となった。
その後も、容器のデザイン改善、季節ごとの新し
い香りの提供など、常に新しい価値を提供し続ける
工夫を重ねてきた結果、同社の消臭芳香剤の 75%
にあたる年間 120 億円を売り上げ、全体売上の
25％以上に相当する基幹ブランドに成長した。最
近の際立った成功には、2012 年春発売の「消臭力
部屋用」リニューアル品がある。従来、“香り”の
演出は花になぞらえるものが多かったが、このリ
ニューアルでは“香り”における情緒的価値を表現
した。例えば花の香りの場合には、花の写真やデザ
インを前面に出すデザ
インとするのが業界で
の常識であったが、担
当した女性デザイナー
（2001 年入社）は花
そのものではなく、
“うっとり”という表
現を用いてその花が持
つ空間をイメージさせ
るようなデザインを完
成させたのである。
このデザインは消費者に受け入れられ、「消臭力
部屋用」は、前年比 18%増の 31 億 6,500 万円の
売上を達成した。実際に大きな成果を実現してきた
ことで、社内でも女性が主担当者として活躍すること
に異を唱える者はいなくなった。現在では、「消臭力」
に限らずあらゆる商品の開発、デザイン、マーケティ
ングなどの多様な場面で女性社員が活躍している。

エステー株式会社

2012 年春発売
「消臭力部屋用」のデザイン
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情報システム部門女性マネージャー登用による新システム
の短期での稼働実現とフィールドスタッフ活躍への効果
2012 年 4 月には、情報システム部門のマネー
ジャーとして女性を配属した。この女性マネー
ジャーは長年、情報システム部門でキャリアを積み、
様々な改革のアイデアを有していた。
着任早々、様々なシステム変更に着手したが、着任
から1年余りですでに経営成果に結びついたものと
して、従来の日報報告システムにスマートフォンを活
用し、店頭フォロー部隊「フィールドスタッフ」（以
下、FS）の日報報告システムで、タイムリーに数字や
報告をデータ化できるようにしたことがあげられる。
FSとの日々の業務連絡を担当する女性社員が FS の
日常業務の実態や課題を社内で一番理解している。
女性社員は所属部署にかかわらず横のつながりが強
く、情報交換をこまめにしていることが多い。この
女性マネージャーも、FS連絡担当業務を担う女性社
員とのネットワークを有し、課題を認識できていた
からこそ、FSの負担とならず本社にとっても必要な
データを把握しやすいものを作成しようと、このア
イデアを発案しやすい立場にあったと考えられる。
FSは、家庭用品の主たる利用・購買層である主婦
が多く、全国の事業所に配属され、担当地域にある
小売店を定期的に訪問、商品棚の陳列方法、商品紹
介用の POP、ボード取付提案などを行う業務を担っ
ている。組織を変えながら、30 年以上前から行わ
れている独自の営業上の工夫であるが、この数年で
FSの活動フィールドが拡大・活性化している。特に、
この新しい日報報告システムの導入によって、本社
や営業所で、報告書にタイムリーにデータとして吸
い上げ、即時にデータ化が可能になったのはもちろ

ん、写真を添付できるため、FS各人の多様な工夫を
視覚的に把握できるようになった。また、よい提案
を他の FS に展開できるようになり、FS の提案能力
向上に寄与している。
例えば、ある FS が担当店舗のマネージャーに売
場交渉のうえ、店舗で目立つ場所にあった掃除機売
場を、季節に合わせたハロウィン限定パッケージの
「消臭力」売場に転換させることに成功し、担当店
舗の売上向上に貢献したことがある。このように FS
の活躍は全社の売上を左右する重要な営業スタッフ
であり、彼らの日々の工夫や提案の共有化は経営上
大きな影響をもたらすものといえる。
なお、毎年 2回、FS の中でも優れた成績を収め
た人を表彰しており、2013 年上期は、静岡県のエ
リアを担当する FS が、「消臭力」の需要が高まる夏
場に合わせて店頭の目立つスペースを確保し山積み
で陳列したことで、計画比 104％、前年比 114％の
売上を達成、特に主力製品である消臭芳香剤カテゴ
リーは計画比 117％、前年対比 131％と大幅な売上
拡大を実現し、表彰された。もともと静岡県は同社
の中ではシェアが低い地域であったが、FSが日頃か
ら担当店舗の責任者と密にコミュニケーションをと
り続けるなど関係強化の努力を継続した結果、シェ
アは前期32.3％から今期34.2％まで伸長している。

エステー株式会社
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参考情報

年々「消臭力」のパッケージデザインが変化してい
ます。左から 2000 年（トイレ用）、2001 年（部屋用）、
2012 年（部屋用）。

FSの交渉の末、掃除機売場だったスペースをハロウィ
ン限定パッケージ「消臭力」の売場に変更できました。
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プロダクトイノベーション

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 2010 年 資本金 263 億 4,900 万円

本社所在地 東京都千代田区九段北 1 丁目 13 番 12 号　北の丸スクエア

事業概要 医療用医薬品、医療機器の開発・輸入・製造・販売業

売上高 356,092 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 4,231 名（うち非正規 128 名）

属性ごとの人数等 【女性】964 名（うち非正規 53 名）、女性管理職比率 8.3％

正規従業員の
平均勤続年数 15 年（男性 16 年、女性 12 年）

▶成長戦略の一環としてダイバーシティを位置づけ
▶専門部署「ダイバーシティ＆インクルージョンチーム」の設置や「Female 

Leaders Network」による自主的な研修プログラム等により推進
▶業務目標の達成度やビジネスへの貢献を重視した人事評価とサクセッション・プ

ランにおける女性管理職候補者のリストアップ等による女性登用の推進
▶女性部長の丁寧かつ粘り強い対応により MRSA 感染症治療薬開発期間を 3 割以

上短縮
▶育児短時間勤務制度を利用している育児中の女性リーダーの緻密な計画により小

児を対象とした困難な臨床試験を円滑に実施

女性リーダーの活躍による MRSA 感染症治療薬の
短期での承認獲得と小児対象臨床試験の円滑な実施を実現

MSD 株式会社
製造業 大企業

職場内の効果プロセスイノベーション 外的評価の向上

MSDの10ヵ年戦略計画 

レビュテーション：
顧客から最も信頼され、
尊敬される企業となる

倫理と誠実さ
CSR
製品供給

1
2
3

4
5
6
7

科学的革新
事業提携
顧客エンゲージメント
基幹事業に関連する
新規事業

8
9

10

人財育成
ダイバーシティ
企業文化と
社員エンゲージメント

成長：
科学とビジネスの

イノベーションによる
成長を目指す

人材：
優れた人財から

選ばれる企業となる

2020年までに最も優れたヘルスケア企業となることを目指す



48Best Practices Collection 2014

ダイバーシティ経営の
背景とねらい

成長戦略の一環としてダイバーシティを推進
MSDは、2010 年 10月に万有製薬とシェリング
･プラウが統合し誕生した、世界的な製薬企業米メ
ルクの日本法人である。
同社発足当時に社長をはじめとした経営陣は長期
経営戦略を検討していたが、その際に女性の活躍推
進が経営課題のひとつと考えた。そして、2011 年
に策定した「10ヵ年戦略計画」において「2020年
までに最も優れたヘルスケア企業となること」をビ
ジョンと定め、その実現のために①人財（優れた人
財から選ばれる企業となる）、②成長（科学とイノ
ベーションによる成長を目指す）、③レピュテーショ
ン（顧客から最も信頼され、尊敬される企業になる）
の 3つを重点分野と定義し、①人財のなかで「ダイ
バーシティ」を明記した。また、ダイバーシティ推
進にあたって、多様な人財が十分に能力を発揮でき
る環境を構築することと、管理職社員が多様化促進
の責任を担うことの 2つを戦略推進のための方針と
して定めた。この「10 ヵ年戦略計画」は、社長を
はじめとした経営陣の強いコミットメントのもと、
全社員に明示され、取り組みが進められている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

専門部署「ダイバーシティ＆インクルージョンチー
ム」を設置して積極的に活動
ダイバーシティ推進にあたり、まず 2010 年 10
月に人事部門内に専門組織「ダイバーシティ＆イン
クルージョンチーム（以下、D&I チーム）」を設置
した。D&I チームの主な役割は、女性を含めた全社
員が働きやすい仕組みの提案である。
MSD の 米 国 本 社 は、CDO（Chief.Diversity.

Officer）と呼ばれるダイバーシティ推進の役員を
置くほどダイバーシティ推進に積極的に取り組んで
いるグローバル企業であるが、現地の状況に合わせ
て経営していく方針であることから、日本でのダイ
バーシティ推進に関しては、日本法人のやり方を尊

重する姿勢をとっている。
D&I チームの提案のうち、大きく実を結んでいる
ものの一つが、社員ネットワーク活動のひとつであ
る「Female.Leaders.Network（以下、FLN）」を
2011 年 8月に立ち上げたことである。FLNは、女
性リーダー育成のサポートやキャリア形成支援を目
的とし、社員の自主的な参加により運営されている。
ネットワーク活動は、FLN 以外にも子育て＆介護
やボランティアなどがあるが、いずれも会社が公式
に認めている活動で、共通の興味・関心を有する有
志の社員が集まって、部門を越えた自主的な協力体
制のもとで運営されるもので、役員が戦略的パート
ナーとなって活動を支援する仕組みとなっている。
なお、FLNをはじめとした社員ネットワーク活動に
は予算も付与され、就業時間の一部を活動時間にあ
ててよいこととされている。
FLN の活動開始当初は、活動を軌道に乗せるた
め、発足時に女性管理職から 5名が参加してコア・
メンバーとなり、FLNのビジョン「性別に関係なく
誰もがパフォーマンスを発揮しやすい環境を構築す
る」を考案し、各部門の管理職には FLNに参加する
ことを女性社員の業務とみなし、活動への参加を評
価するよう働きかけるなど、特にダイバーシティ推
進の基盤づくりにおいて強いリーダーシップを発揮
した。また、FLNの活動は「単純に働き続けるので
はなく、あくまでビジネスに貢献するため」である
ことを女性メンバーにしっかりと認識させてから活
動をスタートできるよう、意識付けにおいてもコア・
メンバーが率先して取り組んだ。

「Female Leaders Network」活動の深化による女
性リーダーの育成
FLN 発足から 2年強が経過し、2013 年 12 月時
点で日本では 58名がメンバーとして参加している。
内訳は、女性管理職者 15 名、女性非管理職者 41
名のほか、男性管理職者 2名である。男性管理職は、
女性の部下の気持ちを理解できるようになりたいと
の意向を持ち、積極的に参加している。
さらに、FLN の担当アドバイザーとして、ダイ
バーシティ経営に関して専門的に研究した経験もあ
る男性執行役員 1名が加わって、活動へのアドバイ
スや経営層へのつなぎ役として重要な役割を果たし

MSD 株式会社
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ている。その男性担当役員からのアドバイスを受け
つつ、FLNはあくまでメンバーの自主性を重んじて
運営しており、ロールモデルの共有、社員同士の意
見交換の場を作るプログラムの実施、セミナー・講
演会等イベントを多数開催してきた。イベントの大
半は年齢や性別を問わず、社員であればだれでも参
加可能としており、2013 年 12 月までに合計 16
回、延べ 640 名が参加した。イベントのなかでも
特に効果が高かったものとして、2013 年 9月に実
施した「セルフブランド研修」がある。この研修は
女性社員を対象に実施したもので 70名が参加した。
この研修は、女性は男性と比較してセルフプロモー
ションが苦手な人が多い傾向があるという課題認識
から、MSDグループがグローバルで開発したもの
で、女性が自身の強みと弱みを検証し、能力を最大
化するための研修となっている。受講者の 8割以上
が自身のキャリアディベロップメントに役立つと回
答し、受講者のうち 9名が新たに FLN に参加する
などの成果があった。
FLN では女性リーダー育成を支援するだけでな
く、活動から得られた気づきを、経営者に提言して
いる。例えば、産休・育休後復帰した社員の声を吸
い上げ、搾乳スペースの設置を提案し、約 2か月後
に本社内に設置されたことがある。
FLN の一連の活動の成果もあり、参加メンバー
から取締役執行役員 2 名、部長職 3 名、課長職
1名の昇格者が出ている。また、女性が働き続け
やすい環境が整ってきた結果、平均勤続年数が、
2011 年から 2013 年の間で、女性MR（Medical.
Representative：医薬情報担当者、エムアール）で
7.32 年から 8.66 年に、グローバル研究開発本部の
女性研究開発職で 8.8 年から 11.4 年に伸長してき
たと考えられる。そのほか、女性部長職も 2011 年
の 7.7％から 13.6％まで拡大した。

業務目標の達成度やビジネスへの貢献を重視した人
事評価とサクセッション・プランにおける女性候補
者のリストアップ等による女性登用の推進
短時間勤務を選択しているワーキングマザーも多
く、時短勤務者が不利にならないよう人事評価を工
夫している。まず上司、同僚、他部門等の多面的な
評価の導入をするとともに、勤務時間の長短ではな

く、業務目標の達成度やビジネスへの貢献を重視し
た評価としている。また、部門で行われる評価会議
には人事担当者も同席して、短時間勤務だからとい
うだけで評価が下がることがないよう目を配ってい
る。実際、同社の社内表彰制度においても、短時間
勤務者が受賞することも多く、より高いパフォーマ
ンスを挙げている人も多い。
また、D&I チームでは、育児休業からの復職者と
の面談を適宜実施し、今後のキャリアを考慮し、本
当に短時間勤務が必要かどうかを、各人の状況を確
認しながら見極めている。キャリアアップを意識し
て、フルタイムの裁量労働に戻してチャレンジを促
すこともあるなど、漫然と働き続けているというこ
とに陥らないような工夫をしている。
そして、経営レベルでのダイバーシティ推進に向
けた取り組みとして、人事担当役員が中心となって
策定する役員のサクセッション・プラン（後継者育
成計画）において、すぐにも役員に登用できそうな
人材、今後 2年くらいで対象となりうる人材、5年
以内に対象になりうる人材を挙げるが、そのなかに
必ず女性候補を含めている。これは、社長の意向に
よるもので、タレントプールにおける女性の比率を
高めようと、会社の方針として計画的に行っている。
同社は設立時から役員 14名のうち 3名が女性で
あったが、いずれも米国本社からの出向者であった。
現在も 3名の女性役員がいるが、いずれも日本人女
性をこの 1～ 2年で登用しており、役員会における
議論が活性化されるなど、少しずつ真の意味での女
性活躍が推進されている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

ダイバーシティを経営陣が重要な経営課題として
捉えて推進したことで、全社レベルで女性社員の底
上げが進み、役員、管理職、管理職候補者の継続的
な育成を通じて、女性の活躍による成果が様々な場
面で見られている。女性活躍による経営成果の例を
2つ挙げる。

MSD 株式会社
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育児中の女性リーダーの緻密な計画により小児を対
象とした困難な臨床試験を円滑に実施
前述のとおり、勤務時間の長短ではなく「業務目
標の達成度やビジネスへの貢献」を評価する人事評
価制度が整い、育児短時間勤務者でも責任のあるポ
ジションに積極的に登用して成果を上げさせようと
いう方針の下、短時間勤務制度を活用しながら臆す
ることなくプロジェクトリーダーとしてチャレンジ
した女性社員がメンバー 3名を統括し、2012 年 9
月から実施している 1～ 15歳までの小児患者を対
象とした薬剤の臨床試験のプロジェクトでも、円滑
な臨床試験を実施できている。
この臨床試験は、1歳～ 15 歳の小児患者を対象
としながら、服薬前 2時間と服薬後 1時間は食事
ができないなど制限が多く、円滑な実施が難しい試
験である。これを、自らの育児経験から小児の食事
や生活リズムを考慮した服薬時間や採血時間を設定
し、現実的な試験プログラムを作ったことで、通常
であれば複数件は発生する試験実施医療機関からの
問い合わせを受けることもなく、全 87症例で規定
どおりの時間で採血を実施することができている。
さらに、この女性リーダーの所属部門は 477 名
の社員のうち女性が 209 名と 43.8％を占め、育児
短時間勤務者も多いことから、お互いにサポートす
る風土が定着している。この女性リーダーも短時間
勤務をしているため、時間帯によって対応できない
事態も発生するが、上長やチームメンバーとの緊密
な連携により、プロジェクトを遂行している。

女性部長の丁寧かつ粘り強い対応によりＭＲＳＡ感
染症治療薬開発期間を３割以上短縮
ダイバーシティ推進による経営効果の一例とし
て、MRSA（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）感染
症治療薬の開発プロジェクトの成功がある。このプ
ロジェクトは、ベテランの女性部長がリーダーと
なり、総勢 48名のプロジェクトチームを纏め上げ
て、関係規制当局への申請から承認までを統括した
が、申請から承認までの期間を、当初見込んでいた
17か月より 3割以上短縮し、11か月で成し遂げ、
2011年 7月に承認を得た。

大幅な期間短縮は、社内のプロジェクトメンバー
はもちろん、社内外のあらゆる関係者とのスムーズ
な連携なくしてはなし得ない。女性部長は、「日本で
の開発は初めて」という米国パートナー会社に対し、
日本での承認プロセスや必要となるデータの説明、
日本特有の資料のまとめ方などの指南を丁寧かつ粘
り強く行うことで、申請プロセスを円滑に進められ
るよう、細かいところまでサポートした。また、米
国本社との情報共有も含め、煩雑かつ膨大な業務を
行わなければならなかったが、研究者としての長い
経験や知識にもとづいた的確な判断とリーダーシッ
プで、プロジェクトチームを指揮し、効率的に業務
を進めていった。さらに、治験を実施する医療機関
や関係規制当局などと密に連絡をとるなどして、信
頼関係を構築していった。
これだけの多様な関係者が連携するには、言語や
文化の違い、時差などさまざまな障害を乗り越えな
ければならないが、女性部長が有する粘り強さと関
係者の立場や考え方を配慮して接する姿勢により、
関係者からの信頼を獲得し、常に透明性を維持し、
率直な意見交換ができたことで、短期間でのプロ
ジェクトの成功を導くことができた。

MSD 株式会社

参考情報

MRSA 感染症治療薬の開発プロジェクトはベテラン
の女性部長がリーダーとなり、総勢 48 名のプロジェ
クトチームを纏め上げて、当初予定より 3 割以上短
縮して承認を得ることができました。
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プロダクトイノベーション 職場内の効果

企業名

Point

◎企業概要

会社設立年 1964 年 資本金 20,000 百万円

本社所在地 東京都千代田区神田司町 2 丁目 9 番

事業概要 医薬品・臨床検査・医療機器・食料品・化粧品の製造、製造販売、販売、輸出ならびに輸入

売上高 598,018 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 5,652 名（うち非正規 213 名）

属性ごとの人数等 【女性】1,222 名（うち非正規 21 名）、女性管理職比率 6.7％

正規従業員の
平均勤続年数 男性 17.0 年、女性 11.6 年（全体 15.8 年）　　2013 年 4 月時点

Data

▶女性リーダーが活躍し、女性向け化粧品事業の建て直しを実現したほか、男性向
け化粧品事業の 5 年間で 3.7 倍の売上増を牽引

▶新卒も中途も活躍の場があり、たとえば主力の新製品「ソイカラ」は中途入社の
女性が開発

▶ MR（医薬情報担当者）は男女ほぼ 2：1 で採用し、結婚・出産後も働き続ける
女性が増加中（2007 年に育児中女性は 3 名だったが 2013 年は同 35 名まで
増加）

▶ダイバーシティの概念がない創業時から、革新的製品を生み出すためには「異質
なもののぶつかり合いが必要」と経営者が提唱

▶女性役員は 5 名で、役員に占める女性比率は 11.1％と高率

▶事業所内保育所を徳島で運営。2014 年 4 月には大阪でも開所予定で、保護者
である祖父母や父母を支援

▶女性と若手によるプロジェクトチームが、従来は 2 年かかっていた新薬の厚生
労働省への申請書類の整備を 4 か月に短縮

製造業 大企業

大豆関連製品や男性・女性化粧品等の戦略商品の
事業や重要プロジェクト等で女性リーダーを積極登用

大塚製薬株式会社

プロセスイノベーション 外的評価の向上
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

異質なもののぶつかり合いが創造性の源泉という考え
大塚製薬は、1921年に徳島県の鳴門で発足した大塚

製薬工場が作る製品の販売部門が独立する形で、1964
年に設立された。販売会社としてのスタートだったが、
創業時より「自前でモノを作る」ことをしないと生き
残れないと考えており、その考えは現在、「Otsuka-
people.creating.new.products.for.better.health.
worldwide」という企業理念へと昇華している。
特に大切にしているのは、「Creating.new.products

（革新的な製品の創出）」というキーワードだ。ダイ
バーシティという概念が存在しない時代にもかかわ
らず、当時から経営者は、「革新的な製品づくりに
必要な創造性は、異質なもののぶつかり合いから出
てくる」と考えていたため、設立の 7年後の 1971
年には、独創的なモノ作りのために自社で治療薬研
究所を作っている。
さらに、1988 年には社員の研修施設である能力
開発研究所を設立した。当時は「企業 30年寿命説」
がまことしやかに言われた時代だった。社会（外部
環境）は必ず変化する、その変化を先取りし、対応
できる会社になりたい、そんな願いを込めた。
現在の事業の2大柱は、医薬関連事業とニュートラ
シューティカルズ関連事業である。ニュートラシュー
ティカルズとは、Nutrition（栄養）と Pharmaceuticals
（医薬品）からなる同社の造語だ。医薬関連事業が
BtoB である一方、ニュートラシューティカルズ関
連事業は BtoCであり「ポカリスエット」、「カロリー
メイト」など多くの有名ブランドを保有している。

戦略的に女性にターゲットを絞りダイバーシティを推進
同社では、ダイバーシティを重要な経営戦略と位
置づけ、年齢、性別、新卒・中途、国籍等にこだわらず、
採用と処遇を行っている。これは会社設立以来の「異
質なもののぶつかり合い」を重視する考えを基礎に
している。経営理念を実現できれば、人々から存続
を望まれる会社になれるが、そのためには、異質な
人々との交流が必要であり、その結果として企業は
成長できると信じている。
こうした考えをベースに、日本の事情に鑑み、特
にダイバーシティ経営のターゲットを女性に絞って

いる。女性が働きやすい環境にすれば、年齢や国籍
などが異質な者も働きやすくなるだろうという考え
方の下、女性が働きやすい職場にするための努力を
重ねてきた結果、活躍する女性が増え、会社は成長
を続けている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

ダイバーシティ推進フォーラムが牽引役を務める
女性のMR（医薬情報担当者）の採用は、1985
年の男女雇用機会均等法によって増え、最近は男女
2：1の割合で入社。創業以来、異質なものの受容
を大切にしてきたが、特にダイバーシティ経営を意
識した理由には、1990 年代になって女性の営業職
が増えたことが大きい。.
MR として女性を採用する場合、女性自身の意識
も変えなければならないし、受入れる側の意識も変
えなければならなかった。同社では、女性フォーラ
ムを開催し、意識を醸成していった。
2007年には、女性に限らず、広くダイバーシティ
を視野に経営を推し進めるため、ダイバーシティ推
進プロジェクトを始動させた。同社はプロジェクト
制で事業を行うが、ダイバーシティ推進もプロジェ
クト制であり、メンバーは人事から 2名、医薬関連
事業から1名の計3名が組織横断的に参加している。
リーダーの女性の常務執行役員をはじめ、3名とも
兼任である。
ダイバーシティ推進プロジェクトでは、フォーラム
やイベントを開いている。その際はプロジェクトメン
バーが前面に立つのではなく、それぞれの事業部から
選出された人がフォーラムの運営に当たっている。

大塚製薬株式会社
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会社の成長とダイバーシティ推進のあゆみ
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ダイバーシティ推進の前提としてのマネジメント研
修の実施
受け入れ側の意識改革として、マネジメント研修
が年 1回あり、管理職は全員が受講する。内容は「あ
なたの部下が『妊娠しました』と言ってきたらどう
するか」と尋ね、その対応をシミュレーションする
など、具体的かつ実践的である。
評価に関しては、育児休業などで会社を休んでも、
それらに起因するマイナス評価は行わない。あくま
で休む前と復帰後の仕事内容を評価する。管理職は
ダイバーシティ推進を理解し意識した人事評価を
行っている。短時間勤務であっても、成果主義のた
め集中して仕事をすることで成果を上げることが期
待されるし、優秀な社員は、生産性の高い働き方を
実践し、高い評価を得ている。
再雇用制度もある。上司の許可があれば、出産な
どで会社を辞めた人も原則再雇用が可能。充実した
諸制度が女性社員の活躍をサポートしている。
女性をプロジェクトのリーダーに起用
同社では、多くのプロジェクトのリーダーに女性
が抜擢されている。単に優秀な人材を選んだら結果
として女性になったというのではなく、積極的に女
性を抜擢しているとのこと。一般論として女性は、
社内の政治力学に左右されることなく、上層部にも
率直な意見を言う。ビジネスの成功のため、それを
期待しているからだ。例えばあるプロジェクトでは、
間に管理層を置かず、副社長直轄として、迅速な遂
行と手厚い支援が受けられる体制となっている。ま
た、女性を要職に起用した際は、徹底してサポート
する。まず、起用した女性の下に男女問わず優秀な
スタッフをつけ、副社長の下にあるプロジェクトで
は、副社長自ら細かなフォローなども行う。「任せ
たからな」で放っておき、失敗したら「それ見たこ
とか」という態度でなく、そのつど「どうした？」、「試
してみようか」という風に声かけし、成功に導くよ
うに配慮している。
男女ともに子育てをしながら働き続けられる環境を整備
同社では、事業所内に保育所を設けている。現在
は徳島県徳島市の事業所内に 1か所だが、2014 年
4月には大阪にも開設する。3か所目はアジアを中
心に海外の事業所内での開設を検討している。企業
内保育所は、そもそも働く母親のためだけでなく、
祖父母や父親のためにも設けた。育児休職制度は男

女とも取得できるが、今後は男性社員の一層の取得
促進を目指し、男性向けの意識改革研修にも力を入
れていく考えだ。

ダイバーシティ推進による
経営効果

化粧品事業で新たなビジネスモデルを構築し 36 歳
で女性最年少の執行役員に
女性活用の顕著な経営効果の一つは、2010 年に
36 歳で女性最年少の執行役員になった女性社員の
活躍だ。その女性社員は役員秘書として中途採用で
入社し社長秘書をしていたが、秘書から事業部へと
転じ、2012年に 38歳で常務執行役員になった。
同社では当時、「インナーシグナル」という化粧
品を製造販売していた。男性役員が率いていた本事
業は、大手化粧品メーカーと同様に、デパートに販
売コーナーを設け、美容部員が接客し、販売するビ
ジネスモデルだった。しかし、大手化粧品会社と真
正面からぶつかり業績は上がらない。そこでデパー
トでの販売から撤退することとなり、新たな販売方
法を立ち上げる事業で前述の女性社員が起用され、
彼女の発案でネットでの販売を始めた。ネットは消
費者に伝える情報が圧倒的に多く、製品の品質がよ
り消費者に伝わり、業績は改善していった。
また、同事業では、女性向け化粧品市場が飽和す
る一方で、男性向けの 30 ～ 50 代向けの商品が欠
けていたことから、「UL・OS（ウル・オス）」とい
う男性用化粧品ブランドの商品開発も実施し、彼女
もブランド立ち上げの当初から携わった。化粧品に
対しては、「男性目線は甘くなる」ため、彼女は「厳
しい女性目線」で男性化粧品に必要なものを追求。
例えば、使うとき面倒さを感じないように、1本で
スキンケアが完了する商品を販売している。最終的
にはプロジェクトリーダーとして、当時、まだ形成
途上にあった男性用化粧品の市場を徐々に開拓し売
上は発売から 3.7 倍に増加した。
撤退間際まで追い詰められた「インナーシグナル」
事業をネットでよみがえらせ、「ウル・オス」では
新しい市場を切り拓いた。この実績が評価されての
役員への抜擢だった。同社では、この女性役員以外
にも女性の管理職・役員登用を進めており、管理職
に占める女性の割合は6.7%を占めるまでになった。

大塚製薬株式会社
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役員は5名で、全役員に占める女性比率は11.1%と、
管理職クラスの割合より高い。

女性研究者が大豆を使った商品「ソイカラ」を開発
大豆（Soy）が、地球上の健康・環境問題の解決

（solution）になると考え、「ソイリューション」を
テーマに、大豆を使った製品の開発プロジェクトも
進めている。女性がマーケティング関連のリーダー
として率いており、栄養士の方々等と連携した大豆
の良さを伝える取り組みも全国的に実施。この「ソ
イリューション」プロジェクトから生まれた「ソイ
カラ（SoyCarat）」という製品は、中途採用の女性
研究者が開発を担当。同社では新市場を切り拓く「も
のまねしない」製品を創ることが研究で求められて
おり、彼女は、研究部門のダイバーシティを高め創
造的な商品を生み出せるよう、他部門から異動し、
研究開発に携わった。
スナック菓子でありながら、大豆を主原料としてい
るため、タンパク質も摂ることができ、2012年4月
に全国の小売店で発売後、安心できるスナックとして、
子どものいる主婦にも受けている。ふるとカラカラ
と音がなり、「楽しい気持ちになる」という情緒に
訴える仕掛けも、これまでのスナック菓子にはなく、
発売当初、豆類スナック菓子の売上ランキング（日
経 POS調べ）で 1位となり品切れ状態にもなった。
また、『週刊女性』、『SAPIO』等の雑誌や『朝日新聞』
等の新聞でも取り上げられるなど話題となった。

業界の常識を覆した女性ＭＲの増加
医薬品業界では、女性MRは定着が悪いというこ
とが、業界全体の課題となっている。同社は採用時
は男女が 2：1となっていることから、育成した人
材が多く辞めていくのは、その費用を考えれば、企
業にとっては大きな損失となるため、女性MRの定
着率改善の必要があった。
大塚製薬では、子育てをしながら働くリーダーク
ラスの女性が増えている。女性のMRの定着率が
上昇した背景には啓発の努力があった。2006 年に
MRにアンケートやインタビューをしたところ、「結
婚や妊娠をしたら辞めるもの」とイメージで思って
いる女性が多いことが判明した。同社には、働く女
性を支援する様々な制度はあったが、就業規則を細
かく調べる人は少なく、十分に知られていなかった。
そこで、各種制度を簡単に調べられるホームページ
を作った。
MRはチーム制であり、チームリーダーを中心に、
男性も女性もメリハリある働き方を奨励し、研修な
どで意識改革に努めている。その結果、「結婚や出
産をしても会社で働き続け、きちんと子育てもする
ことが理想」と多くの人が思うようになった。研究
職やMRは専門性の高い仕事であり、スペシャリス
ト志向の人が多く、環境が整備されれば働き続ける
モチベーションにつながりやすいという事情も背景
にある。
結婚や出産後も働き続ける女性MRが増えている
のは、こうした取り組みの成果だ。実際、2007年に
は既婚者で4名、母親で3名だったのが、2013年
には既婚者で59名、母親で35名と大幅に増加した。

女性リーダーの活躍による医薬品承認期間の短縮
女性リーダーの活躍で医薬品の承認申請資料の作
成期間を短縮した例もある。過去には厚生労働省の
申請資料を提出するまでに 2年かかることもあった
が、それを 6か月に短縮し、さらに 4か月へと短縮
したのだ。スピード重視の欧米のメーカーでも 1年
は要するなかで、優れた成果と考えられる。
その手法は、従来の部門別に段階を踏んで申請資
料を作成していくのではなく、各自が責任をもち、
部署の垣根を越えて議論を惜しまず同時並行で資料
を作成するというものだった。このスピードは、女
性リーダーと若手の斬新な発想と行動力で実現した。

大塚製薬株式会社

男性向け化粧品「ウルオス」（左）と
インターネット販売で売上拡大を実現した女性向け化粧品

「インナーシグナル」（右）

中途採用の女性研究者が開発した「ソイカラ」
を含む「ソイソリューション」製品
左から順にソイジョイ（SOYJOY）、ソイッシ（SOYSH）、ソイカ
ラ（SoyCarat）
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女性パートの発案による製造工程改善と女性社員の
Facebook 活用による海外ダイレクト販売の拡大

株式会社メトロール
製造業

職場内の効果外的評価の向上プロセスイノベーションプロダクトイノベーション

◎企業概要

会社設立年 1976 年 資本金 40 百万円

本社所在地 東京都立川市高松町 1 丁目 100 番　立飛リアルエステート 25 号棟 5 階

事業概要 工業用センサー、スイッチの製造・開発・販売

売上高 1,443 百万円（2013 年 1 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 103 名（うち非正規 63 名）

属性ごとの人数等 【女性】67 名（うち非正規 53 名）、女性管理職比率 0％

正規従業員の
平均勤続年数 男性 6.5 年、女性 3.5 年

▶顧客満足、社員満足、生産性、スピードの頭文字をとった「CEPS」を企業理念
とし、従来から性別や年齢、役職等にとらわれず多様な人材の活躍を促進

▶組立手順・工程を統一した簡便な製造工程の構築と女性パートの多能工への育成
による少量・多品種・短納期の製造システムを構築

▶女性パートを貴重な戦力と位置づけ、待遇面の充実や職場環境の改善を図ったこ
とにより優秀なパートが長期間働ける環境を整備

▶新卒採用時に職務を明確化、早期の人材育成で、女性新入社員を責任あるポスト
へ配置

▶ 2005 年から導入した女性パートによる「気づき提案」制度により、作業時間
の短縮や疲労軽減など製造工程を改善

▶女性新卒社員の発案で、ソーシャルメディアの積極活用により、海外ダイレクト
販売を約 1.4 倍に拡大
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

創業時から女性パートの戦力化に取り組む
メトロールは、切削など工作機械の刃先の始点を
確定するための機械式の刃先センサーを製造・販売
しており、この分野で世界トップシェアを誇る。
顧客満足、社員満足、生産性、スピードの頭文字
を採った「CEPS」を企業理念とし、設立当初より
性別、年齢、役職、国籍にとらわれない人材の活躍
ができる環境づくりを実践してきた。その背景には、
創業当時は日本の大手製造業の採用意欲が高く、中
小企業が男性正社員を確保することが困難であり、
相対的に採用しやすかった女性パートを積極的に育
成、戦力化し、質の高い製品を作り続けることで、
現在の地位を築いてきたことがある。

グローバル化への対応のため女性活躍推進を加速
1990 年代後半以降は、日本の製造業の拠点が中
国やASEAN諸国へ移っていく中、国内生産・雇用
を守りつつ、企業として生き残っていくために、ビ
ジネスモデルの転換が急務となった。そこで、生産
管理（ERP）システムを導入し、少量多品種・短納
期の受注生産、輸出モデルによる新しいビジネスの
展開を図った。このビジネスモデルを実現するため
には、製造コストの低減を図りつつ、性別、年齢、
属性等に関わらず、優秀な人材を確保・育成して、
社員のすべてが戦力として活躍していくことが不可
欠となり、特に製造現場を担う女性を中心としたダ
イバーシティ推進への取り組みが一層加速された。
また、1998年からは、海外インターネット直販を
開始。グローバルな事業展開を進めるにあたり、語学
力が堪能で精神的自立心の高い人材が必要となった
が、製造現場と同様、中小企業では男性正社員の確保
が難しかったため、女性正社員の採用を進めてきた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

製造システムの簡素化と女性パートの育成による多能工化
同社が作る約 700 種類の製品は、7,000 点にも

上るオリジナル部品の組合せで作り分けられる。し
かし、部品のサイズ（長さや太さ）が違うだけで、
組み立ての手順・工程は同じになるように、極めて
簡素化された製造工程を構築し、作業をマニュアル
化している。また、製品を受注すると同時に、その
製品に必要な部品を自動発注する生産管理システム
で、女性パートは煩雑な部品発注などから解放され、
組み立てに専念できる体制を築いた。こうした工夫
により、女性パートを多能工技術者として育成しや
すい仕組みが構築されている。
また、採用後には導入研修、1か月後研修を行っ
ている。最初はハンダの使い方を練習し、その他の
各作業をさせてみた上で各人の適性を見て、適した
作業グループに配置することで、初心者の技術習得
のスピードを高めている。
これら一連の仕組みにより、完成品在庫をほとん
ど持たずに、少量多品種短納期で製造できる体制を
構築している。

意欲を高める評価と労働条件の整備による優秀な女
性パートの確保と長期的な活躍の実現
1,000 分の 1 ミリの精度を要する精密部品の組
み立てには熟練した技術が不可欠であるため、女性
パートを長期雇用を前提とした貴重な戦力と位置付
け、人事評価制度を導入し、年 1回の契約更新では、
評価に基づく昇給を行うことで成果に報いている。
人事評価はスキル評価と情意評価により行い、担当
役員自らが評価を行う。スキル評価は、部品群ごと
に手順通りに組立てられるかや、ハンダ付のスキル
等を評価するものであり、情意評価は「決まりごと
を守れる」というレベルから「問題点に気づき、仲
間と協力して改善策を発案、提案できる」といった
高レベルのものまで 5段階で評価を行う。意欲の高
さを評価する情意評価のほうがスキル評価より配点
ウエイトを高くして、向上心を引き出している。
そのほか、年 3回の賞与などによる充実した処遇
の実現、工場の照明や床暖房など設備の充実による
執務環境の改善等により、優秀なパートを採用し、
長期に勤められる環境を整えている。その結果、平
均勤続年数 5年以上、最長では 25年勤続している
女性パートがいる。また、出産・育児により一度離
職したパート社員の再雇用も行っている。

株式会社メトロール
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株式会社メトロール

担当業務を明示した採用と早期の人材育成で、女性
新入社員を責任あるポストへ配置
製造部門を担うのが主に女性パートであるのに対
し、販売管理部門等の事務系部門を担っているのは
女性正社員である。
同社では「社員はオーケストラのメンバーであり、
オーケストラに加わる前に、最低限、自分の担当す
る楽器は弾きこなせることが前提」と考え、専門職
として自立して働ける人材を求めているため、内定
時には、その人の職務内容を明確に示している。具
体的に、販売促進部門に内定した女性に「ホームペー
ジの運用、Facebook などソーシャルメディアの活
用、製品のカタログの編集」という職務を示し、入
社前にフォトショップやイラストレーターなどの必
要な技能を身につけられるよう専門学校の費用負担
を行った。そのほか、割り当てられる業務に応じて、
採用内定から入社までの間、インターンシップで海
外拠点に派遣したり、高額のCADソフトを渡して
卒論に活用してもらうなど、多様な学習機会の提供
と費用負担を惜しまず、新入社員の成長を支援して
いる。
自立して働ける人材としての基礎的な能力の有無

の判断のため、採用はアセスメントに基づいた人物、
能力評価をプロの心理分析官の同席のもとに厳格に
行っている。アセスメントとは米国で開発された最
も信頼性が高いと言われている適性試験で、概念化
（思考）、ミッション意識（使命感）、内部強化（プロ
意識）、外部受容性の 4項目について評価を行うが、
同社ではミッション意識（使命感）を重視して採用
している。
そして、入社早々には重要な新製品開発プロジェ
クトのリーダーを任せたり、一人で海外赴任させる
など、男女を問わず、重要な任務を与えている。ア
セスメントによる厳しい採用を行っていることか
ら、多くの新入社員が入社早々から自らの力で活躍
できるが、やはりさまざまな課題に直面したり、時
には失敗するときもある。そのようなときには、直
属の上司でなくても、誰にでも相談したり、教えて
もらうことができる風土がある。また、失敗を責め
ず、チャレンジを応援することを徹底しており、社
長は「そんな失敗は忘れろ。失敗もノウハウだ！、
挑戦をあきらめるな」という姿勢を明確に打ち出し

ている。
海外展開を加速していることから、最近は入社間
もない女性社員を責任あるポストで次々と海外赴任
させている。2013 年入社の 20 代新卒女性社員が
タイ・バンコクでの子会社（現地法人）立ち上げに
出張ベースで参画しており、来年の設立と同時に正
式に赴任予定であったり、中国には同年入社の 20
代新卒女性社員を 2014年 2月に販売子会社に出張
ベースで参画させ、中国語での展示会の運営と IT 化
促進に携わる予定である。
このように入社間もない女性社員が海外で本格的
に活躍することで、さらなる女性活躍推進による成
果を実現していく意向である。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性パートからの気づき提案による製造工程の改善
を実現
女性パートが製造作業の過程で「こうだったら
もっと作業しやすい」などと気付いたことを提案す
る「気づき提案」制度を 2005 年から導入してい
る。改善提案件数は、2013年 1月期は年間130件、
2014 年 1 月期は同 214 件となり、いずれも 9割
前後が製造工程の改善に役立てられている。
この提案制度による改善の具体的な例として、ボ
ルトのねじ山がきちんと加工されているかを見極め
る検査工程の改善があげられる。ナットに通して点
検する工程で、手回しは単純作業であり、数が増え
ると手の疲労により時間もかかるため、女性パート
の提案を基に、ナットを電動で回す治具を作った。
その結果、ねじ確認検査の工程を 1回で正確に行う
ことができるようになり、手の疲労も軽減され、手
回しでは 1時間程度かかっていた量の仕事を 20～
30 分ですませられるようになった。こうした改善
提案への対応は、翌朝には決裁され、すぐに実行に
移されている。

女性新入社員のアイデアによるソーシャルメディア
の積極活用により海外ダイレクト販売を拡大
マーケティングを担当する販売促進課は男性課長
1名のほか、外国語が堪能な女性社員 2名で構成さ
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れている。
女性社員が関与する前の 2011年から Facebook
を使い、男性課長を中心に製品情報をメール配信し
ていたが、一方通行の情報発信にとどまっていた。
しかし、2012 年に入社した女性社員の発案で「あ
なたの持っている工作機械で、どんなものを作って
いるのか教えて」という写真キャンペーンを展開し
たり、東京で開催された機械展示会を写真付で取
材・レポートするなど、同年下期頃から Facebook
を、同社製品のユーザーであるエンジニア同士の交
流ツールと位置づけた積極的活用を始めた。その結
果、世界中のエンジニアから「自慢のマシンや自作
の部品」の写真が送られてくるようになった。さら
に、月間で写真大賞（マンスリーベストフォト）を
選ぶなど、一層盛り上がる仕掛けも同時に展開し、
Facebook の「いいね！」を 4,900 件も獲得した。
この結果、Facebook の登録者が急増し、2 万
5,000 名もの世界の工作機械エンジニアをネット
ワーク化することができた。従来からインターネッ
トを通じた海外ダイレクト通販を行っていたが、
Facebook からホームページの販売サイトへの導線
ができ、海外向けダイレクト販売の受注を拡大でき

た。その結果、2012 年上期には 3,900 万円程度
に落ち込んでいた海外ダイレクト販売の売上高が、
2013 年上期には 5,500 万円と前年同期比の約 1.4
倍まで拡大した。
ダイレクト販売では、商社へ支払うマージンが省
けるため、多少の円高の影響は十分に吸収でき、利
益率の向上にもつながるものである。
かねてより中途採用は行っていたが、2012 年度
からは、語学力を有し、精神的にも自立した人材の
新卒採用を開始した。入社早々に重要な仕事を任せ、
性別、年齢を問わず様々なことにチャレンジできる
会社であることが多様な媒体で紹介されるようにな
り、かつては数十人程度だったところ毎年 2,000 人
もの応募者が集まるようになった。そのうち、約 7
割は女性からの応募であり、2012 年度採用者から
2014 年度入社予定までの 21名のうち、11名が女
性となっている。

株式会社メトロール
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女性パートの提案でボルトのねじ山が正確に加工さ
れているかを確認する工程を手作業から半自動化の
治具を開発・導入し、正確な検査作業と作業時間の
短時間化を実現しました。

女性社員の提案で facebook によるエンジニアの
ネットワーク化に成功し、海外ダイレクト販売の増
加につながっています。
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◎企業概要

会社設立年 1900 年 資本金 104,986 百万円

本社所在地 東京都千代田区神田和泉町 1 番地

事業概要 証券印刷、商業印刷、出版印刷、パッケージ製造、液晶用カラーフィルター製造、半導体用フォトマスク製造、
太陽電池バックシート製造、建装材製造など

売上高 819,968 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 9,423 名（うち非正規 703 名）

属性ごとの人数等 【女性】1,713 名（うち非正規 493 名）女性管理職比率 2.5％

正規従業員の
平均勤続年数 男性 15.0 年、女性 9.6 年

▶市場環境の変化に対応するため、ダイバーシティの取り組みを強化

▶まずは女性だけで構成するチームを作って女性に活躍してもらう

▶女性だけのリーダー研修を行ってキャリアデザインに取り組む

▶ 5 年間で平均残業時間が 20％以上減少

▶女性管理職の割合が 9 年間で 25 倍に増加

▶希望によって 65 歳まで働ける体制を構築

▶女性が中心となって開発した商品が大ヒット

▶性別ではなく個々のスキルを重視して能力を伸ばす

女性社員のアイデアで
画期的な食品パッケージを生み出し、市場を牽引

大企業製造業

凸版印刷株式会社

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

多様な視点を取り入れたソリューション
急激な市場環境の変化や生活者ニーズが多様化す
る中で、顧客企業の要望に応えるとともに、課題を
解決するトータルソリューションの提供が求められ
ており、これに対応するためダイバーシティの取り
組みを強化した。
例えば、生活環境系のソリューションを提案する
際に、男性の視点だけではなく、生活者としての女
性の視点も必要であり、ダイバーシティの重要性を
再認識した。同社が女性の視点を取り入れたソリュー
ションを数多く提供していたことも影響した。

男性中心の体質から脱却を図ってトップが全社員に
発信
ペーパーメディアの縮小をはじめとする経営環境
の急速な変化や、幅広い業種の顧客の多様なニーズ
に対応するためには、新事業の創出を担う多様な人
財による発想が不可欠であるとの考えのもと、ダイ
バーシティの必要性を経営トップから全社員に発信
している。
「人間尊重」の理念の下、2000年に「TOPPAN　
VISION.21」を制定し、個が持つ多彩な能力を最大
限に発揮させる施策をさらに強化している。従来、
男性中心で内需型が特徴であった印刷業界で、リー
ディングカンパニーとして、多彩な人財、多様な価
値観を積極的に取り入れ、印刷産業が持つ大きな可
能性を引き出すことにより、社会的課題の解決と新
しい価値創造を目指している。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

女性だけで構成するチームの組織化と人財開発体系
の見直し
まず 2006 年に、女性だけで構成するチームを 4
つ組織した。2006 年当初は女性だけで商品開発を
試みたが、多様な視点を入れ、求められるスキルや
能力を有する人財を適切に配置するため、現在では

男性も含めたチームに発展している。具体的には、
食品やトイレタリーのパッケージ提案のために作ら
れ、女性で構成された「Lナビチーム」は、現在で
は男性も参加する「ワーキングウーマンプロジェク
ト」に発展している。
さらに高度なニーズに対応していくため、異なる
性別から得られる多様な視点を基礎とした上で、プ
ロの視点を持った人財育成を重要視し、ここ数年で、
同社は人財開発の体系を大きく変えた。現在、男女
を問わず、誰もが入社して 3年間で一人前（プロ）
になるための教育として、ブラザー・シスターによ
るOJTや階層別研修のほか、全体基礎教育や選択・
選抜型研修など、様々な研修を行っている。
どうやったら若いうちにアイデアを事業化できる
かというテクニカルな部分や考え方も含めた研修を
集中的に実施している。また、どうすれば新規事業
を立ち上げ、付加価値を顧客に提供できるかという
考え方にシフトさせるような研修も取り入れてお
り、若手社員も多く参加している。これまで若手社
員の教育はOJTが中心だったが、OFF-JT も組み合
わせて効果的に人財を育成している。

女性だけのリーダー研修を行ってキャリアデザイン
に取り組む
女性社員だけを対象としたリーダー研修も行って
いる。2011 年度にスタートした「女性ネットワー
キングプログラム」は、社員同士のネットワークを
広げながら自分自身を成長させていこうというもの
である。
また、多様な生き方、働き方がある中で、自分ら
しい選択をする軸となる自分の価値観を明確にする
ための研修「女性社員向けキャリアデザイン研修」
も行っている。自分にとっての仕事の意味や意義を
捉え直し、今後の仕事への取り組み方を明確にする
ことを目的とした研修である。キャリアパスの次の
ステップ（管理職）を意識させる内容にもなっている。

育休中、育児中の社員のモチベーション維持のため
の工夫
育休中の社員とその子どもを対象とした「はぐく
みアートサロン」を全国で実施している。これは、
臨床美術のノウハウを活用した創作活動、参加者同

凸版印刷株式会社
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士の情報交換、会社からの情報提供などで構成され
たプログラムで、親子の「豊かな感性」をはぐくむ
とともに、復職を控えた社員同士や会社との「絆」、
「コミュニケーション」をはぐくみ、子育ての充実
とともに職場復帰を支援している。
管理職登用を念頭に計画的、継続的に女性社員を
育成している。同社では個人ベースの業績目標を定
めている。女性は出産、育児のライフイベントがあ
るが、育児などを理由とした業績目標の引き下げは
行っていない。
子育てのために時短勤務を選択したとしても、
キャリアが中断することがないよう担当業務を柔軟
に変更したり、周囲のメンバーで業務進捗を密に確
認、サポートをするなどにより、仕事と子育てを両
立しながらキャリアを積んでいけるような人財活用
を行っている。
子育てなどにより時短勤務になると、本人も限ら
れた時間のなかで目標とする成果を達成することを
意識するため、工夫して密度の高い仕事をする社員
が多い。
その他、変形労働時間制や出産を機に退職する社
員の再雇用制度など、社員が働き続けやすい環境を
整備している。

５年間で平均残業時間が 20％以上減少
印刷業界の特性でもある長時間労働は、女性が活
躍する上でも大きな課題であった。同社では、定期
的に労使「働きがい」推進委員会をはじめとする労
使の話し合いの場を設け、残業時間の短縮や新たな
勤務制度などを協議し、導入している。労働時間マ
ネジメントは管理・監督者である上司の責務とし
て、長時間労働者の削減に向け、管理者も含めた全
体的な取り組みを行った。その結果、取り組み前の
2007 年度と 2012 年度を比べると、長時間残業者
は 20 分の 1に減少し、平均残業時間は 20％以上
減少した。
企画職や営業職には新たに裁量労働制を取り入
れ、効率的に働けば自分の時間が持てるという体制
を取っている。

女性管理職の割合が９年間で 25 倍に増加
同社では、多様な個性を持った人財にその能力を
最大限に発揮してもらうため、ポジティブアクショ
ンを推進している。能力・意欲に基づく女性の継続
的な役職登用（管理・監督職）や、環境の整備に取
り組んでいる。最近 5年間の勤続年数をみると、男
性はマイナス 0.3 年と短くなっている一方、女性は
0.6 年伸長している。
2000 年に定めた「TOPPAN　VISION.21」か
らトップダウンでダイバーシティに取り組み、10
年が経過した現在、女性の管理職の数が 2004 年の
2名に対して 2013年は 47名と、23.5 倍に増加し
た。2004 年の女性管理職比率（管理職全体に占め
る女性の割合）が 0.1％に対して 2013 年は 2.5％
となり、25倍増加した。
課長以上の女性管理職 47名のうち、部長は 6名
いる。子どもを持つ管理職の女性社員も多数いる。
管理職候補となる主任クラスの女性監督職は150名
である。
採用については、2006年は全体の 17.7％が女性
であったが、2013年は同 35.0％に上昇している。

凸版印刷株式会社

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2004 2006 2008 2010 2012
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

管理職 （人）
監督職 （人）
管理職比率（％）
監督職比率（％）

(人) (％)

女性管理・監督職の人数と比率

年度 全体 女性 男性
2008 14.7 9.0 15.3
2009 13.6 8.5 14.4
2010 13.6 8.7 14.4
2011 14.1 9.2 14.9
2012 14.3 9.6 15.0

平均勤続年数（年）
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ダイバーシティ推進による
経営効果

女性が中心となって共同開発した丸美屋食品工業の
「手のりたま」が大ヒット
ふりかけの「のりたま」を子どものころに食べた
人は多いが、大人になると食べる機会が減ってしま
う。ふりかけ離れ世代（10代後半から 20代前半の
特に女性）を何とか取り戻したいという丸美屋食品
工業の要望を受け、「手のりたま」という商品は誕
生した。「お弁当に持って行ける」、「個袋より楽しい」
という発想と、同社のパッケージ技術を活かし、携
帯のふりかけ容器を両社が共同で開発した。
この「手のりたま」は、前述の「L ナビチーム」
から発展したチームが、女性の視点を活かして商品
開発を行い、2007 年 2月に発売された。発売から
2年、2009 年時点で年間 250万個の売上を実現し
た。「手のりたま」が原動力となり、定番「のりたま」
の売上も 2007年は 13%増と急成長した。テレビ、
インターネット、ブログなど口コミにより、特にコ
ンビニ販路を開拓し、客層の幅を広げ、全体の売上
増につながった。
「手のりたま」の大ヒットにより、他シリーズも
続伸して市場を牽引。ふりかけ市場が低迷していた
中、「手のりたま」は市場を活性化した。「手のりたま」
開発以降、両社のパートナーシップがより一層強く
なり、次なる共同開発商品「のっけるふりかけ」は、
食品産業技術功労賞を受賞した。

「ワーキングウーマンプロジェクト」の発足
また、2013年には女性を中心に「ワーキングウー
マンプロジェクト」を立ち上げた。「女性の意識や
生き方の変化」を様々な視点から分析し、商品コン
セプト開発・パッケージ開発の経験をベースに、こ
れからの生活者ニーズを予測している。そして、働
く女性が抱える悩みの解決に向け、さらなる新商品
や新サービスの開発を進めている。

女性社員がグループ企業の役員として活躍
多様な人財･アイデアの積極的な活用においては、
新規ビジネスを担う人財を発掘する「社内公募」や
新規事業を支援する「社内ベンチャー制度」を実施
し、個のやる気や能力を活かす取り組みを実施して
いる。
2002 年、新事業創出をテーマとした異業種交流
をきっかけに、女性社員がトッパンマインドウェル
ネスを立ち上げた。当初、メンタルヘルス事業会社
としてスタートしたが、実践を重ねながら、個と組
織の活性化に必要なものは上司と部下のコミュニ
ケーションであると考え、リーダー育成や組織開発
分野に事業をシフトした。米国のノウハウなどを取
り入れながら独自のプログラムを開発、社外の研修
も多数手掛けるまでに成長し、業績を伸ばしている。
創立 10周年を迎えた現在、事業を立ち上げた女性
社員は同社の代表取締役社長として経営にあたると
ともに、社内外での講演や執筆活動など多方面で活
躍している。

凸版印刷株式会社

携帯のふりかけ容器「手のりたま」（正面中央）とシリーズ
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企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1955 年 資本金 11,750 百万円

本社所在地 東京都港区東新橋 1 丁目 7 番 3 号

事業概要 情報ソリューション事業（ビジネスフォーム印刷、データ・プリント・サービス、BPO、ICT）

売上高 211,613 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 1,915 名　（うち非正規 137 名）

属性ごとの人数等 【女性】358 名（うち非正規 20 名）、女性管理職比率 4.1％

正規従業員の
平均勤続年数 17.6 年（男性 19.0 年、女性 11.2 年）

▶社長による強力なトップダウンでダイバーシティ＆インクルージョンの推進を開
始。悲願の再チャレンジ

▶企業の社会的責任と、自社の利益追求を同時に実現

▶主任クラスを対象とした、充実した女性研修を継続実施して、女性管理職が続々
誕生

▶「キャリアリターン制度」等により柔軟な働き方を実現

▶女性の消費者としての視点を生かしたオリジナル包装フィルム「苺
いちごいちえ

一会」の開発
で売上貢献

▶「消費者・生産者双方の声に耳を傾ける」女性の姿勢を製品開発に生かす

女性の視点を活かした研究開発により
オリジナルの包装フィルムやダイレクトメールがヒット

トッパン・フォームズ株式会社
製造業 大企業

プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果
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トッパン・フォームズ株式会社

ダイバーシティ経営の背景とねらい
社長による強力なトップメッセージで
ダイバーシティの推進を開始
トッパン・フォームズは、伝票や帳票などビジネ
スフォームの印刷で業績を伸ばし、培ってきた技術
やノウハウをベースに、現在は情報ソリューション
事業を主軸とする会社に成長してきた。印刷物と電
子ドキュメントの融合や、ICカード（銀行カードや
電子マネーに代表されるプラスチック製カードに IC
チップを埋め込み情報を記録できるようにしたカー
ド）・RFID（Radio.Frequency.IDentification：微小
な無線チップにより人やモノを識別・管理する仕組
み）などの情報メディア、プリンテッド・エレクト
ロニクス技術を応用した製品開発など、顧客の情報
伝達を最適化するさまざまな商品開発を行っている。
「ダイバーシティ推進」を、プライオリティーの
高い経営課題と明確に位置づけ、スタートしたのは
2011 年。社長以下、経営層の意思統一を図り、強
力なトップメッセージとして発信した。また、「ダ
イバーシティ＆インクルージョン」をスタッフ部門
の事業計画に盛り込んで、取締役をトップとする推
進チームを結成。その活動を社内報で取り上げるな
ど、社内アナウンスにも注力した。
多様な人材活用は、新規事業展開への布石
「ダイバーシティ＆インクルージョン」に取り組む
理由には、少子高齢化を見据えた人材戦略上の必要性
がある。国全体の人口が減るなか、これまでのように、
男性を中心としていては、自社の成長はないと考えた。
女性をはじめとした多様な人材活用にかかる費用

は、コストではなく、あくまで投資との認識だ。同社
の主力事業である帳票印刷等のマーケットは縮小傾向
にある中で、印刷業から情報ソリューション業への脱
皮を図るには、多様な人材活用による新たなサービス
開発が必要であり、多様な人材を適材適所に配置する
ことによる、労働生産性の向上が必要と考えた。取り
組みの成果は、すでに業績にも表れてきている。

「男性社会の風土を変える！」悲願の再チャレンジ
同社の「ダイバーシティ推進」は、実は一度頓挫し

ている。2007年に国によるワーク・ライフ・バラン
ス推進を受け、自社でも必要な取り組みとして、女性
活躍推進に着手していたものの、2年で終了した。直
接、『女性』をタイトルとはしにくかったため、「ES（従
業員満足）推進」の名目で意識改革を中心に始めた。
活動は、「女性活躍推進」という目的を明確に示さず
に進めたため、女性管理職希望者が増えず、目に見え
る成果にはつながらなかった。同社では、2001年に
女性が初めて管理職に登用され、徐々に増加してき
たが、2007年当時は女性管理職が9名（部長3名、
課長6名）と少なく、2010年の時点でも実態は「ほ
とんどが部下のいない管理職」だった。印刷業界は、
女性比率約 1割が平均という男性社会。女性の活
躍推進を積極的に掲げる同社であっても、総社員数
1,915 名のうち女性は 358名と 2割に満たない。
2011年には「ダイバーシティ＆インクルージョン」

はプライオリティの高い経営課題となっており、同社に
とって、どうしても成功させたい再チャレンジであった。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

狙いと対象を明確化した女性研修を実施
2011 年に女性社員に対して行ったアンケート調
査結果では「管理職になりたいか」との問いに対し
て、「管理職になりたいが、知識と経験不足から管
理職になる自信がない」、「ロールモデルが無いので
わからない」という答えが半数以上だった。ダイバー
シティ推進チームは、これを女性自身に自信がない
ことの表れではないかと分析した。
2011年のダイバーシティ＆インクルージョン推進

では、2007年の反省もふまえ、教育・育成の重点対
象を絞り込んだ。「名実共にマネジメント層になり得
る女性管理職の育成」を目標に掲げ、チームを導くこ
とができる意欲ある女性社員に対して「女性管理職層
育成研修」を実施し、管理職としての能力を磨き上げ
た上で、管理職登用試験に合格すると晴れて管理職候
補の資格を得られるしくみとした。具体的には、チー
ムを導くことができる意欲ある女性社員として主任ク
ラスの女性12名に、年間11日間の研修を行った。
上司のマネジメント研修もあわせて実施することで
女性管理職が続々誕生
同時に受講者の上司を対象に女性活躍推進を目的と
した研修を実施し、社内風土の醸成も行った。また、
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トッパンフォームズの売上高推移
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登用する際の部署を熟慮した。例えば外勤営業などは、
「深夜も稼働して当たり前」の意識が業界全体にも
あったため、女性は二の足を踏むことがあった。一方、
研究開発部門は、女性が少ない同社のなかでも女性
が勤続・活躍してきた歴史を持ち、かつ業務推進に
おける裁量性が大きく、女性が活躍しやすいことか
ら、研究開発部門から女性登用がスタートした。
2011年女性研修受講者一期生が管理職になるのは、

2013年であった。実績としては、2011年受講者12
名中、6名が管理職に登用され、女性管理職は24名
（部長　5名、課長　19名）まで増えた。一期生は「上
司の強い推薦」により、背を大きく押されての登用が
多かったが、二期生になると、自らの意思で管理職に
なる例が増加した。一期生からの管理職体験談や、一
期生の姿を見て、迷いや不安が払しょくされた結果が
現れており、2013年の三期生のメンバーは、立候補
も多く、しり込みする女性は年々少なくなっている。
昇格者のなかには子育て中の女性もいて、育児短
時間勤務中に昇格した女性もいる。これらの結果、
管理職層における女性比率は前年度比 0.8 ポイント
上昇した。本社部門長やライン長に女性が就くこと
により、女性社員の多様な意見が反映されることが
増えてきた。近い将来には、部門に関わらず女性管
理職登用を行っていきたいと考えている。

「キャリアリターン制度」等により柔軟な働きかたを実現
女性登用の素地を築くため、同社ではフレキシブ
ルな働き方の選択肢も増やしている。
一例としてキャリアリターン制度が挙げられる。
2007 年 4月にスタートした同制度では、出産、育
児、介護だけでなく、就学や転職などのキャリア・
アップ、結婚や、配偶者の転勤などのために自己都
合退職した社員に、再入社のチャンスを与えるもの
で、男性も利用できる。
再入社にあたって人事部によるインタビュー等を
行い、本人の保有能力を棚卸しし、再雇用でマッチ
ングするか、お互いにチェックする。両者の合意が
得られれば、復帰後の働き方は、本人の希望により、
パートタイム社員、正社員かを選択できる。正社員
の場合、短時間正社員なども選択可能だ。退職時に
役職に就いていた者の場合、まずは一般社員で再雇

用し、入社から一定の期間後に再度評価を行う。
根底には、「社外での多様な経験を身に付け戻って
きた社員の力は、自社の成長に資する」との思いが
ある。現在、配偶者の転勤による利用実績が複数ある。
離職期間に制限がないこと、多様な事由をカバーす
る制度設計となっており、今後はさらに多様な人材
の活躍推進に大きな役割を果たすことが期待できる。
さらなる周知や人事評価制度の改善で推進をはかる
同社は、女性の活躍推進に注力し、経営層から現
場の社員までが経営上の成果を実感するにいたって
いる。成功のポイントとしては「社員がこの取り組
みをどう受け止めているか、意見を吸い上げ、掌握し、
PDCAをきちんと回しながら進めたこと」が大きい。
意見の吸い上げ、つまり「C（check）」の部分は、
労働組合の力も借りている。「C」を労使で行うこと
で、現場と一体となっての取り組みが実現した。
ダイバーシティ＆インクルージョンを推進すると
同時に、評価者訓練にも力を入れている。業績評価
で重要なことは、「透明性」、「公平性」、「納得性」の
3要素だと同社では考えている。同社の管理職は、
時間あたりの成果で人事評価を行うことが、「人事考
課の手引き（人事考課の基本）」において規定され、
考課者である管理職全員に手引書が配布されている。
しかし、「時間あたりの成果社員」の具体的な指標設
定は容易ではないため、営業面の管理は数値目標を
設定し、一方で労働時間短縮という制約を課すこと
で、「短時間で高い成果を上げる」よう実践している。

ダイバーシティ推進による経営効果
女性の視点を生かしたオリジナル包装フィルム

「苺一会」の開発で売上貢献
同社の研究開発部門は、1955年の設立時から理系

の大卒女性を採用しており、専門性の高い業務である
ことから、従来より女性の勤続年数は長く、高いパ
フォーマンスを発揮していた。2011年以降のダイバー
シティの推進により、いっそうの女性の登用が進んだ。
また、研究開発部門からは、「過去の常識を覆す
ヒット商品」も生まれた。いちごパックにかける
フィルム「青果フィルム（苺一会）」が商品化された。
紙媒体への印刷が主流であった同社にとって、「フィ
ルムへの可変データ印刷（一枚一枚印刷内容を変え
て印刷）」は、未経験分野であった。
2007年、新商品開発チームに、研究開発部門の女

性3名を任命した。うち1名は出産後、復帰、時短勤
務をする女性である。「同社の男性は、紙への思い入れ

トッパン・フォームズ株式会社

　 全体（人） うち女性（人）
本部長 33 0
　部長　 211 5
課長 362 19

トッパン・フォームズの女性管理職比率
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が強く、柔軟な思考がいまひとつ」というのが任命理由。
「透明フィルムなら商品（いちご）も見える。そこ
に製品情報ものっていたら安心して消費者は購入でき
る。」という、日々、生鮮品の買い物をする生活者で
ある女性の発想が、「同社としては前例がない」チャ
レンジを乗り越えさせた。青果用の包装フィルムに、
産地や生産者などのトレーサビリティ情報をダイレク
トに印字しようという発想は同社の男性にはなかった
ものである。パッケージとしてのかわいさにもこだわ
り、クリスマスシーズンには、色鮮やかなクリスマス
ツリーのイラスト入りの透明フィルムも作成した。
ゼロからイチを生み出した、まったくの新しい商
品のため、初年度は無料おためしとした。しかし、
それ以降売上は順調に伸び、年間 170 万円からス
タートした「青果フィルム（苺一会）」の年間売上は、
5年目には 3,000 万円に到達した。

「人の意見に耳を傾ける」女性の姿勢がプロセスイ
ノベーションにつながる
女性スタッフの商品開発は、製品開発のプロジェ
クトチームに名前を付けるところから始まった。
チーム名は「苺一会」で、商標として登録すること
にもなった。スタートすると、「これって、どお？」、
「いいね！」という調子で、女性スタッフ同士、自
由闊達に意見が交わされた。
「フィルムへの印刷」という未知のハードルを越
え、製品化するためには、社内の協力が必要であっ
た。女性チームは、まずは自社工場に行き、現場の
声を聞くことから開始した。前例のない商品だけに
「本当にニーズがあり、売れるのか？」といった社内
の現場からの疑問に丁寧に答え、協力を得ていった。

実際にフィルムを使うイチゴの生産者である農家
と、イチゴを買う消費者双方の意見をも聞いた。い
ちご生産農家の訪問の際には、スーツとパンプスで
はなく、作業用ユニフォームを着るようにしたとこ
ろ、垣根がとれ、いろいろな話をしてくれるように
なった。生産者と消費者がそれぞれ「困っていること」
の「お困りポイント」を青果フィルムによって解決
できるとわかったことから、商品化に踏み切った。
普及の裏には、オプション商品「たすカッター」（青
果フィルムをカットするための、段ボールで作られ
た簡易カッター）の投入も大きい。現場視察の際、「い
ちご生産の最繁忙期には、作業する人の数に対し、
いちごフィルム用のカッターが圧倒的に不足し、作
業効率を下げている」ことに気が付き開発した。
透明フィルムのパッケージのデザインを親しみや
すくかわいいものにする、フィルム表面に産地や生
産者の情報を印刷する、いちご農家の梱包作業を効
率化する道具もあわせて開発するなど、利用者であ
る消費者や生産者の視点を反映し、隅から隅までこ
だわった製品が実現した。

「ポケレットメール」の開発で顧客や対外的な評価を獲得
女性の視点を生かしたオリジナル自社商品開発の
もう一例が、「ポケレットメール」である。化粧品
サンプルなど試供品や付録などを入れるフィルムポ
ケットを設けたダイレクトメールである。
従来から、ダイレクトメールへのサンプル封入に
は大きな課題があった。パンフレットと試供品が
別々に封入されると、試供品だけ取り出されてしま
い、パンフレットが読まれず、パンフレット自体に
のりで添付すると、はがすときに破れてしまい読ん
でもらえないというジレンマに陥っていた。得意先
企業の課題に対応するため、女性担当者が企画・開
発を担当し、切り取り線から封を開ければパンフ
レットがすぐに読める構造を採用し、フィルムポ
ケットを添付し、ポケット内にサンプルを入れるこ
とで、のりをはがさず取り出せるよう工夫した。
消費者は「ポケレットメール」のDMにより、パ
ンフレットで商品の魅力を認知してサンプルを利用す
ることができるため、より使用感が高まり、「ポケレッ
トメール」で作成したDM
到着後の返信率が2割アッ
プし、受注率の向上につな
がった。商品が対外的にも評
価され、2011 年 DM大賞
において銅賞を受賞した。

トッパン・フォームズ株式会社　女性チームが開発したヒット商品、「青果フィルム（苺一会）」
　右写真はクリスマスバージョン

年度 売上数量（千枚） 売上金額（千円）
2008 500 1,708
2009 5,804 17,841
2010 11,402 29,583
2011 10,028 28,780
2012 10,646 30,129

青果フィルムの売上数量・金額推移

左写真：作業用ユニフォームを着て作業する研究開発職の女性社員
右写真：「たすカッター」

フィルムポケットを設けた
「ポケレットメール」
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名

Point

Data

プロセスイノベーション

◎企業概要

会社設立年 1935 年 資本金 324,625 百万円

本社所在地 東京都港区東新橋 1 丁目 5 番 2 号　汐留シティセンター

事業概要 通信システム、情報システムおよび電子デバイスの製造・販売ならびにこれらに関するサービスの提供

売上高 4,381,728 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 26,748 名（うち非正規 1,322 名）

属性ごとの人数等 【女性】3,984 名（うち非正規 184 名）女性管理職比率 4.3％

正規従業員の
平均勤続年数 19.1 年（男性 19.5 年、女性 16.8 年）

▶グローバル展開でダイバーシティの必要性を認識し、企業理念 FUJITSU　Way
のなかでダイバーシティ推進を謳う

▶副社長直轄組織としてダイバーシティ推進室を設置し、トップコミットメントと
もに、3 年ごとの計画に基づいたダイバーシティの段階的な推進

▶商品開発経験のない女性だけのワーキンググループを組織し、女性向け PC を
開発

▶指名買い獲得により、値崩れの少ない商品となり、価格競争から脱却、利益率を
改善

▶ PC 本体だけでなく、PC 付属品等のアクセサリビジネスへの展開に発展
▶顧客層のライフスタイルや世界観にまで踏み込んで商品企画を行うプロセスイノ

ベーションも実現
▶役員を巻き込んだ女性管理職育成研修の実施や役員や管理職が社内調整でサポー

トするなど女性が活躍できる風土を側面的に支援

大企業製造業

女性が企画した女性向けパソコン「Floral Kiss」が
差別化に成功し、収益に貢献する商品に

富士通株式会社
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

グローバル展開の本格化に合わせてダイバーシティ
の必要性を認識
富士通は、2000 年頃から本格的なグローバル展
開を進めていくなかで、国籍や性別、年齢、障がい
の有無など関係なく、さまざまな人が考え方をぶつ
け合って製品やサービスに活かしていく必要に迫ら
れるようになった。また、グローバル化を進めるた
め、世界共通プラットフォームでの人事制度の整備
も進めることで、国や地域をまたいだ人事異動など
もスムーズにできるようにするなどさまざまな改革
を順次進めてきた。

企業理念 FUJITSU Way におけるダイバーシティ推
進の明示
グローバル展開の本格化に合わせて、2002 年頃
から富士通が目指す方向性を世界的に共有するた
め、グループ全体としての理念・価値観の再構築に
取り組み始めた。
そして、2008年に、企業理念、企業指針、行動指針、
行動規範から構成された FUJITSU　Way が改定さ
れた。FUJITSU　Way の企業指針のひとつとして
「社員：多様性を尊重し成長を支援します」と謳われ、
明確にダイバーシティ推進が会社の方針として位置
づけられた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

副社長直轄組織としてダイバーシティ推進室の設置
と段階的なダイバーシティ推進
ダイバーシティ推進の取り組みは、2006 年頃か
ら少しずつ進められていたが、全社統一のものとし
てさらなる推進を図るため、2008 年に副社長の直
轄組織としてダイバーシティ推進室を設置した。ダ
イバーシティの推進には経営層のコミットメントが
不可欠であると考え、全社的なフォーラムなどさま
ざまなタイミングで社長をはじめとした経営層がダ
イバーシティ推進への決意表明をするとともに、同
推進室を副社長直轄とすることで、社内外に対して
会社の方向性を明確に示し、実効性のあるものとす
ることを強く意識してきた。
また、ダイバーシティ推進室では、「富士通が目
指す姿」として、個人の成長・やりがいの向上だけ
でなく、企業の競争力強化・成長を掲げて取り組ん
でおり、多様性の発揮から新たな知恵や技術を創造
し、企業競争力に結びつけることを意識した取り組
みを進めている。
ダイバーシティ推進室設置後は、3年毎の中期計
画を立案し、計画に基づいて PDCA を回しながら
活動を展開してきた。2008 ～ 2010 年の第 1次中
期計画は、社員のダイバーシティに対する認知・理
解を深める期間、2011 ～ 2013 年の第 2次中期計

富士通株式会社

時期 目標 主な施策

1
2008～ 2010
［認知・理解］.

・.全役員・社員へのダイバーシティ推進の理
解と意識の醸成.

・.ダイバーシティに関する社員意識調査の実施
・.e-ラーニングの実施.
・.女性、障がい者、外国人向け人的ネットワーク構
築.

2

2011～ 2013
［理解・実践］.

・.職場でのダイバーシティ推進活動の支援.
・.女性社員のさらなる活躍支援.
・.国内グループ会社への展開.

・.本部代表幹部社員の選出と勉強会の実施
・.本部長インタビューによる職場の実態把握.
・.女性社員活躍の目標値設定と研修の実施.
・.国内グループ会社向け説明会開催
・.国内グループ会社社員を含めたイベントの開催.

3
2014～
［実践・
ビジネス貢献］.

・.国内外グループ会社への展開
・.ダイバーシティ&インクルージョンの実践に
よる新規ビジネスの創出や生産性の向上..

・.2013年度までの施策および結果を踏まえ、別途
策定

ダイバーシティの目標と主な施策
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画は理解と実践に移す期間と位置づけて活動を展開
してきた。そして、具体的な内容は未定であるが、
2014 年からはそれをビジネス貢献に結びつける期
間と位置付けて活動していく予定である。
同社では、第 1次計画の目標ではあえて女性の活
躍を明示しなかった。それは、同社では以前から制
度面で男女に差がなかったこともあり、取り組み開
始当初に実施したダイバーシティに関する実態調査
の結果では女性の活躍が遅れているという実態につ
いて問題意識を持っている社員が少なかったためで
ある。そこで、まずはダイバーシティに対する理解
を深め、そのためには女性に特化した施策も必要だ
という納得感を醸成してから取り組むこととした。
ダイバーシティの理解を深める過程では、一人ひ
とりが生き甲斐・やり甲斐を持って働くにはどのよ
うに行動したらいいかを考えもらうため、全役員、
全社員・派遣社員を対象にｅ - ラーニングを実施し
たり、職場での推進役として、営業や開発・管理等
の機能別に分けた本部ごとに管理職（約 130名）を
選出して、ダイバーシティの推進体制を構築するな
どの対策を講じた。
各本部での推進は、この推進役を中心に進めてい
るが、ダイバーシティ推進室は、全社的な旗振り役
として、推進に向けた様々な情報発信等を中心に
行ったり、毎年実施している社員意識調査の結果か
らダイバーシティ推進への取り組みが進んでいる、
あるいは問題のある本部の本部長へのインタビュー
を実施するなどして、各本部における取り組みをサ
ポートしている。

役員を巻き込んだ女性リーダー育成プログラムを通
じた女性の人材育成
2011 年から女性管理職候補育成のため女性リー
ダー育成プログラムを開始した。対象は管理職一歩
手前の女性社員で、所属部署の推薦で受講する。初
年度は約 70名、2、3年目は各約 50名が受講した。
研修期間は半年で、集合研修とOJT からなる。
直属の上司の一つ上の者が育成責任者となり、個人
ごとに育成計画を立てている。OJT では、役員へ
の業務説明に同席させるなど、これまでの業務の領
域を超えた経験をさせるようにしている。また、こ
の研修には女性の上級管理職（事業部長クラス）が

受講生のメンターとして参加する。受講者へのアン
ケート調査によると、ロールモデルとなるメンター
から刺激を受け、管理職も選択肢に考えるように
なったという人が多い。
こうした経験を通じて自信がつき、育成プログラ
ムを開始する前は「管理職になりたくない」という
女性が多かったが、管理職を目指そうと意識変革が
もたらされてきている。実際、1期目の受講者の約
4割が何らかの形で昇格した。
また、集合研修のなかで役員と対話するプログラ
ムを設けることで、経営層をこの研修に巻き込んで
いる。そうすることで、単なる研修に終わらせず、
役員の意識を高めるとともに、全社的な取り組みと
しての認知を高める工夫をしている。

女性の価値観を活かすため独立したワーキンググ
ループでの商品開発と経営層や管理職のサポート
上記のような全社的なダイバーシティ推進の取り
組みとあわせて、各本部でもさまざまなことが行わ
れている。
一例として、2011 年 6月より女性メンバーで構
成されたワーキンググループを組成して行われた、
女性向けパソコン開発プロジェクトがある。このプ
ロジェクトは、指名買い獲得で価格競争から脱却し
たいという会社の思いと、自分が欲しいパソコンを
作りたいという女性メンバーの思いが合致してス
タートした。
メンバーは全員女性で、マーケティング部門 2名、
デザイン部門 5名、販売計画部門 1名の計 8名で
ある。マーケティング部門の 2名が中心となり、定
期的な会議を招集して企画を進めた。商品企画の経
験がないメンバーばかりであったが、各人が持つセ
ンスや価値観、既成概念にとらわれない思考の柔軟
性を最大限生かすため、あえて従来の商品開発会議
とは別組織として独立した活動を行わせた。
ワーキンググループは、事前調査として、デザイン
嗜好調査、ライフスタイル・価値観調査、グループイ
ンタビューによる消費行動調査（趣味や好きな店、買
い物など）を実施した。またメンバーの部屋の写真や
小物の写真を撮影し、それを基に女性の嗜好をグルー
ピングしていった。顧客層のライフスタイルや世界観
にまで踏み込んで商品企画に落とし込んでいく、この

富士通株式会社
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ようなプロセスは、従来の商品企画にはないもので、
同社にとって新しい商品開発の発想を生み出した。
発売するかどうかの最終的なビジネス判断は経営
層が行うものであるが、商品企画の過程では、女性
の価値観に口出しすることはせず、対象ユーザ層で
もあるメンバーの意向を全面的に反映させた。
同社は以前にも携帯電話で女性が企画した商品が
成功した実績があったことなども背景にあり、比較
的自由に提案し、女性も活躍できる風土があったが、
女性向けパソコンはそれまでにない新しい価値を生
み出す商品であり、「なぜ、わざわざ顧客層を半分（女
性だけ）に絞るのか」という意見も出た。経営層や
担当部長は、社内の理解を得るため、「他社横並び
では差別化はできない。ターゲットを明確に絞るこ
とで、価格競争からは一線を画した商品が必要だ」
という考えを訴え、ワーキンググループの活動を側
面から支援した。また、ACアダプタにダイヤモン
ドカットストーンを付けたり、キーボードのかな表
記をやめて洗練されたデザインに一新するなどの今
までの常識にないアイデアや、「FUJITSU」ロゴを
小さくするなど同社のブランドルールから逸脱する
アイデアについても、社内関係部署から反対意見が
出た。「コストがかかる」、「そんなことはできない」
などの意見に対して、担当部長も交渉に加わるなど、
女性メンバーの企画を実現するため、あらゆる場面
で管理者ができる限りのサポートをした。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性をターゲットにしたＰＣを商品化
女性だけのワーキンググループが企画・開発した
女性をターゲットにしたパソコン「Floral.Kiss」を
2012年 11月に発売した。
この商品は、ネイルを傷つけないように配慮され
たクラッチバック形状、ダイヤモンドカットストー
ンが埋め込まれたACアダプタ、アルファベットの
みのキーボード、花の形にデザインされた本体裏の
排気口、社内ルールの変更を勝ち取って実現した
「FUJITSU」ロゴの配置など、女性の好むデザイン
に徹底的にこだわって作りこまれている。
販売台数は約 1万 7,000 台で、同社のパソコン

販売台数の 2％程度であるが、他社にはない商品で
あることから指名買いを獲得でき、通常、販売開始
4か月くらいで販売価格が 4～ 5万円程度下がると
ころ、この商品は価格水準が同社の平均的な商品と
比べ 5割程度高いにもかかわらず、5,000 円～ 1万
円程度しか下がらず、値崩れしにくい商品となった。
パソコンは価格競争が激しく、利益が出にくい状況
にあるなかで、同製品はターゲットを明確にし、そ
の具体的なニーズに対応したことにより他社との差
別化を図ることができた。
また、8機種がノミネートされたインテル.Ultrabook

コンテストにおいて「女性が欲しいパソコンNo.1」
に選ばれ、雑誌取材も多く受けたことから、富士通ブ
ランドのイメージアップにも貢献する商品となった。

新たなビジネス展開の可能性も
女性向け PC開発のひとつとしてジュエリーブラン

ドagete とのコラボモデルの開発や、おしゃれなPC
ケースの販売などの展開も行うことができ、これま
で手薄だった PCの付属品等、アクセサリビジネスへ
の足掛かりともなった。また、エステの店頭に展示
してもらいウェブ販売へ誘導するなど、新規プロモー
ション及び新規販売チャネルの開拓にもつながった。
通常、パソコン購入者の女性比率は 2～ 3割程度
だが、この商品は女性が 8割以上であり、新たなサー
ビス展開につながる顧客層を獲得できたといえる。
今後も次期モデルの開発や関連する付属品の開発な
ど、この層に特化したさまざまなサービスを提供で
きるよう、次の展開を模索していく予定である。

富士通株式会社

参考情報

女性をターゲットにしたパソコン「Floral Kiss」は、
長い爪でも開けやすいクラッチバック形状の開閉

（左上）、ダイヤモンドカットストーンが埋め込まれ
たACアダプタ（左下）、オプションの付属ケース（右）
などこだわったデザインとなっています。
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職場内の効果

◎企業概要

会社設立年 1937 年 資本金 20 百万円

本社所在地 神奈川県川崎市高津区久地 2 丁目 15 番 10 号

事業概要 文具事務用品製造販売、プラスチック部品成型加工

売上高 610 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 77 名（うち非正規 0 名）

属性ごとの人数等 【障がい者】57 名（うち非正規 0 名）

正規従業員の
平均勤続年数 全体 18 年（男性 18 年、女性 17 年）

▶ほぼ毎年、定期的に障がい者を雇用

▶全社員の 7 割を占める障がい者全員が正社員

▶ 1 日に数回の休憩時間を設けた勤務スケジュールで集中力を維持

▶製造部門の主力である障がい者が主体となって改善活動を実施

▶改善活動に取り組むリーダーを役職として手当を支給

▶障がい者が自己評価する制度を設け、その評価をボーナスに反映

▶改善活動「6S 運動」によって不良品率が下がり、生産力アップを実現

▶障がい者と一緒に取り組むことで発想の転換につながり、ユニバーサルデザイン
商品も開発

製造部門の主力として知的障がい者ならではの能力を
生かし、不良品率 1% までの削減と売上向上を実現

製造業 中小企業

プロダクトイノベーション

日本理化学工業株式会社

プロセスイノベーション
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

社員の「一緒に働きたい」という声から始まった障
がい者雇用
日本理化学工業が初めて障がい者を採用したのは
1960 年のことだった。そのきっかけは、本社所在
地にある養護学校の教員から「障がい児の社会体験
の場を提供してほしい」という要望が寄せられ、知
的障がい者の女子 2名（15歳、17歳）の職業体験
を引き受けたことであった。
当初は職業体験だけの予定だったが、仕事に真剣
に取り組む 2人の姿を見ていた社員から「一緒に働
きたい」という要望が出され、養護学校卒業後に正
社員として採用することが決まった。以来、ほぼ毎
年、障がい者の採用を行っており、2013 年 11 月
現在では、総社員数 77 名のうち障がい者が 57 名
（半数近くが重度障がい者）と約 7割を占めるまで
になっている。障がい者雇用率は 2013年 6月時点
で 106.5％となっている。
初代の障がい者 2人は 60 歳で定年を迎えたが、
会社側の要請もあり、定年後も嘱託社員として勤務
し、それぞれ 65歳（48年勤続）、68歳（53年勤続）
まで就労を継続した後、退職した。同社では、会社
への愛着を込めて、退職ではなく「卒業」と呼んで
いる。
障がい者全員が正社員であり、ほとんどが定年ま
で勤めることを希望しており、会社側も期待してい
る。
新商品開発と着実な生産体制を受けて、売上高も

近年、着実に伸びている。営業については、知的障
がい者が生産の主力となっていることも、広報的に
好評価となっている。

知的障がい者が製造部門の主力として売上を伸ばす
同社は 1937 年の設立以降、チョークを中心と
した文具事務用品の製造会社として事業を展開して
きた。1975 年 9月に開設した川崎工場は、全国で
初めての心身障がい者多数雇用モデル工場として開
設、北海道・美唄工場も 1981年 5月に心身障がい
者多数雇用モデル工場として開設した。2005 年に
ホタテの貝殻を再生活用したチョークを開発、さら
に、ガラスや浴室などの湿気の多いところでも描け
るキットパスを開発し、順調に売上を伸びている。
現在、障がい者の勤務部門は川崎工場、北海道美
唄工場でのチョーク・キットパス製造部門であり、
平均年齢は川崎工場 45 歳、美唄工場 48 歳となっ
ている。現在では、製造部門は障がい者が主力となっ
ている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

知的障がい者の能力を引き出すための工夫とは
障がい者が製造現場で仕事をする際に問題となっ
たのは、従来のマニュアルではうまく仕事ができな
いということであった。例えば、チョークの原料は
炭酸カルシウム粉末とのり材などを混ぜて作るが、
その割合を何グラムと数字で表示する方法では知的
障がい者にとっては理解しにくい。色付のチョーク
を製造する際の染料の割合も同様である。「障がい
を持つ社員の能力をうまく引き出すことができない

日本理化学工業株式会社

620

510

539
554

571
585

610

460

480

500

520

540

560

580

600

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

売上高の推移（百万円）

2012 年 1 月にフランスの MAISON&OBJET に kitpas を出展



73 Best Practices Collection 2014

時期が続き、どうすればいいのか」と大山会長も苦
悩する毎日だった。そこで、「障がいを持たない社
員のための方法やマニュアルではうまく仕事ができ
なくても、他の方法でスムーズに仕事を進めること
ができるのでは」と試行錯誤を重ねた結果、障がい
者に理解できる方法や道具を考案することに成功し
た。
原材料の重量を測るのには、色分けしたバケツに
原材料を入れ、天秤ばかりに同じ色分けした計測す
る重量の錘を使うことで正確に測ることができるよ
うになり、時間についても、何種類かの砂時計を色
分けとともに使うことで問題なく時間を測ることが
できるようになった。
原料を配合してこねる担当だった障がい者から、
これらの道具を初めて使ってチョークをうまくこね
ることができたときに、うれしそうに「もっと、計っ
ていいですか？」という言葉が出た。この経験を通
して、製造工程での作業方法を作業者の持っている
理解力に合せる工夫をすることで、障がい者社員が
やる気を持ち、能力を発揮することで、さらに製造
効率を上げることができるという実感を得た。

知的障がい者が製造部門の主力になるための
独自の制度づくり
採用については、障がい者のほとんどが養護学校
卒業後の新規採用となっている。養護学校の仕事体
験プログラムで同社の製造部門の仕事を体験してい
るため、ある程度の事前知識を得ている。さらに入
社前に 2週間の現場実習を実施し、製造工程の作業
をひと通り経験するなかで、個々人の能力と希望も
加味しながら担当セクションを決めていく。就労体
験を経て採用されるので、採用後に辞める人はほと
んどいない。
勤務時間は、8：30 ～ 17：30 であるが、一般
的な企業の就業時間とは異なっている。8：30 ～
10：00、休憩 15 分、10：15 ～ 12：00、昼休
み 50分＋ 10分間の掃除（勤務内）、13：00 から
15：00、休憩 15分、15：15～ 17：30というの
が毎日の勤務スケジュールであり、実働 7時間 40
分となる。このように勤務時間を区切って、休憩を
とる理由は、障がい者を含めた社員の集中力が持続
するようにするためである。

ダイバーシティ推進による
経営効果

「何かにこだわる」という能力を生かす
チョークの JIS 規格は直径 11.2㎜・長さ 63㎜（±
0.3㎜）と厳しいため、製造工程にも経験と技術が
要求される。太さや長さだけでなく、形がいびつに
なっていたり、基準以上のキズやカケが入っていた
りすることも許されない。そのため、製造工程ごと
に不良品をチェックするのだが、ここで力を発揮す
るのが、障がい者の「何かにこだわる」という能力
である。社長が見ても問題なさそうと思えたもので
も、不良品であることを見抜いて取り除くことがで
きる。しかも、曲がっていることにこだわりがある
人、部分的に太さの違いに気づく人など社員によっ
てこだわる点が違っている。そこで、特定の社員だ
けが検査を担当するのではなく、最適配置により、
工程全体で検査も行うことができる体制にすること
で、確実に不良品を出さない製品づくりが可能に
なったのである。

不良品率改善という具体的な目標を掲げて取り組む
製造部門の主力である障がい者自らが、製造工程
の効率化や生産アップに取り組んでいることも同社
の特長となっている。同社では 17年ほど前から社
内改善活動を全社で行ってきたが、2010年からは、
不良品率の改善という具体的な目標を掲げて、障が
い者が主体的に社内改善活動「6S活動」（整理・整頓・
清潔・清掃・しつけ・安全）に取り組むようになった。
「チョーク」、「キットパス」、「出荷・プラスチック
成型」の 3チームで構成し、6S 活動をまとめる 6S
委員、各チームのリーダーとしての班長・副班長を
設けた。各役職には手当を支給することはもちろん
だが、そのポジションが障がい者の管理者としての
意欲を引き出すことに成功した。これらの取り組み
の結果、チョーク生産工程での不良品率が 2～ 4％
から 0.5％～ 1％に改善した。
ちなみに、17年前にスタートした時点では「5S
運動」だったが、5S委員となった障がい者から「安
全（セーフティー）という項目を入れたい」という
要望が出され、「6S運動」となったものである。

日本理化学工業株式会社
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もっとも、これまで不良品率が高かった要因には、
障がい者のこだわるという能力ゆえに、認められる
誤差であっても不良品として除いてしまうことが
あったということもある。そこで、誰にでも簡単に
検査できる治具を開発することで、この問題の解決
につながった。

上の写真は、チョークの太さを測るために開発し
た治具である。チョークが上にはみ出せば太すぎで
あり、底についてしまえば細すぎる。この治具の開
発によって、誰でも簡単にチョークが規定内の太さ
であるかを測ることが可能になった。
さらに、2011 年からは、1日の生産目標（製造
から梱包まで）を 1,200 本と決めて取り組むことを
開始した。これも「6S 運動」のなかで障がい者み
んなが話し合いながら取り組み、例えば、最終的な
梱包作業を担当する障がい者が、各工程の作業状況
を見ながら、必要な資材を的確に届けることで、工
程全体がより効率的に進められるようになることに
よって、集中力が高まり、目標達成できる日を増や
せるようになった。

「６Ｓ運動」で仕事へのモチベーションが上がる
「6S 活動」の成果は、障がい者の仕事に対する意
識の変化にもつながっている。障がい者は個別に毎
日の自己目標を立て、毎日の作業後にその目標が達
成できたかどうかの自己評価を実施している。現場
管理者と 1人ずつ打合せを行い、内容はノートに記
録することで、個々人の能力向上やモチベーション
の維持につなげている。勤務評価はマネジャー、管
理職が行い、年2回の賞与に反映される。さらに、「6S

運動」のリーダーという立場に立つことで、他の社
員を気遣うという意識が生まれている。

発想の転換がユニバーサルデザイン商品の開発につ
ながる
営業担当は健常者社員だが、ユーザーへの営業の
際などは、生産現場で障がい者が多数を占めて活躍
していることを、誇りをもって話しており、取引相
手からも好意的に受け取られ、営業面でも大きなメ
リットとなっている。
さらに、改善活動においては、これまでの常識を
根本からも見直しながら、コミュニケーションのあ
り方を新しく作っていくことで、より柔軟な発想が
できるようになる。ユニバーサルデザイン商品とし
ての「ダストレス eye チョーク」もそのなかから生
まれた。色覚に問題を持つ児童であっても、黒板に
多様な色づかいで書かれた文字を認識できやすいよ
うに色を工夫した商品である。2010年12月には「バ
リアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者　内
閣総理大臣表彰」を受賞した。

企業の取り組みが地域でも評価される
同社は、地域活動も大切にしている。地域のイベン
トで、キットパスでお絵かきができるコーナーを設
けるなどの取り組みを進めるなかで、地域住民にも
ダイバーシティ企業としての取り組みの認知を図っ
ている。地域のなかで評価されることも、企業とし
て存続していくうえで大切なことだと考えている。
地域イベントで「キットパス」を使った「お絵か
きコーナー」を設けると、多くの親子が訪れて、お
絵かきを楽しむ姿がみられる。

日本理化学工業株式会社

チョークの太さを測る治具

地域イベントの「お絵かきコーナー」
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◎企業概要

会社設立年 1950 年 資本金 12 百万円

本社所在地 新潟県燕市小池 285

事業概要 機械事業（除雪機、乗用草刈機、高所作業機等の開発・製造・販売）、ダイレスプレス事業（ダイレスプレス（金
型レス）によるプレス部品の成形）、鋼材事業（板金・鋼材の販売、受託加工）

売上高 3,145 百万円（6 月期）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 143 名（うち非正規 28 名）

属性ごとの人数等
【女性】14 名（うち非正規 5 名）、女性管理職比率 0.0％
【外国名】1 名（うち非正規 0 名）
【65 歳以上】5 名（うち非正規 4 名）

正規従業員の
平均勤続年数 20.5 年（男性 21.3 年、女性 10.3 年）

▶除雪機等の製造・販売を主要事業とする 145 年以上の歴史を持つ新潟県内の機
械メーカー

▶昔から多様な人材を受け入れる企業文化が醸成されてきたが、特に近年、変化の
激しい市場に対応するために、さらに多様な人材を獲得する必要に迫られ、これ
が取り組みの背景に

▶キレイな現場を実現するための設備投資により、ついに女性社員の新卒採用が成功
▶広報業務での女性の活躍により発信力が向上し、海外からのホームページアクセ

スも急増
▶高齢者を「職場の財産」として積極的に採用し「70 歳まで働けるすごい会社」

としてテレビ等でも紹介
▶シニア人材の活躍は、若手人材の発想力や行動力の促進にもつながり、企業全体

の活性化が実現
▶外国人留学生の採用によって海外対応の強化が実現

外
国
人

女
　
性

高齢者の知恵を活かした溶接システム開発や
女性・外国人の広報戦略で海外売上高が 1.5 倍に

職場内の効果外的評価の向上プロセスイノベーション

フジイコーポレーション株式会社
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

サンタクロース公認の歴史ある除雪機メーカー
フジイコーポレーションは、1865 年の農機具の
製造に始まる 145 年以上の歴史を持つ、新潟県内
の機械メーカーである。現在は、除雪機や農業機械
の製造・販売等を主要事業とし、特にディーゼルエ
ンジン搭載除雪機については、海外 1位、国内 2位
のシェアを獲得している。
長い歴史の中で培った技術
力に基づく同社の除雪機は、
北極から南極まで世界各地で
活躍しており、2007 年には
北欧フィンランドのサンタク
ロース村で使われる公認の除
雪機として認定された。
世界各地で使われる同社の製品や技術は、数多く
の賞に輝いた実績を持つ。2013年には「ジャパン・
ツバメ・インダストリアル・デザイン・コンテスト」
で「経済産業大臣賞」を受賞したほか、2012年にも、
内閣総理大臣からの「第 4回ものづくり日本大賞（優
秀賞）」、文部科学大臣からの「平成 24年度創意工
夫功労者賞」など、数々の賞を受賞している。

激動する市場に対応できる多様な人材を
長い歴史を持つ同社には、昔から政治的信条等が大

きく異なっていても様々な人材が活躍できる寛容な企
業文化があった。こうした多様性を認める企業文化の
中で、異なる発想を持つ人材が活躍し、様々な環境の
変化や困難な局面を幾度も乗り越えてきたのが同社の
歴史である。多様な人材による自由で多彩な発想こそ
が、同社の長年の競争力の源泉であったといえる。
しかし、近年、同社が強みとする除雪機や農業機
械の分野において、新たな変化が起きつつあった。
例えば、従来男性が主流であった同社の機械の利用
者に、女性や高齢者が増えてきた。女性や高齢者も
含めた利用者に支持される製品を生み出すために
は、男性とは異なる視点を持った人材が必要であっ
た。また、同社の除雪機は北欧サンタクロース村で
公認されるなど、海外でも順調にその知名度を伸ば

していたが、今後海外展開をさらに積極的に推し進
めるためには、グローバルな感覚を持った人材も必
要とされていた。
多様な人材を受け入れる企業文化を大切にしてきた

が、特に2000年代の後半以降、変化の激しい市場に
対応するために、さらに多様な人材を獲得する必要に
迫られ、これが同社における取り組みの背景となった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

設備投資によりついに実現した女性の新卒採用
市場の変化に対応するために、まずは女性が活躍
できる企業を目指そうと、同社では女性の新卒採用
を始めた。しかし、工場での現場業務を主体とする
同社が女性の新卒社員を獲得することはそれほど容
易ではなく、募集を始めた当初は女性の応募がない
状態が続いた。そこで同社は、設備の刷新に億単位
の多額の投資を行い、女性が働きたいと思える職場
を目指して、オフィスや工場などの環境を新たに整
備した。女性トイレなどには特に女性社員の意見を
重点的に取り入れ、きれいで使いやすい設備を実現
した。これらの工夫が実り、徐々に女性が同社に魅
力を感じて応募が集まるようになり、2008 年につ
いに女性の新卒採用に成功。その後は継続的に 2～
3名（年によっては新卒者全体の半数程度）の女性
の新卒採用が実現している。

広報業務での女性の活躍により発信力が向上
女性社員の新卒採用の強化にとどまらず、同社で
は、既存の女性社員の感覚やセンスを様々な業務に
取り入れている。その成果が最も顕著に現れている
のが、広報関連の業務である。

フジイコーポレーション株式会社
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ホームページの作成や更新は女性社員が担当する
ようになり、機械製品を紹介するやや堅苦しいWEB
サイトから、洗練されたWEBサイトへと刷新された。

日本語版ホームページのアクセス数は、2010 年
と比べて倍増し、現在もさらに伸びている。また、
語学の堪能な女性社員による英語版ホームページの
作成も進み、海外への情報発信力も飛躍的に伸びた。
特に 2013 年に入ってから、女性社員の発案で海外
向けのカタログ冊子にQRコードを掲載したところ、
英語版ホームページへのアクセス数が 4～ 5倍に急
増する結果となった。女性社員の洗練されたセンス
や柔軟な発想は、海外向けも含めた広報・営業活動
を推進する大きな力となっている。さらに、女性社
員がアテンダントを務める同社の工場紹介は地域で
好評を博しており、同社の女性社員は企業イメージ
の向上にも大きく貢献している。
女性社員には若手社員も多いため、管理職はまだ
誕生していないが、成果をあげている女性社員は多
く、幹部候補生は着実に育っている。

高齢者は「職場の財産」
以前から同社では、高齢者を「知恵、技術、ノウ
ハウ、経験の塊」であり、「職場の財産」ととらえ
ていた。こうした考え方をさらに推し進めるべく、
2010 年に再雇用に関する就業規則を改訂し、希望
者全員が 65歳まで働ける制度を「70歳まで」に延
長することとした。この取り組みは世間的にも広く
注目を集め、「70歳まで働けるすごい会社」として
著名なテレビ番組でも取り上げられた。再雇用され
た社員は「シニアアドバイザー」という指導的な役
職に就き、若手社員の指導を担う。現在は 4名のシ
ニアアドバイザーが活躍している。

再雇用年齢の引き上げのほか、同社では高齢者人
材の中途採用にも力を入れている。同社ホームペー
ジには、「50代・60代の経験者、特に 70歳まで継
続雇用希望者優遇」という条件のもとで、営業から
商品開発、電気管理、生産技術まで、ほぼすべての
職種の求人情報が掲載されている。50代の中途採
用は以前から実施しており、毎年 1～ 4名程度の人
材を採用しているが、2010 年以降は 60 代の人材
の採用も行っている。
同社で活躍する社員の半数は50代以上の人材と
なっているが、こうしたシニア人材にとっても働きや
すい環境を実現するため、設備上も様々な工夫を実現
している。例えば、工場内では重い工具をすべて天井
から吊るすことで持ち上げなくても利用できるように
し、作業負担を軽減している。また、工場内の荷台
にはすべてキャスターを取り付け、誰でも楽に運べ
るように配慮している。その他、工場内の床の段差
は、トイレに至るまですべて撤廃されている。こう
した配慮には、シニア人材だけではなく、将来的に
は車椅子を利用する障がいを持った社員も工場内で
ともに働けるようにという意図が込められている。
シニア人材が活躍するための制度や環境が整えら
れた結果、ベテランの知恵を若手が活用する形で、注
目すべき成果も生み出された。一般的には実現不可能
と言われていた「多品種少量生産」対応型の溶接シス
テムを、若手社員が実現したいと発案。その実現にあ
たってベテランが日本古来の伝統的な技法の利用を提
案し、様々なアイディアを取り込んで革新的な溶接ロ
ボットシステムが誕生した。若手とベテランが協同で
生み出したこのシステムは、経済産業省による「第4
回ものづくり日本大賞（優秀賞）」を受賞している。
同社におけるシニア人材の活躍は、若手人材の発
想力や行動力の促進にもつながり、企業全体の活性
化が実現されている。

外国人人材の活躍による海外戦略の強化
同社では、海外展開の強化に向けて、外国人留学

フジイコーポレーション株式会社
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生の採用にも力を入れ始めている。以前から、外国
人留学生を対象とする半年間のインターンシップを
実施していたが、昨年度、地元の新潟大学大学院を
卒業したバングラディシュ出身の人材（B氏）を正
社員として受け入れることにした。来年度以降も地
元大学留学生を対象とした企業説明会に参加して積
極的に採用活動を行うこととしている。
今年度入社した B氏は、日本人社員とともに技術
開発部門で製品開発や海外向けの英語マニュアルの
整備を担当している。海外で製品を販売する場合、
国内と同じようなサポートが難しいため、製品に同
梱するマニュアルを詳細なものにしておくことが求
められる。しかし、製品に関する技術英語の難しさ
もあり、英語版マニュアルの充実化が課題となって
いた。B氏は大学院で電気・電子分野を専攻しており、
技術英語にも精通していたため、自社製品に関する
知識を日本人社員が補いながら、英語版の充実した
マニュアルを作り上げた。現在は海外からの英語で
の問い合わせなどにもB氏が積極的に対応している。
外国人留学生の採用にあたって、同社では、例え
ば食べ物や宗教などの面で日本の環境に適合できる
かどうかを心配していたが、相互理解により、文化
的な違いを乗り越えてきた。例えば、イスラム教徒
である B氏は、ラマダンの断食時期は日の出から日
の入りまでの間飲食は禁止されている。酷暑時のた
め、健康面や業務面での心配もあり、上司や同僚社
員がいつも以上に気配りを行った。初めの数日は身
体が慣れずつらそうであったが、身体が慣れてから
は通常通り業務をこなしていた。また、B氏は豚肉
を食べることが禁じられているため、会社手配の昼
食のお弁当に豚肉料理があった場合は、食堂でとな
り合わせた社員とおかずを交換することもある。こ
のように、外国人社員に対して配慮が必要な点につ
いて、逆に日本人社員が学ぶことによって、日本人
社員の意識の国際化にもつながっている。外国人留
学生という貴重な人材の獲得を通じて、様々な面に
おいて、同社内部の国際化と海外展開戦略の強化が
実現されつつある。

ダイバーシティ推進による
経営効果

多様性の拡大と経営効率の両立
一般的に組織の多様性が拡大すると、マネジメン

トの範囲も拡大することから、経営効率は低下する
のではないかと考える経営者が多い。しかし、同社
では、多様な人材が組織の活性化と戦略強化に貢献
したことにより、多様性の拡大と経営効率の向上を
両立している。
下図は、同社における生産性向上の様子を示した
ものであるが、多様な人材の獲得に本格的に取り組
み始めた 2010 年以降、生産性も飛躍的に向上して
いることが読み取れる。

すべての人材の可能性を競争力の源に
上に述べた生産性の向上は、同社の業績拡大に直
結している。2013 年の同社の売上高は、2010 年
と比較して約 30％増加し、経常利益率も 12％を超
えた。「法人企業統計調査」（財務省）によると、電
気機械製造業の売上高経常利益率は 3.2％であるが、
12％という同社の経常利益率はこれを大幅に上回っ
ている。また、女性社員の活躍による海外向け広報
戦略の成果として、円高傾向にもかかわらず海外売
上高は 5年前と比較して 1.5 倍に増えているほか、
取引実績国も新規に 7か国増加した。
同社の藤井社長は、こうした好調な業績は、同社
におけるすべての人材の能力を最大限に引き出した
結果であると述べている。地方の中小企業は、都市
圏の大企業のように必要に応じて柔軟に人材を調達
できるわけではない。そのため、今、同社で活躍し
ているすべての人材の可能性を最大限に引き出すこ
とで、企業の競争力につなげていくことが重要であ
り、そのための取り組みが、同社におけるダイバー
シティの実現なのである。

フジイコーポレーション株式会社
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企業名
製造業 中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1888 年 資本金 20 百万円

本社所在地 岐阜県中津川市駒場 447 番 5

事業概要 プレス板金加工

売上高 1,325 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 106 名（うち非正規 61 名）

属性ごとの人数等 【高齢者】54 名（うち非正規 52 名）

正規従業員の
平均勤続年数 11 年（男性 13 年、女性 9 年）

▶ 2002 年 4 月よりリーマンショック発生前まで、土日休日に高齢者を中心とし
て工場を稼働させる取り組みを開始

▶土日休日の工場稼働に伴い、地域の 60 歳以上の高齢者を雇用
▶製造業に従事した経験のない高齢者が多いが、社内で技能継承、スキルアップに

向けた取り組みを実施
▶高齢者が働きやすい職場づくりに向けて、既存設備に対する改良や新規設備の導

入等の工夫を実施
▶現場のマネジメントでも安全と品質、礼儀については、年上である高齢者であっ

ても甘えを許さない
▶高齢者活用により、工場の生産能力が拡大。そこで、新規取引を含めて受注量を

拡大させることにより、売上高が増加

地域の 60 歳以上の高齢者を積極的に雇用し、
新規取引社数、新規取引先売上高が増加

株式会社加藤製作所

プロセスイノベーションプロダクトイノベーション
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

事業拡大・収益確保に向けた高齢者雇用
加藤製作所は 1888 年、現在の岐阜県中津川市に
て鍛冶屋として創業した。現社長は 4代目となる老
舗である。創業以来中津川の地で事業を実施してお
り、戦前から戦中にかけては鉄道や水力発電、製紙
等の企業を顧客として金属加工を行っていた。戦後
は顧客の幅を広げ、自動車、環境、物流、航空機等
のメーカーにプレス板金加工の分野を中心に事業を
行っている。
同社では、景気が拡大局面にあり業績も右肩上が
りであった 2002 年ごろ、さらなる事業拡大、収益
確保に向けて、従来同社の休日であった土日休日に
工場設備を稼働させることを検討した。しかし土日
休日に工場を稼働させるとなると、人出が足りない
ことが判明。そこで、従来同社で行われていた通り、
若年層を中心に新規に社員を雇用することをいった
んは計画した。しかし中津川市で就職を希望する新
規学卒者は人数が限られていること、また、平日は
現状の社員で充足しており、土日休日を中心に勤務
できる人材が求められている、すなわちパートタイ
ム労働者を求める必要があり、これらの条件に若年
層は適さないとの結論に至った。
そこでシルバー世代限定での募集を考えた。その
背景には、高齢者であれば新規学卒者等の若年層に
比べて人数が多く、また働く意欲はあるが働く場の
ない高齢者が中津川市内に多数いることが中津川在
住の高齢者向け意識調査の結果から明らかになった
ことがあった。

そこで「土曜・日曜は、わしらのウイークデイ。」、
「意欲のある人求めます。男女問わず。ただし年齢
制限あり。60 歳以上の方」とのキャッチコピーで
高齢者を募集したところ、想定を上回る 100 名か
ら応募があり、そのうち 15名を採用した。またそ
の後毎年継続して高齢者を雇用している。採用面接
の際には、できれば製造業の経験者を優先に、と考
えたが、後述の通り、結果的にスキルではなく人柄
での採用となった。

技能継承の促進
また上記のほか、以下の理由も高齢者の雇用を後
押しした。2000 年代に入り、2007 年ごろから団
塊の世代が大量に企業を退職する時期を迎え、製造
業の技能継承が困難になるという「2007 年問題」
が意識されるようになった。
同社の技術職の社員構成も、2007 年ごろに退職
を迎える層が多かった。そこで、従来より同社で勤
務しており 60歳の定年を迎えた社員は、希望者全
員を引き続き雇用する就業規則に変更した。またそ
の後も特に定年を設けず、「辞めたくなるまで」を雇
用期間とした。しかしそれだけでは人数に限りもあ
るため、技能継承の促進の観点からも、製造業に従
事した経験のある高齢者を新規に迎え入れるメリッ
トがあった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

高齢者に適した作業の切り分け
技能継承もねらいのひとつに取り組んだ高齢者雇
用であったが、60 歳以上の方の募集に対して応募
はすぐに 100 名以上にのぼったものの、それまで
製造業以外の職種に従事していた人材がほとんどで
あった。そのため、採用は人柄を重視したものとし、
高齢者には工場の清掃やけが防止のための防護具の
着用等、製造の基礎から教えていった。
しかし生産分野においても様々な業務があり、高
度の判断・ノウハウ等が必要で、経験豊かな限られ
た人材しか対応できない、という業務ばかりではな
い。そこで雇い入れた当初は、判断を必要とする業
務、専門技能が必要とされる業務は経験豊富な社員

株式会社加藤製作所

高齢者向け求人チラシ
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が行い、定型業務でありながら機械化できない業務
を高齢者用に切り分け、また高齢者以外の若い社員
と同一の製造ラインに入って流れ作業を行う際も、
若い社員と同じ速さでの作業は難しいこともあった
ため、単独で動かす機械を担当するなどの工夫を
行った。すると、特に高齢の女性は、軽作業や細か
な作業を早く丁寧に実施できるといった長所が見ら
れるようになった。
上記のように雇い入れ当初は業務を切り分け、定
型業務に従事しながら、後述の「かじや学校」等の
技能習得の仕組みに参加する等、高齢者ひとりひと
りが時間をかけて経験を積むことにより、従来から
生産部門で経験を積んでいる社員と遜色ないスキル
を身につける高齢者もいる。その結果、高齢者と若
年者が共に働くことができる環境が生み出され、現
役社員のモチベーションも高まり、現在では高齢者
と若年者のベストミックスが生み出されている。
また、製造業以外の職種への従事経験がある方の
中には、生産以外の部門で活躍しているケースもあ
る。例えば前職が郵便局長で対人折衝に優れた方は、
総務部で活躍しているなど、様々な分野で高齢者が
いきいきと働いている。

人材育成に向けた取り組み
上記のような製造業未経験の高齢者も含め、社員
間の技能継承、スキルアップを通じ、同社の製品と
して顧客に納品できるものを製造できるレベルまで
各社員の技能水準を高めることを目的として、「か
じや学校」を開催している。
ここでは、生産部門の各分野（金型・プレス・溶

接・塗装・梱包等）単位で、同社でその分野に熟達し
ている“工匠”（勤続20～30年のベテラン社員）が、
OJTの場とは別に月に1、2回、1時間程度、当該分
野の社員に対して座学と実技によって技術指導を行う。
なお分野のうち「金型」、「プレス」、「溶接」は高
齢者を雇用する前からあった分野であるが、高齢者
を雇用するようになってからは、高齢者が従事する
ことが多い「組立」、「梱包」といった分野も新たに

加わっている。
この「かじや学校」の取り組みは、習熟度に応じ
て 4段階の認定を行っており、人事考課にも反映さ
せている。
そのほか、「資格認定講習」として、社内の資格
認定を行っているほか、社外資格の認定に向けた支
援を行っている。

高齢者が働きやすい施設整備
設備等の職場環境の面からも、高齢者が働きやす
い職場づくりを進めている。
「高齢者のための職場バリアフリー助成金」の支
援等を得ながら、高齢者が日々の業務に従事する中
で不便・不都合を感じる箇所をひとつひとつ改良し
ていっている。従来からの具体的な改善点としては、
▶.作業工程に漏れが無いよう、各工程終了後にブ
ザーを押し管理する
▶.ブザーの音についても他の社員の音と区別する
ために音色を個別に設定する
▶.掲示物や作業指示書などの文字を大きくする
▶.掲示物や作業指示書などの写真やイラストを増
やし、ひと目で工程を理解できるようにする
▶.虫眼鏡の導入
といったことが挙げられる。
また、全社員が月に最低一つ程度、職場の改善要
望等を提出するよう課されている「改善提案」制度
を通じても、職場環境改善を実施している。改善提
案からは、
▶.高齢者が見やすいよう照明の照度を明るく設定
する
▶.冷暖房の導入
▶.高齢者が操作しやすい工作機械の導入
▶.床に這わせていたエアーホースの配置変更
といった意見が、現在の職場に反映されている。
そのほか、職場の安全委員会、社員によるパトロー
ル、産業医からのアドバイスから得られる知見も参
考としている。

人材育成・施設整備の成果
上記の仕事の切り分け、「かじや学校」や働きや
すい職場づくりの結果、雇い入れ当初は高齢者 2人
につき社員 1人がサポートを行う必要があったが、
近年では高齢者 15人に 1人の社員でサポートする
ことで足りるようになった。これは経営陣の想定を

株式会社加藤製作所

生産部門で活躍する高齢者
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上回るスキルアップのスピードであり、教える・教
えられる側双方の努力の結果と言える。

企業としての一体感の醸成
生産スキルの習得と同じく、社員の年齢・性別等
の属性の違いを超えて、企業としての一体感を醸成
することが重要との考えから、「駒場村塾」という
取り組みを実施している。毎月 1回、1日ないし 1
泊 2日で実施されているこの取り組みは、100ペー
ジ以上に上る「経営計画書」をテキストとして行な
われ、全社員に配布されている。年度初めには「経
営計画発表会」を主要取引銀行の支店長や顧問会計
士、弁護士等も同席のうえ実施しており、会社の方
向性を示すことを目的としている。
特に重視しているのは
▶.経営ビジョン：日本のモノ造りの礎となる
▶.経営理念　　：喜びから喜びを
▶.経営基本方針：1．人財育成、2．環境整備、3．
本物の技術と商品

の理解である。またそ
のほか、企業人として
有しておくべき意識や
自己啓発を促すととも
に、社員各階層に期待
するポイント等を伝え、
同じ価値観を共有する
人づくりが狙いである。

高齢者との接し方の工夫
2002 年に高齢者を
雇用する以前から同社
に勤務している社員、特にマネジメントを行う管理
職にとって、製造業に従事したことの無い 60歳以
上の高齢者との接し方は未知のものであった。雇い
入れ当初は必要以上に気を使って接していたが、次
第に安全と品質、礼儀等、年齢が上であっても指示・
伝達すべきことははっきり伝えなければならない、
ということを意識するようになった。
現在では、作業スピードについては若年者のほう
が早い部分があるのは仕方ないが、安全と品質につ
いては高齢者であっても一切妥協しない姿勢で臨ん
でいる。そのほか、責任を持って作業に当たること、
また礼儀やマナーといった社会人として基本的な事
項については、相手が年上で注意しづらい面があっ

ても甘えを許すことはないという。高齢者もこれら
の指示・指導に従っており、このような姿勢、接し
方が高齢者と他の社員の共存するためにうまく働い
ている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

高齢者の活用による新規取引社数、売上高の増加
リーマンショック発生前までは、高齢者の雇用に
より土日休日にも工場を稼働させることができるよ
うになったことから、工場の生産能力が拡大した。
その後、リーマンショック発生に伴う不況、既存
顧客の売上減少のため、土日休日の工場稼働は現時
点まで行っていないものの、高齢者は週 3～ 4日や
6時間の短時間勤務等により平日に勤務するように
なり、それまでに培った高齢者のスキルは引き続き
活用されている。
高齢者の活用は、取引先からの短納期の要求にこ
たえることにつながったほか、パートタイム勤務の
高齢者はフルタイム勤務の若年層と比べてコスト安
となるため、製品の低コスト化にも貢献した。その
結果、新規取引社数、新規取引先との売上高の増加
という成果につながっている。具体的には 2007 年
から2012年までの6年間で、新規取引先が14社増、
売上高は年平均で 7,000 万円の伸びを記録した。

高齢者雇用による注目度増大
同社のユニークな高齢者雇用にかかる取り組み
は、テレビや新聞等の大手マスコミにて紹介された。
またこのような取り組みは、厚生労働省主催「平
成 14年度高年齢者雇用開発コンテスト」最優秀賞、
日本フィランソロピー協会「企業フィランソロピー
大賞特別賞.人財ハーモニー賞」等の受賞にも至り、
外部の評価を向上させることにもつながった。

株式会社加藤製作所

「喜びから喜びを」

「日本のモノ造りの礎となる」
いしずえ

経営ビジョン（お客様と共有するもの）

人が幸せになるために、会社があります。幸せには
自分自身を喜ばせる幸せと自分以外の人を喜ばせる
幸せの2つがあります。私たちは仕事を通じ社員と
その家族、協力会社、お客様そして多くの皆さんの
喜びを私たちの喜びとする、そんな会社を創りましょう。

モノづくりは人づくりから、教育を重視し、
誇り高い人間集団を目指します。

1.　人材育成

2.　環境整備

3.　本物の技術と商品

環境整備を基本とし、働きやすい職場、労働条件
の良い会社を目指します。

技術力を高め、開発力をつけて真心こめた製品
製作・販売を目指します。

経 営 基 本 方 針

こころざし経 営 理 念（ 志－全社員と共有するもの）

加藤製作所の経営ビジョン・
経営理念・経営基本方針
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
製造業 中小企業

Data

◎企業概要

会社設立年 1959 年 資本金 40 百万円

本社所在地 三重県津市一身田中野 8 － 1

事業概要 専用工作機械の製造、切削工具の生産、集光装置の製造

売上高 1,105 百万円（2013 年 4 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 91 名（うち非正規 24 名）

属性ごとの人数等 【女性】25 名（うち非正規 15 名）、女性管理職比率 20％

正規従業員の
平均勤続年数 10.8 年（男性 11.3 年、女性 9.2 年）

▶「ユニークなアイデア」の融合によるイノベーション実現のためにダイバーシティ
を経営戦略の源泉に位置づけ

▶規律ある職場への改革に向けて優秀な女性の採用・活用を図る
▶「適材適所こそが人事の要」、男女区別のない配置と人材育成機会を重視した人

事施策
▶社長主宰の「経営塾」や熟練技能を伝承する「ものづくり道場」で人材育成
▶各部門から選抜した女性 7 名が関わり、熟練技不要の「ダイヤモンド工具研削盤」

を開発
▶生産管理チームへの女性社員配置が堅実な生産管理につながり、高い即納率、最

高益を達成

女性目線を生かして誰もが簡単に操作できる
熟練技不要の「ダイヤモンド工具研削盤」を開発

株式会社光機械製作所

プロセスイノベーション

女
　
性

高
齢
者

イノベーションの創造
＠光機械製作所

プロフェッショ
ナルスキル

匠の
技

先端
技術

基盤
技術

ダイバーシティ

アイ
デア

感性

×

イノベーション

Point

光機械製作所の企業理念
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

「ユニークなアイデア」の融合によるイノベーション
実現にダイバーシティを経営戦略の源泉に位置づけ
光機械製作所は、三重県津市内において工作機械
の製造・販売を主業とする。専用研削盤の製造や切
削工具のOEM生産を主力とし、高い技術力を生か
して品質の高い製品づくりに努め、アジアのみなら
ずアメリカやヨーロッパ等、海外へも輸出している。
基本理念は「Be.Professional ！」。世界のお客
様に『なるほど！』と言われるオンリーワンの製品
やサービスを提供することを企業ビジョンとしてお
り、「先端技術・匠の技」と「ユニークなアイデア」
の融合によるイノベーションがそれを可能にすると
考える。この実現のため、同社では同じベクトルに
向かいながらも、異なる個性、感性や能力を持つ
多様な人材を求め、創立 70周年に向けて策定した
中期経営計画“70..VISION”において人材方針を
「3G！ generation.free,.gender.free,.global」と
定め、ダイバーシティを経営戦略の源泉に位置づけ
ている。

規律ある職場への改革に向けて優秀な女性の採用・
活用を図る
現社長が就任したのは 2001 年。就任当初の同社
の状況は、社員のほとんどが男性であったため、何
かにつけ男性の論理が優先されるほか、工場での喫
煙も自由に行われるなど、規律が徹底されていない
職場であった。社長は就任後、即座に職場改革の必
要性を痛感して断行。従来からいる社員に対して規
律を守るよう徹底して行動変容を促すと共に、会社
を新しく作り上げていくにあたって力となる優秀な
人材の採用を図った。
工作機械メーカーは一般的には理系の男性社員が
多数を占めるものであるが、同社では多様な人材の
才を結集し差別化やイノベーションを創造すること
がグローバル競争下での成長の源泉であるとして、
女性を積極的に採用するようにしてきた。同社のよ
うな規模の企業の場合は、女性の方が相対的に優秀
な人材を採りやすいと考えた側面もある。

特に男女で採用の基準を変えるわけではないが、
女性に対して「絶対にアシスタントになるなどとは
思わずに入社してください」と伝えることで、本気
で仕事をしたいと考える女性が入社してくるように
なった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

男女区別のない適材適所の配置と人材育成機会を重
視した人事施策
社長は「適材適所こそが人事の要」と考え、実行
している。人材活用とは、基本的には個々の能力を
いかに有効に生かすかということであるが、ともす
れば女性であるというだけでその人の能力を適切に
生かせる機会が与えられることなく沈んでしまうこ
とがある。基本理念の「Be.Professional ！」の実
現に向け、プロの職業人であれば、女性や男性といっ
たジェンダーは関係なく、専門性や人間性が重要で
あるという考えが基本である。
現社長が就任した 2001 年当初、女性社員は約 1
割で事務職などに限定されていたが、上記の社長の
人材活用方針のもと、採用に当たって女性を事務職
に限定することなく活躍してほしい人材として位置
づけ、意欲のある女性を意識的に採用したことから、
女性は 3割近くに増加し、設計、開発、製造現場
にも女性が進出した。2013 年現在、開発関係の約
半数は女性になっている。「育つ実感と育てる機会」
がないと長続きしないとの考えのもと、男女の区別
のない適材適所の配置と人材育成機会とを重視した
人事施策を展開している。

社長主宰の「経営塾」でマネジメント人材を育成
2009 年にスタートした社長主宰の「経営塾」で
は、マーケティング、会計、経営哲学などマネジメ
ント能力を高めるための社員教育を行っている。参
加者は会社の次代を担う人材を育成する観点から社
長が指名しており、20歳代後半～ 40歳代が中心で
3分の 1は女性である。
「経営塾」ではマネジメントに関する知識習得に
とどまるのではなく、仕事の枠から離れて男女の区
別なくディスカッションすることで、性別やセク

株式会社光機械製作所
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ションの壁を越えて互いにその能力を認め合う機会
となっている。また、自分の意見を発表したりプレ
ゼンテーションする機会を積極的に持つことで、対
外的な発表の場面でも堂々と質の高いプレゼンテー
ションができるまでに社員が成長している。

「ものづくり道場」による若手、女性への技能伝承
社内の熟練者が講師となって、熟練技能を伝承す
る機会を意識的に設けている。研削盤の製作では、
その最終段階で金属の平面を手作業で微細に削り仕
上げることで機械の高精度を実現する、「キサゲ」
というきわめて高いレベルの熟練作業がある。この
「キサゲ」などの技能を若手社員に伝承するために、
工場長が主宰するのが「ものづくり道場」だ。

「ものづくり道場」には、技術者だけではなく管理
部門の社員も参加し、もちろん女性社員も積極的に
参加している。そこでは、熟練技能の伝承だけでな
く、「なぜこの部品を使うのか、なぜこのように加
工するのか」という技術に関する深い理解が生まれ、
高品質なものづくり、新製品開発に活かされている。
参加者の中には、「ものづくり道場」での学びをきっ
かけとして技能士等の資格を取得する社員もいる。

女性改善チームによる経営改善活動
2013 年 5月から、経営改善活動「Sweet50」を
展開している。これは、2年後に創業 70周年を迎
えるにあたり、企業体質の充実を図るための活動で
ある。その一環として、女性チームによる「気づき隊」
が工場巡回や女性会議を通じて、改善案を幹部社員
に提案している。また、社員の善い行為を「スウィー
トメッセージ」という形で称えあい、明るい職場づ
くりに男女が共に参画している。

育児等個々の事情に応じた柔軟な対応
出産・育児等のライフイベントと仕事との兼ね合
いは、社員それぞれに事情が異なるため、個々に対
応を検討して行っている。大企業とは異なって個々
に対応しやすい企業規模である利点を活かした柔軟
な対応を心がけている。
かつて育児休業を取った女性社員の場合は、育児
休業中に新たに機械設計の勉強をして、復職後は設
計部門に異動して活躍したいという意欲を持ってい
た。そこで、復職後に設計部門に配属することを前
提として、設計について学ぶことができるソフトを
貸し出して自宅学習できるようにし、わからないこ
とがあればメールや電話などで設計部署の上司がア
ドバイスするなど、会社として全面的にサポートし
た。彼女は復職後、現在も機械設計係で活躍している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性目線を生かした工作機械「熟練技不要のダイヤ
モンド工具研削盤」の開発
ダイヤモンド工具研削盤は、物質の中で最も硬い
ダイヤモンドを刃先に持つダイヤモンド工具をダイ

株式会社光機械製作所

「経営塾」の様子

熟練技能を伝承する「ものづくり道場」
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ヤモンド砥石というツールを用いて研削する機械で
ある。その高い硬度と刃先の仕上げ精度から機械の
操作には熟練者の勘と経験が必要とされた。しかし、
製造現場において 2007 年問題など熟練者の引退が
増え、同研削盤についても熟練工でなくても簡単に
操作できる製品へのニーズが高くなっていた。
そこで、同社は 2011 年に「熟練技不要のダイヤ
モンド工具研削盤」の開発に着手した。通常の開発
の場合には機械・制御等専門の男性の担当者で進め
ることが多いが、この新しい研削盤の開発には設計
者、機械オペレーター、経営サポートから選抜した
女性 7名が関わり、新たな発想でプロジェクトを進
めた。「誰もが簡単に操作できる」というのは、「腕
力が弱い女性でも楽に使える」、「機械に熟練してい
ない人でも使える」ということであり、開発には女
性目線が役立った。具体的には、女性社員の意見や
感覚をもとに工夫され、従来なら職人でなければ操
作が難しかったものからシンプルな操作の機械と
なった。
参加した女性達は、①軽いハンドル操作、②押し
易いボタンやそのレイアウト、③勘頼みの加工判断
を画像で行う機能、④見やすい画面など、女性目線
からさまざまなアイデアを出して新製品開発に貢献
した。できあがった新製品は従来型のものから外観
も機能も大きく異なり、機械のフォルムもゴツゴツ
したものからソフトな美しいものに変わった。

現在は第一次の開発が完了した段階であり、コス
トを下げて市場で本格的に売り出していくのはこれ
からであるが、従来の発想に捉われない画期的な製
品開発ができたことが大きな成果である。

生産管理チームへの女性社員配置により高い即納
率、最高益を達成
工場の要である生産管理チームは、従来は男性だ
けが配置されていたが、そこに 2004 年から女性を
配置し始めた。現在は、生産管理チーム 8名のうち
5名が女性であり、細やかな配慮で顧客と現場をつ
なぎ、例えばある製品の売上が2008年は0円であっ
たものが 2013年には 1億に上るなど受注が増加し
て、2011年 6月には 2006年比約 6倍となる最高
益を達成した。
この最高益の達成には、生産管理チームに配置さ
れた女性達のきめこまやかさや堅実さが顧客とのや
りとりや工場の現場の管理に生かされたことが大き
く影響している。顧客は必要なものが必要な時に届
けられることを重視し、これを「即納率」という
指標でみるが、主要取引先企業が基準とする即納
率の目標が 95％であるところ同社は 2012 年上期
99.2％を達成し、事業者の中ではトップの水準であ
るという。このような、顧客にきちんと対応する姿
勢が顧客満足度の向上につながり、受注、そして収
益の向上につながったとみられる。

株式会社光機械製作所

女性目線を生かして開発した「ダイヤモンド工具研削盤」

 ＜従来機＞ ＜新型機＞
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企業名
製造業 中小企業
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外的評価の向上 職場内の効果

◎企業概要

会社設立年 1969 年 資本金 10 百万円

本社所在地 三重県鈴鹿市若松中 1 丁目 20 番 6 号

事業概要 自動車用ワイヤーハーネス製造

売上高 973 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 122 名（うち非正規 70 名）

属性ごとの人数等 【障がい者】14 名（うち非正規 10 名）、障害者雇用率 23.6％

正規従業員の
平均勤続年数

8.0 年（男性 11.2 年、女性 6.9 年）
※障がい者の平均勤続年数 4.8 年

▶事故で重度障がい者となった社長が障がい者雇用推進をライフワークと宣言し取
り組み開始

▶バリアフリー工場や在宅就労制度で障がい者が働きやすい環境を整備
▶障がい者が作った製品の信頼が得られるよう、QCDES に注力。手順書や冶工

具を工夫して生産工程を標準化
▶個々の障がい者の特性を「個性」と捉え、活躍できる仕事を割り当てる
▶個別ファイル作成によって個々の障がい特性に応じた適切な対応を実現
▶障がい者雇用により高精度の生産・品質管理を行うことで、取引先増加、売上高

伸長を実現
▶生産工程標準化と職場定着により不良品流出数が減少

個々の障がい者の特性に応じた仕事の割り当てと
生産工程標準化による品質管理で、
取引先拡大、不良品流出数減少を実現

株式会社レグルス

プロセスイノベーションプロダクトイノベーション
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

事業概要と女性活躍の現状
レグルスは三重県鈴鹿市に所在する自動車用ワイ
ヤーハーネス（自動車の電気供給に用いられる電線
を束にした集合部品）の製造事業者である。社員
122 名のうち障がい者は 14名。身体障がい者（内
部疾患者を含む）が 10 名、精神障がい者が 3名、
知的障がい者が 1名である。重度の障がい者も受け
入れており、障害者雇用率は 23.6％となっている。
本社の裏手には 56名の障がい者が働く就労継続
支援A型事業所「アクティブ鈴鹿」があり、緊急時
対応では互いに応援しあうなど連携して操業してい
る。

重度障がい者となった社長が障がい者雇用推進をラ
イフワークと宣言し取り組み開始
1995 年に事故によって脊椎を損傷し、重度障が
い者となった社長が、入院中に社会一般においては
障がい者が就業することが困難である実情を痛感
し、職場復帰後は障がい者雇用の推進をライフワー
クにすることを宣言して始めたことが、障がい者雇
用のきっかけである。
最初は、2000 年に就労継続支援A型事業所（当
時は福祉工場）を設立し、同社から仕事を切り出し、
ジョブコーチを派遣して工場運営を開始した。その
後、2002年頃から自社でも障がい者雇用を開始し、
就業環境の整備を推進してきた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

バリアフリー工場や在宅就労制度で障がい者が働き
やすい環境を整備
2006 年に鈴鹿市内に新設した千代崎工場は、障
がい者の就業に最大限配慮したバリアフリー工場
だ。この新工場建設で障がい者が働きやすい職場環
境が整っており、10名の障がい者を新規採用した。
工場入口にはスロープが設置され、エレベーターも
ある。1階、2階ともに障がい者用トイレを設置し

ている。作業フロアや作業机も車いすで作業がしや
すい設計となっている。一つのラインでそれぞれの
作業が割り当てられ作業工程が単純化され、指示書
を貼り付けたボードなどで作業スペースが各自区切
られていることで、各社員が集中して作業できる環
境となっている。
障がいが重度化したり状態が不安定なために出社
が困難な障がい者には、2013 年から在宅就労制度
を積極的に活用している。現在は、障がいが重度化
して歩行困難となった重度身体障がい者が在宅で就
労している。彼は、PCを活用した図面設計のスキ
ルを活かし、会社が送信した図面から、設計データ
や原寸図データを作成し、メールでデータを送信す
るという形で、設計部門で活躍している。

ＱＣＤＥＳの向上に注力した生産工程標準化
障がい者が作った製品の信頼が得られるよう、
QCDES（Q：品質向上、C：コスト低減、D：適正在庫、
E：環境推進、S：安全向上）に注力して生産工程標
準化に向けた取り組みを行ってきた。
一つは、作業ミス防止及び能率向上のための手順
書・冶工具（部品の加工や組み立てに使う器具）づ
くりである。作業手順と検査項目を具体的に書き込
んだ原寸大の「外観検査板」を用意したり、ミスが
起きないように異なるペイントの色で区別して視覚
に訴えてわかりやすくなるように工夫している。治
工具づくりは生産技術担当者が行っているが、組立
図板や検査図板に使用の原寸図作成と、作業手順書
作りには在宅勤務の身体障がい者が携わっている。
検品しながら納品物の数量を確認・梱包する作業に
おいては、「員数管理板」を使用してそこにできあ

株式会社レグルス

仕事風景（車いすにて作業）
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がった製品をセットしながら個数をチェックし、類
似品や不良品の混入を見分けることができるように
なっている。このような、障がい者のために考えた
手順書や冶工具は、健常者にとっても能率・品質向
上につながり、社員全員のスキルアップと品質向上
につながった。
また、2008 年からは、社員がふだんと異なる作
業を互いに交換して代替できるよう訓練する互換作
業訓練をすべての作業現場で行っている。これに
よって、社員が急な休み等をとる場合も、他の社員
が作業を代わって担当することができるようにな
り、部門内でのバックアップ対応や緊急時対応が的
確にできるようになった。互換作業訓練は、前後の
作業内容等の作業工程全体を社員の間で共有できる
ことにもつながり、後工程への配慮が自然にできる
ようになって作業効率が向上した。

個々の障がい者の特性を「個性」と捉え、活躍でき
る仕事を割り当てる
個々の障がい者の特性を「個性」と捉え、できる
仕事を割り当て活躍できるようにしている。「どん
な障がい者であっても何らかその能力を発揮できる
ことがあるはず、健常な状態を基準としてできない
ことをマイナスに捉えるのではなく、現状からまず
はできることをプラス思考で考えていくことが重
要」というのが社長の信条だ。

障がい者が働き始める際には、社長自ら本人に面
接して、障がいの程度や状況などについて詳しく聞
き取る。具体的に、どのようなことができるのかを
確認するために、実技を行って、不良品の混入を見
極められるかといった確認を行う。中には、色が判
別できないという障がいを持つ人もおり、そうした
状況についても確認する。このような過程を経て、
「何か工夫をすればできることが広がる」のであれ
ばその工夫も考慮しながら、障がい者本人が最も能
力を発揮できる作業工程は何かを見極める。具体的
には、知的障がい者の場合には継続性がある単純作
業を、また製造経験がある中途身体障がい者の場合
には手順書を見ながらの少量多品番の組立作業など
を割り当てたりする場合がある。割り当てにあたっ
て重視している点は、本人がこの会社に必要とされ
ていると感じることができ、誇りと自信を持てる仕
事を見つけられるように、本人のスキルを向上させ
ることである。
個々の障がい者の特性を適切に見極めるために
は、当然に障がいに関する知識や理解が必要になる。
身体障がい、知的障がい、精神障がいの 3種類の障
がいの特性に関して社長や社長夫人は勉強会へ参加
するなどして学び続けており、また障がい者をより
多く雇用していく中でさらに障がいの特性に詳しく
なってきた。
社長は、「毎日行くところがあって能力を発揮で
きるとさらに残存能力が伸びてくる」と言う。同社
では、社長自身が最も重い障がいを有していること
もあり、障がい者であることが特別な存在ではない。
障がいの有無に関わらず、それぞれができる領域で
最大限能力を発揮し、共に助け合いながら働くこと
が当然の環境になっている。

個別ファイル作成によって個々の障がい特性に応じ
た適切な対応を実現
障がい者を受け入れ始めた当初は、障がいを有す
る社員の障がい特性に関わる情報を聞き取って個別
ファイルを作成し、適切な対応がとれるように工夫
した。具体的には、障がいの程度や状況、服薬状況、
通っている病院等の連絡先、具合が悪くなった時な
ど緊急時の連絡先や連絡方法などについてである。
これらの情報を把握することで、精神障がいなど

株式会社レグルス

前工程の検査終了時に、１枚の員数管理板に製品

を１０本づつセットする。

ポイント ①員数管理板の治具に合わせ製品をセットすると、

　１０本/１枚となり、数量違いが発生しない。

②員数管理板に製品をセットするときに、長さ違い

　の類似品が混入していても気が付く。

作 業
手 順

長さ違い
の類似品

「員数管理板」を用いた検品・梱包作業
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で、職場で急に状態が悪くなった時に適切に家族や
医療機関での対応につなげることができたり、薬の
飲み忘れがないよう一緒に注意して関わることがで
きる。内部疾患の場合には、それが進行性のものな
のかどうかの見極めも必要になるなど医療的な見地
も重要であるため、必要に応じて病院のケースワー
カーとも連携して対応している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

障がい者雇用への外的評価と高精度の生産・品質管
理を行うことで、取引先増加、売上高伸長を実現
もともとは大手電機会社 1社の 100％下請け企業
であったところ、障がい者雇用の取り組みが対外的
に評価されて知られるにつれ、大手他社系列企業か
らの新規取引先が増え、それら新規取引先との売上
高が 2011 年以降毎年 30％程度伸びている。これ
ら取引増加の背景には、同社の品質管理システムが
確立しているとの評価があることも大きい。
また、従来から最も大口の取引先である大手電機
会社では、海外進出に伴ってかつて 140社あった国
内外注先が1桁台の社数に絞り込まれているところ、

同社は、障がい者雇用の取り組みが評価されるほか、
設計、部品調達、生産設備設計、冶工具製作、品質
管理等をすべて自社でできるワンストップ生産体制
を構築することで顧客の要望に応えて評価され、国
内に残る外注先の 1社として取引が継続している。
上記の結果、同社の売上高は 2011 年から 2012
年にかけて約 17％増加し、2013年についても前年
比約 8％増加すると見込まれている。

生産工程標準化と職場定着により不良品流出数が減少
障がい者のみならず、女性や高齢者等も含め誰も
が助け合いながら働きやすい職場づくりを進めるこ
とで、全社員の離職率が 2012 年には 4％と 10年
前の 12％に比べ大幅に低下した。その結果、最大
20名いた派遣社員も現在 2名まで大幅減少させる
ことができ、慣れない作業で能率低下・不良品発生
が生じるリスクが減った。
生産工程を標準化させるための手順書や冶工具等
の工夫の取り組みなどもあいまって、流出不良件
数は 2011 年度の 19 件から、2012 年度 14 件、
2013 年度前期 4件と確実に減少している。このよ
うな不良品流出の抑制は、確実に顧客からの評価に
つながっている。

株式会社レグルス
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プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 職場内の効果

企業名
製造業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1947 年 資本金 100,000 百万円

本社所在地 大阪府大阪市北区西天満 2 丁目 4 番 4 号

事業概要 樹脂加工製品の製造、販売

売上高 1,032,431 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 3,645 名（うち非正規 194 名）

属性ごとの人数等 【女性】381 名（うち非正規 43 名）、女性管理職比率 2.2％

正規従業員の
平均勤続年数 18.1 年（男性 18.2 年、女性 16.9 年）

▶市場のグローバル化に対応して持続的な発展を続けるため、多様な価値観を取り
入れた組織に変革する必要がある。そのため女性、外国人等の活躍推進を実施

▶採用計画において、採用者に占める女性の割合を 30％以上にすることを決定
▶男性の多い部署・職種へ女性を積極的に配属するとともに、女性が初めて配属さ

れる部署には、人事部門が所属長、上司、トレーナー役の先輩社員等にレクチャー
を行い、定着をサポート

▶女性部下を持つ上司を対象とした「女性部下マネジメントセミナー」を開催する
等、女性が活躍できる風土づくりを積極的に実施

▶女性限定の公募制度を利用して商品企画部門に配属となった女性の発案により、
従来直線的な形状のみであった同社の住宅に曲線形の出窓を組み合わせる新しい
出窓「ボウウインドウ」の開発に成功

女性限定の公募制度で登用された女性社員が企画した、
新コンセプトの出窓「ボウウインドウ」が売上に貢献

大企業

外的評価の向上

積水化学工業株式会社
女
　
性

高
齢
者

「多様な人材の活性化」による企業価値の向上

事業の際立ちとCSR

一人ひとりが得意技を持つプロフェッショナル人材

従業員は「社会からお預かりした貴重な財産」

際立つ人材↔自己実現

多様な人材が活躍する職場
働きがいのある職場

学び
自ら成長する
風土

ビジネスリーダー
高度な専門人材
グローバル人材

現場力
開発・設計・生産・施工・
販売・技術サービス・
アフターサービス

成長と
コミットメント

自ら手をあげ
挑戦する場

積水化学工業の多様な人材活用の考え方



92Best Practices Collection 2014

ダイバーシティ経営の
背景とねらい

グローバル展開への対応
積水化学工業の創業は 1947 年 ( 当時の社名は積
水化学産業 )。同年、日本最初のプラスチック自動
射出成形事業を開始。その後、セロハンテープや世
界初のプラスチック製雨樋等を開発するなど、樹脂
加工製品の製造・販売会社として成長してきた。
住宅事業の本格的スタートは 1971 年。ユニット
工法住宅の「セキスイハイム」、ツーバイフォー工
法とユニット工法を融合させた「ツーユーホーム」
が代表的な商品となっている。また、同社は 2001
年から「住宅カンパニー」、「環境・ライフラインカ
ンパニー」、「高機能プラスチックスカンパニー」の
3カンパニー制に体制を変更した。2013 年 3月期
決算によると「住宅カンパニー」の売上が 4,690 億
円、「環境・ライフラインカンパニー」の売上が 2,145
億円、「高機能プラスチックスカンパニー」の売上
が 3,320 億円となっており、住宅部門は同社で最大
の売上を上げている。
同社がダイバーシティ推進に取り組んでいるの
は、市場のグローバル化に対応して持続的な発展を
続けるため、多様な価値観を取り入れた組織に変革
する必要があるとの考えからである。
「住宅カンパニー」、「高機能プラスチックスカン
パニー」、「環境・ライフラインカンパニー」の 3カ
ンパニーを合わせた企業全体の海外売上比率は約
20％である。住宅カンパニーは、国内市場を中心と
しているものの、タイに現地法人を作るなど、海外
展開を始めている。
今後は住宅も含めて、今以上に海外での事業展開
を活発化させる必要があると同社では考えている。
グローバル化が進むにつれ、お客様、社員双方につ
いて多様な価値観を持つ人達と仕事をすることにな
ることから、企業文化もそれに合ったものに変えて
いかなくてはならない。女性のみならず、外国人や
日本人のグローバル人材を含む多様な人材の活躍推
進は、今後の企業の発展のために重要な要素なので
ある。

人材の流動化を進めるために
同社単体の社員数は.約 2,300 名であるが、海
外も含めたグループ全体となると、その社員数は
22,000 名強と圧倒的に多くなる。上述のとおりグ
ローバル化を進める同社において、様々な人材が活
躍できる企業文化・風土を作るためには、女性に加
え、グループ会社社員など、従来交流が少なかった
人材を登用し、企業内の人材の流動化をさらに進め
ることが発展に繋がると考えている。そこで以前は
同社本体からグループ企業への出向の形で人事交流
が行われることが一般的であったが、現在はグルー
プ企業から積水化学工業の幹部社員を登用すると
いったことも行われている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

「きらめきライフ推進室」の設置
上記の背景のもと、ダイバーシティ推進の一環と
して本格的に女性の活躍推進に取り組み始めたのは
2007 年のことである。人事担当役員を室長に「き
らめきライフ推進室」を設置したのがスタートで、
現在、女性専任担当を含む男女半々からなるメン
バー 10名を中心に、女性活躍推進策を企画・運営
している。
きらめきライフ推進室の設置後まず実施されたの
が、トップマネジメント層約 200 名に対して行わ
れた、外部の女性経営者を招いての基調講演であっ
た。これにより、従来の男性中心の職場で働いてき
た経営層に対して女性の活躍を進めることの経営上
の意義を理解させ、以後、
①女性の積極採用
②女性の少ない部署・職種への積極配置・登用
③.上司層と女性対象のセミナー開催、ネットワー
ク構築のためのランチミーティング
④.両立支援策（制度整備と制度が取れる環境整備）
などの具体的な女性活躍推進施策に取り組んでい
る。

女性の採用比率を 30％以上に
上記の通り担当部署を設置して女性活躍推進に取
り組み始めたものの、そもそも社内の女性の絶対数

積水化学工業株式会社
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が少ない状態では女性の活躍推進は難しいとの考え
に至った。そこで 2008 年度採用計画より従来は
10～ 15％であった全採用者に占める女性の割合を
30％以上とする、という方針を打ち出した。
この方針の具体化に向けて、会社説明会等、採用
希望者と接する際の担当者の半数以上を女性にする
ことにより、女性が活躍している企業であることを
アピールするとともに、採用面接の担当者に女性営
業担当者や子どものいる女性管理職を起用するなど、
女性を前面に押し出した採用活動を展開している。
このような取り組みにより、現在 30％まで女性
の採用者数を増やしているが、10年くらい続けな
ければ社内に変化は起きないと考えており、今後も
継続して取り組んでいくこととしている。

女性の少ない部署・職種への積極的な配属
現在のように女性の活躍推進に力を入れていな
かった時代は、女性は間接部門に配属されるケース
が多かった。しかし現在では、女性の活躍の場を拡
大する必要があるとの考えから、分野に偏りなく配
属しており、営業職や工場技術職など現場への配属
も積極的に行われている。男性でなくては配属でき
ない部署・職種は原則として有り得ない、というの
が同社の基本的な考え方である。
しかし従来は男性のみであった部署に突然女性を配

属しても、従来から部署にいた社員と配属される社員
双方が戸惑うことが予想され、最悪の場合、女性社員
が定着しないことになりかねない。そこで同社では
配属後の定着に向けたサポートにも力を入れている。
女性が初めて配属される部署には、配属前に女性の

直属の上司、あるいは所属長とトレーナー役の先輩社
員を対象に、人事部門があらかじめレクチャーを行
うこととしている。内容は、上司と女性社員のコミュ
ニケーション不足を防ぐために気をつけてほしいこ
と、一方で、女性だからと言って男性社員と比較し
て特別扱いする必要はないといったことである。
女性社員の配属後は、トレーナー役の先輩社員に
女性が職場に慣れるために年齢の近い社員等を指名
して、職場への定着を支援している。そのほか、女
性部下を持つ上司を対象とした「女性部下マネジメ
ントセミナー」も開催しており、2013 年現在、約
280名が受講している。ここでは職場におけるマネ

ジメント方法はもちろんのこと、飲み会での対応と
いった細かい点まで触れている。また会社が育児休
業制度（子どもが 3歳に到達した後の月末まで取得
可能）、短時間勤務（子どもが小学 4年生に進級す
るまで取得可能）、ファミリー休暇（子ども、孫が
高校に入学するまでの間取得が認められている、年
間 3日間の特別有給休暇）などの両立支援制度を整
えており、結婚・出産後も働き続けることができる
環境になっているということを明確に上司に伝え、
職場において上司から女性社員に伝えてほしいとい
うことも強調している。このような取り組みの効果
もあり、以前は結婚・出産を機に退職するケースが
非常に多かった同社において、育児休業後に復職す
る女性社員は、ほぼ 100％となっている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

公募制度で登用された女性による新コンセプトの商
品の誕生
ダイバーシティ推進による経営成果として、社内
公募制度で商品企画部門に登用された女性が新コン
セプトの商品を企画し、製品化に至ったことがあげ
られる。九州の住宅販売部門から女性を対象とした
社内公募制度に応募し、本社の商品企画に登用され
た女性社員が企画した出窓（商品名：ボウウインド
ウ）がそれである。
ボウウインドウとは、床の一部を半円形に外に張
り出し、同じように半円形に外に張り出した天井と
の間をつないだ大きな出窓（文末写真参照）である。
その特徴は、全体として曲面で構成されているた
め外光をより多く取り込め、また張り出した部分に
テーブルやソファ等の家具を置くことができ、イン
テリアのバリエーションを増やせることなどである
が、同社にとって特に大きかったのは外観に変化を
つけられるという点であった。
同社の住宅は内外装・設備・屋根工事など家づく
りの大部分を工場内で行い、現場で組み立てる本格
的な「工業化住宅」であるため、基本的に直線のみ
で構成されている。そこに大きく弓形にせり出す出
窓を加えることにより、柔らかく、華やかな印象の
外観が生まれる。

積水化学工業株式会社
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従来の商品企画部門にはなかった女性社員の視点
それまで住宅カンパニーでは、商品企画はほぼ男
性社員が担っていた。そこでは「性能」や「コスト」
といった数字で表すことのできる要素が重視されて
おり、数字に表しづらい「柔らかさ」、「華やかさ」
といった感性的な価値は重視されてこなかった。し
かし顧客に多い家族連れにおいて、特に女性や子ど
もといった層は、外観やインテリアを重視する傾向
にあり、住宅展示場における集客等の観点からもこ
の発想は重要な視点であった。
このような経緯のもと商品化されたボウウインド
ウは、住宅販売部門の営業担当者より「商品にバリ
エーションが出たことにより、お客様に提案しやす
い」との声が上がるなど社内でも好評で、ボウウイ
ンドウを備えた住宅販売件数が下図のとおり販売開
始から 1年で 20％にまで上昇するなど、売上向上
に貢献している。

周囲の社員たちの協力もあり商品化に成功
ボウウインドウは今までにない発想だったこと、
また住宅販売部門という顧客に近いところで業務に
従事していた社員からの提案だったこともあり、商
品企画部門では商品化にチャレンジしようという雰
囲気が生まれていた。
しかしこの女性社員にとって、企画した商品を上
席者にプレゼンテーションするという機会はこの時
が初めてであった。従来の住宅販売部門にはなかっ
たプロセスであり、プレゼンテーションの経験が浅
い女性社員にとっては不得手な分野であった。しか
し商品開発部の男性社員が、同社の製品の特徴であ
る短工期にどのようにマッチさせるか等、プレゼン
テーションのポイントのレクチャーとプレゼンテー

ションのトレーニングを行った結果、上席者にこの
提案が承認されるに至った。
またボウウインドウが社内で承認されるかどうか
のポイントのひとつは、曲面で構成されるボウウイ
ンドウにはコストがかかるというデメリットをいか
に克服するか、という点であった。この点については、
従来工場で組み立て運搬していたものを現場で組み
立てることにより、コストダウンに成功した。さらに、
商品開発部の男性社員が協力し、従来の想定コスト
を半分程度に抑えるための設計、製造工程改良に成
功したことも商品化に至った大きな要因であった。
そのほか、この女性社員の上席者が女性社員の立
場に理解があったこともうまくいった理由のひとつ
である。この上席者はかつて本社から販売会社に出
向した経験をもち、販売部門のノウハウ・経験がな
い中で苦労した経験があった。
その経験から「最初は発言の意図がわからなくと
も、真意をつかむとそこには新しい発見がある」と
の信念を持っており、そのため、女性社員の提案に
辛抱強く耳を傾け、その価値を理解したのである。

積水化学工業株式会社
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名
製造業

職場内の効果プロセスイノベーション

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1918 年 資本金 70,816 百万円

本社所在地 大阪府大阪市中央区南本町 1 丁目 6 番 7 号　

事業概要 合成繊維製造販売

売上高 745,712 百万円（2012 年度決算／連結）

◎従業員の状況（連結）

総従業員数 国内 8,991 名（うち非正規 1,128 名）

属性ごとの人数等 【女性】2,163 名（うち非正規 671 名）、女性管理職比率 3.8％

正規従業員の
平均勤続年数 15.5 年（男性 15.9 年、女性 13.3 年）

▶消費者起点でのビジネスモデルへの転換を志向し、事業部縦割りビジネスから全
社横断型ビジネスへの事業変革のモデルケースとして、CMO（マーケティング
最高責任者）直轄組織として位置づけで、生活用品製造・小売企業とのコラボレー
ションプロジェクトを立ち上げた

▶ CEO が、当社の有する素材を活用し、最終製品を創生する必要性を痛感し、全
社のあらゆる素材に精通している女性をプロジェクトリーダーに抜擢

▶女性リーダーの徹底した消費者目線での商品開発姿勢によりコラボ企業との信頼
関係を強化

▶消費者ニーズを分析し直し、既存製品の改良や広報手段の見直し等により新規商
品の売上は拡大、新商品開発のスピードも向上

▶女性モニターチームの組成などを CMO のコミットメントで短期間に実現し、プ
ロジェクトの活動を支援

▶同社にとっての新ビジネスモデルの成功事例に成長

CEO が女性リーダーを抜擢して、全社横断型
プロジェクトによる消費者向け新ビジネスを創造

帝人株式会社
大企業

女
　
性

高
齢
者

企業理念

Quality of Life

Human Chemistry, Human Solutions

社会とともに成長します
1.株主と顧客から信頼され、
　期待される企業グループとして
　企業価値の増大に努めます

2.広く社会の理解と共感を得られる
　企業グループをめざします。

3.地球環境との共生を図り、
　自然と生命を大切にします。

帝人グループは人間への
深い理解と豊かな創造力で
クオリティ・オブ・ライフの
向上に努めます

ブランドステートメント

社会とともに成長します
1.社員が能力と個性を発揮し、
　自己実現できる場を提供します

2.社員とともに、革新と創造に
　挑戦します

3.多様な個性に彩られた、
　魅力ある人間集団をめざします
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

経営トップの強いコミットメントと企業理念・経営
計画での明確な位置づけ
帝人のダイバーシティへの取り組みのきっかけ
は、1990 年代に CEOをはじめとした経営トップ
が欧米企業での女性の活躍を目の当たりにして、男
性単一の集団では限界がある、女性をはじめとした
多様な人材が活躍できる組織にならなければ、市場
で求められる多様な価値の提供は困難になる、グ
ローバル企業に成長するためには女性の活躍が不可
欠との危機感を持ったことであった。
1999 年に女性活躍委員会を設置したのを皮切り
に、翌年には専任組織を立ち上げ、2000年代になっ
てから女性の活躍を中核に据えたダイバーシティの
推進を加速させた。取り組み開始当初、女性総合職
がほとんどいない状況であったが、CEOの強いリー
ダーシップにより「総合職新卒採用における女性比
率 3割以上」を目標として掲げた。それ以来公約
を達成していたが、2011 年度の新卒採用では、休
職や退職リスクが相対的に低い男性の採用を希望す
る現場の声が強まり、また、内定辞退も重なり、女
性比率が 19％と大きく落ち込んだ。これを知った
CEOは、CSR の数値目標として掲げて取り組んで
きたこの約束を必ず果たすのが企業としての責任だ
と、「女性比率 3割以上」を堅守する強い意思を示し、
翌年度の採用で女性を 4割採用することを厳命し、
その目標を達成した。2013 年度の採用においても
目標を達成、結果的に 13年間の平均で「女性比率
3割以上」の公約を果たし続けている。
また、企業理念の中で「多様な個性に彩られ
た、魅力ある人間集団をめざします」として、ダ
イバーシティ推進を位置づけている。また、2012
～ 2016 年度までの中期経営計画「CHANGE.for.
2016- 改革と実行 -」のなかでも、ダイバーシティ
推進を重要な人事戦略として位置づけている。

消費者起点でのビジネスモデルへの転換をきっかけ
としたダイバーシティのさらなる推進
帝人は 2003 年から 10年間持株会社の形態をと

り、事業カテゴリーごとに分社化されていた。また
事業部制を採用し、素材別の組織となっていた。こ
のため、事業特性に合わせて経営できるメリットが
ある一方で、事業部横断的なビジネスが生み出しに
くい状況にあった。また、高い技術力を持つ同社は、
高機能の素材を起点とした発想に陥りがちで、消費
者が求めている商品が何かという視点でのビジネス
が得意ではなかった。
しかし、グローバル競争で生き残っていくため、
高い技術力を融合させ、市場ニーズに応じた新しい
価値を提供していく必要があった。そこで、さらな
るグループ総合力の発揮を目指して、2013年 4月、
グループ各社を統合した。「One.Teijin」のスロー
ガンを掲げて、個別最適から全体最適へ発想を転換
し、全社横断的なプロジェクト型のビジネスの推進
により、従来の BtoB から、BtoBtoC の視点を武器
に、消費者市場への本格参入など新たな事業展開を
目指すこととなった。
経営戦略の方向転換を実現するためには、従来の
社内意思決定プロセスや組織の論理や、他の事業部
のことには踏み込めないという暗黙の空気などにと
らわれず、消費者視点でビジネスを考えられる人材
の活躍が不可欠となり、ダイバーシティの重要性が
より高まった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

新ビジネスのモデルとなる全社横断プロジェクトの
立ち上げと CEO による女性リーダーの抜擢
組織再編前の 2011 年 5月から、家具・生活用品
製造・小売企業ニトリとのコラボレーションを展開
し、遮熱カーテンやランドセルなどを共同開発し、
新たなビジネスの開拓を進めてきた。ただ、当初は
高機能繊維や樹脂、フィルム、炭素繊維、人工皮革
など、素材を開発製造する各事業部門の営業担当が
それぞれ個別に対応しており、全社的な動きではな
かった。また、「消費者が困っていることをどうい
う素材で解決するのか」という視点からの提案を望
まれていたのに対して、担当者は素材の性能へのこ
だわりが強く、消費者ニーズが何かという視点が不
足していたり、「ほかの素材は専門外だからわから

帝人株式会社
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ない、担当ではない」といった対応になりがちで、
十分な対応ができていなかった。このように関係部
署間で満足のいく連携が取れないことも、市場ニー
ズに対応するスピードが遅いことの要因となってい
た。
こうした状況から脱却して、会社をあげて全社横
断的なプロジェクト型のビジネスに転換するため、
CEOの強い意向により、組織再編に先駆け、ニト
リプロジェクトチームを 2012 年 12 月に立ち上げ
た。プロジェクト立ち上げに際して、CEOの指名
で、ある女性がリーダーに抜擢された。この女性は
2003 年に中途採用で入社し、消費者向け商品のイ
ンターネット販売サイトの運営を約4年間担当して、
その間に売上を 2.8 倍に伸ばした後、帝人の技術を
紹介する展示館「テイジン未来スタジオ」の館長を
務めていた。この展示館では来館者に対して技術と
製品を紹介するため、この女性は同社の幅広い製品
に精通していた。また、今まで素材の営業や技術開
発に携わっていなかったことから、必要以上に組織
の論理にこだわることなく、消費者視点で物事を考
えられる人材であった。最終消費者向け商品が少な
い社内において、消費者向けビジネスの経験があり、
技術と製品の全体の理解、従来の組織の論理にとら
われることなく消費者視点で考えられる人材はこの
女性を置いてほかになく、新ビジネスモデル成功へ
の試金石となるこのプロジェクトのリーダーにふさ
わしいと、社長の目にとまり、チーム長への抜擢が
決まったのである。また、この女性チーム長はニト
リの主要顧客層である 30 ～ 40 代女性でもあり、
より消費者に近い視点での発想を期待された。プロ
ジェクトチーム立ち上げ後は、女性チーム長がプロ
ジェクト専従となり商品の企画提案などマーケティ
ングを統括し、各素材の営業担当者等が事業部との
兼務の体制で加わる体制となった。
女性チーム長が着任して最初に実行したのは、消
費者が求めているものを肌で感じ、ニトリがそれに
どういう体勢で応えようとしているかを知るため、
ニトリの店舗で約 1週間働くことであった。その後
も女性チーム長は、週 2回程度はニトリや競合店の
店舗を視察して、顧客がどのような会話をしながら
買い物をしているか、どういうものを組み合わせて
買っているかなど常に消費者ニーズの把握・分析を

継続している。時には自分の身分を明かした上で、
店員に消費者ニーズを尋ねることもある。先方の担
当者も、これまでの担当者にはなかった消費者目線
での発想ができる女性チーム長の姿勢に理解を示し
ている。
また、プロジェクトにつく各素材の担当者はいず
れも男性で、女性チーム長より社内の職位が上の者
もいたが、誰もがビジネスの転換の必要を感じ、女
性チーム長の役割の必要性を認識していたことか
ら、異を唱えることなく、積極的にプロジェクトに
協力した。

プロジェクトチームのＣＭＯ直轄組織への位置づけ
など活動をサポートする体制の構築
プロジェクトチームは、2013 年 4月の組織再編
に合わせて、マーケティング最高責任者（CMO）
の直轄組織に位置付けられ、社内においても同プロ
ジェクトの重要性を強く認識させるに至っている。
CMOは、女性チーム長だけでは乗り越えることが
困難な社内的な調整を中心にCMO自らが全面的に
バックアップすることが同プロジェクトの成功には
不可欠だと実感し、より実効性のあるチームとなる
ように積極的にサポートしている。
まずひとつが、2013 年 9月の女性社員ブレスト
チームの発足である。プロジェクト発足から一定の
期間がたったことで、女性チーム長本人が発想の限
界を感じるようになり、社内で相談できる仕組みが
ほしいとの要望をCMOにあげたのである。CMO
は、迅速にダイバーシティ推進室長の他、社内のさ
まざまな部署の管理職に掛け合って、ニトリで商品
を購入した経験のある 30 ～ 50 代の既婚・子供が
いる女性社員を選出、モニターとなるメンバーを集
めてブレストチームを作り、その意見を商品開発に
役立てられるような体制作りをした。チーム長も加
えた 8名の女性が定期的に検討会を行い、アイデア
を出す体制となっている。また、モニターを固定せ
ずに 3か月ごとにメンバーを再編し、マンネリを
防ぐ工夫もしている。これにより、新しい発想で消
費者の悩みや要望を収集できるようになり、先方企
業に対して多様な視点からの提案を行う体制が整っ
た。

帝人株式会社
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ダイバーシティ推進による
経営効果

女性チーム長が率いる全社横断的プロジェクトで新
たな消費財向けビジネスモデルを体現
プロジェクトチーム組成により、開発商品のアイ
テム数の大幅な増加と売上の拡大の双方を実現して
いる。
開発アイテムは、ニトリとのコラボレーションを
開始した 2011年 5月からプロジェクト発足までの
1年半は、遮熱カーテン、ランドセル、寝具の 3点
程度に留まっていたのが、2012年 12月のプロジェ
クト発足から約1年で9点の商品開発が同時進行し、
開発スピードが大きく向上した。
また、先行して開発・発売されていた商品につい
ては、ニトリとプロジェクトチームで改良を重ねた。
例えば、低価格を売りにしていたランドセルは、過
去の消費者ニーズ調査結果を見直すとともに、日頃
の店舗視察でつかんだ消費者ニーズをもとに、祖父
母が孫に買い与えることも多いことから、価格が多
少高くても高品質・高機能、デザインに高級感のあ
るものなら売れると判断し、素材にプロスポーツ選
手が履く超軽量シューズ用の人工皮革を改良した新
素材を開発するとともに、デザインを一新、旧製品
の 1.5 倍の価格をつけた。その結果、2013 年のラ
ンドセル「わんぱく組」の素材売上高は 2011 年の
約 1.6 倍となった。
また、遮熱カーテン「エコオアシス」は、「夏場は
室温上昇を防ぎ、冬場は保温効果があり、エアコン
利用頻度を減らせるためCO2 削減につながる」と
いうエコの視点からのプロモーションを展開した。
プロジェクト組成後の 2013 年のカーテン素材売上
高は前年比 1.7 倍となった。埃がでにくい寝具も、
プロジェクト組成前後で比較して売上高が 2.2 倍に
拡大するなど、大きな成果を挙げている。

事業部門の縦割り型から全社横断型へ、事業変革の
モデルケースに
新たな全社横断型ビジネスの創出を目指した第一
弾のモデルプロジェクトである当該プロジェクトの
成功は、素材起点から消費者ニーズ起点のビジネス

へ、事業部門縦割から全社横断型へという事業変
革のモデルケースであり、新たな同社のビジネス、
「One.Teijin」のシンボルとなった。議論の場では「ニ
トリプロジェクトのように」がひとつの合言葉のよ
うになっており、多くの社員がプロジェクト型ビジ
ネスに新しい可能性を見いだしている。
女性チーム長の活躍が「日経ビジネス」、「読売新
聞」、「リクルートワークス」などのメディアに多数
取り上げられたことにより、様々な業界から声がか
かるようになり、小売だけでなく、衛生用品メーカー
などから共同開発の依頼が来ており、次のプロジェ
クト実現に向けた可能性が広がっている。

帝人株式会社

ブレストチーム
ニーズ・悩み

技術
素材と結ぶ

営業
製品化

市場調査
社外でマス調査
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技術者
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●電子材料・化成品事業グ
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●製品事業グループ
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全社横断プロジェクトによる商品開発プロセスのイノベーション

参考情報

ニトリと共同で開発したラ
ン ド セ ル「 わ ん ぱ く 組 メ
チャ！ピカ」（左）、遮熱カー
テン「エコオアシス」（右）

ニトリプロジェクトのメンバーとブレストチーム
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1973 年 資本金 29,200 百万円

本社所在地 兵庫県神戸市東灘区向洋町中 1 丁目 17 番

事業概要 洗剤、シャンプー、紙おむつなどの家庭用消費財・化粧品などの製造販売

売上高 84,167 百万米ドル（2013 年 6 月決算）　※ P&G グローバル全て含む

◎従業員の状況（連結）

総従業員数 3,946 名（うち非正規 626 名）

属性ごとの人数等 【女性】2,493 名（うち非正規 520 名）、女性管理職比率 34％
【外国人】75 名（うち非正規 0 名）

正規従業員の
平均勤続年数 非公表

製造業 大企業

企業名

▶ 20 年以上前にウーマンズネットワークを立上げ、キャリアを考える女性に部署
を超えて先輩女性が相談に乗る体制を築く

▶管理職に占める女性管理職の割合は 34％に上る
▶在宅勤務、フレックスタイムなど豊富な制度を柔軟に運用し、多様な働き方を受

け入れる
▶国内 3 工場のうち、明石工場は外国人女性が、滋賀工場は日本人女性が工場長を

務める
▶アメリカ人男性の素朴な疑問か

ら、家庭用台所洗剤の新しいニー
ズを発見

▶日本人男性のアイデアから、女性
用生理用品のヒット商品を生む

▶フランス人女性の発想で、常識に
とらわれていた髭剃りの宣伝販促
方法を見直す

▶成熟した日用品市場において、
1992 年比で 2012 年は、日本
法人の売上を 1.5 倍まで伸ばす

性別、国籍の多様な組織から次々と革新的製品、
革新的販促手法が生み出される

プロクター・アンド・
ギャンブル・ジャパン株式会社

プロセスイノベーション 職場内の効果

女
　
性

外
国
人

高
齢
者

内部からの
登用、昇進

業績に基づく
報酬

ダイバーシティ
のある組織

企業理念に
基づく言動の
周知徹底

社員の意欲
と向上心を
引き出す
職場環境

全社員が最大限
の能力を発揮でき

る組織

職種別採用

充実した
福利厚生

適応力と
生産性の
高い組織

P&G の人材マネジメント　システム
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

すべての個人を尊重するというプリンシプル
プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン（以下

P＆G）のダイバーシティ経営の背景には、PVP（パー
パス、バリューズ、プリンシプルズ）という企業方針
声明がある。特に8つのプリンシプルズのうち3つは、
ダイバーシティを自然に受け入れる土台となってい
る。それは「私たちは、すべての個人を尊重します」、
「会社と個人の利害は分かち難いものです」、「相互協
力を信条とします」で、性別や年齢、国籍によらず
すべての社員が個人として尊重されることを経営の
中核に据え、「ダイバーシティ＆インクルージョン」
（以下、「ダイバーシティ」という）を経営戦略に欠
かせない重要なものの一つとして取り組んでいる。
同社は、1837 年にアメリカで創業された日用品
メーカーで、現在ではグローバルの拠点は世界 75
か国あり、製品の販売は 180か国で行っている。製
品を使っている人々は 48億名にも上る。日本法人
は 1973 年に大阪で設立された後、神戸に移転し、
40年以上続いている。

社内登用した人材に投資して育てる
同社では、「ダイバーシティ」はビジネスにおける
競争優位性を獲得し、優れたイノベーションを生む
源泉であり、コストではなく、設備投資などと同じ
経営に無くてはならない投資であると捕らえている。
同社は、アメリカ企業には珍しく、社内登用制で
ある。経営幹部や管理職は、新卒で同社に入社し昇
進してきた人が就くため、優秀な人を長期的に内部
で育てる必要がある。性別に関わらず、将来の管理
職に育成するためのトレーニングを入社時から徹底
して行い、業務経験を通じて育成する。そのため、
管理職に占める女性の割合も多く、また結婚や子育
てなどのライフプランも重視することから、子育て
と仕事を両立しながら管理職になる女性も多い。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

ロールモデルと話す場であるウーマンズネットワーク

米国本社に遅れること 10年。日本の P＆Gがダ
イバーシティ経営に本格的に取り組んだのは 21年
前だった。それまでも既に 10数名の女性管理職が
おり、他の日本企業と比べれば女性登用は進んでい
たが、世界の P＆G各社と比べると遅れており、グ
ローバルからのプレッシャーもあった。特に日本で
は女性活用が遅れており、部署を越えて、女性の管
理職と意見交換できる場として、ウーマンズネット
ワークを立ち上げ、1999年に兼任で全社のダイバー
シティ推進を担当するマネジャーを置き、2003 年
から専任とした。
女性にフォーカスした第 1ステップ、宗教や国籍
など広義のダイバーシティにフォーカスした第 2ス
テップを経て、同社は現在、第 3ステップに進んで
いる。国籍や性別が同じでも、生活背景や興味、関
心などの個々の違いを尊重し、理解し、経営に生か
そうとしている。

最大限の成果を引き出すための諸制度
ダイバーシティ経営の推進の一環として、両立支
援のための柔軟な制度がある。基本的な考え方は、
柔軟に働きながら仕事で成果を出せるようにすると
いうこと。社員には、子育てや介護だけでなく、趣
味や自己啓発のニーズもある。性別や年齢に関係な
く、その人が最も高い生産性を出すには、どんな働
き方がいいか。これが、制度設計と利用推進の考え
方の基本である。
具体的な例として、「在宅勤務制度」がある。こ
れは執行役員以下、一般社員まで、シフト制の工場
スタッフや百貨店の美容部員を除き、誰もが理由を
問わず週 1日、在宅勤務を利用できるものだ。最長
で 1年先まであらかじめ曜日を指定しておく必要は
あるが、必要に応じて、曜日の変更が可能で、管理
職も率先して活用している。また、制度ではないが
状況に合わせて上司が了承すれば「1日単位の在宅
勤務」を利用できたり、在宅勤務と時間短縮勤務を
組み合わせて「自宅で時間短縮勤務ができる」など、
社員の多様なニーズに柔軟に対応できる体制を整え
ている。
「育児介護支援制度」は、育児や介護費用を払い
戻してくれる制度である。たとえば、社員が出張す
る際、保育所への送迎を実家の母親に頼む、あるい
はベビーシッターを利用することになるが、母親の

プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社
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自宅までの交通費や、ベビーシッター代などに充て
られる費用として、年間 10万円までサポートする
制度になっている。
「ベビーシッター補助制度」は 2種類あり、併用
も可能。一つは、契約している福利厚生企業のサー
ビスで、月 30時間までのベビーシッター使用料に
ついて時間当たり700円の補助が出る。もう一つは
こども未来財団との提携による「ベビーシッター割
引券」（1枚 1,700 円、1家庭につき 1日 1枚利用
可能）を、利用枚数制限無く希望者に提供するもの
で、これら 2つを組み合わせることで、1日に 2,400
円の割引を受けられるようになっている。男性社員
が利用することも多く、日常的にベビーシッターを
頼んでいるのが特徴だ。

制度の充実よりも柔軟な運用を志向
育休・時短制度や介護休業制度などは、法定の水
準としている。法定より長い休業を認める企業も多
く、同社も検討したが、導入を見送った経緯がある。
休みを与えるより、育児・介護と仕事が両立できる
よう柔軟な働き方を認めることが大切との考えから
だ。時短制度は、給料も下がり、キャリアの中断に
もなるほか、フレックス制度や在宅勤務制度が充実
しているため、あえて時短を選択する必要もなく利
用者は少ない。
こうした諸制度が機能する背景には、外資系企業
ならではの企業文化がある。長時間労働を美徳とせ
ず、終業時刻を厳格に定め、それまでの時間に集中
して成果を出すというワークスタイルだ。
時間管理については、トレーニングが徹底してい
る。もし、残業が多い（月 30時間以上が目安）社
員がいたら、社員名を記したレポートが各部門に一
人ずつ配置されている人事担当者から部門長に報告
される。部門長から報告を受けた直属の上司は、本
人と面談し、仕事の仕方や業務内容の再確認、必要
なトレーニング（タイムマネジメント、優先順位の
付け方、プロジェクトマネジメントなど）の相談を
行い、改善策を話し合うこととなっている。残業が
恒常的になることを防ぐため、3か月残業が続く社
員には、部門長と面談をして、必要なサポートや仕
事内容の見直しなどを行う。
営業職の外勤の社員は、直行直帰型で働いている
為、1日の始業時に上司に一報を入れた後も、こま

めに報告を入れる。オーバーワークを防ぐ仕組みだ。
営業職の場合、顧客の都合で夜遅くなることもある
が、そのような場合、翌日以降の勤務時間で調整する。
柔軟な運用の例として、ワーキングマザーには、
本人が希望する場合には出張先に子どもを連れて行
くことを認め、ベビーシッターに会議の間、隣の部
屋で見てもらい対応することもある。子育て中だか
らといって、休ませたり、必要な出張を免除するの
が必ずしも女性のキャリアプランにとって良いわけ
でなく、あくまでも本人の意向を重視する。育児・
介護中だからと、勝手な固定観念をもたず、本人の
意向に合わせ柔軟に対応することで、育児・介護中
の社員が高いパフォーマンスを上げられるように支
援すべきだと考えている。

男社会の工場でもダイバーシティ推進
洗剤の高崎工場、化粧品の滋賀工場、紙製品の明
石工場と3つの工場がある。比較的、ダイバーシティ
経営が順調に進んでいる事務系部門に対し、大きな
工場を管轄する生産統括本部は、長く男社会だった。
生産統括本部のダイバーシティ推進は、1997 年
にアジアの P＆Gのウーマンズネットワークが発足
したのを受けて、始まった。2年後の 1999 年には
各工場でサブチームを作り、女性社員が何を会社に
サポートしてほしいか、何に困っているかを調べた。
2000～ 2006年に全社的なダイバーシティ推進施
策を生産統括本部にも適用した。女性だけが頑張っ
ても上司のサポートがないと改善されないと分かり、
上司も加わるイベントを実施するようにもなった。
生産統括本部では、20 年に及ぶダイバーシティ
推進活動の末、明石工場と滋賀工場の工場長を女性
が務め、明石はポーランド人、滋賀は日本人で、2
人とも結婚して子どもがいる。生産統括本部の女性
マネジャー比率も上昇してきている。こうした成果
の現れをうけ、2012 年には、それまで女性活躍推
進のみに注力していたウーマンズ・ネットワークを
解散し、新たに「生産性本部ダイバーシティ＆イン
クルージョン・ネットワーク」として、性別や国籍
などの多様性を対象とした活躍推進を目指す取り組
みに一歩前進した。
こうして、過去 20年以上の取り組みの結果、現
在、同社の管理職に占める女性の割合は 34％に上っ
ている。

プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社



102Best Practices Collection 2014

ダイバーシティ推進による
経営効果

ダイバーシティが生み出す革新的な商品や販促手法
ダイバーシティ経営で、いくつか画期的な商品が
生まれた。一つは台所用洗剤「ジョイ」だ。洗剤を
使うのは主婦が多い。誰もが何の疑問もなく、潜在
的に「私の使い方は正しい」と思い込んでいる。だ
からこそ、全く白紙の状態の人からの質問が、思い
がけないヒントをもたらし、改良にとどまらないイ
ノベーションが生まれる。同社では、一般家庭の台
所まで入り込み、潜在ニーズの洗い出しを行ってい
るが、モニターである主婦が台所仕事をしている様
子を見ていて、「なぜ二度洗いするのか？」と疑問
を出したのはアメリカ人男性だった。
主婦の返事は、ヌメヌメを取るためだという。「で
は、一度のすすぎでヌメヌメが取れる洗剤が出たら、
どうか」。このヒラメキから、すすぎに優れた洗剤が
生まれた。多様性を尊重し、異なる意見を受け入れ
る。そのアイデアを基に試作品を作り、市場調査をし、
調査結果によっては実際に製品化まで進めている。
他には、男性用髭剃りの「ジレット」がある。従来、
マーケティング調査に基づき、男性がシェーバーを
本格的に買う時期が長く信じられていたが、新任の
フランス人女性ブランドマネージャーが、この常識
に疑問を呈した。「本当にオシャレに悩むのは、別
な時期なのではないか？」。そこで大規模な市場調
査をしたところ、彼女の言う通り、実際に製品を選
んで購入する時期は異なっていた。そこで、改めて
広告宣伝などのターゲットを切り替え、マーケティ
ング戦略の見直しを行ったところ、ビジネスが伸長
した。

生理用品の「ウィスパー」は、女性向け商品であ
るが、意図的に男性のブランドマネージャーや研究
者を配置している。開発会議の際、日本人の男性研
究者が、「製品の裏にこんな絵柄がついていたらど
うだろう」と試しに子供用のシールを持ってきて説
明した。開発メンバーの女性は当初、パッドに絵柄
が付いているなど見たことがなく受け入れられな
かったが、多様な意見を受け入れる慣習により、そ
の意見を取り入れ、生理用品の裏面にシールを貼り、
一般消費者にテストを行った。その結果、消費者か
ら「かわいい」という良い反応が得られた。調査を
繰り返して絵柄や色などを
決定し、裏面にクローバー
の柄を入れた生理用品が開
発され、他社も追随するほ
どのヒット商品となった。

「インクルージョン」に力をいれ、過去 20 年で売上
を 1.5 倍に引き上げる
ダイバーシティ経営によって、前述の製品開発や
販促手法改革もできた。その結果、日本法人の売上
が、ダイバーシティ経営に尽力する前に比べ、1.5
倍以上になった（1992 年から 2012 年）。日用品
という成熟した商品特性、人口の増加もない日本と
いう市場特性を考えると、この実績はダイバーシ
ティ経営の成果であるといえる。
組織内のダイバーシティ（多様性）により、異な
る背景をもつ多様な人が意見を出し合える環境がで
きるが、さらに、それを尊重しあえるスキルを磨く
ことで、はじめて生み出せる新しい価値がある。そ
のおかげで、新製品の成功率は年々高まっている。
また、ESを含めた社員の意識調査を年1回実施し
ており、「会社のダイバーシティ推進に対して」や「社
員自らがダイバーシティの観点から尊重されている
と感じているか」という項目で、高い満足度が出て
おり、社員のモチベーション向上に寄与している。

プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン株式会社

生産統括本部に誕生した 2 人の女性工場長

2013 年に着任したポーランド人女性（左）、　2013 年に着任し
た日本人女性（右）



103 Best Practices Collection 2014

女
　
性

外
国
人

限
定
な
し

外的評価の向上

企業名
製造業 中小企業

Point

Data

高
齢
者

キ
ャ
リ
ア・ス
キ
ル
等

障
が
い
者

◎企業概要

会社設立年 1983 年 資本金 10 百万円

本社所在地 岡山県倉敷市福田町浦田 1919 番地 7 号

事業概要 産業用防振ゴム製品の製造

売上高 533 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 77 名（うち非正規 5 名）

属性ごとの人数等 【障がい者】53 名（うち非正規 1 名）

正規従業員の
平均勤続年数 男性 12.63 年、女性 10.29 年

▶障がい者が 60％もいる職場で、公的助成に頼らず、事業収入によって 30 年に
わたり経営を継続

▶障がい者が「悩まない作業、疲れない作業」を理想に、改善活動を展開
▶改善活動は 2011 年から 2014 年で生産性の 1.5 倍アップを目指す
▶職員（健常者）が 1 日 800 枚塗っていた塗装を、従業員本人（障がい者）の努

力と工程の改善で 1200 枚へと生産性向上を実現
▶チーム制を敷き協力し合う現場の空気を醸成
▶金型処理工程で大幅に在庫削減し、悩まない作業、迷わない作業現場を実現
▶ IT 化で職員が行っていた伝票集計（8 時間 / 日）の労働が不要となり、その職

員が従業員ケアに回る
▶ダイバーシティの取り組みを外部の講演会での発表や、工場見学の受入れで広く

伝えている

障がい者一人ひとりの特性に応じた
着実な改善活動で生産性向上を実現

株式会社キョウセイ

職場内の効果プロダクトイノベーション プロセスイノベーション
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

健常者も障がい者も「共に生きる」
キョウセイは、もともとは社会福祉法人ひまわり
の会の福祉工場であったが、一部が独立し、1983
年に株式会社としてスタートした。社名の由来は「共
に生きる」である。元の福祉工場は、現在も就労継
続支援A型事業所として同敷地内で操業している。
障がい者 50 名の内訳は、身体障がい者が 1名、
知的障がい者が 49 名（軽度 24 名、重度 25 名）、
精神障がい者が 3名であり、軽度、重度はほぼ同数
採用している。便宜上、健常者を「職員」、障がい
者を「従業員」と呼び分け、職員が従業員の指導や
ケアにあたっているが、職員と従業員は皆が平等で
ある。同じ作業着で仕事をしていて、健常者と障が
い者の見分けはつかない。健常者であれ、障がい者
であれ、仕事は自己実現の有効なきっかけであるこ
とから、同社で働く障がい者一人ひとりに、自己実
現をしてもらうことを願っている。
設立当初は 10 名弱の障がい者と数名の支援ス
タッフがいたが、業務の拡大にともなって、年々、
社員が増え、現在では 53名の従業員、20名の職員
という規模になった。ひまわりの会から来ていた支
援スタッフは、1996 年を最後にゼロになった。在
社年数は従業員が12.06年、職員が12.35年であり、
障がい者の方が長く勤めている。

1000 種にも上るゴム製品を作り分ける生産現場
同社は、ゴム製部品の製造会社である。発注元は、

自動車のマツダの子会社である倉敷化工で、同社か
らの受注が 100％である。倉敷化工は、自動車の
部品のほか、建設機械や産業機械向けのゴム製部品
も作っている。キョウセイは後者の製造を担い、同
社の同製品群の 40％を作るまでになっている。ゴ
ム製品は、材料や形状、サイズの違いなどによって
1,000 種にも上る。
土地、建物、設備などは倉敷化工から貸与されて
いる。経営は社長として１名が倉敷化工より派遣さ
れている。金具処理やゴムの精練工程を備えており、
ゴム製部品の生産に必要な一通りの生産設備を有し
ている。技術的なサポートのため、倉敷化工のスタッ
フが来ることはあるが、社長以外の常駐者はおらず、
現場の管理はすべてキョウセイの職員と従業員が
担っている。
工場は 8時から 17 時までと、17 時から深夜 2
時までの 2交代制、基本的に土日祝日の週休二日制
で、年間休日は 108日になる。障がい者は 50名の
うち 49名が正社員である。報酬は時給制で、役職
が付くと賃金の上乗せがある。役職が付いた従業員
は、パート職員の報酬を超えており、賞与も出して
いる。定年は 60歳で、退職金もあり、継続雇用の
インセンティブとなっている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

チーム制、リーダー制を採用してモチベーションを
アップ
工場の職制は作業者、リーダー、リリーフマン、
係長、課長と昇進していく。原則、従業員はリリー
フマンまでだが、係長や課長への昇進の可能性もあ
る。職員も新人は作業者から始めて、障がいのある
従業員のリーダーやから仕事を教わる。
同社では、障がい者も健常者と社員としてのモチ
ベーションは共通であり、それぞれに個性や得意不
得意があることも同じだと考えている。ただし、障
がいの状況は個別に異なるから、障がい者一人ひと
りの能力に合った作業を割り振っている。
個人に仕事を与えると、ともすると「自分の仕事
はこれだけ」という意識が強くなり、他人の仕事に
関心を向けなくなるため、チームに対して目標を与

株式会社キョウセイ
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赤が従業員（障がい者）数、青が職員（健常者）数。
設立から 1996 年まであった白が支援スタッフの数。
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えている。チームで仕事をする効果は、連携を生む
ことにある。健常者でも障がい者でも、人間は認め
られることで存在意義を感じられ、やりがいを得ら
れる。チーム制を採用してから、以前はたまにあっ
た「おなかが痛い、頭が痛い」といった理由での突
然の欠勤がなくなり、安定就労を実現できた。

障がいの状況に合わせた作業の割り振りと多能工化
への取り組み
従業員の評価は、それぞれ所属の部署の係長、課
長が一次評価をし、工場長が最終的な評価者となる。
評価は 5段階で、各人のスキルに合わせ、分析して
いる。他人との比較でなく、個人ごとに努力目標を
決め、どこまで達成できたかを評価する。能力を判
定しながら、その人の能力を生かせる工程を探し、
そこに就けるようにしている。
ひとつの製品の作業工程を細分化し、各人に相応
しい工程を割り当てる。ひとりで全工程をこなすこ
とは無理でも、工程を細分化すれば、障がい者がで
きる工程は多い。また、治具を作ればできる工程も
ある。まずは単工程に習熟し、できる人には工程を
増やして多能工化している。
作業の様子をビデオ撮影し、従業員が互いに見て、
ムリ・ムダ・ムラの発見をする機会も設けている。
ある作業者のビデオ映像を、チームの仲間が見に集
まってくる。お互いに注意し合いながら、気付いた
ことを述べ合いながら、技術を高め合っている。

計画期間４年で生産性を 1.5 倍に引き上げる改善活
動を推進中
生産現場は、2年前からマツダの J‐ ABC（Jiba

［地場］Achieve.Best.Cost）.という手法を参考にし
て、本格的に改善活動を始めた。目標は従業員が「悩
まない作業、疲れない作業」。改善活動も、チーム
に対して目標を与える。目標達成のための計画作成
のため1泊2日で倉敷化工の協力も得て、合宿を行っ
た。
改善活動は、2011 年度を基準にし、2014 年度
に生産性を 1.5 倍に引上げることを目指して活動し
ている。初年度は第 1工程（塗布）と第 2工程（成
形 1）、2年目は第 3工程（精練）、第 4工程（成形 2）
といったように注力する工程を絞り、集中して改善

している。2013 年度は第 6工程（成形 3）の改善
をしている。
経過は、第 5工程までは順調に目標を達してきた。
2013 年度は、第 6工程（成形 3）に取り組んでい
るところだが、初めて目標未達となった。この工程
は、30年前からある 40トンプレス機を使っており、
生産設備が古いため、成果を出しにくいためである。

合宿でまとめた改善計画。会議室の壁一面に張り出してある。

ダイバーシティ推進による
経営効果

着実な改善活動によりより高い生産性を実現
改善活動では、日々、目標に対する経過を把握し
ていく。生産量などは時間単位で集計している。う
まくいかなかったときも、社員を叱るのでなく、何
か原因があるはずで、それをヒアリングによって究
明しようと努めている。たとえば塗装工程で、いつ
も 1日 1,000 枚を塗る従業員が 800 枚しか塗れな
かったとする。時間ごとの実績を記録しているので、
生産量が減る時間帯が分かった。ヒアリングすると
「いつもは四角い部品だが、三角の部品が流れて来
て難しかった」といういようなことが分かる。この
ヒアリング結果を受け、三角の部品でも手際よく塗
るための塗り方や治具の工夫などをし、改善を行っ
ている。
改善活動の一例を数字で示すと、それまで健常者
の職員が 1日に 800 枚を塗っていた塗装工程で、
知的障がいのある女性従業員が 1,200 枚を塗ること
が可能になった。生産性というのは、障がいの有無、

株式会社キョウセイ
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個人の能力や努力だけで決まるものではなく、改善
活動の重要性が改めて実感された。
1.5 倍を目指す生産性は、1人 1時間当たりの生
産個数と、1人 1時間当たりの売上高（材料費を除
く）を目標に掲げている。2012 年時点で 3,432 円
だった生産性を、2015 年には 5,148 円に引上げる
ことが目標である。同社の工場の設備稼働率は、ま
だ 50％程度であり、40トンプレス工程も含め、改
善の余地が小さくない。現状の低効率の原因は、障
がい者が仕事をしているからでなく、単に改善が不
十分だからであり、達成は十分可能だと見ている。
管理面では 2013年 4月からもっとも在庫の多い

金具処理工程の在庫の削減に取り組み始め、顕著な
成果を出すことができた。在庫が多いと、部品や材
料がどこにあるか分からず、健常者でも探すのに苦
労する。ましてや障がい者には分からない。置き場
所が決まらないと、とりあえず空いたスペースに置
くことが常態化して、次の作業指示を出しても、部

品や材料を探すことから始めなければならない。そ
の結果、時間当たりの生産性が落ち、不良率も上が
る。これを経営者の指示の下、従業員を含めた全員
で、極力在庫を減らし、置き場を決めるなど整理整
頓して分かりやすくした。
IT化による業務効率の改善にも努めている。従来、
生産管理は職員が手書きの伝票で管理しており、各
種の伝票の集計に 1人 1日（8時間）の労力がかかっ
ていたが、工程管理をバーコード読取式にしたこと
で、集計が不要となった。その分、生産管理を行っ
ていた職員は、従業員のケアに当たることができる
ようになった。

外部との交流が双方に win-win の効果を生む
ダイバーシティ推進によって外部との接点が増え
た。地元のイベントに従業員が参加するようになっ
た。講演会では、経営者や工場長が講師となるが、
従業員も同行して、体験談を話してもらう。講演会
で招かれたある特別支援学校からは、新たに就労希
望者が出るなど、広報や人材募集面の効果が現れて
きた。
工場見学も同社のダイバーシティ活動を広く知ら
しめる機会となっている。工場見学の申込みはクチ
コミで増えており、見学者からも「自分たちが気付
かなかった改善点を教えてもらえる」との意見が寄
せられるとのことである。また、特別支援学校や障
がい者訓練施設から、障がい者の就労体験を受入れ
ており、その数も増加傾向にある。

株式会社キョウセイ
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名
製造業 中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1927 年（創業 1620 年） 資本金 40 百万円

本社所在地 広島県福山市曙町 1 丁目 11 番 18 号

事業概要 和洋菓子の製造販売

売上高 520 百万円（2013 年 2 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 78 名（うち非正規 24 名）

属性ごとの人数等 【65 歳以上】22 名（うち非正規 9 名）

正規従業員の
平均勤続年数 全体 8.0 年（男性 8.7 年、女性 7.8 年）

▶家訓の「和魂商才」、「商人の売買するは天の相（たすけ）」を経営の中心に据え
てダイバーシティ経営を推進

▶定年を 60 歳から一気に 70 歳まで引き上げ、意欲と技術のある高齢者の待遇を
下げることなく継続雇用

▶ベテラン和菓子職人の知恵と技で「はっさく大福」を商品化し、夏のヒット商品
となる

▶身体的負荷が多い作業の機械化を進め、省力化できた分、多能工化の推進、ベテ
ランは後輩の指導や新商品のアイデア出しに注力

▶高齢者のアイデア、若手のセンスのコラボレーションで菓子製造も新商品開発を
進める

▶店舗勤務はシフト制で、家庭との両立を望む主婦層に配慮。店長はベテランの女
性パート社員が多く、顧客対応、販売員の指導・管理にあたる

高齢者の技と知識・アイデアを和洋菓子の
新商品開発に活かしヒット商品を連発

職場内の効果プロセスイノベーション

株式会社虎屋本舗
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

祖先の遺してくれた商道徳を学びＣＳＲ経営に目覚める
虎屋本舗は江戸時代前期の 1620 年の創業で、現
経営者は 16代目である。急逝した父の後を継いだ
現社長が、自ら考案したたこ焼きを模したシューク
リームがヒットし、多数のマスコミ取材を受け、業
績も良好だったが、何か物足りなさを感じていた。
「ヒット商品は偶然でも生まれるが、いい会社は偶
然できない。いい会社にするには何が必要か」と悩
み、商道徳の勉強を始めたのだった。
家訓の商道徳に、「商人の売買するは天の相（たす
け）」とあった。すなわち、「商売は社会に役立つもの
でなければならない」という意味である。平和な江戸
時代中期に、商人が商業を発展させたが、精神的な
拠り所がないまま元禄バブルが崩壊し、多くの商店
が倒産の危機に直面した中で、同社の八代目が唱え
たものだった。当時、危機を乗り越えるべく、多く
の老舗企業でも家訓として商道徳ができたという。
自家の家訓の理解を深める一方で、2006年当時、

提唱されていたCSR経営をも知る。以降、自社の商道
徳を企業理念としながら、ダイバーシティを含むCSR
経営のバリューチェーンを志向するようになった。

将来の労働力不足を見据えて高齢者活用に着手
虎屋本舗は、太平洋戦争後は洋菓子製造にも進出
し、現在、福山市内および近郊の 12店舗での販売
を展開している。菓子製造の現場で活躍しているの
は、60 歳を過ぎた熟練の菓子職人であり、店頭に
立つのも 60歳を過ぎたベテラン女性販売員だ。
工場は、木曜と日曜が休みの週休 2日制。勤務
時間は 7時半から 16 時半までで、1時間 30 分の
休憩がある。店舗は、店によって営業時間は異なる
が、勤務時間は 8時半から 19時が多い。店長を含
め、パート社員が多く、シフトで交替勤務している。
シフトは家庭との両立を望むパート社員の希望を考
慮し、勤務表を作成している。女性の年齢は幅広く、
正社員 4名（うち 2名が管理職）は 30 代が 1名、
20代が 3名である。61名のパートは、9割が販売
員で、うち 7割が 50 歳以上である。女性店長 11

名はすべてパート社員が担っている。
同社の経営の根幹にあるCSRの考えで、ベースに
なる概念は「共生」であり、目標としているのは「郷
土愛」である。社会的課題は、環境・食糧、雇用・高
齢化、品質・健康、教育・文化と4ジャンルに分類し
ているが、特に雇用・高齢化に力を注いできた。将来
の労働力不足を見据え、戦略的な人材活用の観点から、
高齢者を活用する方法を考えておくべきとしている。
多様な人材は生産性向上に貢献する戦力であり、
特に高齢者には、高度経済成長期を生き抜いた知恵
や勤勉さがある。一方で、企業発展のためだけに働
いてもらうのでなく、当事者の働きがいも同時に満
たしていくことが大切だと考えている。
こうしたCSR の考えを事業計画にも織り込み、7
年後の創業 400 年を目指し、虎屋本舗ならではの
CSR 経営の実現を目指している。まず、経営者自身
がCSR の考えを 100％理解し、次いで後継者であ
る取締役（17代目に就任予定）、専務、常務などの
役員にも理解してもらったうえで、社員に浸透させ
ていくようにしている。経営者は、工場の昼礼など、
折にふれて、CSR 経営の理念について社員に話す。
2020 年の創業 400 年に CSR 経営を形にしたいと
いう目標に向け、まい進している。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

定年を 60 歳から 70 歳へと一気に 10 年延期
CSRを経営の軸にしてから社員数は順調に増加し

た。高齢の社員は、ほとんどが中途採用だ。福山市は

株式会社虎屋本舗

お菓子を通じて子どもたちに伝えて行きたいものがある

（共学・共働・共創・共益）

原料⇒加工⇒流通⇒販売⇒サービス
マーケティング

虎屋CSR経営の
ビジネスバリューチェーン

郷土愛

共生

和魂商才
（ビジネスコア）

環境・食糧

雇用・高齢化

品質・健康

教育・文化

顧 客

取引先

従業員

社 会
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テ
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ル
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ー

社
会
的
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虎屋本舗の CSR 経営のバリューチェーンの模式図
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城下町で、和菓子店が多い。しかし、後継者がいない
ため、自分の店を畳む和菓子店の主人が「まだ、和菓
子を作りたいので雇ってほしい」と次々にやって来た。
2006年当時は、正社員は 16名、雇用保険に入っ
ている社員が 53名で、ほとんどが男性の 40～ 50
歳代の菓子職人だった。彼らが 60歳という定年を
前に「もっと働きたい」と言うようになった。ダ
イバーシティ経営を進める会社の方針と一致したた
め、2008 年に定年を一気に 70歳まで引き上げた。
製品が菓子で軽いため、さほど体力が必要でなく、
熟練の技こそがモノを言う菓子職人だからこそ、定
年延長が容易だったという。
社員の技術に関しては評価制度があり、年に2回、

常務が評価している。しかし、いったん身に付けた技術
が失われることはないため、評価が下がることはない。
高齢の社員には、一人ひとりの健康に応じて、そ
れぞれの働き方をしてもらっている。例えば脳梗塞
を患った洋菓子部門の元工場長は、1年ほどの療養
後に復帰した。工場長のポストは別の人に譲った
が、まだ正社員であり、定時にこだわらずに早く帰
るなど、自分の健康状態と相談しながら働いている。
2008 年の定年延長前に 60歳になった人でも、契
約社員として週に 3日働いている人がいる。
一般的に定年を過ぎて働き続ける場合、再雇用に
なって待遇は下がるが、同社は継続雇用であり、各
種手当などで給与総額が下がらないようにしている。

機械化を推進し、高齢者の負担軽減と人的労力の削
減に成功
2010 年度、同社は包餡機（生地に餡子と栗やイ
チゴなどの固形物を包む機械）を導入し、立ち作業
による腰痛、肩こり、握力の低下などの身体的疲労
を解消した機械化のおかげで高齢者でもコンスタン
トに仕事ができるようになった。機械の導入にあ
たっては、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構の共同研究企業となり「和洋菓子製造販売業
において高齢者が技術と経験を活かして 70歳を超
えても安心してやりがいを持って働くことが出来る
職場づくりに関する調査研究」を実施し、費用約
1,200万円の半分の助成を受けた。機械化によって、
それまで 5名が必要だった工程が 2名ですむように
なった。省力化によって空いた時間は、ベテラン職
人に後輩の技術指導や新商品のアイデアを出しに取

り組んでもらえるようになった。
同 2010 年度には、定年を 70歳として、希望者
全員本人の希望する年齢まで勤務延長する継続雇用
制度と上記の共同研究における機械化推進の取り組
みが評価され、厚生労働省と独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構の共催の「高年齢者雇用開発コ
ンテスト」で、厚生労働大臣表彰特別賞を受けた。

多様な関心・興味が新しい価値のある商品を生む
菓子作りの理想は、菓子業界という狭い世界にと
どまらず、広い世界に関心を持ち、触発され、発想
力や感性によって新しいものを生み出すことであ
る。経営者自身、15 代目の跡を受けて経営者にな
るまでは、ファッション業界でキャリアを積んでき
た。若手とベテランの協働による商品開発に期待す
るのも、経営者のこのような考えにもとづく。
製造業における「多能工化」とは、一般的には作
業効率を高めることが目的であるが、同社において
は創造性やイノベーションを生むためのものだと考
えている。虎屋本舗の菓子は、量産品ではなく、地
域の人々の暮らしに根付いた文化だととらえている。
菓子づくりの技術はベースとして必要であるが、
自由かつ豊かな発想に基づく文化としての菓子を重
視し、社員が一丸となって新商品開発に取り組んで
いる。新商品は、2か月に 1度、チラシを出すのに
合わせて、和菓子と洋菓子、それぞれ新商品を最低
1品ずつ出すようにしている。年間で物は 4回、小
物は月ごとくらいに新作を出している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

定番の主力商品と多彩な新商品と営業力で売上を伸ばす
この3年の売上は5億円前後で横ばいだが、直近

株式会社虎屋本舗

包餡機の説明をするベテラン職人



110Best Practices Collection 2014

の10年でみると7年間、右肩上がりで売上を伸ばし
てきた。好業績の理由は「本物そっくりスイーツ」シ
リーズがヒットして知名度が上がったこと、主力商品
（売上上位 3品）が堅調なこと、季節ごとに新商品
を開発してイノベーションをしているため等である。
3年の横ばいを経て、2014年（2014年 2月決算）
の業績見込みは好調で、11 月時点で売上は前期比
で 1割の伸びである。期末には 10％弱増を見込ん
でいる。新たに「福山サービスエリア上り店」を出
店したことも好業績の要因である。

高齢者が中心となって開発した多数の新商品から
ヒット商品が生まれる
新商品は 2か月に 1度、チラシを出すたびに、和
菓子と洋菓子でそれぞれ最低 1品ずつ出すようにし
ている。経営者は、すべての新商品がヒットしなく
ても、新商品を出し続ける姿勢こそが企業にとって
大切だと考えている。挑戦する心は、様々な場面へ
と波及していく無形の力だからだ。
同社の新商品開発については、ベテラン菓子職人が
活躍している。一般的に創造性は若者のほうが豊かと
思われがちだが、こと菓子の世界では、経験に裏打ち
された技術をベースとしたアイデアでないと、商品価
値のあるおいしい菓子は生まれない。新商品開発にお
いてベテランの果たす役割は大きく、不可欠である。
2013 年の夏は「はっさく大福」を売り出した。
広島県の名物のはっさくを用いた大福は他社にも
あったが、同社のベテラン和菓子職人が材料や分量
などのレシピを工夫して虎屋本舗オリジナルを開発
した。大福の皮がとても柔らかくておいしいと評判
になりヒット商品となった。若手は高齢者が作り出
した商品が一応の完成を見た後、商品デザインや
パッケージなどでセンスを活かし協働した。

伝統的な工芸菓子の技術と情熱から独自性のある商
品が生まれる
現在、約200種類の菓子があるが、すべてカテゴ

リー別に分け、体系化している。洋菓子、和菓子の2
分類はもちろんであるが、洋酒などを材料に使った大
人向けの「R20」シリーズ、「生どら焼きの虎ちゃん」
シリーズなど虎屋ならではのこだわりのカテゴリーで
ある。新商品がどのカテゴリーに入るかを考え、社員
が上げてくる多数の新商品案を吟味する。経営者が前
職のファッション業界で学んだブランディングやマー
ケティングを意識した開発手法を取り入れている。
商品開発で大切なことは、「どうしてこの商品を
出すのか」という熱い思い入れだと、経営者はいう。
他社で流行っているものを真似すると、当面売れる
かもしれないが、廃れるのも早い。開発商品に気持
ちをどれだけ入れるかが大切である。
たこ焼きそっくりのシュークリームなど「本物そっ
くりスイーツ」シリーズは売れた。しかし、同時に和
菓子屋としてのイメージがおかしくなってしまった。
「本物そっくりスイーツ」は伝統的な工芸菓子の技術
があってこそできる菓子であるが、いい加減でふざけ
た会社だというイメージを持たれることもあった。
同社はそこで終わらずに、上生菓子の技法でお節
料理を模すことに挑戦して、「本物そっくりスイー
ツ」をさらに極めることを目指している。上生菓子
は、もみじ葉など、身の回りの自然を見立てて作る
和菓子で、その技法でイセエビなどのお節料理を菓
子で作っていった。
「工芸菓子は文化だから守らねばならないが、お
金にはならない」といったイメージがあったが、お
節料理シリーズは 12月末（正月用）の限定販売で
8,400 円の商品が 1か月で約 200 個売れる。消費
者に評価され、文化と売上の両方に貢献できる商品
となった。「本物そっくりスイーツ」は、多様な要
素や技術を盛り込んだ商品であり、虎屋の創造性の
象徴となっている。

株式会社虎屋本舗

左：「たこ焼きそっくりのシュークリーム」、右：「創作おせち上生菓子  一段」

売上と利益の推移（実績）

決算期 売上 (千円 ) 利益 ( 千円 )
2004 年 385,000 6,500
2005 年 405,000 7,600
2006 年 442,000 24,500
2007 年 465,000 10,300
2008 年 482,000 12,400
2009 年 506,000 14,300
2010 年 515,000 7,200
2011 年 518,000 8,500
2012 年 523,000 7,600
2013 年 515,000 11,000

（注）各年 2 月
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
製造業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1988 年 資本金 10 百万円

本社所在地 高知県高知市北金田 4 丁目 18 番

事業概要 有機国際認証取得のオーガニック繊維製品の製造

売上高 287 百万円（2013 年７月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 30 名（うち非正規 19 名）

属性ごとの人数等 【女性】30 名（うち非正規 19 名）、女性管理職比率 80％

正規従業員の
平均勤続年数 7 年

中小企業

▶オーガニックに徹底的にこだわることで、消費者の信頼を獲得

▶顧客層に合わせた視点での製品づくりを重視するため社員はすべて女性に

▶正社員・パート社員ともに産休・育休などの制度を利用できるなど制度を充実

▶顧客の視点に共感する女性のこだわりを生かした新商品がヒット商品に

▶こだわりの製品づくりゆえに返品やクレームが少なく、取引先からの信頼も高
まる

▶オーガニック製品への信頼から、大手デパートや有名小売店との取引も広がる

女性社員によるオーガニックにこだわった製品づくりで、
安心・安全を求める消費者ニーズを開拓

株式会社ハート
女
　
性

高
齢
者

プロセスイノベーション
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

子どもを持つ親の視点からオーガニックにこだわっ
た製品づくりに取り組む
最近、食品を中心にオーガニックという言葉が一
般的に使われるようになってきた。しかし、何がオー
ガニックなのかについてははっきりしないまま、
オーガニック＝自然というイメージの言葉だけがひ
とり歩きしている感がある。そんな状況のなか、衣
料品業界で 10年以上前から世界的なオーガニック
認定を獲得し、オーガニックにこだわった物づくり
を続けてきたメーカーとして注目を集め始めている
のがハートである。
1988 年の設立以来、布団、シーツ等の寝具を中
心とする繊維製品の製造を行ってきた。最近は、ア
ンダーウェアやパジャマ等の衣料品にも事業分野を
広げている。
製品づくりでは、子どもを持つ親の視点に立ち、
自分の子どもが安心して利用できる衣料品を作るこ
とを基本としている。一般に、子どもに関わる時間
が多いのは母親であり、子どもが安心して使えるか
どうかに関心を持ち、細かく判断できるのも母親だ
といえることから、その視点を生かしたものづくり
に取り組んでいる。

安全・安心にこだわる製品づくりを続けるなかで社
員全員が女性になった
社員は社長以外、全員が女性社員である。会社設
立当初は男性社員と女性社員が半々ぐらいだった
が、徐々に女性社員が増えて、今では女性だけの職
場になっている。
一般に家族が寝具を購入する際に、男性よりも女
性が主導権を握ることがほとんどである。顧客に化
学物質を全く使用していない有機国際認証を取得し
た本物の安全・安心のオーガニック製品を供給する
ためには、顧客の視点で、顧客と向き合いながら製
品づくりをしていくことが必要であると考えてお
り、そのためには女性の活用が不可欠であった。商
品を購入するユーザーは主婦層が多いため、顧客層
に合わせた視点と発想を生かした商品づくりに取り

組むなかで、自然と社員も女性が多くなっていった。
また、中途採用が多かったことも、女性社員が多く
なるきっかけとなった。

消費者の信頼を得るために国際的なオーガニック認
証を取得
設立当初は薬品などを使っていない安全な製品へ
のこだわりで寝具を作っていたが、綿や生地など素
材など仕入れる材料のなかに、無農薬を謳っている
にもかかわらず、薬品を使った原料を混入するなど
の偽装が多いことを知った。そこで 2002 年から
同社の工場や協力工場とで仕入と生産の履歴を取る
ことにした。この取り組みをもとに、2005 年に国
際的なオーガニック認定機関である ECOCERT（エ
コサート）の認証を取得。現在も年に一度の厳しい
実地検査・審査を受けている。さらに、繊維製品に
ついての国際的なオーガニック機関であるGOTS
（Global.Organic.Textile.Standard）の認定も取
得した。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

正社員もパート社員もともに産前産後休暇、育児休
業、介護休業が取得できる
全社員中 86％が子育て中のスタッフというのも、
主婦の目線での製品づくりを重視している同社なら
ではである。しかし、子育て中のスタッフが多いた
め、子どもの急な発熱等で突発的に休む人も出てく
る。このような場合にも業務に支障が出ないように、
スタッフ同士の情報共有を習慣化している。1日に
最低 3回の定例ミーティングを実施するほか、必要
に応じて緊急ミーティングを行い、終業前の申し送
りも義務化している。担当者しか分からない体制に
はせずに、スタッフ全員が情報を共有することで、
誰が休んでも業務に支障が出なくなり、気兼ねなく
休むことができる。
正社員、パート社員ともに、産前産後休暇、法定
の育児休業及び介護休業が取得できる。取得実績は
いずれも 10例で、100％となっている。ほかに年
1回のバースデイ休暇があり、有給休暇とともに取
得率 100％である。社員が産育休等で長期休業す
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る場合にも作業員の補充は行わないが、特定の部署
に負担がかかるようであれば、一時的な配置転換を
行って、社員全員で補う。これによって産育休後に
スムーズに、産休前の担当部署・役職等に職場復帰
できる。
また、保育園の送迎等で残業ができない社員が大
半のため、残業をせず、定時内に業務を終わらせる
ことを基本としている。これは、時間内に成果を上
げるためのスキルが磨かれるという成果にもつな
がっている。

社内の全部門にパート社員を配置。正社員への転換
も可能
社員30名のうち正社員は10名。正社員は月給制、
パートタイマー・アルバイトは時給制となっている。
パート社員の割合が高いのは中途採用が多いためであ
る。パート社員から正社員になることも可能である。
正社員・パート社員に共通の評価制度を設けてお
り、それに従って給与が上がる仕組みになっている。
パート社員の場合も、必要に応じて配置転換を実施
している。製造部門、経理、企画、販売促進、デリ
バリーと、社内の全部門にパート社員がおり、正社
員と同じ業務を行っている。
さらに、家庭の事情や病気等で退職したスタッフ
でも、再び仕事ができる環境になれば復職すること
も可能である。配偶者の転勤などで数回退社・復職
を繰り返したスタッフもいる。
夏休み・冬休みには子ども連れの出勤を認め、本
社 2階で宿題をして、一緒に帰宅するようにしたり、
環境にやさしい自転車通勤者にはエコロジー通勤費
（1往復 100円）を支給するなど、子育て中のスタッ
フを含めた女性社員が能力を十分に発揮できるよう
に、安心して働ける職場づくりに取り組んでいる。
また、週 1回、繊維製品に使用される薬品の体へ
の影響や、製品の安全性等をはじめ、化学物質の危
険性などについて勉強する機会を設けている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

顧客層に合わせた視点を生かした製品づくりに徹底
的にこだわり、ヒット商品を生み出す

会社設立当初から、取引先は無農薬などにこだわり
のある生活協同組合や、無農薬野菜の共同購入グルー
プなどに限られていた。素材からオーガニックにこ
だわった製品は、一般の製品よりもコストが高くな
る。当然、価格にも反映する。一般商品に比べて約1.5
倍の価格で販売される同社のオーガニック製品の購
入層は、食品にも無農薬にこだわるような意識を持
つ人々になる。会社設立当初から、価格が高くても
オーガニックを選ぶという購入層にターゲットを
絞った販売展開をしてきた。また、新製品はワンロッ
ト製造で、ワンシーズンで売切のスタイルとなって
いる。毎年、新しいアイテムを提供していくことで、
ユーザーの購買意欲を引き出すためである。
製品づくりにおいて、例えば、2013年にヒット（月
間 200 枚販売）した新製品「リラックスショーツ」
は、ストレスフリーの生活へのこだわりをもつ女性
社員のアイデアが形になったものだ。まるでふんど
しのような形態をしている女性用のショーツは、今
までの女性用ショーツの常識を覆すものであり、同
社の類似製品である有機コットンショーツの平均月
間売上枚数 60枚、商品全体の平均月間売上枚数 82
枚と比べても、「リラックスショーツ」の売上枚数
は群を抜いている。
また、製品づくりへのこだわりは品質のよさにつ
ながり、購入者からのクレームや返品がほとんどな
いなど、ユーザーの満足感を獲得。さらに、取引先
である小売店からの信用の高さにもつながっている。
妥協を許さずに改良を重ねることも同社の製品づ
くりの特徴である。新製品を企画する際は、正社員
かパート社員かにこだわらず女性社員全員がアイデ
アを出す。そのなかから選んだアイデアをもとにサ
ンプルを作り、それを女性社員全員でチェックする。
肌触りや洗濯をしたときの耐久性などをはじめ、パ
ジャマなどのウェアでは袖付のラインや重なりの具
合、ボタンやヒモの位置などを細かくチェックして
改善していく。肌に当たるところにタグがあると肌
トラブルの原因になるので、肌に当たらない場所に
タグを付けるなど、自分や家族が使うことを想定し
た視点からさまざまな改善意見が出てくる。数回の
チェックを繰り返し、女性社員全員が納得できる商
品に仕上げてから、ようやく製品化に進むため、企
画から新製品の販売まで約 6か月という期間がか
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かってしまう。なかには、サンプルを作ったが、女
性社員の厳しい要求水準に届かず、製品化されな
かったものも少なくない。

女性社員の体験に則してユーザーの求めているもの
をつかむことができる
営業にも、顧客層に合わせた視点が生かされてい
る。寝具や肌着へのこだわりは、一般に男性よりも
女性のほうが強い。ユーザーは圧倒的に女性なので、
ユーザーの家庭や子育てでの悩みなどを、営業担当
者個人の体験に則して理解し、ユーザーが何を求め
ているかを的確につかむことができるなど、顧客層
に合わせた視点が強みとなる。
さらに、布団の丸洗いサービス等の業務にも、同

社独自の方法が採用されている。一般的な布団クリー
ニングでは数枚の布団を一緒に洗うことが多いが、
同社ではユーザーごとに石けんで洗うことを実施し
ている。これも、同じ女性だからこそ「誰が使って
いるのか分からない布団と自分の布団を一緒に洗う
のはイヤ！」という女性の感覚を理解し、対応でき
たものである。料金は多少高くなっても、「気持ちよ
さ、清潔感」にこだわりを持つユーザーに好評である。
無農薬・無添加へのこだわりは、工場の製造工程
にも反映されている。機械の掃除は妥協を許さず徹
底的に行う、200kg の綿を運ぶにもフォークリフト
を使うとオイルの混じった煙が綿に付いてしまうた
め、女性社員 4名の手で転がして運ぶ。さらには、
顧客の手元に届くまで化学物質をできるだけ避ける
べきだと考え、化粧品やハンドクリームなどは使わ
ず、手洗いも石けんで行うなど、天然素材へのこだ
わりが細部にまで行き届いている。

オーガニックが社会的に注目されるなかで取引先も
拡大し、新規契約率が 80％アップ
最近は、一般のスーパーマーケットなどでも無農
薬やオーガニックの製品を扱うようになり、環境問
題への意識の高まりもあって、オーガニック製品を
求める人が多くなってきた。このような社会状況の
変化に対応した製品を提供することで、同社の取引
先も広がってきた。マーケティング担当の女性社員
が、ギフトショーに出展するなど精力的な活動を行
い、2012 年には三越百貨店のカタログ通販やニト
リとの取引がスタート。さらに 2013 年には同社大
手得意先がローソンと資本提携するなどマーケット
の拡大が見込まれ、2012 年度の新規契約率は前年
度に比較して 80％アップ（件数ベース）となって
いる。

売上高の推移

2008 年 2009年 2010年 2011年 2012年

4,350,000 4,170,000 3,630,000 3,170,000 3,110,000

株式会社ハート
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
製造業 中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 2002 年 資本金 45 百万円

本社所在地 高知県安芸市本町 4 丁目 6 番 25 号

事業概要 酒類製造業（清酒、焼酎、リキュール、果実酒、その他醸造酒等の製造）

売上高 9.5 億円（2013 年 9 月期）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 60 名（うち非正規 19 名）

属性ごとの人数等 【女性】21 名（うち非正規 7 名）、女性管理職比率 21.4％
【外国人】1 名（うち非正規 0 名）

正規従業員の
平均勤続年数 8.7 年（男性 10.7 年、女性 4.6 年）

▶同社は、江戸時代創業の歴史を持ち、高知県を代表する老舗の酒造メーカー。「革
新」の社訓を掲げ、過去にも先駆的な試みに挑戦してきた歴史を持つ

▶ 2000 年代初頭から、優秀な新卒人材として女性に着目し、社宅の整備をはじめ、
女性が充実感を持って働ける環境の整備に注力

▶女性社員が増え、女性向けのお酒の企画開発を始めるが、なかなか軌道に乗らな
いため、女性にすべてを任せることを決断

▶女性による女性のためのお酒づくりプロジェクトが始動し、デザートのようなお
酒商品がヒット商品として全国に知られるように

▶その後も、数々のヒットを生み出し、女性向けのお酒販売が同社を支える新規事
業として着実に成長

▶外国人女性社員を採用し、輸出を想定した外国人向けのお酒の開発も開始。
ANA の機内で提供されるなど、初商品が大ヒット

▶女性の発想を従来の日本酒・焼酎にも取り入れるなど、伝統ある酒造業界に「革
新」を起こしてきた同社の挑戦は続く

女性による女性のためのお酒づくりプロジェクトで
85 以上の新商品が誕生し、新事業分野を創出

菊水酒造株式会社

プロセスイノベーション

外
国
人
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ダイバーシティ経営の背景とねらい

「革新」を掲げる高知の老舗酒造企業の挑戦
菊水酒造は、江戸時代創業の歴史を持ち、高知県
を代表する老舗の酒造メーカーの一つである。「革
新」の社訓を掲げる同社は、1926 年に日本で初め
て冷蔵貯蔵設備を酒蔵に導入し、温暖な高知の地に
おいて上質な清酒製造を実現した。その後、同社が
開発した冷蔵貯蔵設備の技術は全国に広がり、現在
の酒造業界における吟醸酒製造の基礎となってい
る。同社の「革新」の社訓は現在も脈々と受け継が
れており、今や日本酒や焼酎だけでなく、蜂蜜で作っ
たお酒ミードや黒糖酒など、新しい分野も含めた幅
広い商品を生み出している。
このような先駆的な商品開発を得意とする同社が

2000年頃から取り組み始めたのが、女性向けのお酒
という、伝統ある酒造業界においては革新的なジャン
ルの商品開発であった。様々な試行錯誤を経つつも、
女性向けの商品は着実に成長し、約10年が経過した
現在では同社の業績を支える主力分野になるまでに
成長した。常に挑戦を続けるこうした新しい取り組
みを成功に導いたのは、女性社員の活躍と、それを
可能にするための企業の懸命な取り組みであった。
優秀な新卒人材として女性に着目
同社が女性社員に着目し始めたのは、2003 年頃
であった。伝統的に男性職人が活躍してきた酒造り
の世界にはもともと女性が少なかったこともあり、
2003 年当時、同社でも女性社員は数名程度であっ
た。しかし、地域の人材の獲得を目指して新卒採用
を実施すると、男性よりも女性に優秀な人材が目立
ち始めた。男性は進学などで一度県外に出てしまう
と、地元に帰ってくることが少ない。少ない男性の
中から優秀な人材を探すよりも、優秀な女性のなか
から活躍できる能力を持った人材を探したほうがよ
いのではないかという発想のもと、同社では、酒造
業界の伝統的なイメージを超えて、女性の新卒採用
に積極的に取り組み始めた。
女性社員の新卒採用に力を入れ始めたのと同じ頃
から、同社では、これまでにない新しい商品分野の
開拓を目指して、女性向け商品の開発に取り組み始
めた。しかし、男性社員が女性顧客向けに開発した
商品は、苦労の割になかなか軌道に乗らず、試行錯
誤の状態が続いていた。

こうした状況のなか、新卒採用で入社した女性社
員が徐々に増えていき、同社の長い歴史に新たな時
代を開くこととなる。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

女性が充実感を持って働ける環境をつくる
同社に魅力を感じて新卒採用に応募する女性を増
やすとともに、新卒採用で入社した女性社員が生き
生きと快適に働ける企業を目指して、同社がまず取
り組んだのは社宅の整備であった。社宅を持つこと
で自宅からの通勤が難しい遠方の人材の採用も容易
になる。社宅は、女性社員の採用面接でよく質問が
寄せられる女性の関心の高い事項であった。
同社では、女性が住みやすい社宅を造るために、
女性社員の意見を可能な限り取り入れた。バス・ト
イレは別、広いクローゼットや足を伸ばせるバスタ
ブが欲しい。こうした女性の要望を丁寧に取り入れ
て完成した同社の社宅に対しては女性社員の満足度
も高く、定着率の向上にもつながった。また、都会
の洗練されたアパートに住んだことがある女性も納
得できる部屋は、優秀な女性人材の獲得にも貢献し
ている。同社にとっては比較的大きな投資となった
が、この投資は、プライベートにも一定の満足感を
求める女性が、高い充実感を持って働ける環境を実
現するという大きな成果につながっている。
社宅のほか、社内のオフィス環境に関しても、冷
房温度の設定や暖房時の加湿器の導入、妊娠中の女
性社員のためのウォシュレットの導入など、同社で
は可能な限り女性社員の要望を取り入れ、女性に
とって望ましい環境の実現に努めた。
さらに、男性目線で築かれてきたこれまでの社内
ルールや業務ルールについても、女性と積極的なコ
ミュニケーションを取り、子どもを持つ女性の意見
も取り入れた新たなルールを整備した。例えば、子
どもの送り迎えに合わせた勤務時間の変更を可能に
したほか、家庭の状況に応じて幼児を連れた勤務も
認めることとした。また、育児休業中にも連絡を取
るためのノートパソコンの貸出を行うなど、企業と
して可能な限りの取り組みを行い、女性社員が働き
にくさを感じることなく、活き活きと実力を発揮で
きるような環境が整備されていった。
女性にすべてを任せるという決断
新卒採用で同社に入社した女性社員は、男性職人

菊水酒造株式会社
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の世界であった酒蔵を持つ酒造部門から新しい商品
を企画する企画営業部門まで、様々な部門で活躍す
るようになっていった。
そして 2009 年、同社は女性向けのお酒の開発に
ついて大きく方針を転換する。数年前から同社が手
がけていた女性向けのお酒の売上は徐々に拡大して
いたものの、その新しさが理解されず商品を店に置
いてもらえないなど、苦戦が続いていた。ここで、
企画営業部門を統括する男性部長は、一度女性社員
にすべてを任せてみるという大きな決断を下す。そ
れまでは、女性社員を理解し、必要な部分をサポー
トすることで成果をあげてもらいたいと思っていた
が、女性社員の心情や感覚を男性社員が十分に理解
することにやや難しさも感じていた男性部長は、無
理に分かろうとするのではなく、すべて任せてみる
という形に方針を切り替えた。
それまでにも、女性向けのお酒の商品開発において、

女性のセンスや感覚が男性社員に理解されないことが
女性社員の不満になることがあった。特に女性が好む
甘い味や女性が喜ぶ「見た目の可愛らしさ」、そして「自
分へのご褒美としてやや高級な商品を買う」という感
覚は、男性社員には十分に理解できないこともあり、
男女混成チームでは女性社員が実現したいと願う商
品コンセプトが追及できないこともあった。こうし
た状況も踏まえて男性部長は、「製造コストや製造
方法は気にせず本当に女性が買いたいと思える商品
をつくる」という目標を女性だけのチームに課した。
女性による女性のためのお酒づくりプロジェクトが始動
女性向けのお酒の商品企画を任された企画営業部
門の女性リーダーは、女性消費者のニーズを把握す
るため、2009 年 1月から一般消費者向けの座談会
「女性による女性のためのお酒づくりプロジェクト」
を企画した。この座談会は、大学生から 40代のお
酒に興味を持つ女性を対象とするもので、2か月に
1回程度、雑誌などで呼びかけ、1回約20名程度の
参加者を集めて地元・高知も含む全国の主要都市で
実施されている。2012年には香港でも開催された。
これらの座談会で集めたお酒が好きな女性消費者
の意見をヒントに、企画営業部門の女性社員がアイ
ディアを持ち寄り、これまでの酒造業界の常識を超
えたユニークなお酒が次々と生まれた。例えば、肌
によいと言われるコラーゲン入りのリキュール「ゆ
ず美人」、「梅美人」、「桃美人」や、肌の保湿に効果
があるとされるヒアルロン酸配合の「ゼリーのお酒」

などの美容に配慮した商品のほか、ほっと一息つき
たいときに電子レンジで温めて飲むお酒「ほっと
カップ」、アイスクリームにかけるお酒「アイ・アイ・
アイス」など、女性がお酒を飲みたくなる場面にも
配慮されたユニークな商品が生み出されている。

特に 2009 年に販売を開始したヒアルロン酸配合
の「ゼリーのお酒」は、デザートとしてスプーンで
食べるという新感覚が評判を呼び、テレビなどでも
紹介されるほど注目を集めた。この「食べるお酒」
というコンセプトは、座談会の参加者からアイディ
アを得たものであるが、インターネットで販売した
この商品は大ヒットとなり、同社の女性向けのお酒
が広く知られるきっかけとなった。
その他にも、女性が思わず買いたくなる可愛いパッ

ケージにこだわった「フルーツリキュール」や、女性
が好む味を追求した「ヨーグルトのお酒」、「豆乳のお
酒」、牛乳を加えるだけでカクテルになる「COCOPINE」
など、女性が一度は飲んでみたいと思えるようなお
酒が開発されている。中には、縁結びにご利益があ
るとされる高知県の鳴無神社にちなんでハート型
の金箔を含めた“恋愛成就のお酒”「OTONASHI.
LOVE.STORY」などもあり、男性社員にはない発
想による多彩な商品が次々と誕生している。
2009 年以降の女性向けのお酒商品の成功を受け
て、現在、同社の商品開発を担う企画営業部門の 9
名はすべて女性社員で構成されている。「女性に商
品開発を任せる」という戦略は、同社の新たな事業
分野の創出につながっている。
外国人女性による外国人のためのお酒も誕生
女性向けのお酒が軌道に乗り始めた同社では、海
外に輸出する外国人向けのお酒の開発についても検
討を始めた。しかし、女性の場合と同様に、外国人
に好まれる味覚やセンスなどの感覚的なものを日本
人が理解することは難しいため、同社は外国人人材
の獲得に取り組んだ。
2010年、国際交流員として東北地方で働いてい

菊水酒造株式会社
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た米国人女性が同社に入社した。大好きな日本酒を
造りたいという強い希望から、この米国人女性はお
酒を造る企画部門に配属され、企画営業部門の女性
社員と協力しながら、外国人が好む味を追及し、外
国人向けの新しいスパークリング清酒「きららきく
すい」を生み出した。この商品も、全日本航空（ANA）
の機内で提供されるほどのヒット商品となっている。
社内の逆風も乗り越えて
女性向けのお酒商品が軌
道に乗り始めると、注目を
集める女性ばかりの企画営
業部門に対して、他部門の
男女双方の社員から不満の
声もあがるようになった。
商品を企画しているのは企
画営業課だが、開発された
商品を販売しているのは別の部門である。営業を担
う社員から、営業がもっと評価されるべきだという
意見が出されたこともあった。
また、女性社員が主導権を持って商品開発を担う
ことに対して、男性社員が抵抗感を示すこともあっ
た。ときには社内で論議に発展することもあったが、
こうしたあつれきは当事者同士で話し合ったり、場
合によっては上席者も同席し、できるだけ後に不満
が残らないような形での解決を目指してきた。前述
の男性部長が企画営業部門の経営上・戦略上の重要
性について説明し、会社の方針についての社員の理
解を深めてきたことも功を奏している。
こうした苦労を乗り越えて女性社員たちが生み出
した実績は、今や様々な雑誌やテレビ番組で取り上
げられるまでになり、同社の予想を超える勢いで知
名度も高まっている。

ダイバーシティ推進による経営効果

女性向けのお酒販売が同社を支える新規事業として成長
同社が女性向けのお酒の商品開発の方針を大幅に転

換し、女性にすべてを任せる方針を打ち出してから、
すでに見てきたように多数の商品を開発し、5年間で、
女性向けのお酒として85以上の新商品が生み出され
た。ヒット商品も数多く生まれ、女性向けのお酒の売
上は、おおよそ10億円で推移する全社売上の約2割
を占める規模にまで成長した。同社では、女性向けの
お酒に関する約2億円の売上を、5年以内に2倍の
約4億円にまで成長させることを目指している。

同社の伝統的な商品である日本酒・焼酎は、歴史
の長い成熟市場であり、大手企業も参入して価格競
争が過熱している。また、国税庁によると、2010
年度の日本酒消費量は 5年前に比べて 18％も減少
しており、人口減少や日本酒離れによって市場全体
が大幅な縮小傾向にある。同社における日本酒・焼
酎の売上も全盛期から比べると徐々に減っており、
同社では、この売上の低下を別の新規事業で挽回す
ることがきわめて重要な課題となっていた。女性社
員による女性向けのお酒という新たな事業分野の創
出は、同社の未来を拓く重要な成果となっているの
である。
厳しい価格競争にさらされている日本酒・焼酎と
比較し、女性向けのお酒は、高級デザートのような
感覚で購入されているものも多く、価格競争に陥り
難い。参入企業も少ない新規市場で利益率を維持し
つつ、同社の女性向けのお酒の売上は今後も大きく
拡大することが見込まれている。
伝統ある酒造業界に「革新」を
同社における女性の活躍は、女性向けの商品だけ
でなく、同社の伝統的な商品にも変化をもたらして
いる。例えばコラーゲンやヒアルロン酸の配合など、
お酒に何らかの“機能”を持たせるという発想は、
他の商品にも応用できるのではないかと考え、同社
では現在、新たな商品の開発が進められている。女
性社員の発想を男性社員が柔軟に取り入れること
で、女性向け商品に続き、男性社員も参画する新た
なイノベーションが起こりつつある。
女性の活躍は、「革新」を掲げる同社の歴史に新
たな一幕を生み出した。柔軟な発想力という新たな
武器を得て、同社による伝統的な酒造業界の「革新」
は続く。

菊水酒造株式会社
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◎企業概要

会社設立年 1969 年 資本金 21,152 百万円

本社所在地 東京都江東区豊洲 3 丁目 2 番 20 号　豊洲フロント

事業概要 産業システム事業、金融システム事業、グローバルシステム事業、ソリューション事業、
ビジネスサービス事業、IT マネジメント事業、プラットフォームソリューション事業

売上高 278,634 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 7,461 名（うち非正規 163 名）

属性ごとの人数等 【女性】1,261 名（うち非正規 52 名）、女性管理職比率 4.8％

正規従業員の
平均勤続年数 14.7 年（男性 15.6 年、女性 9.5 年）

▶「長時間労働が多い」というイメージは、以前から情報サービス産業が抱える大
きな課題であり、同社では若い人材の定着率の向上も大きな課題になっていた

▶「働きやすい、やりがいのある会社」の実現に向けた取り組みとして、残業時間
の削減や有給休暇の取得推進などの「働き方改革」に着手

▶働き方改革とあわせて、両立支援制度の充実や柔軟な働き方の推進により、男女
ともに仕事と育児が両立できる環境を整備

▶ 2012 年の残業削減プロジェクトは大成功を収め、「働き方改革」は短期間で大
きな成果を創出

▶「働き方改革」や制度の充実化に
より、離職率の低下に成功

▶労働時間の削減と離職率の減少に
より、生産性の向上を実現

▶社員意識が向上し、働きやすさも
社外から高く評価されるように

IT 業界の常識を変える働き方改革により
2 年で 1.5 倍の生産性向上と社員満足度向上を実現

SCSK 株式会社

プロダクトイノベーション 職場内の効果プロセスイノベーション

経 営 理 念

人を大切にします。

確かな技術に基づく、最高のサービスを提供します。

世界と未来を見つめ、成長し続けます。

夢ある未来を、共に創る
私 た ち の 使 命

一人ひとりの個性や価値観を尊重し、互いの力を最大限に活かします

確かな技術とあふれる情熱で、お客様の喜びと感動につながるサービスを提供します。

全てのステークホルダーの皆さまとともに、世界へ、そして未来へ向けて成長し続けます。

私たちの3つの約束

お客様からの信頼を基に、共に新たな価値を創造し、
夢ある未来を拓きます。

SCSK の企業理念
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
合併による新たな企業の誕生
2011 年 10月、住商情報システムとCSKが合併
統合する形で発足したのが現在の SCSK である。現
在の代表取締役会長兼CEO・中井戸信英氏は、住友
商事の代表取締役副社長を経て、2009年 6月に旧・
住商情報システムの代表取締役会長兼社長に、合併
が行われた 2011 年 10 月には新・SCSK の代表取
締役社長に就任した。社員にとって最大限働きやす
い環境をつくることが、社員の生産性を高め、それ
が最終的には企業の利益にもつながる.―――.中井
戸社長（当時）のこのような信念に基づく強力なリー
ダーシップのもとに、「働きやすい、やりがいのあ
る会社」の実現に向けて、取り組みが始まった。
情報サービス産業が抱える大きな課題
企業や社会を支える様々な情報システムを構築する
とともに、その運用を行う情報サービス産業は、長時
間労働が多い業種というイメージを持たれることが多
く、「夜遅くまで帰れない」「休みが取れない」「長く
は働けない」などと言われることもあった。この点は、
近年徐々に改善が進みつつあるものの、同社において
も課題として認識されていた。特に以前は同社でも入
社後30歳までの間の女性社員の離職率が7割に達し
ていた時期もあり、せっかく育てた若手人材が辞め
てしまうことが大きな課題となっていた。取り組み
の背景には、このような業界横断的な課題があった。
働き方改革からダイバーシティの推進へ
同社では、「働きやすい、やりがいのある会社」
の実現に向けた中核的な取り組みとして、まず、残
業時間の削減や有給休暇の取得推進などの「働き方
改革」に取り組むこととした。図の中心にある「ワー
クライフバランス」がこの「働き方改革」である。

.「働き方改革」は、同社におけるダイバーシティ
を推進する上での前提となるものであった。特に女
性社員は家事や育児などの負担により、職場での時
間制約が男性社員よりも厳しいことが多い。その他、
家族の介護が必要な社員なども含めて、時間制約を
持つ社員も対等に活躍できる環境を整えるために、
同社では、まずは全社的に長時間労働を減らし、す
べての社員がより短い時間で効率的に働く環境を実
現することが必要であると考えた。すべての社員が
より短い時間で成果をあげられるようになれば、時
間制約のある社員も対等に活躍することが可能とな
る。全社的な働き方改革によるワークライフバラン
スの実現は、ダイバーシティ推進に取り組む上で必
須の環境整備であった。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

大成功した 2012 年の残業削減プロジェクト
残業削減などの取り組みを現場に任せていると、
現場の業務が優先されてなかなか取り組みは進まな
い。このような事態を避けるために、社長自らが指
示を出し、各組織に目標を課して残業削減に取り組
んだ。同社には部単位の 160組織があるが、2012
年の 4～ 6月に残業が多かった 32 部署に対して、
7～ 9月に残業を半減するという全社的な経営目標
を設定した結果、16部署で半減、7部署で 25%残
業時間が削減された。
この取り組みによって、工夫次第で何とか残業時
間を削減できることが実証された。しかし、成果を
あげる上では、以下のような工夫がきわめて重要で
あったといえる。
2012 年の残業削減プロジェクトが開始された 7
月から、サマータイムが実施され、就業時間は 9時
～ 5時 40 分から 8時 30 分～ 5時 10 分へと変わ
る。従来であれば、5時 10 分になっても現場は忙
しい。しかし、どれほど忙しかったとしても、部長
や管理職が率先して極力 5時 10分に帰るように心
がけた。上司が帰れば部下も帰りやすいからである。
また、社内会議の回数を減らすとともに、1回あた
りの会議時間も短く設定した。
効率的に業務を終わらせ、早く帰るためには、日
単位だけでなく週単位、月単位の段取りが必要にな
る。必要事項の優先順位もつけなくてはならない。
会議においても無駄話を避け、的を絞った効率的な
議論が求められる。こういった段取りの習慣が全社

SCSK 株式会社

働きやすい、やりがいのある会社への環境整備のイメージ
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に徹底された結果、現在でも残業時間は、昨年度よ
りさらに削減傾向にある。このような効率的な業務
遂行は、同社の新たな習慣になりつつある。
また、残業時間の削減に向けた努力が報われる制
度も重要な役割を果たした。社員が「会社が残業代
を節約しようとしている」という印象を持つことは
望ましくない。そのため、同社では、残業時間削減
目標及び有給休暇取得目標の達成度合いによって、
ゴールド、シルバー、ブロンズと分けた報奨制度を
設けている。年度末（3月）集計された合計残業時
間に基づき、削減目標達成率の高い部署の社員に対
しては、6月のボーナスを増額する。すなわち、効
率的に働き、残業時間が減れば、それが報酬として
も評価される仕組みを取り入れたのである。
残業時間を月 20 時間、有給消化を 20 日にする「ス
マートワーク・チャレンジ 20」
2013 年度からは、全社の仕事の効率化と残業削
減をさらに推し進めるために「スマートワーク・チャ
レンジ 20（通称：スマチャレ 20）」を実施してい
る。「20」の意味は、残業を20%（1日平均20分）
削減して平均月間残業時間を20時間にすることと、
年次有給休暇を20日（100%）消化することである。
3月に実施した「スマチャレ 20.アイディアコンテ
スト」には 81名から 126アイディアが寄せられ、
優秀賞 2名、入賞 12名が選ばれた。トップダウン
型で短期間に大きな成果を上げた同社の取り組みは、
現在はボトムアップ型でも広がりを見せている。
男女ともに働きやすい環境の整備
「働き方改革」とあわせて、育児等の時間的制約を
持つ社員にとっても働きやすい仕組みの整備も、より
一層力を入れて進められた。例えば、育児休業につい
ては法定を上回る期間の休業が可能であり、かつ分割
取得も可能にしたほか、短時間勤務制度については短
縮時間を1時間単位から5分単位に変更し、さらに、
在宅勤務制度は全社員が利用できるように拡充するこ
とで、その利用柔軟性を高めた。また、制度を利用し
やすい雰囲気を醸成するために、冊子の配布やポータ
ルサイトの開設、育児支援制度の説明会や子育て座談
会等のイベントの開催など、社員を巻き込みながらの
制度の周知に努めた。これらの取り組みによって、男
性社員も含めた制度の利用実績は増加し、仕事と育児
の両立が図れる職場環境の実現につながった。

「働き方改革」の一環としての女性活躍促進
男女ともに働きやすい環境が整備され、「働き方

改革」が進展するとともに、同社では、特に時間的
な制約が多い女性の活躍推進に力を入れるために、
女性社員の積極的な管理職登用を始めた。この背景
には、今後、労働人口が漸減する我が国において、
企業が競争力を維持していくためには、優秀な人材、
中でも特に優秀な女性の確保と活躍が重要な経営課
題であるという同社の長期的な問題意識もあった。
まずは、2012 年 4 月時点で、全体のポスト数
660に対して 13名であった課長以上の女性のライ
ン管理職を 2018 年度に 100 名にするという、一
見困難にも見える大きな目標を設定した。この目標
の達成に向けて、現在、同社では、様々な制度の充
実化を図っているほか、適性のある人材に対する育
成プログラムの実施と女性管理職の積極的な登用
も進めている。2013 年度の女性のライン管理職数
の目標は 30 名であったが、現在 32 名が登用され
ており、2013 年の目標はすでに達成されている。
2013年 4月には、初の女性理事も誕生した。

ダイバーシティ推進による経営効果
短期間で大きな成果をあげた「働き方改革」
情報サービス産業は、業態の特性により、労働時間

が長いというイメージを持たれがちである。しかし、「働
きやすい、やりがいのある会社」の実現に向けた同社
の取り組みは、驚くほど短い期間で、そうした業界イ
メージを一変させるほどの注目すべき成果をあげた。
次表は、1年を通じた平均時間外勤務時間（月別
残業時間の平均）と有給休暇取得日数を示している。
2008 年度の月別残業時間は 35時間を超えていた。
しかし、合併が行われ、取り組みが成果を結び始め
た 2011 年以降に大きな改善がみられ、年を経るご
とに着実に残業時間が減少していることがわかる。
現在の残業時間（2013 年度見込み）は、月 22.42
時間程度である。2008 年度の 35.19 時間から約 4
割程度の削減が達成されている。有給休暇の取得日
数も徐々に増えており、2013 年度は 19.0 日の見
込みとなっている。有給休暇 20日間の完全消化と
いう目標に対して、あと少しというところまで近づ
いている。

SCSK 株式会社

 

2008年度
実績

（省略）
2011年度

実績
2012年度

実績
2013年度

見込み

 平均時間外/年 35:19 27:46 26:10 22:42

 有休取得日数 14.1 14.1 16.4 19.0
→

平均時間外勤務時間と有給休暇取得日数の推移
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労働時間の削減と離職率の減少により、生産性の向
上を実現
同社では、「働き方改革」を中核に据えたダイバー
シティ推進を進め、実際に労働時間の削減や離職率
の減少を実現した。また、こうした取り組みによる
経営上の成果として、売上高、営業利益とも、合併
後の 2011 年度以降、順調に拡大している。一方、
労働生産性を示す指標として、社員 1人あたりの営
業利益に着目すると、2011 年度比で 2013 年度は
約 1.5 倍（見込み）になっていることがわかる。
また、労働時間の削減とともに特に女性社員の離
職率も減少している。具体的には、2006年当時、学
卒入社社員の30歳までの累積退職者が70%であっ
たものが、2013年では32%までに改善している。

活性化する職場。社外から高く評価される企業ブランド
「働きやすく、やりがいのある会社」の実現を目標
とする同社の取り組みは、就労意欲に関する社員意識
の向上という成果もあげている。2013年度の社員意
識調査では、2012 年度と比べて「多様な働き方が
できる」が+7.1％、「誇りを持って働ける会社であ
る」が+10.0％、「今後も働き続けたい」が+6.1％
など、いずれも肯定的な評価が増える結果となった。
また、日本経済新聞が発表する「働きやすい会社
ランキング」は、就職活動を行う学生に大きな影
響を与える知名度の高い調査であるが、この調査
において、同社は 2011 年度 98 位だったものの、
2012 年度は 23 位に大躍進し、2014 年卒者の新
卒採用エントリー数昨年比 8.8%増となった。
さらに、日本経済新聞は 2013年 11月 4日に「人
を活かす会社」調査ランキングを発表し、同社は総
合 2位となった。日経新聞は“「育児・介護」と「職
場環境・コミュニケーション」の 2分野で高評価を
獲得”と伝えている。これらのランキングでの上位
登場は、企業認知度のほか、企業イメージや企業ブ
ランドの向上にもプラスに働いている。
顧客と一体となった意識改革を目指して
同社の「働き方改革」は、同社内では大きな成果
をあげている。情報サービス業界が長年取り組んで
きた労働時間の削減という課題に対して、同社の取
り組みは一つの回答を示したともいえる。情報サー
ビス業界も注目すべき同社の取り組みは、今後もさ
らに大きなスケールで進展することが期待される。
しかし、今後の取り組みの推進にあたって同社が
課題として感じているのは「顧客も含めた意識改革」
である。同社内の取り組みであれば、残業削減をさ
らに推し進めることも可能であるが、今なお顧客側
の事情で夜間の会議が必要なこともあれば、長時間
の常駐を求められることもある。女性管理職に抵抗
を感じる顧客企業も皆無ではない。
このように、同社の取り組みを進めるにあたって
は、顧客企業からも一定の理解が必要であるが、同
社の働き方改革に対して、顧客企業の社員から賛同
の声が聞かれるケースも増えているという。B.to.B
ビジネスが主体である情報サービス業にとって、顧
客企業の声は非常に重要である。自社だけでなく、
情報サービス業全体、そしてひいては、多様な業種
の顧客企業に対しても、広くこの「働き方改革」を
浸透させていくことが今後の課題であるといえる。

SCSK 株式会社

売上高推移

営業利益推移

女性新卒採用者 30 歳までの累積退職者数の変化（人）

合併（2011 年 10 月 1 日）以前の旧 CSK の数値は含まない

合併（2011 年 10 月 1 日）以前の旧 CSK の数値は含まない

※グラフ上の数値は合併前の旧・住商情報システムのもの
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1983 年 資本金 10 百万円

本社所在地 東京都中央区京橋 2 丁目 8 番 20 号　京橋ビル

事業概要 インターネットサイトの製作・構築・コンサルティング　業務システムのコンサルティング　ソフトウェア開発

売上高 215 百万円（2013 年 6 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 22 名（うち非正規 2 名）

属性ごとの人数等 【女性】7 名（うち非正規 1 名）
【外国人】2 名（うち非正規 1 名）

正規従業員の
平均勤続年数 7.5 年（男性 7.9 年、女性 6.5 年）

▶社員のモチベーション向上のための働きやすい職場環境づくりと、企業理念「世
界企業を目指す」ために外国人学生のインターンシップ受け入れ及び採用を実施

▶働きやすい職場づくりの一環としてサテライトオフィス開設、それに伴い徹底し
たペーパーレス化、IT 化を実現

▶入社直後の外国人社員を新ソフト開発のプロジェクトリーダーに登用し、従来の
約半分の期間で新ソフト開発・商品化を実現

働きやすい職場づくりと外国人採用の取り組みにより、
新ソフト開発を実現

情報通信業 中小企業

職場内の効果プロセスイノベーション

外
国
人

株式会社ダンクソフト
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

ＩＴ業界で生き残るための社員のモチベーション向上
「時間は人生のために」という言葉がダンクソフト
のミッションである。社長自らもワールドカップ観戦
旅行や週末のテニスなどの余暇の過ごし方を紹介する
ことで、社員に余暇の大切さを伝えてきた。このよう
に、同社は仕事（WORK）とライフ（LIFE）のブレン
ドあるいはインテグレートを企業理念として掲げ、多
様な働き方を実現するための取り組みを進めている。
創業は 1983 年、IT 企業としては古株といえる。
しかし変化の激しい IT 業界で生き残るためには、社
員が高いモチベーションを持ち、主体的に業務に取
り組むことが必要となる。そこで創業から 20年に
あたる 2003 年頃から、女性社員を中心に、深夜
残業・徹夜等の長時間残業が当たり前の社内風土を
改め、また創業以来修正されてこなかった就業規則
を改定するなどの取り組みを行い、社員が高いモチ
ベーションを保ちながら継続的に業務に取り組める
よう、働きやすい環境づくりを進めてきた。

海外学生の採用とインターンシップをスタート
2010 年からは海外からの人材採用に乗り出した。
これまでは国内を対象としてきたが、同社は創業当
時から「世界企業を目指す」ことを企業理念として
うたってきたこともあり、グローバル化が進むなか
で勝ち残っていくために世界をマーケットにする方
針を固めた。
そこで、外国人の有する語学力や知識を活用する
とともに、日本人社員にも世界的な視点を身につけ
て、よりモチベーションを向上させてほしいと考え
てきた。そのため外国人学生のインターンシップ受
け入れと外国人の採用が計画された。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

場所に捉われない働き方の模索
場所に捉われない取り組みのきっかけは、2005
年、1人の社員が疾病を理由に長期休暇を余儀なく

されたことにある。それをきっかけに、復職への支
援策として在宅勤務を可能にする仕組みを構築し、
社員宅での在宅勤務を実現した。
その後、在宅勤務に合わせて、子育て支援なども
含めた形への就業規則の見直しや業務のペーパーレ
ス化を推進した。業務のペーパーレス化は、2007
年に、個人情報保護体制を確立する際に申請書類が
溢れかえったことをきっかけに開始し、2010 年秋
に、在宅勤務制度を推進するための必要条件として
推進したもので、資料・書類を極力電子媒体にて作
成・閲覧・保管した結果、従来は 80坪であったオフィ
スを 30坪にすることができた。
このように職場以外の場所でも高度な作業を効率
よく進めることができる仕組みを構築してきた結
果、暴風雨の日には社員が自己判断で順次帰宅し、
帰宅後に在宅勤務で業務を続けることで、通常と変
わりなく業務をこなすことができたという実例もあ
り、災害時にも対応できるシステムとなっている。

サテライトオフィスをオープン
場所に捉われない働き方の一環として、2008 年
から伊豆高原にサテライト拠点を設け、社員 2名
がアウトドアスポーツを教えるNPOを運営しなが
ら、デザイン、サポート業務を行うようになった。
本社とサテライト拠点にいる社員をつなげるために
WEBカメラを活用。常時接続しておくことで、業
務上の相談や仕事の合間の軽い会話など、同じオ
フィスにいるのと同様の一体感を保ちながら業務を
行うことがでるようになった。
その中で、2011 年に東日本大震災が発生。自然
災害を目の当たりにして、特定の場所のみで働くこ
との企業経営にもたらすリスクを改めて認識させら
れたことで、対応策として西日本でのサテライトオ
フィスの立ち上げを決めた。
全国各地を探索した結果、徳島県神山町に開設す
ることに決めた。徳島県神山町は過疎化が進んだ地
域だが、一方で 1Gbps（無線 LAN で 300Mbps）
という高速の回線速度を全県で実現して企業誘致を
しているなど、IT 企業が必要とするインフラが充実
した地域でもあった。
そこで同社の社員たちは現地に泊まり込み、サテラ
イトオフィスの設置を進めた。現在は、神山町で縁が

株式会社ダンクソフト
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できた徳島市内の優秀な人材を確保するという理由か
ら、また複数拠点でも業務が実施できることの実証実
験の意味も込めて、徳島市内にもサテライトオフィス
を構え、神山町に1名、徳島市に2名が常駐している。

勤務時間・勤務先企業が柔軟な働き方
2012 年からはフレックス制度（コアタイム 10
時～ 15時）を導入し、場所のみならず時間にもと
らわれない働き方が可能になった。子育てなどを理
由に本社やサテライトオフィスでフルタイム勤務が
できない場合には、労働時間を自由に設定すること
ができるようにするためである。
また、同社では副業も認めているため、同業他社
の社員と同社で曜日を分けて勤務している社員もい
る。これもひとつの柔軟な働き方といえるだろう。

外国人受け入れの取り組み
2010 年から、採用に向けた外国人のインターン
シップ受け入れの取り組みも進めた
まず手がけたのが外国人学生のインターンシップ
受け入れであった。都内の大学が実施している、海
外の学生に向けてインターンシップ情報を提供する
サイトを利用して情報を発信したところ、2011 年
にトルコ人大学院生 1名、2012 年にトルコ人大学
生 2名の外国人学生計 3名から申込みがあり、それ
ぞれ受け入れに至った。インターンシップで同社の
仕事を経験したトルコ人大学院生は、北欧の世界的
な通信機器メーカーからも採用内定を受けたが、柔
軟で働きやすい環境がベースにあり、社員同士のフ
レンドリーな関係に魅力を感じてダンクソフトへの
入社を決めた。トルコ人大学生は日本の大学院に入
学した後、同社でアルバイト社員として働いている。

継続して外国人を採用するためには、採用情報を
掲載する英語版の採用サイトが必要となる。そこで
英語版採用サイトについてはインターンシップを経
て入社した外国人社員が中心となり作成した。

日本企業への適応・定着に向けた取り組み
外国人を採用するだけでなく定着させるために、
外国人の個性が日本の企業文化に合うかどうかも採
用の際の基準のひとつとして同社では考えている。
今回採用した外国人は、日本が好きで、また東日本
大震災の被災地に対して何かしたい、との思いの強
い人材であったこともあり、日本企業になじもうと
する姿勢が強かったため、採用に至った。
また外国人が定着するためには、日本人社員との
人間関係をいかに構築するかも大切になる。
当時インターンシップで同社を訪れていたトルコ人
学生2名は、徳島県神山町のサテライトオフィス立上
げに参加。また社員とともに東日本大震災の被災地
を訪問するなど、日本人社員と寝食を共にすること
により、密接な人間関係を構築することができた。
このトルコ人のうち1名の大学院生は2013年に同

社に入社し、新たに開発したソフトの開発責任者として、
日本人社員と2人で開発チームを立ち上げプロジェク
トリーダーを務めるなど、入社当初から活躍している。
外国人社員からは、「家族のように接してもらって
いる。何かあると声をかけられるなど、ちゃんと見
てくれているという安心感がある」、「フレンドリー
で、みんな協力してくれる」といったコメントが得
られている。

環境づくりが重要
上記のようなユニークな取り組みを行う理由につ
いて、社長は以下のように語っている。

株式会社ダンクソフト

本社とサテライトオフィスは WEB カメラで常時つながっている

徳島県神山町のサテライトオフィス立上げ
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「規模の小さな会社であるため、条件が整ってか
ら行動に移すという姿勢では何もできない。そこで
後述の“いいだしっぺ制度”といった社員が自由に
アイデアを出せる社内環境を整え、『まずはやって
みる』ことを大切にしている。初めてのことなら失
敗するのが当然。失敗の原因をきちんと分析して、
次のステップに進むことが大切である。」
後述の新製品開発のアイデアは、社員たちが東日
本大震災のボランティアとして東北を訪れた体験の
中で、バラバラになってしまった地域の人たちをつ
なぐ何かが作れないか、体があまり自由にならない
お年寄りが生活するのに便利なものが作れないか、
という社員の思いから生まれた。このような社員の
思いとアイデアを育てることが、会社の成長にもつ
ながると社長は考えている。
なお、社員の勤務管理やスケジュール管理、顧客
管理、案件の進捗管理等、業務はすべてWeb上で
行っている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

入社直後の外国人社員をプロジェクトリーダーに登
用し、新商品を開発
2013 年に入社したトルコ人社員は、入社直後か
ら自身が提案した新ソフトの開発責任者となった。
同社には、良い提案をした社員が担当者になり、周
りはそれをフォローする、“言い出しっぺ制度”と
いうルールがある。このルールは、会社での経験や
実績よりも、当該プロジェクトに対して意欲を持っ
ている人材を登用するためのものである。
このトルコ人社員が担当者になった新商品は、機
械が人の動きを認識して作動する仕組みで、例えば
テレビのリモコンをうまく操作できない高齢者でも
手を振るだけで音量を上げ下げできたり、多人数の
テレビ会議で発言者にズームするなど、日常生活の
なかで様々な利用法が考えられる。同社では従来開
発した経験のないソフトであったが、新たな分野へ
の一歩として開発を決定、入社直後の外国人社員を
開発チームのプロジェクトリーダーに登用したの
だった。当該外国人社員は IT スキルが高く、通常の
ほぼ半分の開発期間でソフト開発を実現し、通常の
製品と比べ 40％程度開発原価も抑えることができ
た。新ソフトは 2014年の 3月末発売予定である。

社員のモチベーション向上による新たな成果の誕生
社員のモチベーション向上を図る経営方針と意欲
を重視した人材登用は、人材の獲得にもつながった。
同社では、2005 年より女性社員を中心として大
卒者を対象とした採用を開始した。その活躍により
初年度に女性 2名を採用することができたが、同社
に紙媒体による会社案内がないことが、採用担当の
女性社員には他社との差として映った。
そこで採用担当の女性社員 2名からの提案に基づ
き、彼女らを中心に 25年ぶりに紙媒体の会社案内
を作成。それを活用することで同社をアピールし、
翌年も継続して女性 2名を採用することができた。

外部評価の向上
同社の働きやすい環境づくりの取り組みは、
2010 年の東京都産業労働局「東京ワークライフバ
ランス認定企業」選定、東京都中央区 ｢中央区ワー
ク ･ライフ ･バランス推進企業認定」制度の第 1回
認定企業選定等、外部から高い評価を受けるに至っ
た。そしてこれらの高評価の獲得は人材獲得に向け
てプラスに働いており、好循環が生まれている。

経費節減
経営面では、社内文書や管理業務のデジタル化を
徹底することでアウトソーシングが可能になり、経
理・総務担当の人材を必要とせず、本業のみに専念
できる組織体制が確立された。その結果、間接部門
の人件費が、同規模の同業他社に比較して 500 ～
1,000 万円ほど削減することができた。
また、地方や海外の人材を効果的に採用すること
で、本社のある東京で採用にかかる経費を 90％削
減することができた。

株式会社ダンクソフト

2014 年 3 月発売予定の新ソフト「DUNKSOFT®　-　TPS」
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プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1963 年 資本金 3,002 万円

本社所在地 東京都千代田区丸の内 1 丁目 9 番 2 号　グラントウキョウサウスタワー

事業概要 情報通信業

売上高 1,049,200 百万円

◎従業員の状況（連結※）

総従業員数 25,518 名（うち非正規 20,976 名）

属性ごとの人数等 【女性】6,948 名（うち非正規 4,126 名）、女性管理職比率 17.5％

正規従業員の
平均勤続年数 非公開

※リクルートホールディングス及び中核事業会社 7社と機能会社 3社

▶早期から男女を問わない活躍の舞台が用意されていたが、長時間労働を前提とし
た働き方により、結婚・出産後も同じように働けると考える女性はそれほど多く
はなかった

▶人材活躍に関して社会の常識を塗り替えてきた同社の誇りをかけて、新たなダイ
バーシティ推進施策が開始される

▶ 2006 年、ダイバーシティ推進組織が設置され、女性社員の仕事と子育ての「両
立支援」のほか、経営の意思決定層に女性を登用するための「活躍支援」が実施
される

▶ 2012 年、女性執行役員比率の数値目標を社外にも宣言
▶ 6 年間の取り組みの結果ワーキングマザー比率が 3 倍に上昇
▶新たなライフステージに立った女性編集長が「ゼクシィ」変革を実現
▶ワーキングマザーのための自己申告異動制度（チャレンジポスト）を通じて女性

研究員が「雪マジ !19」の大ブームを創出

視野を広げたワーキングマザーが
「ゼクシィ」や「雪マジ !19」の大ヒット企画を実現

情報通信業 大企業

株式会社リクルートホールディングス
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
新たな常識を生み出す情報提供ビジネスのパイオニア
旧㈱リクルートは、1960年の創業（設立は1963
年）以来、大卒者の採用に関する情報誌の出版を始め、
転職、進学、結婚などのライフイベントに関わる情
報誌を創刊し、人や生活にかかわる情報提供ビジネ
スを開拓してきたパイオニア企業である。同社が発
行する情報誌からは、「とらばーゆ」、「フリーター」、
「就職氷河期」などの数々の流行語も誕生し、社会
のトレンドや新たな常識を生み出す企業として知ら
れている。常に新たな事業を生み出す先進的な社風
に加えて、優れた人材を数多く輩出する企業として
も知られ、同社の出身者は各方面で活躍している。
現在は、出版事業のほか、WEBを活用した情報
提供事業、人材派遣事業、教育事業など多方面の事
業を展開。2012年10月に経営体制が一新され、「リ
クルートホールディングス」と、7事業会社と 3機
能会社のグループ体制への変更が行われた。
男女を問わない活躍の機会、同じように求められる成果
先進的な社風を持つ同社では、創業時から数多
くの女性が活躍し、実績を残してきた。例えば、
1969 年に入社した河野栄子氏は、創業者の後を継
いで 1997 年から 2004 年まで社長を務め、1 兆
8,000 億円の借金を返済するため大鉈を振るった。
また、1977年入社の松永真理氏は、「就職ジャーナ
ル」や「とらばーゆ」の編集長を経て、1997 年に
NTT移動通信網（現・NTTドコモ）に移り、i モー
ドの企画開発を成功させた。
こうした諸先輩の活躍事例も広く知られている同
社には、高い志と意欲を持って入社する女性社員も
多く、採用者の約半数は女性であった。一方で、仕
事に没頭するあまり、プライベートとのバランスを
取れず、多くの女性が結婚・出産を機に退職してい
たことも事実であった。
女性活躍の面でも先進的な企業であり続ける
同社は、創業時より女性も活躍してきた歴史を持
ち、女性活躍の面でも先進的な企業であったといえ
る。しかし、時代は変わり、最近は多くの企業が女
性に活躍の機会を与えるようになってきた。また、
女性が結婚・出産を経た後も、企業を辞めずに長い
間活躍できるように、ライフイベントに配慮した制
度を設ける企業も増え、こうした企業が人気を集め
る傾向も表れ始めている。

また、同社の事業範囲がますます広がっているこ
とも、多様な人材が必要な背景となっていた。同社
の事業の多くは、人々のライフイベントと直結して
いる。進学や就職など主に若い層を対象とするイベ
ントもあるが、転職や住宅・自動車の購入、旅行など、
幅広い年齢層が対象となるものもある。こうした多
様なライフイベントを扱う同社の事業の担い手とし
て、若い人材だけでなく幅広い人材が必要であった。
男女を問わず、同社で経験を積んで次の目標に向か
う若い退職者（“卒業”）が多いことをむしろ誇りと
してきた同社であったが、事業の多様化と専門化が
進む中で、より多様な人材に、より多様な形で能力
を発揮してもらうことも重要になりつつあった。
女性も含めた人材の活躍の面でも社会の常識を塗
り替えてきた同社の誇りをかけ、新たなダイバーシ
ティ推進施策が本格的に実施され始めた。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

ダイバーシティ推進組織の設置と「両立支援」
2006 年 4月、人事部内に「ダイバーシティ推進
グループ」が設置され、同社内でも本格的な女性社
員の活躍推進のための取り組みが開始された。まず
は、仕事と生活との「両立支援」が目標として掲げ
られ、結婚・出産後の女性社員も働ける環境や制度
の整備が進められた。
2007年には、本社内に事業所内保育園.And’s（ア

ンズ）が設置された。また、育児支援のニーズに柔軟
に対応するため、ベビーシッターとも法人契約が締結
された。その他、在宅勤務制度の拡充も行われ、育児
中の女性社員にとって働きやすい環境の整備が急速に
進められた。2008年には、ワーキングマザー向けに
「チャレンジポスト制度」が導入された。この制度は、
子育てや介護により、働く時間に制約がある社員の
ために、事業部門やグループ各社が時短勤務や在宅
勤務も可能なポストについて、年に 2回、グループ
横断的に異動希望者を募集する社内公募制度である。
希望者は、現在所属している部門の上司に報告しな
くても、募集中のポストを自由に選んで応募できる。
この制度によって、子どもを持ちながら働く女性も、
徐々に社内で珍しい存在ではなくなっていった。

「両立支援」に続く「活躍支援」
2010 年からは、上述の「両立支援」に加えて、
経営の意思決定層に女性を任用するための「活躍支
援」にも重点が置かれるようになった。

株式会社リクルートホールディングス
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このような「活躍支援」の一環として、30～ 40
代の経営幹部候補の女性社員に対する「女性リーダー
研修（Women’s.Leadership.Program）」が継続的
に実施されている。同社内で実施された意識調査の結
果から、男性社員は、より高い役職を担いたいという
意識がもともと強いが、女性社員は、自分が成し遂げ
たいことを自覚してから初めてより高い役職を目指す
傾向があることが把握されていた。「女性リーダー研
修」は、こうした同社内での調査と分析の結果に基
づいて、特に女性社員に「自分が成し遂げたいこと」
を明確に自覚してもらうことを狙ったものである。
約 20名の女性社員が選抜され、研修の対象とな
る。6月～ 12月の半年程度の間に 4回の研修が実
施され、途中で女性執行役員との個人面談や女性執
行役員・所属会社社長によるコーチングも行われる。
研修の最終段階では、役員に対するプレゼンテー
ションも実施されている。
この研修を通じて、女性社員自身が「成し遂げた
いこと」を自覚して経営に参画する意欲を高めると
ともに、経営陣も女性社員の能力と可能性を実感す
ることができた。その結果、2010 年に最初に研修
を受講した 20名のうち、2名が 2012 年 10月に、
さらに 2名が 2013年 4月に、実際に執行役員に就
任している。その後も、経営幹部候補の女性社員は
着実に育っており、今後も経営層としての活躍が広
がることが期待されている。

女性活躍推進に関する目標を社外にも宣言
2006 年に女性社員の活躍推進の取り組みを本格
化させてから数年が経過し、同社は成果に手応えを
感じ始めるとともに、この流れをさらに推し進める
ことが必要であると考えていた。
2012年 4月、同社の現社長・峰岸氏が、リクルー
トホールディングス代表取締役社長.兼.CEOに就任。

過去にゼクシィ事業部長も務めたことがある峰岸氏
は、女性社員の能力の高さや活躍の可能性を熟知し
ており、過去に他の事業部においても、女性社員の
活躍を推進した実績を有していた。こうした峰岸氏
の主導のもと、2012 年 9月に、同社は経営層の女
性比率の目標を社外にも公開することとした。この
目標とは、「リクルートグループの国内主要企業の経
営ボードメンバー（執行役員）の女性比率を 2015
年 4月までに 10％以上とする」というものである。
同社では、自ら目標を社外に宣言することにより、
グループ一丸となった目標達成を目指している。
目標達成への過程の一環として、同社は 2013 年
6月に、グループ内の企業別の女性管理職（課長・
部長）比率を公開した。次図のとおり、女性の管理
職比率は徐々に上昇しており、過去の取り組みが着
実な成果に結びついていることがうかがえる。

ダイバーシティ推進による経営効果
ワーキングマザー比率が６年で３倍に上昇
同社における数年間のダイバーシティ推進の取り
組みにより、出産後も就業を継続する女性が増え
たため、女性社員に占めるワーキングマザー比率
は、次図のとおり、取り組みが始まった 2006 年度
の 8.3% から、6 年後の 2012 年度には約 3 倍の
23.2% に急増した。今や女性社員の 4人に 1人は

株式会社リクルートホールディングス

女性経営者育成研修　プログラム全体像

2006 年度から 2013 年度までの役員／部長／課長の女性比率推移

テーマ 概要

第1回研修
（2日間） 6月

女性特有の課題と
向き合う

①社外ロールモデルセッション
②リクルート女性執行役員のパネルディスカッション
③自分自身の課題と向き合い、「Rにとって必要な施策」につい
て課題分析、打ち手企画まで行い、女性執行役員・取締役に起案

個人面談
自身のビジョンを
描き始める 自身の「成し遂げたいこと」についての壁打ち

第2回研修 7月 自身のビジョンを
言語化し始める

①2050年の世界を考える
②パーソナルビジョンの言語化（ペアワーク）
「成し遂げたいこと」「その時人生で大切にしたいこと」
「自分の強みと改善点」「Rグループで取り組むべきこと」

③ビジョンを絵で描くワークショップ

コーチン
グ

9-11
月

自身のビジョンの
深掘り・明確化

女性執行役員・所属会社社長との壁打ち・言語化
－自分の成し遂げたいこと （WILL）
－リクルートが経営課題として取り組むべきこと （MUST）
－WILL、MUST実現のために必要なアクション・スキル

（CAN）

第3回研修
※追加 11月 起案 「Rにとって必要な施策」の起案 自分が主体者として変えたい

事（※参加者要望によりプログラム追加）

第4回研修 12月 WILL/MUST/CAN
のプレゼン

ホールディングス執行役員・各社社長に対し、自身の
WILL/MUST/CANのプレゼン

女性社員に占めるワーキ
ングマザー率

※分社化前後の女性正社員に占めるワーキングマザー数の推移。
・株式会社リクルート単体 名中 名（ 年 月 日時点）
・リクルートグループ全体 名中 名（ 年 月末時点）

年度両立支援施策の実施以降、ワーキングマザーは増加。
2006 年度から 2013 年度までの女性社員に占めるワーキングマザー比率推移
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ワーキングマザーとなっている。
また、2013 年 4月にグループ各社で女性執行役
員が新たに 4名誕生し、女性役員は合計 8名となっ
た。その結果、執行役員の女性比率は、2012年 10
月の 6.3％から、2013 年 4月には 9.4% と 1割近
くにまで上昇した。前述のように女性管理職も徐々
に増加傾向にあり、2013 年 4月時点の女性管理職
比率は 17.5％となっている。
新たなライフステージに立った女性管理職が変革を実現
同社において徐々に活躍の場を広げている女性管
理職は、同社のブランドの維持や変革にも活躍して
いる。例えば、結婚情報誌「ゼクシィ」は、同社の女
性が生み出したビジネスの成功例であったが、時が経
つにつれ、読者のライフスタイルや結婚に対する考え
方も変化を遂げていた。変化する市場のなかで「ゼク
シィ」がトップメディアとしてのブランドを維持する
ためには、「ゼクシィ」自身にも変革が必要であった。
現在、「ゼクシィ」の統括編集長を務める A氏
は、2006 年に「ゼクシィ」の編集長になったが、
2008 年から 2年間、出産と育児のために編集長職
を退いた。その後、2010 年 4月に編集長に復職し
たが、自身が双子の男児を育てる母親となって初め
て「ゼクシィ」にも新しい視点が必要ではないかと
考えるようになった。
「ゼクシィ」は、「幸せな結婚を夢見る女性」が想定
読者であり、その中核となるコンセプトは“幸せな結
婚式の実現”であった。しかし、実際に結婚・出産を
経て新たなライフステージに立ったA氏は、幸せな
結婚後にも生活は続くという現実を感じ、“結婚後
の女性の幸せ”も同じように重要であることに気づ
いた。そこでA氏は、“結婚の幸せ”だけに注目す
るのではなく、夫婦がともに人生を乗り越えていく
スタート地点として結婚式を応援したいと考えるよ
うになった。これに伴って「ゼクシィ」は結婚後も
見通した上で結婚式準備を応援するメディアへとコ
ンセプトを変更し、可愛いゴム手袋やしゃもじなど、
生活に密着した付録の提供も始めた。この新しい「ゼ
クシィ」は読者にも好評であり、激しい競争により
廃刊に追い込まれる雑誌が相次ぐ出版業界におい
て、販売部数を鈍化させることなく、この分野のトッ
プメディアとしての地位を維持し続けている。
A氏は、現在、昔とは異なり、夫と分担しながら

原則として定時に帰る生活を心がけている。女性
社員の活躍推進を目指した同社の環境整備により、
ワークライフバランスを大切にする女性管理職の活
躍も可能になっている。
チャレンジポスト制度を通じて女性研究員が大ブー
ムを創出
「じゃらん」の事業部があるリクルートライフス
タイルには、じゃらんリサーチセンターという研究
機関がある。ここでは5名の女性がワーキングマザー
として活躍している。
このうちの 1名が、2008 年 4月にチャレンジポ
スト制度を通じて研究職として配属された B氏であ
る。B氏は、年間MVPに輝いた実績を持つ人材であっ
たが、その後の結婚・出産を経て、子育てをしなが
ら再び活躍できる新しい働き方を模索していた。B
氏は同センターへの配属後、託児所や在宅勤務制度
を活用しながら仕事に取り組み、ついに「雪マジ !19
（ユキマジナインティーン）」を大成功に導いた。
これは、スキー人口の減少に歯止めをかけ、若い
世代にスキー場を利用してもらうためのマーケティ
ング企画である。B氏は、大学に入ったばかりの
19歳という世代にスキー場のリフト券を無料で配
布し、まずはスキーの面白さを体験してもらうとい
う戦略を打ち出した。
全国のスキー場を回ったB氏の努力が実り、2011
年から 2012年の冬シーズンには、全国89か所の
スキー場で19歳のリフト利用が無料になった。この
企画は大ヒットし、19歳の登録会員数は4万9,290
名に上ったほか（2012年 3月 27日時点）、「雪マ
ジ !19」によるスキー場来訪者はのべ12万8,000名
に上る結果となった。翌年の2012年～2013年の
冬シーズンには、参加スキー場は136か所、19歳会
員の登録数は10万7,961名に達した。これは19歳
人口の1割弱に相当する驚くべき規模となっている。
これは、高い意欲を持つ同社の女性社員が、結婚・
出産後も引き続き同社で活躍する道を選び、時間制
約がある中でも、育児を通じた視野の広がりや、発
想の豊かさが、ヒット商品につながった例である。
意欲やアイディアを持つ人材が長く活躍できる場
になることで、新たな視点や発想が取り入れられ、
これが同社の新たな強みになりつつある。進化を続
ける同社の取り組みが今後も注目される。

株式会社リクルートホールディングス
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名
中小企業

Point

Data

情報通信業

プロセスイノベーション 職場内の効果

◎企業概要

会社設立年 1997 年 資本金 613 百万円

本社所在地 東京都文京区後楽 1 丁目 4 番 14 号　後楽森ビル 12 階

事業概要 グループウェア事業

売上高 4,140 百万円（2012 年 12 月期）　※決算期変更のため 11 か月分

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 295 名（うち非正規 1 名）

属性ごとの人数等 【女性】112 名（うち非正規 1 名）、女性管理職比率 10.5％

正規従業員の
平均勤続年数 4 年 10 か月（男性 4 年 11 か月、女性 4 年 10 か月）

▶ IT 業界の「7K」を克服、「より多くの人が」「より成長して」「より長く働ける環境」
へ転換

▶「妊娠判明時から取れる」「最長 6 年間」の育児休暇の導入・運用
▶価値観や人生のステージに応じ、自ら働き方を変更できる選択型人事制度
▶多様な働き方を前提とした「信頼度」と「成長」を重視する人事評価の仕組み
▶時間だけでなく場所の柔軟性も目指した「ウルトラワーク」、更なる人事制度発

展への試み
▶短時間勤務者を含む全社員の声をクラウド事業等の製品開発に生かし売上向上を

実現
▶離職率低下やパブリシティ効果による採用や教育コストの抑制

短時間勤務者を含む全社員の自社グループウェア「ユーザーの声」を
女性マネージャーが製品開発に生かし、売上向上を実現

サイボウズ株式会社
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

IT 業界の「7K」が常態化、離職率が 28.5％まで上昇
サイボウズは、グループウェア（組織での情報共
有やコミュニケーションを円滑にし、協調作業を支
援するソフトウェア）の開発・販売・運用支援を行
う会社である。設立は 1997 年、創業者の故郷、愛
媛県松山市の 2DKのマンションで、社長が 30歳、
他の 2名は 26歳という 3名の若いメンバーで起業
した。パソコンもインターネットもまだまだ普及途
上という時代に、「行動予定などの情報を、インター
ネットやイントラネットを通じて共有できる、使い
やすいグループウェアを開発・提供したい」という
熱い思いで、立ち上げられた。
一方で、同社の労働環境は、おのずから過酷なも
のとなっていった。俗に IT 業界の「7K」と言われ
る「1、きつい」、「2、帰れない」、「3、給料が安い」、「4、
規則が厳しい」、「5、休暇がとれない」、「6、化粧が
のらない」、「7、結婚できない」に象徴される長時
間労働が当たり前化していた。
人事制度のひずみも出始めていた。ベンチャー・
スピリットに支えられ発展してきたが、目標管理制
度による成果主義的色合いのきわめて強い人事制度
を採り入れており、これに「ついていけない」とい
う人が、次第に増えてきたのである。
「このままではまずい」と、強い危機感を抱いた
のは、会社設立 9年目の 2005 年。この年、同社の
離職率は、実に年間 28.5％に達していた。

「より多くの人が」「より成長して」「より長く働け
る環境」へ
1 年で、正社員の 3分の 1近くが入れ替わる状況
であり、人が成長できず、蓄積してきたノウハウが
流出し、組織の一体感も希薄になるという危機感が
あった。今後の長期的な成長のためには「優秀な人
材を確保し、自社で長く働いてもらう」ことが重要
だと考える同社にとって、これは大きな課題だった。
では、どうするか。過酷な労働環境を改善し、「よ
り多くの人が」、「より成長して」、「より長く働ける
環境を」をつくること。これにより、「優秀な人材」

を採用し、定着率を上げることを目指した。
同社における「優秀な人材」には、必須要件があ
る。すなわち「会社の目標達成のため、理想を共有し、
チームワークで仕事に当たれる」こと。この要件を
備えつつ、他の部分も優れた人材を採用するには、
より多くの候補者の中から選んだ方がいい。長時間
労働に耐えられ、短期的な成果主義についてこられ
る人だけを対象にしていては、「優秀な人材」を選考・
採用できないと考えた。
ちなみに 2004 年に新卒採用をスタートさせた際
に、女子学生をターゲットにしていた理由も同じで
ある。男子学生は大手志向で、中小企業に来てくれ
ない。こうした中、中小企業の同社が優秀な人材を
採用するためには、相対的に採用しやすい「理系女
子」から選ぶのが得策だった。
「優秀な人材を採用し」、「世界の強豪に勝つ」ために
必要とされた人事施策そのものが、多様な人材が活躍
し経営成果を生み出すダイバーシティ経営であった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

「妊娠判明時から取れる」「最長６年間」の育児休業
の導入・運用
社員が働き続けられることを目指す各種施策の一
つが、法定を上回る出産・育児支援の仕組みである。
例えば産前休暇は、妊娠判明時から取得でき、育児
休業も、最長 6年取得可能となっている。
導入は 2006 年。採用した女性社員が出産・育児
期を迎えはじめていたころである。「子育てしなが
ら働ける仕組みづくりをしなければ、優秀な人材に
辞められてしまう」現実に、「それでは、困る」と
導入した。
2005 年以前の同社では、賃金制度も残業代込み
の年俸制。残業できない人は、あたかも「対象外」で、
誰もが「出産・育児と仕事の両立などとうてい無理」
と考えていた。
この状況から、法定を上回る「最長 6年」の育児
休暇がとれる制度導入へ大転換。人材活用に関する
考えを、長時間労働に耐えられる人材だけを対象と
するのではなく、「より多くの人が」、「より成長し
て」、「より長く働ける環境」へと、根本的に変えた

サイボウズ株式会社
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からこその制度導入だった。
育児休業は、制度では最大 6年間取れるものの、
実際には 1年程度で自ら復職してくる女性がほとん
どである。第 2子・第 3子を産んでも、その傾向は
変わらない。もちろん、会社が早期復職を促してい
る実態もない。1年程度で復帰しても、安心して働
き続けられる環境が、整えられているからだ。以下
に説明する「選択型人事制度」が、それである。

自ら働き方を変更できる選択型人事制度
「選択型人事制度」とは、人生のイベントに合わせ
て働き方を変更できる、独自の制度である。社員は
誰でも、自らの自由意思により、以下の 3つから自
分の働き方を選択できることになっている。「より多
くの人が」、「より成長して」、「より長く働ける環境」
は、出産・育児期の女性社員だけでなく、全社員に
提供されるべきもの、という考えに因っている。

給与は、「PS2」、「PS」が月給制。いずれも月に
40時間分の時間外勤務手当を含んだ額となってい
る。時間に関係なく働く「PS2」は、裁量労働制を取っ
ているが、「PS」同様時間外勤務が 40 時間を超え
ないよう時間管理を行い、みなし残業時間 40時間
を超える場合には残業代を支給している。
一方、「DS」は時給制。働いた時間分、給与が支払
われる仕組みだが、今後は「月給制」への変更を検討
している。5月の大型連休や年末年始など、休日の
多い月は、結果的に収入が減ってしまうからである。
なお、評価が同じであれば、「PS2」、「PS」、「DS」の

いずれの働き方をしていても、時間当たり賃金は同額
である。賃金算定の元となる評価は、部長以上の役員
が出席する「評定会議」において、最終決定されている。
「自由意思で働き方を選べる」ことが、組織運営
上の不具合を生じさせることはない。働き方の選択
は、実際には本人の健康や妊娠・出産によるものが
多く、事前に相談を受けて調整できることがほとん
どであり、普段の良好なコミュニケーションが、制
度の運用を円滑化している。

「信頼度」と「成長」を重視する人事評価の仕組み
ダイバーシティ推進のために重視していること
は、人事評価である。人事評価基準では、個々の社
員の「信頼度」を測ることを重視している。
ダイバーシティを推進し、時間はもとより、勤務場
所も自由な社員が増えれば、それだけ、社員との信頼
関係が重要になる。いかに価値観を共有し、同じ方向
に向かって進んでいるか、つまり「どれだけ信頼でき
る人材か」が、重要になると考えているからである。
その「信頼度」を測る、評価の基準としているのが

「Action5+1」と呼ぶ6項目。例えば、「役割（課題）
を果たすために必要な知識」が不足している社員への
信頼度は、これを習得している社員よりも、低くなる。
このように、評価は「信頼度」を測るものだが、
同時に「成長」を促すためのものでもある。評価結
果は、部長・本部長クラスから社員へ、直接面談の
うえ、必ずフィードバックすることになっている。
原因つまり改善ポイントが明確に提示されるため、
評価を上げるために何をすればいいのかが社員に伝
わり、成長を促進できる。「上司がちゃんと見てく
れている」ことが伝わるため、納得感も非常に高い。
結果、離職率が高かった時期には多くみられた評価
に対する社員からの不満が激減している。
ダイバーシティを推進し、時間はもとより、勤務
場所も自由な社員が増えるなかで、丁寧な人事評価
が、コミュニケーション手段となり、チームワーク
を高める役割も果たしている。

さらなる柔軟性を目指して～「ウルトラワーク」の
導入と更なる発展へ
さらに柔軟な働き方を可能にするべく「選択型人
事制度」に加え、「ウルトラワーク」を導入している。

サイボウズ株式会社

働き方を選択できる選択型人事制度

名称 概要 備考 
PS2（ワーク重視型） 時間に関係なく働く 開発や企画系の人が多い 

全社員の72％が選択 
PS（ワークライフバラ
ンス型） 

少し残業して働く 全社員の6 ％が選択 

DS（ライフ重視型） 定時・短時間で働く 全社員の22％が選択 

サイボウズの人事評価基準（Ａｃｔｉｏｎ５＋１）
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具体的には「自由な場所での勤務」ができる仕組み。
時間のみならず、場所の縛りも外していこうという
考えだ。
本人が希望すれば、部長了解のもと、ほぼ全社員
が利用できる。利用の理由は、さまざまだ。実際に
はDSを選択している育児中の女性社員が、在宅勤
務を希望する場合に利用することが多いものの、他
の理由でも差し支えない。
例えば、本人の体調が本調子でないとき。台風等
により出勤不能だったり、出勤することが業務遂行
上非効率となる場合。また、「今日は自宅で資料を
集中して作りたい」、「取引先に直行直帰し、前後の
時間を有効活用するため、カフェで仕事をしたい」
といった理由での申請もある。これまでの利用実績
は、2012年 8月の制度開始以降 2014年 1月まで
に 1,195 回利用されている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

育休後プロダクトマネジャーとなった女性社員が全
社員の声を生かし製品開発・売上向上を実現
「優秀な人材」を、自社に確保し続けるために導
入した各種施策は同社の経営にも生きている。
その一つが「短時間勤務者の自社商品活用の声を生
かした技術開発や営業促進」だ。例えば育児のため短
時間勤務をしている女性社員が、ミーティングの途中
で終業時間を迎えた場合、「あとはグループウェアで」
とあいさつして帰宅。夕食後等、好きな時間に自宅
のパソコンからグループウェアに入りこみ、返答す
るといったことが、同社では日常的に行われている。
これにより社内には、「グループウェアの活用で、
短時間勤務でも高い成果を出す」ためのノウハウが、
おのずから蓄積されていく。この蓄積が、営業促進
につながるのだ。例えば「こんな使い方もできる」、
「このように活用して、高い成果を上げた実績があ
る」、「こうした使い方をすれば、時間の制約がある
人も、ない人同様に働ける」といった提案営業。また、
これらをまとめた営業ツールも作成した。
一方、自社商品を、実際に全社員が「日々、ユーザー
として活用する」ことが、商品そのもののレベルアッ
プや、新商品開発にもつながっている。例えば、製

品開発でも社員による「ユーザーの声」が大きく寄
与。育休復帰後にプロダクトマネジャーとなった女
性が、普段から遠隔地とグループウェアやテレビ会
議でコミュニケーションをとり、これらの声を製品
開発に反映させた。この開発は、クラウド事業やそ
の他事業の売上向上に貢献し、特にクラウド事業は
従来の製品売上にプラスする形で大きく拡大した。
これにより同社の年間売上も、2012 年の 40 億
円から、2013 年は 50 億円近くまで、大きく伸び
る見通しである。

離職率低下やパブリシティ効果による採用や教育コ
ストの抑制
制度等についても社員の意見が反映され全社的に
働きやすい職場づくりに取り組んだ結果、2005 年
に 28％とピークであった離職率は、2012 年には
4％にまで低下した。離職率が高かった頃と比べ、1
人あたり平均で採用コストが約 3分の 1、教育コス
トが約 2分の 1に抑えられている。
最大 6年取れる育児休業や、理念に裏打ちされた
ユニークな選択型人事制度、また、社長自ら育児休
業を2度取得するなど、社長だけでもダイバーシティ
や新しい働き方についての取材は１年に 100 回以
上受けている。講演も 50回以上行うなど、社外か
らの注目を集める機会が増えている。企業ブランド
の向上による、パブリシティ効果も大きい。
これが、新卒採用にも好影響を及ぼしている。「女
性が働きやすい会社」のイメージが浸透、2009 年
以降だけ見てみても、学生からの応募総数は右上が
りに急上昇。採用者に占める女性の割合も高まって
おり、新卒採用をはじめて行った 2004年には 7名
中女性は 1名だけだったのが、2013 年には 19 名
中 8名まで増えている。

サイボウズ株式会社

新卒応募者数推移
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◎企業概要

会社設立年 1999 年 資本金 10,000 百万円

本社所在地 東京都江東区大島 2 丁目 2 番 1 号

事業概要 コンピューター、コンピューター周辺機器、ソフトウェア製品の開発・製造・輸入・販売・リース、IT サービス

売上高 368,700 百万円（2012 年 10 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 5,000 名

属性ごとの人数等 非公開

正規従業員の
平均勤続年数 13 年

大企業

▶障がい者のビジネススキル教育と就業を融合させた組織である「SEED セン
ター」、経験者採用で入社した障がい者、及び SEED センターを終了した障がい
者が必要なサポートを得ながら安心して働き続けられる「インターナルサービス
センター（ISC）」、社内の各部署から受託した請負業務を SEED センター内で
行う「SEED サービスセンター（SSC）」といった、障がいの程度、ビジネスス
キルに応じた能力開発・就業の定着をサポートする組織を設立

▶ビジネススキルを持った障がい者の支援により、現場社員の非営業活動時間の削
減、営業活動の強化に貢献

▶女性の活躍が進むマーケティング部門にワーキングマザーを中心とした部署を新
設。数十億円の見込み案件を開拓

▶仕事をする上での課題や経験を共有し、自分たちで解決に取り組む、またビジネ
ススキルを高めることにより会社と社会に貢献することを目的とするネットワー
クグループ「Women at Work Japan（WAWJ）」を立ち上げ、スキルアップ

障がい者が現場の営業効率アップに貢献、子育て中の
女性中心のグループが多額の見込み案件開拓に成功

日本ヒューレット・パッカード株式会社

プロダクトイノベーション 職場内の効果外的評価の向上プロセスイノベーション

障
が
い
者
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日本ヒューレット・パッカード株式会社

ダイバーシティ経営の
背景とねらい

障がい者の働くチャンスを拡大する仕組みの創造
日本ヒューレット・パッカードは、世界170か国

でコンピューターや周辺機器、ソフトウェアなどのビ
ジネスを展開するヒューレット・パッカード社の日本
法人。1939年の米国本社創業当時より、「世の中に
イノベーションを届けるのが我々の生業であり、イノ
ベーションを生み出すためには人材の多様性（ダイ
バーシティ）が必須である」との考えに基づき、企
業戦略の一環としてダイバーシティを重視してきた。
日本法人でも、たとえば障がい者が安心して働ける

ように、本社は全館バリアフリー設計となっていて、
車いす用の駐車場も用意されているなど、きめ細かな
配慮がなされている。こうした環境の下、障がい者を
はじめとする多様な人材が様々な部署で活躍している。
しかし、同社の取り組みのユニークな点は、こう
した障がい者が働くための環境整備だけでなく、就
業の意志を持ちながら、スキルや経験の不足から仕
事に就くことができない障がい者を育成し、ビジネ
スに必要なスキルを磨いてもらい、そのスキルを活
用して会社の業務効率化に貢献してもらう仕組みを
設けているところにある。
それが実務を経験しながらビジネススキルやビジ
ネスマインドを身につける SEEDセンターをはじめ
とする組織である。

女性によるビジネス創出
女性の活躍で注目されるのは、企業向け IT ソ
リューション構築を主要ビジネスとするテクノロ
ジーコンサルティング事業統括本部の中で、商品開
発や販促を担うテクノロジーマーケティング本部
だ。ここではシステム開発で身につけた高度な IT の
知識や経験を活かして、マーケティング分野でさら
なるキャリアアップをめざす女性が増えている。テ
クノロジーマーケティング本部では社員 40名のう
ち、女性が 22名を占めている。子育てをしながら
活躍するワーキングマザーも 11名在籍している。
テクノロジーマーケティング本部で活躍する女性
が増えた背景には、システム分野の業務環境がある。
近年、IT ビジネスが顧客企業のニーズを受けてシ
ステム開発を行う受け身型から、ネットワークやセ

キュリティなど様々なソリューション商品を開発・
アレンジして、企業へ売り込んでいくプロアクティ
ブ型へシフトしつつある。顧客対応が大きな部分を
占める開発業務に比べて主体的に動ける分、タイム
マネジメントの自由度が大きい。そのため、開発部
門で活躍してきた女性エンジニア、特に既婚・子育
て中の女性エンジニアにとって、キャリアアップの
場として魅力的な職場となりつつある。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

障がい者のビジネススキル習得・就業支援プログラ
ムの進化と拡充
同社では、障がい者を雇用しビジネススキル習得
を支援するSEEDセンターを2001年に設立。当初、
同センターは研修と実務を通じてPCスキルやコミュ
ニケーションスキルを身につける1年間のプログラ
ムだった。しかし、運営していくうちに、充実した
教育を行うためには1年では足りないということが
わかってきたため、2006年から2年に延長された。
この障がい者育成と就業支援プログラムを終了し
た後、同社に残る場合に進路は 2通りある。ひと
つが「ISC（インターナルサービスセンター）」だ。
SEEDセンター終了者のそれぞれの能力や希望と社
内のニーズを調整し、社内の最適な部署を斡旋し
ている。もうひとつが「SSC（SEED サービスセン
ター）」である。障がいの度合いや本人の意思により、
SEEDセンターで受託する業務の継続を希望する場
合はここに所属し、同センターが社内の各部署から
受託したデータ整理などの請負業務を行う。社内か
ら依頼される業務が急速に増えてきたことから、同
社としても SEEDセンターで育てた人材が社内で活
躍してくれることは大きなメリットがある。
また、SEEDセンターのカリキュラムもビジネス
英語やプログラミングなどを加えて大幅に充実し
た。より幅広いビジネススキルを身につけ、活躍の
場を広げたいと願う障がい者のニーズに応えたもの
だ。もちろん彼らのビジネススキルが充実すれば、
雇用する同社としても、障がい者活用による業務効
率化をさらに進めることができる。
ISCは、もともとは業務経験を持つ障がい者が、必要

なサポートを得ながら即戦力として様々な部署で活躍
できる仕組みだが、SEEDセンターの終了者もこの ISC
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を通じて社内に最適の職場を見つけ、就業することが
可能になった。SEEDセンター終了後にISC社員となっ
た人数はまだ累計19人と多くはないが、支援プログ
ラムの充実や障がい者人材のレベルアップにより、就
業のチャンスが広がっていることは注目に値する。

障がい者が働きやすい職場づくり
冒頭でもふれたとおり、同社は組織面だけでなく、
設備面からも障がい者の働きやすい職場を実現して
いる。たとえば車いす用トイレの設置、災害時避難
用アラームシステムの整備に加え、SEEDセンター
には障がい者用の休憩室、トイレを整備している。
また通勤用に出入り口まで屋根を設置した優先駐車
場を設けるなどの配慮をしている。
また、災害時に障がい者の避難支援を行う社員をあ

らかじめ指名する「バディシステム」を導入している。
産業医との面談を経て、障がいの程度に合わせて1人
1人に適した人数のバディ（避難支援者）を選ぶ。担架
が必要な方には6名のバディがつくこともある。そし
て毎年、バディシステム用の避難訓練を実施している。
そのほかには、障がいを持つ方が働きやすいよう
柔軟な対応を行っている。たとえば車いすの方は相
談のうえ車通勤が許可される、また通常の勤務時間
の勤務が難しい場合には 6時間勤務の仕組みを設け
る等、個々の社員の状況に応じた働き方ができるよ
うになっている。

女性が主役のネットワークで、より進化したダイ
バーシティのかたちを創出
全社的な取り組みとしては、出産・育児休暇など通

常の制度だけでなく、職場環境の整備や社員の意識改
革を目的とした様々な取り組み、特に上司である管理
職、男性社員も巻き込んでの取り組みを行っている。
特に注目したいのが、女性社員たちが 2005 年
に自発的に立ち上げたネットワーク「Women.at.
Work.Japan（WAWJ）」である。このWAWJは
仕事をする上での課題を共有し、経験やノウハウを
提供し合いながら成長していくことを目標に掲げ、
様々なテーマでの勉強会、マネジメントや先輩社員
との対話などの活動を行っている。こうした活動を
通じて女性社員の能力向上が促進されただけでなく、
テーマによっては男性社員の参加も歓迎され、男性
の意識改革、協力関係の醸成にもつながっている。
また、同社の社内公募の仕組みも特徴的である。同

社の社内公募制度の特徴は、社員が自ら希望して応募
し公募に合格すれば現在の部署の上司は原則として拒
否できないことにあり、確実に希望の部署に異動でき
る点にある。そのため、社内公募に応募することにより、
ライフスタイルや自身のキャリアプランの変化に応じ
て、社員の意思で所属部署を変更することができる。
結果、同社では社内公募による人事異動が盛んであり、
社内の異動の約7割が社内公募によるものである。

経営トップ自らダイバーシティを推進する風土
ダイバーシティを推進する様々な取り組みが活発に
行われる背景には、経営トップが積極的に関与してい
ることがある。米国法人設立時からダイバーシティに
向けた取り組みを盛り込んでいるヒューレット・パッ
カード社の日本法人である同社においても、ダイバー
シティは人事部門だけでなく、全社を率いる経営
トップのミッションとして位置づけられている。
そのため、障がい者のサポートプログラムや女性
の活躍をサポートするプログラムなど、ダイバーシ
ティに関する新たな取り組みの発案、継続のための
予算を含めた経営の承認は速やかに行われる。ボト
ムアップの取り組みをトップが支援し、全社で意識
を共有しているところに、同社のダイバーシティ推
進の活力源がある。

ダイバーシティ推進による
経営効果

障がい者の業務範囲を拡大し、成果につなげる
SEED センターにおいて就業に必要な能力を磨い

同社の障がい者雇用の仕組み

SEED センター終了後に ISC 社員となった人数
  計 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 

ISC 19 2 1 2 4 1 2 2 0 2 3 
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た障がい者は、同社の様々な場面で活躍している。
例えば ISC に属しながら同社で勤務し続けることに
なった身体障がい者は、従来から有していた高い文
書作成能力を買われ、広報部門に配属となった。配
属後にWebスキルを身に付け社内イントラネット
の管理担当となり日々更新を行う。同職務の後任に
は、同じく SEEDセンターからWebスキルを習得
した身体障がい者が配属されており、ISC の人材に
対する信頼関係が形成されている。
一方、SEEDセンターと SSCでは、障がいをもつ
社員と研修生が、発売前の製品を一からセットアッ
プし、そこで感じたこと、得られた知見を製品作り
にフィードバックした結果、過去に片手に障がいを
持つ顧客より、「HPのプリンターインクカートリッ
ジの交換は片手でも容易にできるので、非常に助
かっている」との声が寄せられたなど、他社との製
品の差別化につながっている。
また、同じく SEED センターと SSC では、社内
で発生する非営業活動を引き受けており、障がいを
もつ社員と研修生のスキルアップと同時に、営業活
動等の直接業務に従事する社員が行っていた間接業
務負担の軽減につなげている。
SEEDセンターが設立された 2001 年当初は、障
がい者の作業内容はコピーやデータ入力、文書管理
等の限られた業務のみであったが、次第にアンケー
ト集計や経理関連といった業務に業務範囲を広げる
とともに、執務場所も従来の SEEDセンター内から
社内の作業依頼元部署へ移動して行うなど、現場の
ニーズに応えて活躍の場を広げていった。その後、
2011 年の SSC 設立の時点では請求書発送業務や
業務効率ツールの開発などにも対応しており、また
今後は英語の翻訳や英文プレゼンテーション資料作
成、様々な部署のイントラネットの更新業務が可能
になるようスキル向上を図っている。
このような障がい者の業務範囲の拡大により、業
務依頼件数は SEEDセンター発足当時の 2001 年の
10件から増加し、2012年には 70件を数えている。
同社では、2008年度に比べて2011年度には非営

業活動時間が65％も減少している。これはテレワー
クなどのフレキシブルな勤務制度や ITの活用などによ
り、多くの社員が膨大かつ煩雑な間接業務から解放さ
れ、営業などの直接業務に専念することができるよう
になったこともあるが、SEEDセンター、SSCの障が
い者人材がスキルを身につけ、従来現場の社員が担っ

ていた業務を担っていることも大きく貢献している。

ワーキングマザー主導のチームで
ＩＴソリューションの顧客開拓に成功
女性の活躍では、テクノロジーマーケティング本部
に2013年 3月に設立されたソリューションマーケ
ティング部が、ワーキングマザー5名を含む女性主体
で ITソリューションのマーケティングを担っている。
ソリューションマーケティング部では、マーケティ
ングの一環として、同社が提供するソリューション
に関するセミナーを企画・実行し、営業の第一歩で
ある新規見込み顧客の開拓・発掘につなげている。
2013年3月に発足した同部では、セミナー等を通じ
てすでに数十億円分の見込み案件の発掘に成功した。
この取り組みの効果は上記の数十億円にとどまら
ない。従来は営業部門からもたらされた情報を頼り
に営業活動を行っていたが、新規見込み客の増加に
より、同部から営業部門へのプッシュ等を行うなど、
従来と比べて積極的な活動ができるようになった。
またメンバーであるワーキングマザーは営業現場の
経験もあることから、机上の空論ではない現実的な
企画を立案することができている点もこの取り組み
が成功した要因の一つである。今後もさらなる成果
の拡大が期待される。

日本ヒューレット・パッカード株式会社

SEED センター／ SSC の受託件数の変遷
  計 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

件数 461 10 16 23 26 32 33 36 42 57 52 64 70

参考情報

SEED センターの成果発表風景

Women at Work Japan（WAWJ）のメンバー
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企業名

Point

Data

情報通信業 大企業

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 職場内の効果

◎企業概要

会社設立年 1986 年 資本金 499 百万円

本社所在地 東京都港区港南 2 丁目 16 番 3 号　品川グランドセントラルタワー

事業概要 コンピュータソフトウエアおよびクラウドサービス、デバイスの営業・マーケティング

売上高 日本法人非公開。米国本社 7,784,900 百万円（2013 年 6 月決算、1$=100 円換算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 2,236 名（うち非正規 10 名）

属性ごとの人数等 非公開

正規従業員の
平均勤続年数 平均勤続年数 7.9 年（男性 8.39 年、女性 5.9 年）

▶ 2003 年から 10 年以上の取り組みにも関わらず欧米に比べ日本で遅れていた
女性活用

▶ 2011 年の本社移転を機に、フリーアドレス制を導入
▶在宅勤務を支える「仕組み（制度・文化・インフラ）」の導入
▶東日本大震災時に全社的な在宅勤務を経験、翌年から「テレワークの日」を設定
▶女性定着率も育児休業取得者も増大
▶ワークスタイル変革ノウハウやサービスを企業や自治体に提供

在宅勤務を含むワークスタイル変革によって
生産性向上を実現

限
定
な
し

女
　
性

日本マイクロソフト株式会社

マイクロソフトのミッションと価値観 
Mission 
世界中のすべての人々とビジネスの持つ可能性を最大限に引き出すための支援をすること 
6つの価値観 
Integrity and Honesty―誠実で正直であること 
Open and Respectful―オープンで、相手に敬意を表すること 
Big Challenges ―大きな課題に対しても果敢に挑戦し、最後までやり抜くこと 
Passion―お客様、パートナー様、技術に対する情熱をもつこと 
Accountable―自らの言葉とコミットメントに責任を持って何事にも取組むこと 
Self - Critical ―自分に厳しく、自らの向上に努めること 
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

欧米に比べ日本で遅れていた女性活用
マイクロソフト社は、WindowsOS や Office を
開発・販売する世界最大のソフトウェア企業である。
日本マイクロソフトはマイクロソフト社の日本法人
として1986年に設立された。現在の社員数は2,236
名である。
同社はグローバル企業であり、大企業から中小企
業、また一般消費者まであらゆる顧客に対応するた
め、アメリカ本社はもちろんヨーロッパの現地法人
でもダイバーシティは進んでいるが日本やアジアで
は遅れていた。ダイバーシティの対象にはジェン
ダーや障がい、国籍などがあるが、日本で特に遅れ
ていたのは女性活用である。米本社からも、欧米に
比べ低い女性活用を高められるのではないかという
示唆があった。
2008 年に社長に就任した樋口泰行氏も、ダイ
バーシティが遅れた状況は企業の創造性・生産性、
社内活性化に悪影響があると認識し、生産性向上の
ための社員全体のワークスタイル（働き方）の改革
とともに、女性の活用を含めたダイバーシティ推進
の取り組みをトップダウンで取り組むこととした。
2011 年 2月には「日本に根付き、信頼される会社
になる」という思いから、「マイクロソフト株式会
社」から「日本マイクロソフト株式会社」への社名
変更をし、またその翌月 3月に発生した東日本大震
災後、グローバル企業であるマイクロソフトが今後
の日本社会の再生・成長に対して貢献すべき事項を
振り返る中で、同社製品を活用して在宅勤務を含む
社員全体のワークスタイル（働き方）の改革を進め
ることが、女性を始めとするダイバーシティの推進
にも有効であり、この取り組みや経験を、お客様へ
のソリューションとして提供することで、日本社会
に対しても貢献できるという認識が高まった。この
ような認識に基づく社としての方針について、社長
自らが社員総会などの場で全社員に向けて繰り返し
コミュニケーションした。
具体的には、社長を責任者に、経営管理部と人事
部の担当者を中心とした組織横断のダイバーシティ

推進体制を構築し、採用、育成、社内外へのメッセー
ジ発信等のトップダウンの施策を推進している。ま
た、ダイバーシティの文化醸成のための草の根活動
は、役員のスポンサーのもとで、部門代表社員によ
りなる組織横断チームがリードしている。これら
トップダウン、ボトムアップ両方の活動について、
2012 年度からは週次の役員会において報告、議論
している。

2007 年に導入したが普及しなかった在宅勤務
同社は女性退職率が高止まりし、女性社員比率が
伸び悩んでいた。長時間のハードワークにより成果
を上げる従来の業務スタイルでは、育児、介護など
のライフステージの変化に対応できないとの問題意
識を感じていた。
同社はこの問題を解決するため在宅勤務を含む
ワークスタイル変革に取り組んできた。2007 年に
育児や介護を理由にする在宅勤務制度を導入した
が、利用実績は期待ほど広まらなかった。
在宅勤務が広まらなかった主たる理由は 4つで
あった。1 つ目はコミュニケーションの課題で、
Face.to.Face でないと業務の生産性が落ちるとい
う不安、2つ目は業務管理の課題で、直接見えない
場所で働く部下の業務管理を上司ができるのかとい
う不安、3つ目は通信 /IT インフラの課題で、在宅
勤務では会社代表番号に掛かる固定電話を転送でき
ない、オフィス以外に会社のデータを持ち出す際の
セキュリティは大丈夫かという不安、4つ目は企業
文化の課題で、女性ばかりが優遇されると受け取ら
れないかという不安があった。
これらの課題をひとつずつ解決し、在宅勤務を含
めた働き方を抜本的に改革しようと取り組みを始め
た。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

本社移転を機に、フリーアドレス制を導入
なかなか進まなかった在宅勤務だが、2010 年頃
になると在宅勤務を容易にする環境が整ってきた。
高品質なネットワーク環境を利用し、高い安全性を
担保しながら社外からも容易にデータにアクセスで

日本マイクロソフト株式会社
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きるクラウド型サービスが普及してきた。同社の製
品のなかにもリモートワークを統合的にサポートす
る機能を持つものが導入されてきた。
また、社員の働く空間も新しくなった。2011 年
2月に日本法人として 25周年を迎えた同社は、都
心に分散していた 5拠点を品川本社に統合する際
にフリーアドレス制を導入した。デスクと仕事は一
体のものと考えられてきたが、営業職全員が固定さ
れた自分のデスクを持っていない代わりにオフィス
フロアに設けられたハブスペースや全社員が集まる
One.Microsoft カフェなどで働くこともできるな
ど、ノートパソコンさえあればそこがデスクになり、
どこでも仕事ができるようになった。

在宅勤務を支える「仕組み」の導入
在宅勤務が広まらなかった 4つの課題を解決する
仕組み（制度・文化・インフラ）を導入した。在宅
勤務で懸念されていたコミュニケーションの課題で
は、会議の社員教育を徹底した。会議の召集目的、
議題の通知、資料の事前共有などの通常の会議マ
ナーのほか、オンライン会議に必要なハードウェア
設定とソフトウェアの準備と使い方などがトレーニ
ングマニュアルに記され、社内教育が徹底された。
業務管理の課題は、自社製品“Lync”の全面導入
によって解決した。音声通話、インスタントメッセー
ジング、画面共有、ビデオ会議などの機能を持つ企
業向け統合コミュニケーションツールで、在席確認
機能も持っているので、在宅勤務メンバーの状況を
確認し、上司は適切な業務指示をタイムリーにでき
るようになった。
インフラの課題については、どこでも着信可能な
IP 電話を全面導入し、在宅勤務者もオフィスにいる
のと同様に電話を受け取れるようになった。パソコ
ンのセキュリティについてもWindows の暗号化技
術「BitLocker」で強化した。またセキュリティ意
識の涵養のためにデータ取扱の社員教育を毎年実施
している。
「在宅勤務は女性ばかりが優遇されるのではない
か」という企業文化の課題は、育児のために在宅勤
務している男性マネジャーをモデルに啓発活動を
行った。在宅勤務は高い生産性とワークライフバラ
ンスを実現する「働き方の選択肢」とのメッセージ

を全社員に継続的に発信し、女性だけでなく全社員
への在宅勤務の浸透を促したのである。

東日本大震災による在宅勤務、そして「テレワーク
の日」を実施
日本マイクロソフトの品川本社への移転は、
2011 年 1月から 3月にかけてチームごとに行われ
た。この引っ越しの直後の 3月 11日に東日本大震
災が発生し、社長の判断により、全社的に在宅勤務
に切り替えて業務を継続することとなった。震災と
いう想定外の状況下での初の全社一斉在宅勤務では
あったが、業務が止まることなく進んだ経験により、
有効性が確認され、在宅勤務への理解が一層推進さ
れた。
この経験を元に、非常時の事業継続（BCP）と在
宅勤務の浸透を図る施策として同社は 2012 年から
全社一斉に在宅勤務するテレワークの日を設けた。
2012 年は 3 月 19 日に、2013 年は 4 月 30 日～
5月 2日の 3日間に実施した。
在宅勤務を全員が経験することで、「会社に行って
仕事をしなければならない」という社員の意識を変
えることができた。2013年 8月に行った調査によ
ると、社員の約40%はテレワークの日以外に日中
（9:00.-.17:30）の在宅勤務経験があり、約25%は
月数回以上の頻度で在宅勤務を行っている。女性の
47%が利用しているが、男性の37%も活用している。
在宅勤務の浸透において大きな懸念材料の一つで
ある、コミュニケーションの課題については、在宅
勤務の浸透により低下するのではなく、むしろフレ
キシブルワークスタイルが浸透するに伴い、2010
年と 2012 年の社員意識調査結果を比較すると、
チームワーク効率性は 73%から 80%へ、協調性は
72%から 77%へと上昇した。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性比率も育児休業取得者も増大
同社の女性活用施策は、テレワークによって「働
く」をフレキシブルにすることに主眼を置いてきた。
そして時間と場所にとらわれない働き方の実現によ
り、女性定着率が向上した。出社前提・長時間労働
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の働き方の改革により、2010 年に 1.8 倍だった退
職率の男女差も解消された。
IT 業界で女性活躍の指標とされるのは、営業・
マーケティング・技術職に従事する女性比率であり、
2010 年当時において同社は IT 業界の平均値を下
回っていたが、2013 年 6月年度末の女性比率は IT
業界の平均値（19.0%）を超えた。
育児休業取得者数も 2010 年の 14 名（女性 10
名、男性 4名）から 2013年には 36名（女性 30名、
男性 6名）と増えた。女性取得者の増大が顕著だが、
男性も 2013年度は 2名増加している。

ワークスタイル変革による経営効果
ワークスタイル変革は経営にとっても大きなプラ
スになった。全体では、2013 年の 1人あたり売上
高は 2011 年比で 17.4% 増加した。一方、総労働
時間については、2011 年期末比で 2013 年期末は
0.3%増に止まっており、ワークスタイル変革によ
り社員一人ひとりの時間当たりの生産性が 17.1%
向上している。
ワークスタイル変革によるコスト削減効果も大き

い。交通費・出張費は 1割以上、印刷費は 3割以上
も削減された。

自社のワークスタイル変革を通じ、関連ツールの売
上が拡大
同社で有効性が実証されたフレキシブルなワーク
スタイルは社会的にも評価され、パソナ、横浜市へ
のサービス提供や連携強化が決まった。
品川本社で実際働く社員のワークスタイルを見学
するオフィスツアーへの参加者は、2011 年の品川
本社移転から 2013 年 6 月現在まで、延べ約 2万
4,000 名、4,000 件に上る。顧客からの女性活用
の相談も増加しており、ワークスタイル変革に伴う
人事制度改編やその導入に関して、人事本部から顧
客へのノウハウの提供は、2012 年度で 91件あり、
そのうち 1,000 万円以上の契約につながったものが
48件を数える。
これらの顧客接点の広がりにより、テレワークを
支えるMS製品“Lync”の商談につながる場合も増
え、2013年の“Lync”の売上は対昨年比 194%と
急伸している。
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外的評価の向上 職場内の効果

企業名
中小企業

Point

Data

運輸業，郵便業

プロセスイノベーションプロダクトイノベーション
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性

◎企業概要

会社設立年 1952 年 資本金 30 百万円

本社所在地 大阪府大東市新田境町 4 番 1 号

事業概要 貨物自動車運送事業、倉庫業

売上高 363 百万円（2012 年 12 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 45 名（うち非正規 9 名）

属性ごとの人数等 【障がい者】5 名（うち非正規 0 名）

正規従業員の
平均勤続年数 11.3 年（男性 11.8 年、女性 4 年）

▶ひとりの身体障がい者の雇用をきっかけとした、障がい者雇用の推進
▶障がい者が有する高い集中力と持続力、仕事の正確性、勤勉な勤務態度を活かし

て検品作業に抜擢
▶週 3 日勤務や支援機関・家族等との連携により、障がい者が安心して継続的に

働ける環境を整備
▶年間誤出庫件数 9 件であったのが、障がい者に任せてから 0 ～ 1 件に大幅削減
▶成果が目に見えるため、障がい者のモチベーションアップ、健常者の理解促進に

つながる
▶顧客の信頼が高まる、監査時間短縮、保管アイテム増加につながる
▶倉庫作業員の負担が減り、労働時間が 2 割削減

障がい者の強みを活かして誤出庫の大幅な低減を実現
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

高齢者が働き続けられる環境整備の一環から取り組
みを開始
社長が、2002 年に、創業当時から働いていた社
員が定年を迎えるにあたり、定年後も働く意欲があ
れば働き続けられる環境を整備したいとの想いか
ら、重労働である運輸・倉庫業だけではなく、軽作
業で済む仕事を開拓しようと考えたのが、ダイバー
シティへの取り組みのきっかけであった。つまり、
当初の目的は、経営効率の向上や価値創造を殊更に
意識したのではなく、創業時から経営理念に「共存
共栄」を掲げ、家族的経営を志向してきたことの延
長線上にあったのである。
そこで立ち上げたのが、ギフトの詰め合わせ作業
やラッピング作業を行う流通加工事業であった。そ
の後、流通加工事業が拡大したことに伴い、高齢者
だけでは対応しきれなくなり、2004 年に同作業を
担うパートを募集したところ、シングルマザーや生
活保護受給者からの応募が多く、いわゆる社会的弱
者と呼ばれる方々を応援していきたいと考えるよう
になった。現在もシングルマザーを含む女性パート
が詰め合わせやラッピング作業を担っている。

ひとりの障がい者雇用がきっかけとなり障がい者雇
用を促進
2005 年にドライバーの募集をかけたところ、左
手足に軽度の障がいを持った男性からの応募があっ
た。その男性は、50 歳過ぎで、何らかの病気によ
り障がいを負ったようで、以前は住宅内装会社で営
業を担当していた。
その時、身体に障がいを抱えた人にドライバー業
務は安全上の問題からも任せられるものではないと
判断し、ドライバーでの採用は見送った。その他の
業務も、運送・倉庫業は運転免許やフォークリフト
の免許が必要であったり、危険かつ重労働でもある
ことから、当初は「障がい者に任せられる仕事はな
いので、採用は難しい」と考えた。しかし、本人の
熱意と事務作業でもかまわないという意向を受け
て、当時は大阪府内にあった数拠点を廻って伝票を

回収、整理する仕事であれば任せられると考え採用
した。
熱心な仕事ぶりであったが、1年後に社長がその
男性と面談した際「仕事への貢献度が低く、物足り
ない」、「より重い障がいを抱えた人と一緒に仕事が
したい」という希望を持っていたことを知り、その
希望をかなえるため、本格的に障がい者雇用を推進
しようと考えるきっかけとなった。そして、2007
年に近隣にある就労・生活支援センターの紹介で知
的障がい者と精神障がい者各 1名を 2か月の実習と
3か月のトライアル雇用を経て、正式に採用するに
至った。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

社長を筆頭に経営幹部から率先して障がい者雇用の
理解を促進し、多様性を尊重する組織風土に改革
2007 年に採用した 2名のうち、精神障がい者が
正式採用後半年程度で退職してしまった。次第に体
調を崩して休みがちになってしまったが、実習やト
ライアル雇用のときは週 3日程度の勤務が、週 5日
勤務になり負担が重くなりすぎたことも要因になっ
たと考えられた。
社長は、どんな人であれ、雇用した以上長く続け
てもらいたい、続けられる環境を作りたい、経営者
にその責任があると考えている。障がい者のどう
いったところに配慮すべきか、どのように接すべき
かわからずに、会社として対応できずに退職者を出
してしまったことを後悔した。
その後、ジョブコーチ（職場適応援助者）の存在
を知り、支援を依頼するようになったが、社内でも
障がいのことや障がい者雇用の勉強をして、受け入
れ体制を改善する必要を感じ、2010 年に社長が最
初にジョブコーチの養成研修を受講した。同年には
管理部長と倉庫部長もジョブコーチ養成研修を受講
して、経営幹部が率先して障がい者雇用について学
び、退職者を出さず、長期的に勤めてもらえるよう、
率先して取り組む姿勢を示し、多様性を尊重する組
織風土を醸成するように努めた。
一般社員にも、2011 ～ 2012 年にかけて 2日間
の障害者職業生活相談員の研修に参加させたり、社
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内で出前講座を開くことで、理解が進むように工夫
してきた。

障がい者の適性を見極め、流通加工業務から基幹業
務である検品業務に担当を変更
最初に雇用した身体障がい者の意向を受けて、ど
のような仕事であれば、障がい者の能力を生かして、
会社の利益や経営効率にも貢献できるかを考えるよ
うになった。そこで、社長は、障がい者のそれまで
の働きぶりから、ひとつの物事に対する集中力が高
く、それを持続できる能力があること、まじめで正
確な作業をきっちりと行う能力が高いことに気がつ
き、流通加工業務ならば軽作業であり、障がい者の
適性が高いと考えて、2007 年頃から、女性パート
とともに担当させるようになった。しかし、女性パー
トとうまくコミュニケーションがとれず、見直しを
迫られ、流通加工業務のなかでも、女性パートと障
がい者の業務を分けることで、なるべく接点を持た
ないようにするなどの工夫をして、なんとかやりく
りしていた。
その一方で、基幹業務である倉庫・運送業務で
2009 年に年間誤出庫件数 9件と前年の 4件から大
幅に増加したことに伴い、取引先から検品作業の見
直しを迫られる事態になっていた。
ちょうど同時期に、社長がジョブコーチ（職場適
応援助者）養成研修の一環として、ある大手製造業
の特例子会社に研修に行く機会があった。そこでは、
管理者のみ健常者で、検品作業のすべてを障がい者
が担っていた。こんなに大切な業務を障がい者が担
えるのだ、自社は障がい者をお客様扱いしていたと
気がついた。
検品作業は、スピードより正確性が重視される業
務であり、障がい者の有する集中力の高さ、持続力、
作業の正確性、まじめな勤務態度からすると、適性
の高い業務だと判断した。そこで、自社でも障がい
者に検品作業を任せれば、誤出荷も減少するのでは
ないかと考えて、2010 年 10 月から検品作業を任
せるようになった。
検品作業に配置転換すれば、女性パートとの接点
を減らすこともでき、誤出庫件数減少という目に見
える数字として仕事の成果がわかるため、障がい者
自身も仕事への貢献が実感しやすい。また、数字で

成果を示すことができるため、倉庫作業員やドライ
バーをはじめとしたほかの社員、得意先からの信頼
を得られやすくなるという効果もあった。

長期的な勤続を可能とする就労条件の整備と人材育成
初期に採用した障がい者は、当初、週 5日のフル
タイム勤務としていた。しかし、精神障がい者が退
職してしまったように、身体の負担が大きく、休み
がちになってしまうこともあったため、2009 年か
ら週 4日のフルタイム勤務に変更した。その効果も
あり、最初に雇用した身体障がい者は別の会社に就
職が決まって退職したが、30代の知的障がい者は
現在もまだ働いている。その後、2009 年と 2010
年に 2名ずつ雇用して、一人もやめずに、現在 5名
が活躍している。キャリアの長い 30代の知的障が
い者がリーダー的存在で、他の障がい者の取りまと
め役となって活躍している。
現在障がい者が入庫、出庫、掃除など多様な仕事
を担っているが、それは長期的に育成する中で徐々
に業務を拡大してきた結果である。
検品作業は、品名、個数、ロット番号、消費期限
などを確認する作業で、アルファベット、数字、漢
字などもあり、簡単な仕事ではない。アイテム数や
伝票の種類も多く、マニュアル化は困難であるため、
新しいアイテムや伝票を扱う際に一つ一つOJT で
指導している。知的障がい者も含め、作業工程も 2
人 1組として、伝票を読み上げる人と品物を確認す
る人をチームにするように見直すなど、作業しやす
い環境を整えてきた。長期的に続けてもらうことで、
貴重な戦力として育成してきた。

支援機関、家族等との連携による障がい者の就労環
境整備
社長をはじめ 3名がジョブコーチ養成研修を修了
していることもあり、障がい者との接し方もわかっ
てきた。障がい者の多くはあまり表に感情を出さな
いため、日ごろから業務日報を通じて変化を感じ取
り、上司にあたる倉庫部長が適宜面談したり、挨拶
や雑談などコミュニケーションをまめにとることが
重要である。また、社長も日ごろより声をかけて、
日々の体調変化などにも気を遣っている。
障がい者を甘やかすのではなく、指導すべき点は
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厳しく指導しているが、個々の社員の障がいの特性
を知らないと、本当に体調が悪いのか、甘えている
のかの判断がつかない。特に精神障がい者の場合は、
接し方を誤ると危険な場合もある。そうしたこと
は、社長をはじめ経営幹部が率先して知識を習得し、
日々障がい者とコミュニケーションをとり続けるこ
とで、本人の顔色や表情、行動などから判断できる
ようになった。
また、経験を積むなかで、直接会社と本人や家族
で課題解決にあたるべき場合もあれば、支援機関な
ど第三者を介した方がよい場合があることも判断で
きるようになった。仕事に関することであれば、会
社が直接本人に言ったり、両親に言って問題解決を
図ることもある。しかし、たとえば「お風呂にはいっ
ているのだろうか」、「家庭でなにかあったのではな
いか」など仕事以外の生活面に問題がありそうなと
きには会社からは口を挟みにくい。そのようなとき
には、支援機関に生活改善や家族への確認を依頼す
ることもある。また、病気が疑われたときには支援
機関を通じて病院に確認してもらうこともある。
こうした工夫により、障がい者が長期的に就労で
きる環境が整うだけでなく、突発的な休暇や長期的
な休職、退職などを極力少なくすることにも役立ち、
会社にとっても人員構成を安定的に考えることに役
立てられる。

ダイバーシティ推進による
経営効果

障がい者に検品作業を任せ、年間誤出庫件数が大幅減少
障がい者に検品作業を任せ始めた 2010 年は年間
1件と、誤出庫割合が前年の 0.013％から 0.001％
まで大幅に改善し、2011 年以降も年間の誤出庫は
0～ 1件にとどまっている。
これにより、検品作業も含めすべての作業を担っ
ていた倉庫作業員が、フォークリフトを使った運搬
など製品の入出庫作業に専念できるようになり、作
業負担が減少したことで、労働時間が 2割程度削減
された。一連の作業のなかで、荷捌き場での取りお
ろしや検品は障がい者、障がい者が検品した荷物の
入出庫は健常者というように、一連の作業プロセス
の中で明確な役割分担をしたことで、チームとして

の仲間意識が醸成された。
障がい者雇用を始めた当初は、他の社員からの不
満があった。特に女性パートからは、ほぼ同じ時給
で働きながら、指導しないといけないということも
あり反発が強かった。社長が積極的に推進し、研修
等を重ねてきたことに加え、障がい者に担当させる
ようになってから誤出庫件数がほぼなくなったとい
う目に見える実績を示せたことで、他の社員も徐々
に彼らの仕事ぶりを認めるようになった。

顧客満足度の向上
障がい者が検品作業を担い、誤出庫が大幅に削減
できたことにより、得意先による棚卸監査時間が短
縮され、保管製品のアイテム数が増加し、顧客満足
度が高まった。得意先で配送関連のトラブルがあっ
たときに、丸善運輸倉庫の障がい者に見てもらいた
いと要請を受けて派遣したこともあるほど、障がい
者の検品作業は信頼されている。

丸善運輸倉庫株式会社

誤出庫件数と誤出庫発生割合
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参考情報

障がい者が、伝票と現物の検品を行っています。
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職場内の効果外的評価の向上プロダクトイノベーション プロセスイノベーション

◎企業概要

会社設立年 2002 年 7 月（日本法人）イケアの創業／ 1943 年 資本金 1 億 1,000 万円

本社所在地 千葉県船橋市浜町 2 丁目 3 番 30 号　5F

事業概要 家具および家財道具、雑貨等の小売販売業務

売上高 67,381 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 3,122 名　うち非正規 1,966 名

属性ごとの人数等 【女性】1,965 名（うち非正規 1,390 名）、女性管理職比率 43％

正規従業員の
平均勤続年数 6.3 年（男性 6.5 年、女性 6.0 年）

大企業

障
が
い
者

女
　
性

▶顧客のみならず社員（コワーカー）とその家庭・家族を主役に据えた経営を推進
▶家庭・家族の事情にあった働き方を可能にするため、休日・休暇制度の充実と勤

務時間、就業時間を柔軟に設定することを可能に
▶出産・育児に配慮した制度を構築
▶同社の価値観である「イケアバリュー」を重視した人材の採用・登用と、コワーカー

の成長を促す仕組みにより、自立した人材の育成を実施。自立したコワーカーが
周囲をフォローできるようになり、ワーキングマザー等が働きやすい風土を形成

▶仕事と子育てを両立しやすい制度構築により、ワーキングマザーが活躍できる環
境を整備。法人営業部のワーキングマザーが子育ての経験を活かした営業を行い、
同部では対目標 133％の売上を達成

ワーキングマザーによるこどもクリニックへの
提案営業で、法人営業部が対目標 133％の売上を記録

イケア・ジャパン株式会社
卸売業，小売業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

スウェーデンで創業したグローバル企業の日本法人
として誕生
イケア・ジャパンは、1943年に創業したスウェー
デンの会社イケアの日本法人である。イケアはデザ
イン性の高い家具や家財道具、雑貨等を低価格で提
供し、これを販売するイケアストアは現在 42か国
に 349 店舗を展開。年間延べ約 7億 7,500 万人が
利用している。
2002 年 7月に設立され、2006 年に 1号店を開
店したイケア・ジャパンは、イケアが重視している
世界共通の価値観のもとで運営されている。すなわ
ち「より快適な毎日を、より多くの方々に」という
ビジョンのもと、「優れたデザインと機能性を兼ね
備えたホームファニッシング製品を幅広く取りそろ
え、より多くの方々にご購入いただけるようできる
限り手ごろな価格でご提供する」をビジネス理念に、
徹底してこれを追求している。
といっても、同社の主役はモノではなく「人」である。
ここでいう「人」とは、顧客はもちろんのこと、同社
が「コワーカー」と呼ぶ社員も含まれる。また同時に
「家が世界でいちばん大切な場所」、「子供が世界でい
ちばん大切な存在」という理念を掲げ、コワーカー
の暮らす家庭、共に過ごす家族も大切に考えている。

「ダイバーシティこそイケアの価値の源泉」であり、
「コワーカーの成長が、イケアを発展させる」
このように人を主役に据えた経営を行う背景に
は、同社が「ダイバーシティこそイケアの価値の源
泉」であり、「コワーカーの成長が、イケアを成長
させる」との理念がある。
同社の母体であるイケア発祥の地であるスウェー
デンは、人口が少ないことに加えて移民が多く、も
ともと多様な人が共存して社会を構成しており、多
様な人材のアイデアやパッション、思いを形にする
ことによって成長を続けてきた。グローバルでの
マーケティングにあたり、多様な意見をバランス良
く取り入れるためにも、社員構成比を社会の構成に
合わせる必要があると考えている。
そのため、全社員に占める女性比率は 64％、女
性マネジャー比率は 43％。また世界 21 か国の人
材が勤務しておりマネジャーの 18％を占めるなど、
人材の多様性が確保されたなかでコワーカーの成長
を促してきた。

「イケアバリュー」に沿って行動する
コワーカーが成長していく中で大切にしている価
値観が「イケアバリュー」である。これはイケアが
イケアらしくあり続け、かつ成長していくための、
言わば行動指針。自身の行動に迷ったり、周囲のコ
ワーカーと意見が食い違ったりした際は、必ずイケ
アバリューに立ち帰る。同社内の議論では「それっ

イケアバリュー（イケアの価値観）
イケアは、人は誰でも他人に与えることのできる価値ある何かを持っていると信じており、誰もが同じ価値観のもと
で働くことを目指しています。
自らが手本になること イケアのマネジャーはイケアバリューに沿って行動し、満足感を感じられる環境を生みだ

します。そして、コワーカーにも同様にふるまうことを期待しています。
常に刷新を求める 革新的なソリューションでお客さまのニーズに対応していくことが、快適な毎日の暮らし

につながると信じています。
連帯感と熱意 力を合わせれば、解決が困難に思えた問題も解決する力が生まれます。イケアでは、常に

このやり方を実践しています。
コスト意識を持つ 低コストなくして低価格は実現しません。だから、少ないリソースでよりよい結果を出せ

ることに誇りをもっています。
現実を直視する 発展や改善、現実に即した決断を行うための実用的なソリューションにこだわり続けます。
謙虚さと意志力 謙虚さとは、お客さまはもちろん、コワーカーやサプライヤーの意見も謙虚に受け止め尊

重すること、そして、意志力とは、やるべき仕事はすべてやり終えることを意味します。
違うやり方でやってみる どうしてこのやり方をしているのだろう？.と思ったとき、もっとよいアイデアが浮かべ

ば、迷わずトライしてみる。これがイケアのやり方です。
責任を担い、委任する イケアでは、コワーカーの可能性を伸ばし、期待以上の成果が生まれるように励まします。
簡潔 イケアでは問題を解決するときに、関係者と交渉し、困難にチャレンジしながら、あわて

ずさわがず、簡潔でわかりやすい方法でアプローチします。
いつでも「目標へと続く
道の途上」

今日やったことをよりよくするために明日は何をすべきか、自分自身に問いかけ、新しい
アイデアやヒントを探っています。
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て、イケアバリューと違うよね」といった言葉が交
わされるのが日常だ。
このイケアバリューの中でも、コワーカーの成長
が促されている。例えば、バリューの一つ「責任を
担い、委任する」は、一人ひとりが自分の仕事の責
任を担いつつ、同時に他のコワーカーに仕事を委任
していくことを指す。同社のマネジャーは、このバ
リューに沿って日頃から周囲のコワーカーに責任あ
るタスクを委任している。同社では、マネジャー全
員が交代で夏休みを3週間程度取る習慣があるほか、
家庭の都合でマネジャーが不在の場合があるが、バ
リューに沿って責任あるタスクが委任されており、
他のコワーカーがその場の責任者として業務にあた
ることができるため、業務が滞ることはない。「人」
を大切にする同社は、「家が世界で一番大切な場所」
という理念が基本にあるため、休暇は当たり前のこ
とであり、お互い助け合いの精神も生まれている。
そしてこのようなコワーカーによる相互のフォ
ローが日常的に行われているという体制は、ワーキ
ングマザーにとっても、仕事と家庭・子育てを両立
する助けとなっている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

家庭・家族を大切にできる仕組み
ダイバーシティを実現するためにコワーカーを尊
重する同社では「家が世界でいちばん大切な場所」、
「子供が世界でいちばん大切な存在」という理念を
実現しながら働くために、家庭・家族を大切にでき
る仕組みが設けられている。
まず休日・休暇が充実している。年次有給休暇
の 100％取得が推奨されている（実際の取得率も
70％程度と高い割合である）。そのため夏季休暇と
して数週間、長い人では 1か月以上休暇を取得する
人も珍しくない。
また、勤務時間も個々のコワーカーに応じて柔軟に
設定することができる。雇用形態は勤務時間の長さに
応じて、パートタイマー、セミフルタイマー（週36
時間勤務）、フルタイマーの3種類があり、個々のコワー
カーのニーズに応じて調整できるようになっている。
就業時間も多様である。例えば物流部門では、開

店時に売場を整え商品の陳列をする業務があり、早
朝から仕事が始まる。特に物流部門は繁閑の差が激
しく、物流量の多いときは、深夜 1時、2時から仕
事がスタートすることになるが、「子どもが起きる
前にひと仕事したい」という理由で、この時間帯で
働いているワーキングマザーがいる。
したがって、勤務時間や就業時間は、採用の際の
一つのポイントとなっている。面接では、会社側は
応募者に対し、「○時～○時の時間帯でニーズがあ
る」と提示する。その時間帯に働きたいという人が
採用の候補者となる。

出産・育児に配慮する仕組みと風土
このようにコワーカーとその家庭・家族を大切に
する同社では、出産・育児はコワーカーにとってプ
ラスにはなってもマイナスにはならないと考えてお
り、出産・育児の後は、そこで得た経験も活用して
長期間働き続けてほしいと考えている。そこで、出
産・育児の支援を手厚く行っている。
同社では、育休のほかに、産前・産後に通算して
9か月間の休暇を取得することができ、3か月分の給
与が支給される。法定では、産前休業は原則として6
週間（多胎妊娠の場合は14週間）、産後休業につい
ては原則8週間と定められていることからも、子ど
もを産み育てることを会社として大切に考えている
ことがうかがえる。実態としては、9か月のうちの多
くを産前に利用しているコワーカーが多く、育休を
取得せずに復帰する女性が多い。また、船橋店には、
働き始めた後にも生後57日から子どもを預けられる
企業内保育所「ダーギス」が整備されており、子育
て中の母親が働きやすい環境が整備されている。
実際に出産・育児を経た社員からは「出産による
デメリットは何もない。また、そもそもイケアが大
好きなので、子育てだけに集中するよりも、働いてい
る方が子どもにも優しくできる」、「子育てでストレス
がたまることがあっても、出勤した瞬間に切り替えが
できる。仕事の自分とプライベートのオンとオフが
しっかりすることで生活も規則正しくなり、子どもも
病気をしにくくなる」といった声も上がっている。
また、上記の制度だけでなく、同社の風土も出産・
育児を後押しする。あるパートタイマーの女性は、
育児休業から復帰した際、直属のマネジャーからか
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けられた言葉が忘れられないと話す。
「子育てのために仕事を残して帰るときも、引継
ぎさえしっかりしていれば問題ないよ」、「たとえお
客さまと約束があっても、引継ぎしてくれれば他の
人が対応するから、休んでも大丈夫だよ」
今では周囲に当時の自分と同じ立場のコワーカー
がいると、自分がしてもらったことをしてあげたい、
という気持ちになる。このように「お互いさま」の
風土が形成されており、出産・育児から女性コワー
カーの復職を促す好循環となっている。

コワーカーの育成
また、同社が発展の原動力として位置づけているコ
ワーカーの育成に向けても、特徴的な取り組みが行わ
れている。例えば「自己開発プラン」は、短時間勤務
のパートタイマーや学生アルバイトから正社員である
フルタイマーに至るまですべての社員を対象に、年2
回、1回60分から90分の時間をかけて、直属のマ
ネジャーと1対1の面談を実施する仕組みである。
ここでの話題は、業務における期待や評価ではな
く、「イケアで働くことを通じ、どのように成長し、
どのような人生を今後送っていきたいのか」という
ことである。将来同社を離れる予定であっても、コ
ワーカーのキャリアビジョンに対して、現状でどの
ような行動・経験を積むべきか時間をかけて話し合
い、職業人として自立し成長するためのサポートを
行っている。
また同社では、人が成長し自立するためには、そ
の人を認め、褒めることで、自分自身と自分の成長
が必要とされていることを伝えることが大切だと考
えている。そのため「自己責任をもたせる信頼関係
をつくる」、「功績を認め褒める」ことも、コワーカー
の成長のためのサポートの一環として位置づけられ
ている。
なお、コワーカーの採用における最大のポイント
は、「イケアバリューに共感できる人材かどうか」で
あり、それはイケアバリューの「自らが手本になる
こと」、「責任を担い、委任する」といった項目を実
現できる資質を持った人材かどうかという視点であ
る。このような人材の獲得と育成が、ワーキングマ
ザーを含めた多様な人材が、様々な事情を抱えなが
らも活躍し続けることができる風土を形作っている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

ワーキングマザーの提案営業で、法人営業部が対目
標 133％の売上を記録
このように家庭に配慮した働き方を可能にする制
度構築を進めた結果、ワーキングマザーが大きな成
果をあげた。法人営業部「イケアビジネス」では、
育児休業から復職した女性が、主婦として、また母
としての経験を活かして商品提案を行い、法人営業
部を対目標で 133％の売上実績に導いた。
法人営業部は幅広く法人を対象として営業を行っ
ているが、中でも子ども向けのクリニックや保育所
といった顧客はワーキングマザーが担当している。
顧客からは、子ども向けクリニックや保育園が新し
くオープンする際、「イケアの家具を入れたい」と
いった要望を受け、コンサルティングと提案を行う
が、その際、母親目線でのスムーズな提案が自然に
できる。例えば「トイレにも絵があった方が親しみ
やすいのでは」、「この高さの角がとがった家具は、
お子さんには危ないかもしれません」といったもの
である。このように実体験に基づく提案はリアリ
ティがあり、顧客に受け入れられやすくなっている。
法人営業部は出産・育休に入るワーキングマザー
が多く、マネジャー自身もワーキングマザーである。
そのため限られた人数のスタッフで対応しており、
新規開拓により量的に業務を拡大することよりも、
顧客のニーズに合った提案を行うことにより単価を
上げて経営成果を上げている。対目標 133％という
数字も、顧客数の増加ではなく、多様な顧客のニー
ズに丁寧に接した結果、顧客あたりの購入価格が上
昇したことに起因している。

参考情報

店舗外観
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◎企業概要

会社設立年 1919 年 資本金 56,025 百万円

本社所在地 大阪府大阪市中央区難波 5 丁目 1 番 5 号

事業概要 百貨店業

売上高 680,255 百万円（2013 年 2 月期）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 10,276 名（うち非正規 5,103 名）

属性ごとの人数等 【女性】7,010 名（うち非正規 4,296 名）課長以上の役職者における女性比率 22.2％

正規従業員の
平均勤続年数 全体 22.5 年（男性 23.2 年、女性 21.9 年）

▶女性が長く活躍できる職場を目指して、8 つのパターンから選べる柔軟な育児勤
務制度を導入

▶「入社後 10 年間育成プログラム」を開始したほか、マネジャー・バイヤー等管
理職種へのキャリアステップも明示し、育成を促進

▶女性社員に対するモチベーション向上施策を強化
▶取り組みの結果、ライフイベントを経ても働き続けることが可能な職場が実現
▶約 20 年前と比べて、女性の勤続年数は 3 倍以上に伸び、管理職種のほか部門

長以上の経営層の女性比率も拡大
▶現場の常識を覆す女性シニアマネージャーの発案による販売手法で売上 3 倍増

を実現
▶女性の感性と提案を反映した自主ブランドショップの成長

現場の常識を覆す女性シニアマネジャーの
発案による販売手法で売上 3 倍増を実現

大企業

職場内の効果プロセスイノベーション 外的評価の向上

株式会社髙島屋
卸売業，小売業
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
女性が活躍する老舗大型百貨店
髙島屋は、大阪府大阪市に本社を置く百貨店であ
る。大手の老舗百貨店として、日本橋店、新宿店、
横浜店、大阪店、京都店と、主要都市の要所に立地
する大型店舗を多く展開し、グループで国内 20店
舗、海外 3店舗を展開している。
現在の総従業員 10,276 名（正社員 5,173 名）の
うち、女性従業員は 7,010 名（正社員 2,714 名）
となっており、多くの女性従業員が現場を支えてい
る。来店する客の 8割が女性であり、店頭でお客様
に応対する従業員の大半が女性である。
同社には、創業当時から女性が活躍する伝統が
あり、1981 年に常務取締役に就任した石原一子氏
（1952年入社）は、東証一部上場企業初の女性重役、
かつ、経済同友会初の女性会員であった。2012 年
11月から 12月にかけて、石原氏の事績は読売新聞
の記事「時代の証言者―女性重役・石原一子」に連
載され、世間的にも広く知られている。
2013 年 9 月には、肥塚見春氏（1979 年入社）
が専務取締役（代表取締役）に就任した。肥塚氏は
いったん家庭の事情により 1985 年に退職したが、
その翌年に再雇用制度が創設され、制度適用第 1号
として 1987 年に再雇用された経緯がある。早期か
ら女性が活躍し、現在も女性従業員によって支えら
れている同社は、女性活躍の先進企業として位置づ
けられる。
女性が長く活躍できる企業を目指して
早期から女性が活躍する同社であったが、女性の
長期的な活躍という面では大きな課題を抱えてい
た。1991 年の時点では、女性正社
員の平均勤続年数は 6.2 年であり、
離職率は 10%を超えていた。離職
の最大の理由は、結婚・出産・育児
によるものであった。
女性が働きやすい職場を実現する
ために、他企業では在宅勤務などの
勤務形態を導入することがある。し
かし、百貨店は対面販売が基本であ
り、お客様が来店する営業時間に店
舗に出勤するという制約は動かせな
い。このような制約がある同社の業
務においても、家事や育児により長

時間働くことが難しい女性に辞めることなく長い間
活躍してもらうために、1991 年から、勤務時間を
短くかつ柔軟に変更できる先進的な育児勤務制度が
導入された。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み
８つのパターンから選べる柔軟な育児勤務制度
同社の勤務形態はシフト制であり、店舗によって
異なるが、早番の場合は 9時 50 分（10 時開店の
10分前）から18時55分である（2014年2月現在・
日本橋店）。始業も終業も一般の会社（9時から 17
時）より遅く、子どもを保育園に送り迎えすること
が難しいなどの意見が女性従業員から寄せられてい
た。女性従業員からのこうした様々な要望を踏まえ、
育児勤務（短時間勤務）制度が導入された。ただし、
個人によって通勤時間や保育園への送迎の時間帯も
異なることから、同社では多彩な選択肢を用意した。
1991 年に導入された育児勤務の選択肢は 2つで
あった。育児勤務Aは、1日の労働時間が 5時間に
なり、休日は同じ、そして給与や賞与は労働時間に
応じて減額される。育児勤務 Bは、1日の労働時間
は 6時間 45分と通常勤務より短くなるが、休日が
少なくなることで、給与や賞与は同じ水準が維持さ
れる。
1994 年には、さらに育児勤務 Cが導入された。
1日の労働時間は 6時間 45分と通常勤務より短く、
休日も同じだけ取得できる。ただし、勤務時間が少
ないため、給与や賞与はやや少なくなる。
2003年には、育児勤務Dと育児勤務 Eが導入さ
れた。育児勤務Dの1日の勤務時間は6時間であり、
育児勤務AとCの中間に位置する。育児勤務Eは「基
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５時間 ６時間４５分 ６時間４５分 ６時間 ７時間３５分

１２２日 ９２日 １２２日 １２２日 １２２日

１,２１５時間 １,８４１時間 １,４５８時間 １,８４１時間

（うるう年は1,220時間）

実労働時間に応じて 実労働時間に応じて 実労働時間に応じて

支給 支給 支給

５時間 ６時間４５分 ６時間

１２２日 １２２日 １２２日

実労働時間に応じて 実労働時間に応じて 実労働時間に応じて

支給 支給 支給給　　　与

１日の労働時間

（通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一）

※F-a、F-c、F-dは予定就業により7時間35分の勤務日を設定。 

育児勤務F-d

月９年３１０２月９年３１０２月９年３１０２入　　　導

育児勤務F-a 育児勤務F-ｃ

休　　　日

年間労働時間
１,６４０時間１５分

（通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一）

給　　　与
通常勤務者と同額 通常勤務者と同額

１日の労働時間

休　　　日
（通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一） （通常勤務者と同一）

導　　　入 １９９１年１月 １９９１年１月 １９９４年９月 ２００３年１月 ２００３年１月

育児勤務Ａ 育児勤務Ｂ 育児勤務Ｃ 育児勤務Ｄ 育児勤務Ｅ育児勤務Ａ 育児勤務Ｂ 育児勤務Ｃ 育児勤務Ｄ 育児勤務Ｅ

育児勤務F-d育児勤務F-a 育児勤務F-ｃ

育児勤務（短時間勤務）のパターン（正社員）
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本パターン.9 時 50 分～ 18 時 25 分」で始終業時
刻が固定される（2014 年 2月現在）ので、閉店ま
でをカバーする遅番勤務になることがなく、保育園
への送り迎えもしやすくなる。
2013 年 9月からは、さらに新たな選択肢を加え
た。百貨店には勤務日シフト制があり、休日や祝日
に出勤することもある。しかし、これらの休日に配
偶者が在宅している場合は、あえて時短勤務にする
必要はない。このように、家庭での育児環境によっ
ては、1日の労働時間を短くせず、通常通り勤務する。
この新しい選択肢は好評であり、2013 年 9月に導
入したばかりにもかかわらず、12月時点で約 70名
が利用している。
2013 年 4月現在の育児勤務利用者は、女性正社
員が約 400 名、正社員以外の有期雇用の女性従業
員についても約 80名が利用している。現在の利用
状況を見ると、1日の労働時間が 5時間になる育児
勤務Aがもっとも利用者が多く、続いて 6時間勤務
の育児勤務D.、6時間 45分勤務の育児勤務Cの順
となっている。こうした豊富な選択肢が用意された
ことで、育児により勤務時間の制限を望む女性従業
員が、家族の事情や自分の希望に応じて、柔軟な働
き方を選ぶことが可能になっている。
両立支援制度を強化し、次世代育成支援対策推進法
に基づく行動計画を策定・実施
同社は、2001 年度から男女総合参画型企業を目
指した施策を開始し、2005 年度以降の人事制度
改定によって両立支援制度を強化してきた。また、
2005 年 4月 1日から次世代育成支援対策推進法に
基づく行動計画を、2年ごとに作成・実施してきた。
行動計画に基づいて実施されるワークライフバラ
ンス研修でダイバーシティに関する意識の向上を
図っているほか、育児休職者向けの復帰時ガイダン
スはもとより、定例の社員研修においてもダイバー
シティの重要性についての周知を徹底している。

「入社後 10 年間育成プログラム」を導入、管理職種
へのキャリアステップも明示
同社では、2009年度からは新入社員に対する「入
社後 10年間育成プログラム」を導入し、各年次に
応じた明確な育成目的および育成プログラムを設け
た。このことで、マネジャー・バイヤーを担う人材
の育成を促進し、これらの職務へのキャリアステッ
プイメージを提示した。また、在等級の基準年数を
満たすと進級（昇格）試験にチャレンジできるため、

若手のうちから、結婚・出産のタイミングを考慮し
つつ、キャリアアップへの計画を描くことができる。
最短で入社 3年目で主任級、6年目で係長級、9年
目で課長級、14 年目で次長級への進級（昇格）試
験を受けることができるようになっている。
女性社員に対するモチベーション向上施策を強化
女性活用に関しては、部門長以上の経営層への登
用をさらに促進する方針を掲げ取り組んでいる。課
長以上の女性比率は現在 22.2% であるが、女性正
社員の比率が約半数であることを考えると、やや少
ない状況にある。そこで、経営層として活躍できる
中堅女性社員に対する育成の施策として、2013 年
に女性管理監督者養成研修を新設した。係長級・課
長級女性に対するモチベーションアップを目的とす
る研修であるが、効果が確認されたため、翌年も実
施予定であるなど、次年以降も主要職務での女性比
率を向上させる施策を強化している。

ダイバーシティ推進による経営効果
ライフイベントを経ても働き続けることが可能にな
り女性離職率１％を実現
1990 年頃までの同社には、結婚・出産・育児
を経た女性が、無理をせず長く働き続けられる制
度がなく、女性正社員の離職率は 10%を超えてい
た。しかし、育児勤務制度を始めとする両立支援制
度の導入・改定によって定着率は飛躍的に向上し
た。1991 年の時点では、女性正社員の平均勤続年
数は 6.2 年、平均年齢は 26.3 歳であったが、2013
年現在では、女性社員の平均勤続年数が 21.9 年に
まで上昇し、平均年齢も 40歳を超えるようになっ
た。離職率は 1%程度にまで低下し、女性が長い間
活躍できる企業になったことがデータにも表れてい
る。今は、結婚・出産・育児等のライフイベントに
よって辞める女性社員は皆無と言ってよいほど少な
くなった。
管理職種・経営層における女性比率も拡大
同社では、管理職種や経営層においても積極的な
女性の登用・配置を行い、マネジャーとバイヤー
の女性比率は、2009 年から 2013 年で、マネ
ジャー 25.2% が 28.0% へ、バイヤーが 32.8% か
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   2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
マネジャー職 25.2% 26.7% 24.4% 24.2% 28.0%
バイヤー 32.8% 33.5% 34.5% 38.9% 38.1%
係長以上の役職者 30.6% 32.9% 35.4% 38.4% 39.9%
全体 47.3% 48.3% 49.9% 52.2% 52.8%

女性正社員の割合の推移
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ら 38.1% と増加している。課長以上の女性比率は
22.2%となり、部門長以上の女性（役員を除く）は
23名（12.4%）にも達した。
女性役員も徐々に増えている。冒頭で紹介した、
岡山店の黒字化に成功した肥塚氏が 2013年 9月に
女性代表取締役に就任したほか、常勤で他にも 1名
の女性が執行役員を、1名の女性が子会社の社長を
務めている。
女性シニアマネジャーの常識を覆す販売手法により
売上３倍増を実現
同社内で活躍する女性管理職は、着実な成果をあ
げている。その一例として、日本橋店のフェア「カ
シミアコレクション」において売上 3倍増を実現し
た例がある。
同社では、1万円を切る手頃な価格のホワイトカ
シミアによる衣料品を企画・販売している。18色、
4タイプ（セーター、カーディガンなど）、4サイズ
の約 300種を取り揃え、全 18店舗において秋に展
開をしている。
2012 年、日本橋店の売上は約 3,000 枚であり、
その実績は他店と比べて小規模であった。日本橋店
の来客数は1日約 2.8 万人であるため、1日に約8.4
万人が来客する横浜店などの超大型店と比べると、
売上規模が小さいのはやむを得ない面もあった。
しかし、2013 年 10 月 30 日から開始された 3
週間の販売期間において、日本橋店の女性シニアマ
ネジャーが日本橋店の常識を覆す販売方法を取り入
れた。長い歴史を持ち、富裕層が多く来店する日本
橋店では、売り場においても高級感を重んじる傾向
があり、商品を棚に美しく並べるのが常識であった。
しかし、前述の女性シニアマネジャーは、入口から
目立つスペースにカウンターを設置し、高級感を損
なわない程度に商品をぎっしりと並べる陳列手法を
採用した。その結果、2012年の売上3倍増を実現し、
横浜店をも抜いて全店トップに躍り出るという記録
を生み出した。
日本橋店の特徴は、富裕層のお客様が多いことで

ある。そのため、売上枚数を伸ばすためには、一人
のお客様に買っていただく枚数を増やすことが効果
的である。ここで、その女性シニアマネジャーは、
多くの商品をぎっしりと並べるという方法を考えつ
いたのである。手頃な価格の商品が並べてあると、
つい他の色も一緒に買ってしまう。こうした顧客の
心理に着目した戦略は、日頃同じような経験をする
女性だからこそ考えついたものであるともいえる。
この販売方法を実現する上では、高級感を損なう
可能性に抵抗を感じる上司の説得も必要であった。
しかし、女性の日常的な経験から、この方法が売上
増につながることに自信を持っていた女性シニアマ
ネジャーの熱意に、最終的には上司も説得された。
その結果が、一人あたり購入枚数・平均 2.5 枚とい
う予想を超えた成果と、前年 3倍増の全店トップ
の売上の実現であった。同社において活躍する女性
管理職は、今や従来の常識や歴史を変える新しい販
売手法の開発というイノベーションを生み出してい
る。
女性の感性と提案を反映した自主ブランドショップ
の成長
社内で活躍する女性の増加に伴って、キャリア志
向の女性からの支持を受ける同社の独自ブランドも
その成長に今後期待ができる。
その一つである、「エクセランクラッセ」は、働
く女性に向けてのスーツスタイルを提案するショッ
プとして2012年秋にスタートした。男性向けのスー
ツとは異なり、女性向けのスーツには高級ブランド
が少なく、選択肢が限られてしまうというキャリア
女性の声を反映し、素材にこだわった日本生産のハ
イクオリティなスーツが好評である。
また、2006 年にスタートした「スタイル＆エ
ディット」はファッション感度の高い女性向けの自
主編集ショップである。カジュアル傾向の中で、オ
ンタイムでもファッションを楽しむキャリア女性の
支持を得て、近年は 2ケタ増の成長を続けている。
社内で活躍するキャリア女性が増えたからこそ、
社会で活躍するこうした女性の声も反映されやすく
なっている。
女性顧客向けの商品が業績に大きな影響を与える
同社において、女性の活躍は競争力を左右する重要
な課題である。同社の常識や歴史を覆すイノベー
ションの担い手として、今後も女性の活躍が期待さ
れる。
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2013 年の日本橋店のカシミアコレクションの売り場
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1953 年 資本金 10 百万円

本社所在地 大阪府東大阪市永和 1 丁目 25 番 11 号

事業概要 珈琲の卸・小売

売上高 190 百万円（2013 年 9 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 16 名（うち非正規 8 名）

属性ごとの人数等 【女性】14 名（うち非正規 8 名）、女性管理職比率 33.3％

正規従業員の
平均勤続年数 5 年（男性 5 年、女性 5 年）

▶バブル崩壊をきっかけとした事業戦略の見直し
▶経営理念「私たちはすべての持続可能性を追求します」の徹底に向け、長期的な

視点で人材を育成
▶女性マネージャーの発案による「季節のブレンド」の商品化と小売店舗の売上の

成長（前年比 124％）
▶女性マネージャーが全員ローテー

ションによる配送・出荷プロセスを
構築、一日当たりの発送数が増加し、
生産性が向上

▶配送・出荷業務の見える化と育成シ
ステムの構築によりパートの戦力化
とスキルアップを実現

▶人材育成の強化により「人による差
別化」を実現

女性マネージャーの発案による新商品開発と発送・
出荷プロセスの構築による生産性向上を実現

プロセスイノベーション

田代珈琲株式会社
卸売業，小売業

田代珈琲の基本理念



156Best Practices Collection 2014

ダイバーシティ経営の
背景とねらい

バブル崩壊をきっかけとした事業見直しと「スペ
シャルティーコーヒー」との出会い
田代珈琲は、従来珈琲卸売が売上の半分以上を占
めていた。しかし、1993年頃からバブルの崩壊に
より卸売価格が下落し、業績が悪化した。96年に会
社を引き継いだ現社長は、98年までに3店舗を新規
出店して小売を強化、業績改善を目指した。一時は
業績を伸ばすことができたが、売上の伸びは止まり、
多店舗で焙煎から豆の鮮度を保った質の高い珈琲を
販売する困難さを感じた。順次店舗を閉鎖し、本社1
店舗に集約、2001年にはネット通販事業へ参入した。
しかし、それだけでは他社との差別化は難しい。
2000 年代前半より、同社社長が海外の珈琲農園を
回っていたなかで、生産者が独自の工夫を重ねて生
産している「スペシャルティーコーヒー」（品評会
で高い評価を得た高品質のコーヒー豆）に出会った。
この「スペシャルティーコーヒー」で、田代珈琲で
しか提供できないコーヒーを作ることができれば、
大量生産で流通している一般のコーヒーと差別化を
図ることができると考えるようになった。

「スペシャルティーコーヒー」を活かすための「人
による差別化」を指向
この「スペシャルティーコーヒー」を活かして、
他社にはまねできない最高の商品に仕上げるには、
豆の保存、焙煎技術、ブレンド技術、商品のパッキ
ングなど、あらゆる面で高い技術と生産システムの
構築が求められる。それを実現するには、優秀な人
材を採用・育成しならなければいけない。
そのためには、優秀な人材を集めるだけでなく、そ
の人材が長く働いてもらえるよう、自己の成長を実感
し、やりがいを感じられる仕事と働き続けられる環境
を提供していく必要性を強く感じるようになった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

社長自身の意識変革と経営理念の構築、社員のビ
ジョンの共有化
事業見直しと並行して、社長は経営理念の策定に

取り組み始め、2008 年に「私たちはすべての持続
可能性を追求します」にたどりついた。「すべての持
続可能性」には、社員、取引先、得意先、地域、産
地が含まれている。なかでも、「社員との持続可能性」
を第一に考えている。
その背景には、2008年 4月に 10年ほど勤めて、
一生懸命育ててきた男性社員が退職したことがあっ
た。それ以来、社員が、働き続けたいと思う会社を
つくり、社員が自己の成長を喜び、働き甲斐のある
会社にしたいとさらに強く思うようになった。
社員やパートに理念を浸透させるために、毎朝の
朝礼で、全員で唱和して、理解の促進を図っている。
また、2004年から毎年夏に社員全員で合宿を行い、
社長からの経営理念や今後の経営方針について話し
ている。さらに、社員全員が会社の経営方針に鑑み
ながら、長期のキャリアビジョンを発表することで、
会社と社員のベクトルを同じ方向に向かわせている。
社長は経営方針を示し、会社として目指す方向性
は示すが、あえて具体的な方法は指示せず、見守る
方針を貫いている。その根底には、社員が自分で気
がついて行動できるようにならなければならないと
の考えがある。

新卒採用への方針転換と人材育成の強化
社長は、経営者の仕事は、優秀な人に入社しても
らい、長期的に活躍できる、成長を実感できる環境
を作ること、よい土－人間関係、仕事のやりがい、
労働時間、休日、給与などの労働条件の整備－を耕
すことだと考え、性別や障がい、年齢など関係なく
多様な人材が活躍できるステージを用意することに
重点を置いてきた。
第一に採用方針の見直しを行い、中途採用を中
止、すべて新卒採用に切り替えた。新卒採用にする
ことで、他社の考え方や社風に染まっていない人材
を採用し、経営理念に沿って育成することができる。
2010 年春入社から新卒採用を毎年継続して行って
おり、女性に限定しているわけではないが、採用し
た 5名は全員女性である。相対的に語学力、コミュ
ニケーション力、学習意欲などが優れている女性を
採用している。
本来は毎年採用する必要はないが、人材育成を経
営の重要課題としていることから、短期的な人材の
過不足ではなく、先をみて持続的な成長の観点から、
採用を継続的に行っている。

田代珈琲株式会社
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第二に社員・パートの育成にも注力しており、外
部有識者が講師を勤める珈琲の勉強会を月 1回開催
している。また、朝礼では、週 2回のカッピング研
修（香りや味を確かめて豆の品質を評価する技術を
身につける研修）のほか、不定期でバリスタ研修（エ
スプレッソなどのコーヒーに関する専門知識と技術
を身につける研修）を行う。その他、ギフトの包み
方などテーマ別の研修も随時行われている。社員は
原則全員参加で、パートも可能な限り参加している。
資格取得や大会参加も奨励しており、特に若手社員
が積極的である。

明確な基準に基づいた人事制度「成長支援制度」の
導入
以前は人事評価制度がなく、年功序列で処遇され
ていた。しかし、よい人材を確保・育成していくた
めには、人事評価制度を導入し、成果に基づく処遇
をしていくことが必要と考え、2010 年に「成長支
援制度」を導入した。
同制度のもと、人事評価シート「成長シート」に
基づき、3か月に 1回、担当者と部門のマネージャー
が面談し、育成（成長）結果の把握と目標の共有を
図っている。「成長シート」は経営理念に沿う形で
設計され、期待成果（売上等）、重要業務（顧客対応、
品質管理等）、知識・技術、勤務態度（経営理念の理解、
協調性他一般的スキル）の 4要素で構成されている。
4要素のなかでも、期待成果以外のウェイトを高く
設定、特に「経営理念の理解」を最も高く設定する
ことでいかに重視しているかを明確に示している。
評価は 5段階で、最も高い評価を得るには最重要
評価項目「後輩部下に指導ができている」ことが求
められる。人に教えることが最大の評価であること
を明確にすることで、職位や性別などに関係なく、
教えあう風土を醸成してきた。
また、社員だけでなく、パートにも、作業項目を
洗い出した「トレーニング計画書」をベースに、社
員と類似した「成長シート」を導入し、評価している。

両立支援のための柔軟な対応
女性社員に働き続けてもらうためには、柔軟な育
児休業や働き方を認めて、定着に努める必要がある。
女性マネージャーが復帰した後は、特に制度化して
いなかったが 1日 4時間・週 3日間の短時間・短
日勤務を、子どもが小学校 1年生にあがる 4月まで
継続させる柔軟な対応をおこなった。
パートに対しても柔軟な育児休業等を認めて、長
期勤続を実現させている。勤続年数10年の女性パー
トは、2人の子どもの出産・育児があったが、一人
は障がいがあったことから 5年以上の休業を認める
など柔軟な対応を図った。
パートは梱包・発送業務を担う貴重な戦力であ
り、パートの定着はサービスレベルに直結するため、
パートにも長く働いてもらえるよう配慮しており、
結果として平均勤続年数は 4.8 年と正社員（5年）
との差はほとんどない。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性マネージャーによる効率的な出荷・配送プロセ
スの構築による生産性向上
2001 年にネット通販を開始した頃、当該女性マ
ネージャーは出荷・配送などネット販売のマネー
ジャーとして、女性パートの育成を含めて、梱包・
発送業務の立ち上げを任されていた。
当時はノウハウがなかったため、作業の動線づく
り、機械の配置の見直しなどを通じて、短時間で正
確、きれいに作業ができるように工夫を重ねて、作
業工程を作り上げていった。その過程では、「早い
人をまねる」ことで作業の効率化を図っていった。
さらに、作業の標準化を目指し、女性パートの意
見を聞きながら、作業の棚卸をして、パートスタッ
フ育成のための作業工程別「トレーニング計画書」
を早期に完成させた。これにより、標準的な作業手
順の明確化ができ、新しいパートが入ったときにも
計画的にトレーニングすることが可能となった。
また、出荷・配送プロセスでは、最後の検品作業
が最も重要な業務で、パートのなかでも最もキャリ
アのある人が担当し続ける傾向がみられるように
なっていた。しかし、特定の人しかその作業ができ

田代珈琲株式会社

カップオブエクセレンス国際審査員（1名）
SCAAカッピングジャッジ取得（2名） 
SCAJコーヒーマイスター（6名） 
コーヒーインストラクター（6名） 

保有資格
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ないのは非効率であり、ほかのパートのモチベー
ションダウンにもなると考え、担当する作業を全員
でローテーションさせるように変更した。最初は熟
練していないパートが検品を行うことで、作業が多
少遅くなることはあったが、急な欠勤やどのような
パートの組み合わせでも同じように作業ができるよ
うになり、全体としての効率性を高めることができ
た。その結果、ネット販売開始当時は 100 個／ 1
日（平均メンバー 3名）であったのが、現在は 200
個／日（同 4名）まで業務の効率化が進んでいる。
「スペシャルティーコーヒー」の商品価値による
影響も大きいが、一般的にコーヒーの通販リピート
率 5割といわれるなかで、同 6割以上を実現してい
る。同社のネット販売の利用者レビューでは、丁寧
な梱包、ミスなく迅速に配送されることを高く評価
する声も多くみられることから、女性パート社員に
よる梱包・発送作業の的確さ、正確さも高いリピー
ト率実現に寄与している。

女性マネージャーによる「季節のブレンド」の商品化
顧客に店舗に足を運ぼうと思ってもらうために
は、常に新しい商品を提供し続け、お店に行く楽
しみを提供することが重要と考えた、女性マネー
ジャーの発案により、2012 年 9月に「スペシャル
ティーコーヒー」を使った「季節のブレンド」を店
舗限定で発売した。「季節のブレンド」は、既婚者
である女性マネージャーの視点で、顧客の 6割程度
を占める女性顧客向けに「旦那さんに飲んでもらい
たい季節のコーヒー」をテーマに月替わりの商品を
投入している。例えば、12月には、「寒い冬、あた
たかいコーヒーを淹れて家族や友達とおくつろぎく
ださい。*We.wish.your.merry.christmas*」をテー
マに「雪いちご」を販売した。
商品の企画は女性マネージャーが担当し、部下で
焙煎担当の女性社員と相談しながら、毎月のブレン

ドを開発している。社長は相談には乗るが、基本的
には女性マネージャーと焙煎担当の女性社員に任せ
ている。
月による変動はあるが、販売量が 2012 年 10 月
の 8.3kg から、2013 年 11 月には 25.2kg まで約
3倍拡大し、2013 年 9月期の店舗全体の売上高は
前年比 24％増となった。「季節のブレンド」の売上
は、会社全体の 5％程度ではあるが、通常商品より
原価率が低く粗利益率が約 1.1 倍であることから、
利益率の向上に寄与している。「季節のブレンド」
が好評であるため、2013 年 10 月よりネット通販
での販売も開始し、今後さらなる売上拡大が期待さ
れる。

田代珈琲株式会社

トレーニング計画書例～豆定量・セット分けエリア～

女性マネージャーが開発した「季節のブレンド」販売量の推移

年月日 項目 チェック 
 オリエンテーション：入退店のルールを知る  
 オリエンテーション：当社の業務内容を知る  
 オリエンテーション：経営理念  
 オリエンテーション：スケジュール・タイム表提出方法を知る  
 作業：出荷に必要なダンボールを作って、事務所に保管できる  
 作業：定量機で豆を量ることができる  
 ・・  
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（注）2012年9月の販売データなし。 

参考情報

女性マネージャーが開発した「季節のブレンド」。
2013 年 12 月は「寒い冬、あたたかいコーヒーを
淹れて家族や友達とおくつろぎください。*We wish 
your merry christmas*」をテーマに「雪いちご」を
販売した。
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1989 年 資本金 50 百万円

本社所在地 鹿児島県鹿児島市平之町 10 番 2 号

事業概要 健康食品及び食品の通信販売

売上高 12,679 百万円（2013 年 8 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 274 名（うち非正規 113 名）

属性ごとの人数等 【女性】226 名（うち非正規 113 名）、女性管理職比率 47％

正規従業員の
平均勤続年数 6.5 年（男性 8.1 年、女性 5.9 年）

▶通信販売は電話対応が中心になるビジネスであり、女性の能力を活かすことが企
業の成長につながる

▶経験豊富な女性社員が働き続けるための制度と環境づくり

▶社内に託児所を設けることで、出産退職した人材が復職

▶営業成績に日常の生活態度を加味した人事評価制度を実施

▶自社オリジナルのネット販売システムで若いユーザー層の開拓が進む

▶新卒採用を積極的に展開し、若手女性のアイデアを生かした新商品づくりに取り
組む

高
齢
者

女
　
性

職場内の効果プロセスイノベーション

女性のアイデアを生かした健康食品開発により、
月間 1 億円以上を売上

株式会社健康家族
中小企業卸売業，小売業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

通信販売は電話営業が中心のため、本音を引き出す
対応が求められる
テレビCMで知る人も多い「伝統にんにく卵黄」
を製造販売しているのが健康家族である。1976年の
創業以来、鹿児島県の伝統健康食に着目し、手軽に
取れるカプセル状にした「伝統にんにく卵黄」や「伝
統黒酢かめ吉」「熟成黒酢にんにく」などが人気とな
り、新商品ながら月間1億円を売り上げる商品もある。
健康家族は 1989 年に株式会社となった。販売
方法は主に通信販売であったが、当時は健康食品や
通信販売に対して「高額商品」、「高齢者をだまして
買わせる」などの社会的不信感が根強かった時代で
あった。このような社会的不信感を払拭するために、
従来は瓶入りが多かった健康食品を、郵送で対応で
きる小袋入にして販売することで低価格化を実現し
た。現在も直売は少なく、通信販売が主体である。
通信販売は、テレビや新聞等の広告と電話での営
業が中心となる。例えば、ユーザーからの注文や問
合せに応じるのがコールセンターである。一般的に、
他社では外部に委託することが多いが、同社では顧
客管理と、ユーザーの声を商品づくりやサービス改
善に反映させるための重要な窓口と位置付け、コー
ルセンター部門にすべて自社の主に女性社員を配置
している。ユーザーからの「こんな商品がほしい」
という声はもちろん、新製品のヒントになるような
内容、製品への疑問やクレームなどはすべて「声カー
ド」に記入する。注文や問合せの電話は 1日 4,000
件を超え、「声カード」も 1日 150 件という数にな
る。どのような声を拾い上げ、どうまとめるかは電
話を受けたコールセンターの担当者の力量次第であ
り、経験を積むほどに質は高まってくる。この「声
カード」は部門長をはじめ、役員、経営トップも目
を通す。ユーザーの要望や不満を拾い上げ、ユーザー
との会話のなかで本音を引き出し、商品への興味を
持たせることは、一般的に男性社員よりも女性社員
の方が得意としている。同社の電話対応の質の高さ
は、電話応対コンクール全国大会（公益財団法人日
本電信電話ユーザ協会主催）において、10年連続
で鹿児島県大会に優勝し、全国大会へ県代表として
出場という成績にもあらわれている。

新商品の企画やテレビＣＭにも女性のアイデアを生
かすことで大きな反響につながる
さらに、商品企画や配送、パッケージデザイン、
広告宣伝でも女性のアイデアを積極的に取り入れて
いる。当時は大きな瓶入りで高額商品が多かった健
康食品の中で、同社は「伝統にんにく卵黄」を、もっ
と手軽に購入できるよう小袋にすることで購入しや
すい価格とし、郵送費の負担も少なくなると考えた
のも女性であった。また、伝統的な健康食品のユー
ザーには高年齢層が多いことから、テレビ CMに
孫を連想させる子役を起用し、可愛い着ぐるみで登
場させるアイデアなども、女性から生まれたもので
あった。このCM放映後に、子役や音楽についての
問合せが多くなったことからも、顧客の心をつかみ、
販売力につながったことがうかがえる。
同社では創業当初から女性を活用することを重視し

てきた。総社員274名中女性が226名（正社員161
名中女性113名）と女性社員が多数を占め、副社長、
業務推進部長をはじめ、管理職にも多くの女性が登
用されており、女性の活躍に期待する同社の姿勢が
うかがえる。これは、女性である藤副社長が業務運
営や人事評価などの担当となり、女性の目線がトッ
プの経営戦略として活かされてきたためでもある。
自らも育児と仕事を両立してきた副社長が、自分が
ほしかった制度やそれを利用できる社内の雰囲気を
実現しようと、実体験に裏打ちされた強い信念から
環境づくりを進めてきたため、働く女性にとって本
当にほしかった制度、設備が実現しているといえる。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

経験豊富な女性社員が働き続けられないのは会社の
大きな損失になる
通信販売業務では、ユーザーの声をうまく引き出した

り、新製品のアイデアやデザインを考える力は、経験を
積むほど高まっていくため、結婚や出産で女性社員が
退職することは、会社にとってデメリットにつながる。
ところが、鹿児島県は古い慣習が残っているとこ
ろもある。結婚や出産に際して、女性は家に入って
専業主婦になるべきだという考え方も少なからず
残っており、結婚や出産を機に退職する女性社員が
多く、産休・育休制度が整備されているにも関わら
ず、利用する社員が少なかったのである。

株式会社健康家族
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それでも最近は、夫婦共稼ぎの家庭も増えてきて、
できれば働き続けたいと考える女性も多くなってき
ている。同社にとっても、経験豊富な能力の高い社
員を確保することは会社の成長につながるため、結
婚・出産後も女性が働き続けやすい環境づくりに取
り組み、産休・育休制度のほかに、時短勤務制度や
介護休業制度などを整備してきた。

制度を充実するだけでなく、それを利用できる環境
づくりが大切
しかし、制度を設けただけで、すぐに効果が上が
るわけではない。例えば、産休制度は従来からあっ
たものの、出産を機に退職する女性社員がほとんど
で、産休制度の利用率が低かった。そこで、制度に
加えて、結婚しても仕事を続けられる雰囲気や、産
育休でしばらく職場を離れていても復帰しやすい風
土をつくるなど、その制度を気兼ねなく利用できる
環境づくりが必要になる。
その環境づくりの一環として、2012 年に、社内
託児所を設置。これにより、子どものいる社員も、
保育園の送り迎えにわずらわされることがなく、子
どもが体調を崩した場合にもすぐに対応できるよう
になった。託児所が設置され、出産後も働き続けて
欲しいという会社の意思が明確になったことで、産
休を利用する社員が増え、出産を機に退職していた
社員で復職した人も出てきている。
結婚・出産を機に退職したり、配偶者の転勤等で
退職した女性を、経験を積んだ貴重な戦力と考え、
女性副社長が中心となり交流を続け、個々の女性の
状況に応じたアドバイスを行いながら、スムーズな
復職を可能としている。女性管理職のひとりである
総務人事課主任も、一度退職して復職した経験があ
り、同じ経験を持つ先輩たちがいることで、退職し
ても復職する女性たちが増えてきた。
さらに、子育て中の女性が働き続けるために、男
性も含め社員全員が定時である 17時 30 分に仕事
を終えて退社することを基本にしている。残業が必
要な場合は、前もって上司に届け出る。年末の繁忙
期など明らかに残業が必要な場合を除き、定時に仕
事が終わらずに残業をすることは、仕事を管理でき
ないためであり不名誉なことであるという認識が全
社に浸透しており、社員は時間内に自分の仕事を終
えるように仕事の仕方を工夫するようになった。
また、社員からの要望に応えて、休憩時間にゆっ

くり身体を休めるようにと、女性休憩室にマッサー
ジチェアを設置したほか、社内に社員専用のマッ
サージルームを開設した。予約を入れることで、仕
事時間中に専門のマッサージ師（社員として雇用）
によるマッサージを受けることができるので、女性
社員には好評である。このほか、社内での事務作業
では、女性の身体が冷
えることも心配される
ことから、机の下に床
暖房設備を設置するな
ど、女性のニーズに合
わせた環境整備が行わ
れてきた。

営業実績に日常の生活態度をプラスした人事評価を実施
同社は、人事評価にも特色ある制度を設けている。

その基本は職能級資格であり、一般社員（1級～3級）、
中堅社員（2級～5級）、上級社員（部長・役員クラス）
に分かれる。それぞれに評価基準項目を設けて、クリ
アした点数に応じて昇給・昇格が実施される。男女に
よる給与や職域の差はない。1級～2級の評価項目の
なかには、「礼儀・挨拶・返事・言葉遣い・時間の観念
等の基本行動ができている」、「健康である。体調不良
の際は改善すべく努力している」などの内容も含まれ、
営業実績だけの評価だけではないところが特徴的であ
る。お客様相手の仕事であるがゆえに、日常の生活態
度が仕事に反映されやすいと考えているためである。
また、社員に対して定期的に上司によるヒアリン
グを実施し、健康上の問題や家庭での悩みなどを含
めて相談に乗る。一般的に、社員の体調の変化など
の細かな変化を女性の上司の方が気づきやすい傾向
があり、その視点が管理職としても生かされている。
管理職になる要件は職能級資格4級以上であるが、
職能級で管理職クラスの点数を得ても、幼い子どもが
いるなどで責任の重い管理職になることを希望しない
社員もいる。この場合には、無理に管理職にすること
はなく、本人の状況が管理職として働くことが可能に
なった時点で、管理職に登用するようにしている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性のアイデアによる新商品開発
同社の商品の多くが、女性のアイデアを生かして

株式会社健康家族

社内託児所



162Best Practices Collection 2014

開発されたものである。ヒット商品となった「熟成
黒酢にんにく」も鹿児島県の伝統健康食品である「に
んにく卵黄」と鹿児島特産の「黒酢」を一緒にすれ
ば、これまで一方だけを購入していたユーザーも買
いやすくなる、という女性社員の発想から生まれた
ものである。「熟成黒酢にんにく」は月間 1億円を
売り上げるヒット商品となり、モンド・セレクショ
ン 2013において金賞を受賞した。
それ以外にも、新商品の企画に若手の女性社員を
抜擢し、にんにくをたっぷり使った餃子や鹿児島産
のさつまいもを使ったスイートポテトなどの食品も
新商品に加わった。さらに 2013 年からは美容分野
にも乗り出している。
新商品の企画につながるアイデアやサービス改善
のヒントは、エンドユーザーの声である「声カード」
とともに、社内の提案制度からも寄せられる。同社
では、業務の改善点や新商品のアイデアなど、何で
も提案できる提案制度を2か月に1回実施しており、

アイデアが採用さ
れた場合には、ボー
ナス等の手当とし
て反映される。新
製品「黒豚炭火焼」
や、社内の託児所や
マッサージルーム
なども、この提案制
度をきっかけに生
まれたものである。

県内で就職する率が高い四大卒の女性を採用するこ
とで優秀な人材を確保
鹿児島県の場合、大学を卒業した男性は県外の企業
に就職して鹿児島県を出ることが多いのに対して四大

出身でも女性は県内で就職する率が高く、地元に貢献
したいと考えている優秀な女性を確保しやすい。
設立当初は、取引先の広告代理店やメーカーに対
応した女性営業担当者が、取引先から「女性だから」
と軽視される傾向があったが、常務などの役職者か
ら「女性を軽視する会社とは取引はできない」と毅
然とした態度を示すことで対応したり、こうした問題
が起きていないかどうかを確認するため、営業担当者
を対象とした定期的なヒアリングを実施している。
女性が働き続けやすく活躍できる企業という評判
もあいまって、鹿児島県内では大学卒業者の就職先
として人気が高く、本格的に採用活動を開始した
1998 年は 30 名程度であったところ、現在では毎
年 500名の応募者数となっている。2013年春には
新卒で 21名（女性 19名、男性 2名）を採用した。

自社独自のインターネット販売システムを立ち上げ
ネット展開を本格化
同社は、2011年から本格的にインターネットで
の販売に乗り出した。従来からネットによる注文受
付は行ってきたが、独自の販売システムを立ち上げ、
注文から決済までをインターネットで完結できるよ
うになった。これは若手社員からの提案が契機となっ
たもので、インターネット業務を希望する社員7名（全
員女性）のチームを立ち上げた。一般的な通信販売
会社では、こうしたインターネット販売を外部の会
社に委託することが多いが、同社では社員が直接ユー
ザーとの対応に当たるという方針から、社内でのチー
ム立ち上げとなったのである。販売拡大、なかでも
若い世代のユーザーの獲得が狙いであるが、若い世
代はもちろん、年齢の高いユーザーからのウェブ注
文も増えている。現在のところ、電話での売上がま
だ8割を占めるが、インターネット販売も順調に拡
大しており、今後はさらに増えることが期待される。
また、インターネット販売は新規の注文がほとんど
で、新しいユーザーの掘り起こしにも貢献している。

株式会社健康家族
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プロダクトイノベーション

◎企業概要

会社設立年 1918 年（2010 年合併して同社名に） 資本金 100,000 百万円

本社所在地 東京都渋谷区恵比寿 1 丁目 28 番 1 号

事業概要 損害保険業

売上高 1,103,200 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 18,029 名（うち非正規 5,752 名）

属性ごとの人数等 【女性】9,986 名（うち非正規 3,920 名）、女性管理職比率 4.0％

正規従業員の
平均勤続年数 15.1 年（男性 18.2 年、女性 11.9 年）

▶女性の活躍推進は、業界全体の信頼を取り戻す目的から始まった
▶積極的なポジティブ・アクションで、男女別役割分担意識を払しょく
▶成功のカギは、会社として、チャレンジできる機会の提供。社員は、自分に限界

を作らず、思い切ってやってみること
▶管理職の評価項目に「ダイバーシティ」、「人材育成」を取り入れる
▶「あいムーブ」など、女性が働き続けるための独自の制度も整備
▶火災保険分野での女性社員による「住宅産業チャネルの開拓」で、前年同月比

9.2％増の売上を達成
▶自賠責保険分野で、主に営業担当者のサポート業務を担っていた「地域型」女性

社員が営業に出た結果、前年比 32.9％の増収を達成
▶保険金支払部門では、チーム制で女性リーダーを起用したことなどにより、クレー

ムが半減、事故解決率が 1.4 倍に上昇

保険金支払部門では事故解決率が 1.4 倍、
営業部門では火災保険・自賠責分野で大幅増収に

大企業

プロセスイノベーション 職場内の効果

高
齢
者

女
　
性

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
金融業，保険業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

損害保険業界全体の信頼を取り戻すため、女性の活
躍推進が始まった
あいおいニッセイ同和損害保険は、あいおい損保
とニッセイ同和損保が合併し、2010 年にスタート
した会社である。
同社の女性活躍推進のスタートは、損害保険業界
の保険料の支払い漏れが発覚、不払いが問題となっ
た 2005 ～ 2006 年ごろである。業界が社会からの
信頼を取り戻すため、大量の保険契約を正確に事務
処理し、遂行していくために、同社では、女性の緻
密な業務遂行力を生かす他にはないと経営層が強い
危機感を持って始めたものである。

「全社員“活動革新”運動」には、半数を占める女
性の活躍推進が不可欠
同社は 2008 年に女性活躍推進室を設立、2011
年にダイバーシティ推進室へと改称した。
そのころ、東日本大震災をきっかけに「全社員”
活動革新”運動」をスタートした。現場力を発揮し、
一人ひとりの役割を拡大し、結果を出すことを目指
していた。成果を出すためには、社員の半数を占め
る女性に、活躍してもらうことが必須だと考えた。
自社の女性活躍推進の取り組みを促進するととも
に、社外で精力的に働いている方々と交流し、成長
してもらうため、NPO法人 J-Win の活動にも積極
的に参画している。中長期経営計画でもダイバーシ
ティ推進を重要な柱として、トップの強力な旗振り
の下、強力に推し進めている。

積極的なポジティブ・アクションで、男女別役割分
担意識を払しょく
同社がここまで積極的に女性の活躍を推進するの
には、理由がある。損害保険業界は、男性中心の経
営の歴史が長く、「女性の仕事は、男性担当者のサ
ポート業務」といった認識が、男性のみならず女性
の側にも根強く残っていた。損害保険業界には、7
～8年前に「保険金不払い問題」という不祥事があり、
同社のトップは体質を変えていく必要を感じたこと

をきっかけとして、女性が活躍できる企業になるこ
とを決意した。
同社は、「全域型」、「地域型」という 2種類のコー
ス別人事をとっており、職種に関わらず同一資格の
社員は、同一の役割を担う制度となっている。しか
し、実際は、職種によって業務が分かれており、本
来の主旨とは異なった運用となっている部分があっ
た。今後はこれを見直し、本来の主旨に基づき、全
社員が役割を拡大し、特に女性の管理職を積極的に
育成していく。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

成功のカギは、会社としては、チャレンジできる機
会の提供。社員は、自分に限界を作らず、思い切っ
てやってみること
女性の活躍推進をより効果的に進めるには、今後、
経験を積み、活躍していく若手・中堅層を主な対象
として、チャレンジできる機会を提供していく、い
わば「裾野を広げる」ことが重要である。
保険金支払部門での「裾野を広げる」取り組みの
一例として、「業務品質向上プロジェクト全国大会」
がある。通称 LIPS（Lady.Improvement.ProjectS）
といい、女性社員を中心とした損害サービス部門の
業務品質向上が目的だ。大会では、全国の損害サー
ビス部門の女性代表者らが業務の質を重視した顧客
視点での業務改善の取り組みを発表し、共有する。
良い取り組みやノウハウは、毎月発行する「女性活
躍推進NEWS」でも取り上げ周知することで、迅速
な共有を図っている。
また、課長以上の役職者に占める女性の割合を現
状の 4.0％から「2017 年までに 8.2％にする」と
いう具体的な数値目標を掲げている。しかも、自ら
の担当業務を遂行するスタッフ部長・スタッフ課長
ではなく、決裁権および部下を持つライン部長・ラ
イン課長を増やしていく考えだ。
会社全体として、女性経営幹部層（部長・役員）
の拡大と女性管理職の経験不足を補うため、男性役
員をメンター、女性管理職をメンティとする「女性
管理職メンター制度」を 2011 年より導入した。さ
らに、経営幹部層に、スムーズに上げていくことを

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
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狙っている。2012 年度は地域の女性管理職を含む
21名を対象とした。
このような施策も「自社に必要なポジティブ・ア
クション」として捉え、思い切った登用や、抜擢人
事も行っている。

ダイバーシティ推進の取り組みが外部評価され、就
職ランキングも向上
2009 年には厚生労働省主催の均等・両立推進
企業表彰「均等部門」において東京労働局優秀賞、
2011 年には東洋経済新報社「ダイバーシティ経営
大賞　女性管理職登用部門賞」、2012 年にはNPO
法人 J-Win「2012　J-Win ダイバーシティ・アワー
ド　敢闘賞」を受賞した。
メンター制度については、公益財団法人日本生産
性本部が実施する「メンター・アワード 2013」に
おいて損害保険業界で初めて優秀賞を受賞した。
就職ランキングにおける学生からの人気も高まっ
た。日本経済新聞社の就職ランキングで、2012 年
度は全体 92位、男子 81位、女子 107 位と男子の
順位の方が高かったが、2013 年度は全体 50 位、
男子 69位、女子 43位と女子の順位が 107 位から
43 位にジャンプアップした。同社の女性活躍推進
の取り組みが大学生にも認知され評価された成果と
考えている。評価が向上した結果、エントリー数も
増加し、対前年度で男子 109％増で 3,685 人から
4,012 人、女子 124％増で 5,773 人から 7,154 人
となった。

管理職の職務と評価項目に「ダイバーシティ推進」
を取り入れる
女性の活躍においては、管理職による日々のマネ

ジメントも重要だ。特に女性には、出産・育児など
男性とは異なるライフイベントがあり、これらを考
慮した上でフェアに女性を評価するため、「労働時
間ではなく、いかに成果を出したかで見る」など、
評価者訓練を開始した。
管理職自身の評価項目に「ダイバーシティ」、「人
材育成」を取り入れた。さまざまな経験ができる機
会を与え、育成しているかなど、評価項目に加えた。
とはいえ、部門によって業務内容はもちろん、要
員構成も異なるため、育成状況や成果を単純に比較
することは難しい。
こうした部門間格差を埋めるため、2013 年度か
らは、本社内のすべての「部」と、支社等の現場の
長に、女性の育成計画を提出させた。計画に終わら
せず、毎年、PDCAを回しながら、実現に向け管理
していく予定である。

「あいムーブ」など、女性が働き続けるための独自
の制度も整備
同社は、女性が働き続けられるための各種制度も、
法定を超える水準のものを用意している（育休は子
どもが 2歳まで、時短勤務は小学校 3年生まで利用
可能）。例えば現在育児休業中の女性社員は約 250
名、育児短時間勤務中の女性も約 250 名おり、利
用者数は右肩上がりに伸びている。
このほか、下記のような独自の工夫も行っている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

火災保険分野での女性による「住宅産業チャネルの
開拓」で、前年同月比 9.2％増の売上を達成
ダイバーシティ推進による具体的な経営成果に、

「住宅産業チャネルの開拓」がある。
マンションのデベロッパーなどが住宅を販売する

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

あいおいニッセイ同和損害保険の女性管理職者数推移

女性の勤続を促す独自の工夫
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女性の勤続を促す独自の工夫 概要 

復職支援プログラム「カンガ
ルーブック・カンガルーミー
ティング」 

育児休業者に対する復職支援策として、子育てに関わる各種制
度や手続き、またメンタル部分をサポートするアドバイスや、
上司や職場の支援について整理した「カンガルーブック」を配
布。また復職前に子連れで参加できるセミナー「カンガルーミ
ーティング」を開催。 

勤務地変更制度「あいムーブ」 転居を伴う異動のない「地域型」社員が、配偶者の転勤や親の
介護等のため転居せざるを得ない場合、退職することなく転居
先で引き続き勤務できる制度を導入。仕事と生活の両立を支援
するとともに、優秀な人材の流出を防ぐ。 
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際、損害保険の加入も同時にしてもらう仕組みは従
来よりあったものの、販売は低調であった。そこで、
若手の女性社員 2名を起用し、代理店指導や住宅販
売会社に対する営業を任せた。すると、誰にでも理
解しやすいオリジナルマニュアルを作るなど新たな
営業ツールを生み出した。このようなきめ細かな対
応が信頼を生み、「住宅産業チャネル」での売上は、
8月単月で前年同月比+9.2%となる5,500万円増、
今年度累計では、+9.4%の 2億 7,000 万円の増収
が見込まれる。住宅販売会社にとっても、手数料収
入が増え喜ばれるという好循環を生み出している。

自賠責分野において「地域型」女性社員が営業にで
て前年比 32.9％の増収を達成
これまで営業担当者のサポート業務を行っていた

「地域型」女性社員が役割を拡大し、営業に出て成
果を出した事例もある。東北本部山形支店における
“山形さくらんぼレディース”による、自動車自賠
責保険増収に向けた取り組みだ。
地域型女性社員が保険の販売代理店を直接、訪問
して、「自賠責キャンペーン」のタスキをかけて「昨
年実績プラス 5件となる計 20 件をお願いします」
など具体的な目標数値を伝えていった。
同業他社商品も扱う販売代理店に、いかに自社商
品を勧めてもらえるかは、どの保険会社を一番身近
に感じてもらえるかによるところが大きい。社員が
何度も足を運んで直接お会いすることで、顔を覚え
てもらうことから始まる。そこから、迅速できめ細
かな対応などが、信頼を生み、身近に感じてもらう
ことにつながっていく。
“山形さくらんぼレディース”は face.to.face で
熱意を伝えた結果、昨年 7月実績 909件、19,699
千円に対して今年は 1,029 件、26,176 千円と、増
件 13.2%、増収 32.9%の実績を出すことできた。

「地域型」女性社員をリーダーに起用し、クレーム
が半減、事故解決率が上昇
3 つ目の成果は、「地域型」女性社員をリーダーに
起用したことにより、丁寧・親切な対応が、業績向
上につながった例である。
これまで全域型社員を基本として対人事故担当者
としていたが、全域型社員の転勤や高齢社員の退職
等で、対人事故の解決率等が伸び悩んでいた。そこ
で、「地域型」女性社員をリーダーに起用したところ、
丁寧で細やかな指導が可能となり、組織に一体感が
出てモチベーションが向上し、運営が円滑にいくよ
うになった。
中でも、静岡損害サービス部沼津サービスセン
ターでは、2012年 4月以降、3名の女性社員をリー
ダーに起用したところ、成果が数値にも表れてきた。
苦情（クレーム）の件数をみると、就任直後
の 2012 年 2 月 ～ 9 月 が 57 件、2012 年 10 月
～ 2013 年 3 月は 45 件、2013 年 2 月～ 9 月は
21 件まで減っている。示談が成立した割合を示す
「解決率」は、2012 年 3 月末時点では、対人賠償
責任保険で 92.4％、人身傷害補償保険で 96.6％
だったのが、2012 年 6 月末時点では、それぞれ
128.1％、120.1％に高まった。その他、支払いま
でにかかる日数も、対人で 11.2 日減、人傷で 25.3
日減となり、事案処理が迅速化されたことが明らか
になった。

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

あいおいニッセイ同和損害保険の売上高推移（単位：億円）
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1888 年（創業） 資本金 70,000 百万円

本社所在地 東京都新宿区西新宿 1 丁目 26 番 1 号

事業概要 損害保険業

売上高 1,327,361 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 22,772 名（うち正社員 14,428 名）

属性ごとの人数等 【女性】12,582 名（うち正社員 7,429 名）、女性管理職比率 4％

正規従業員の
平均勤続年数 13.9 年（男性 18.6 年、女性 10.7 年）

▶真のサービス産業に進化するため、ダイバーシティは経営戦略

▶コース別人事制度を廃止、処遇・昇進・昇格・業務内容を同じに

▶トップダウンとボトムアップの両面で進めるダイバーシティ

▶女性経営塾で将来の経営幹部を育てる

▶女性の営業担当を育てる ONE to ONE プログラム

▶出産経験のある女性社員の視点で新しい保険制度が生まれた

女性中心の営業店やバイネームの女性の
登用・育成で真のサービス産業への進化を目指す

大企業

職場内の効果プロセスイノベーション

女
　
性

高
齢
者

株式会社損害保険ジャパン
金融業，保険業

お客さまの多様なニーズに対応
するためには多様な人材力を
活かすことが必要
⇒ダイバーシティ＆インクルージョン

を経営戦略として推進
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

真のサービス産業に進化するためダイバーシティは
重要な経営戦略
保険業界が置かれている状況として、少子高齢化
による人口減少が進むなか、持続的な成長を維持す
るためには、今まで以上に地域に根差した企業とな
り、顧客の様々なニーズに応え、より品質の高いサー
ビスを提供していくことが求められている。その一
方で、海外への進出も不可避な課題となっている。
同社は、世界に伍していく保険会社になるために、
真のサービス産業に進化し、持続的成長を実現する
ことを目指している。そのため、戦略目標のひとつ
に、「社員人材力・代理店魅力度日本一No.1 への
挑戦」を掲げ、顧客の多様なニーズに対応するため
には多様な人材力を活かすことが必要との認識のも
と、「ダイバーシティ＆インクルージョン」を経営戦
略として推進している。｢モノカルチャー」はグロー
バル競争に弱く、「マルチカルチャー」は組織感度
を高め柔軟に強くする。また、「生活者の視点を持っ
た女性の感性」を活かすことが重要との認識のもと、
社員の約 6割を占める女性の活躍推進に特に力を入
れて取り組んできた。
人事ビジョンにも「ダイバーシティ」の項目があ
り、そこで「社員一人ひとりの個性、多様性を認め
合います」、「ダイバーシティを積極的に進め、社員
が常にわくわく・いきいきし、働きがいと働きやす
さ溢れた職場づくりを進めます」と掲げている。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

2010 年を女性活躍推進元年とし、女性が能力を発
揮しやすい環境づくりを開始
同社は、2003 年に大手金融機関で初めて女性活
躍推進専門部署「女性いきいき推進グループ」を人
事部に設置し、産休・育休などの制度整備を行うな
ど、女性が働きやすい環境づくりを進めてきた。そ
の結果、2012年の育休利用者数は 644名となって
いる。

同社では女性活躍推進元年を 2010 年としてい
る。この年、現社長が就任し、トップダウンで女性
活躍を経営戦略として推進する方針を打ち出し、全
社員向けの会議や管理職向け研修などあらゆる機会
を通じてメッセージを発信した。女性が能力を十分
に発揮できる環境づくりのため、この年、新しい人
事制度を導入した。従来の区分は総合職と業務職（一
般職）だったが、これを総合系グローバル職、総合
系エリア職とし、従来の業務職に属する社員を総合
系エリア職に移行させた。総合系エリア職は勤務エ
リアを限るもので、基本的には職務内容は総合系グ
ローバル職と同じである。
以前の業務職には処遇、昇格・昇進に制限があっ
たが、職務の制約をなくしあらゆる職務を担えるよ
うになり、お客さまのニーズ・変化に柔軟に対応し
ていける体制を構築するために積極的に経験を積ま
せることにした。勤務エリアに制限があるだけで、
処遇、昇格・昇進も総合系グローバル職員と同じに
したのである。
しかし、単に人事制度を変更しただけでは女性社
員の働き方や意識は変わらなかった。人事が全国の
拠点を回り管理職手前の層の総合系エリア職員 528
名に面談を実施したところ、女性社員のキャリア
アップへの意欲はあまり高くないことがわかったの
である。過去補助的業務を担当してきたため、マネ
ジメント層になるということをイメージしたり、実
感したりする機会が男性社員に比べて圧倒的に少な
かったからだ。
そこで、「①多様性を支える風土・制度の変革」、「②
女性社員のキャリアアップ育成強化」、「③新たな経
験・機会の拡充」の 3つについて取り組みを始める
ことにした。以下、それぞれについて主な内容を紹
介する。

多様性を支える風土・制度の改革
風土・制度改革には、トップダウン、ボトムアッ
プの両面から取り組んでいる。トップダウンの面で
は社長が女性の活躍推進が重要な経営戦略であるこ
とを繰り返し発信しているほか、役員会で女性昇格
候補者について議論し育成計画を立案したり、社長
自身が全国を回ってヒアリングした内容を共有し改
善策につなげたりしている。

株式会社損害保険ジャパン
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一方、ボトムアップの取り組みとしては各部店よ
り男女 1名ずつのダイバーシティコミッティメン
バーを選出、500名以上のメンバーが各地でロール
モデルセミナーや仕事と家庭の両立に関する制度利
用者勉強会、ファミリーデーなどを実施している。
風土・制度改革の取り組みとしては、育休者向け
のセミナーや、管理職向けの研修も実施している。
育休者向けのセミナー（育休者フォーラム）は育休
利用者が上司や同僚社員と参加して、育休利用者が
スムーズに復職し活躍するために理解を深めるもの
で、昨年は全国で約 270名が参加した。
またダイバーシティマネジメント研修は、全部店
長・課支社長を対象に、女性部下の育成について工
夫している点などを共有しながら、マネジメントの
ポイントを理解するもので今年度 2,700 名が受講し
た。

女性のキャリアアップ育成強化
2 つ目の女性のキャリアアップ育成強化として、
まず挙げられるのが「女性経営塾」である。将来、
部店経営や会社経営を担い得る素質を持つ女性社員
を指名して育成するバイネームプログラムで、1年
間という長期にわたって行われる。プログラムの最
後には「経営への提言」として、受講者から経営層
へのプレゼンテーションが行われ、その提言の中か
ら実際に施策として採用されるものも出始めた。役
員も積極的に関わっており、研修所には社長や役員
が足を運んで講話を行っている。
「女性経営塾」のほかに、階層別研修として「プ
レ女性経営塾」、「キャリアアップ研修」もスタート
させた。これらの研修への参加者がどの部店・課支
社にもいる状態になっているため、男性の意識改革
にもつながっているほか、女性社員のネットワーク
構築にもよい影響が出ている。
またメンター制度も導入した。2013 年にグルー
プで約 100 名のメンティ（女性管理職）に対して、
約 50名の役員・部店長がメンターとなりスタート。
これは、女性育成風土醸成の意図も持たせている。
今後、下の階層に広げてメンタリングチェーンを形
成する予定である。

新たな経験・機会の拡充
新たな経験・機会の拡充については、総合系エリ
ア職員を対象とする「ONE.to.ONE プログラム」
が取り組みの大きな柱である。これは、支店の補助
的業務として担当していた総合系エリア職員を、新
たに営業で活躍できるように育成するプログラムで
ある。集合研修と、上司によるきめ細かな指導・サ
ポートのもとで営業活動を行うことにより、必要な
知識・スキル・経験を身につけていく。
さらに、女性が積極的に活躍できる場として女性
中心の営業店も設置した。女性の経験や視点に基づ
く新しい営業活動を実践することにより、代理店、
顧客から高い評価を受けている。女性中心の営業店
は 2012 年度 18店舗、2013 年度 46店舗、2014
年度は 54店舗にする予定である。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性の意識が変わり、経営層への昇進意欲も
経営効果の一つは、様々な取り組みにより女性社
員のキャリアアップ意欲が向上したことである。社
員意識調査によると、「リーダー職として組織を統
率、運営する地位に就きたい」という質問に対する
肯定派が増加。また、キャリアアップ意欲を高める
ための重要な要素となるネットワーク構築も進み、

株式会社損害保険ジャパン

「女性経営塾」受講前後意識調査
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「仕事やプライベートのことを相談できる人が社内
にいる」という女性が男性を上回った（男性 66％：
女性 74.2％）。
「女性経営塾」メンバーに対する意識調査では「上
位職（経営層・部長）への昇進昇格意欲」、「別の職
種や勤務地で活躍したい」が、受講後にともに上昇
しているほか、受講者の声として、「これまでの経
験やスキルを生かすために権限を持つ立場に昇格し
たい」、「役員席に座ることを目指して頑張っていき
たい」などが挙がった。実際、女性経営塾の第 1期
メンバーのうち 2名が卒業後、部長職に就いている。

女性の営業での活躍拡大が業績に好影響
同社の売上高（正味収入保険料）は 2011 年度の
1,281,155 百万円から、2012 年度に 1,327,361
百万円（約 3％増）にあがっているが女性活躍推進
の取り組みもその要因の一つとして考えられる。た
とえば「ONE.to.ONE プログラム」メンバーは
2011 年度 102 名、2012 年度 166 名、2013 年
度 156 名、累計 424 名と増え、その影響が他の総
合系エリア職員にも波及した結果、総合系エリア職
員の約 4割が営業活動に携わるようになった。総
合系エリア職員が営業活動に携わることは総合系グ
ローバル職員の新規顧客開拓のための時間創出にも
つながり、相乗効果となって業績アップに寄与して
いると考えられる。
女性中心の営業店も好調な業績を上げている。女
性中心の営業店の社員が社長賞を受賞する例が出始
めたのである。社長賞は、社員にとって非常に名誉
のある社内表彰制度であり、全国でトップクラスの
成績を納め、プロセスも優れていないと受賞できな
い。社長賞を受賞したのは北東京支店新宿新都心支
社の 4名の女性社員。最初は女性中心の営業店と
いうことに戸惑いもあったが、次第に女性特有の横
のつながりを認識するようになった。コミュニケー
ションを緊密に取り、総合系グローバル職、総合系
エリア職関係なく、分からないことは訊くという雰
囲気ができるなど、肩書きや役職に関係なく助け合
う女性の特性が営業店の運営に役立っている。また、
多くの女性は責任感が強い分、期待に応えられな
かったらとか、失敗したらということを考えて神経

質になるところがあるが、よく見て、声を掛け、一
人で抱え込まないようにする目配り、気配りを行う
などのマネジメントの工夫を行った。こうして、4
名の女性社員が協力して、火災分野の保険商品改定
に合わせ、マニュアル策定・勉強会の開催など、取
扱代理店に対するバックアップ体制の強化を図り、
また、案件ごとに顧客の意向に沿ったベストプラン
の提案を推進した結果、丁寧かつ細やかな対応が顧
客に大きく評価され、年間の保険料にして約 2億
8,000 万円という社内でもトップクラスの大きな成
果に繋がったことが受賞の理由である。

出産経験のある女性社員の意見を活かした新商品の
開発
女性の活躍推進の取り組みは新しい商品の開発に
もつながっている。2013 年 2月、同社は業界で初
めて「ドゥーラ賠償責任保険制度」をスタートさせ
た。ドゥーラとは出産前後の女性をケアする専門家
のことで、母親サポート、家事サポート、育児サポー
トなど、幅広いサポートを行う。夫婦の親世代の高
齢化、核家族化などから今後、ドゥーラに対するニー
ズが高まることが予想されるが、利用者の所有物を
壊した、赤ちゃんに怪我をさせたなどの損害が発生
する可能性もある。「ドゥーラ賠償責任保険制度」
はそれらのリスクを引き受けるもので、出産経験の
ある女性社員たちの意見により誕生した。

「女性経営塾」メンバー提案から実現した営業店の
業務標準化
さらに、女性活躍推進の取り組みは業務の効率化
や品質向上にもつながっている。「女性経営塾」の
メンバーにより提案された「営業店における業務標
準化」がそれだ。それまで、営業店の業務はマニュ
アル化されていたものの、各店ごとに書類の仕分け
ルールなどに違いがあり、社員の異動時に混乱が生
じるなど業務効果のマイナス要因となっていた。ま
た、代理店からの問合せに対する対応についても営
業店によって深度が異なっていた。これらの問題点
について、標準化すべき工程の洗い出しや見直しを
行い、統一ルールを構築し、効率化とともに業務品
質のさらなる向上を図ることができたのである。

株式会社損害保険ジャパン
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◎企業概要

会社設立年 1919 年 資本金 1,711,900 百万円

本社所在地 東京都千代田区丸の内 2 丁目 7 番 1 号

事業概要 銀行業

売上高 2,796,371 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 45,549 名（うち正社員 31,696 名）

属性ごとの人数等 【女性】27,208 名（うち正社員 14,733 名）

正規従業員の
平均勤続年数 15 年（男性 18.1 年、女性 11.5 年）

▶金融自由化で女性行員に求められる仕事が高度化し、業務に習熟した人材の定着
が課題に

▶リテール分野では女性の持つ緻密さ、丁寧さ、慎重さが有効

▶専任部署を設置し、女性登用数値目標を設定して取り組みを本格化

▶女性復職者を早期戦力化するためのプロジェクトチームを結成

▶通勤がしやすい支店への配属や復帰時集中 OJT により、時間制約やスキルの劣
化等の課題を克服

▶大きな戦力となっている復職者～スキルと経験を活かし、生産性向上にも寄与

▶採用や人材育成に関するコストの低減

女性復職者を早期戦力化し、生産性向上、
採用・人材育成コスト低減を実現

大企業

プロセスイノベーション 職場内の効果外的評価の向上プロダクトイノベーション

高
齢
者

女
　
性

株式会社三菱東京UFJ銀行
金融業，保険業
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
金融自由化で女性行員に求められる仕事が高度化し、業
務に習熟した人材の定着が課題に
銀行はもともと女性行員が多い業種であり、同社の場

合、行員の約 45％、契約社員・派遣社員を含めると約
60％が女性である。ただし以前は、女性行員は支店の
預金事務を中心に担当し、20代後半に結婚や出産で退
職するのが当たり前とされていた。
ところが、90年代後半、規制緩和により銀行も保険

や証券､ 為替を扱えるようになると状況が変わった。窓
口で預金事務だけを担当してもらうには半年ほどの育成
期間で十分だったのだが、銀行支店業務の変化にとも
なって支店の窓口担当者にも、保険、証券､ 為替の仕組
みや様々な商品を理解し、かつ金融マーケットの状況も
踏まえた上で顧客に対応する必要が生じてきた。投資家
に対してリスクの説明をして納得を得ることも必要にな
る。このため、これら専門的な知識を身につけて一人前
に業務を遂行するレベルまで到達するには、育成に最低
5年はかかる。従来のように 20代後半に、ようやく一
人前になったところで辞められては、金融自由化時代に
おける戦力確保は難しい。業務に習熟した人材が定着し、
長く働いてもらうことが重要な経営課題となった。そこ
で、育児のために一時期、仕事を離れることがあっても、
業務に習熟しスキルを持った人材に、子どもの手が離れ
たら仕事に戻ってもらえるような制度づくり、風土づく
りに積極的に取り組むことになった。
同社は、アソシエイト職、総合職（特定）、総合職の

3コース制をとっている。統合前の東京三菱銀行が3コー
ス制、UFJ 銀行が 2コース制で、統合後一度は 2コー
ス制にしたが、2009 年から 3コース制にした。これも
働き方についての選択肢を増やし、継続勤務をする女性
を増やす大きな要因となっている。
アソシエイト職はいわゆる一般職であり総合職の補佐

的な業務を中心に担う。総合職（特定）は、業務の主担
当者を担って総合職の役割を果たすが、勤務エリアと職
務エリアを特定する職種である。勤務エリアは東日本、
中日本、西日本の 3つで、このエリアを越えて異動する
ことはない。一方、職務エリアを特定するというのは、
主としてリテール部門、主として外為部門など、ひとつ
の専門分野を極めてもらうという意味である。
リテール分野では女性の持つ緻密さ等が有効
個人顧客対象のリテール部門は、一般的な傾向として

女性の強みが発揮されやすいということも、女性のさら
なる戦力化が求められた背景として挙げられる。同社で
は、支店における個人顧客担当者の営業実績をかつて男
女で比較してみたことがある。すると、平均でみて女性
が男性の約 2倍の実績をあげている事実を確認したこと

もあった。
個人で資産を持っている人は高齢者が多い。そういう

人たちから長期的な信頼を得て、大切な資産を預けても
らうには、一般的に女性の強みと言われる緻密さ、丁寧
さ、慎重さが有効となっている。
同行ではリテール部門への女性の配属を積極的に進め

ており、今では個人顧客外訪担当者の約 3分の 2が女
性になっている。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み
専任部署を設置し、女性登用数値目標を設定して取り組
みを本格化
取り組みは、統合前の東京三菱銀行で、2005 年に当

時の頭取が女性活躍推進に本気で取り組むことをメッ
セージとして発し、ワーキンググループ（新しい働き方
研究会～女性活躍推進隊～）を組織したことからはじま
る。この際、経営層は、「お客さまの満足度を高めるには、
まずは顧客接点の多い女性行員の満足度を高める必要が
ある。行員の半数を占める女性の活躍が不可欠である。」
と発信した。当時は結婚・出産を機に退職する女性が大
半であり、他方、銀行の取扱商品が多様化・高度化する
中で、入社後 5～ 7年の経験がないと一人前の戦力と
ならない時代となりつつあったことのギャップが、こ
うした経営層からの発信があった背景にある。その後、
2006 年に 2行合併の後、「女性活躍推進室」（2010 年
に「ダイバーシティ推進室」に改編）を設置して、取り
組みを本格化させた。
女性の活躍推進についてまず大きく掲げたテーマは、

継続勤務であった。スキルを有する人材が、たとえ育児
で一時期職場を離れることがあっても、戻ってこられる
ような制度づくり、風土づくりである。
具体的な取り組みとして、まず女性登用数値目標を設

定した。目標は対外的にも公表している。2006 年に設
定した目標は 2010 年に達成。以下の表は 2011 年に
新たに設定された目標であり、中期経営計画と連動して
設定している。2015年3月が目標の終了期限であるが、
2013年 10月時点において既に目標を達成しているか、
もしくは目標に近い水準にいたっている。
ただし、これらの施策の運用にあたっては、数値目

標達成自体が目的ではなく、登用される実力を持つ女性
をしっかりと育成するためのものと位置づけ、女性リー
ダー輩出のための各種研修、メンター制度などにより、
登用候補者の母集団形成に努めている。
また、同社におけるダイバーシティ推進の取り組みは

経営トップの強力なリーダーシップによって進められて
きた。様々な形で、トップがメッセージを出し続けたこ
とで、社内の納得感が高まり、スムーズに進めることが
できた。

株式会社三菱東京 UFJ 銀行
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女性の継続就業を支援する各種制度の整備と啓発活動を推進
女性が活躍できるためのファーストステップとして、

まずは女性が出産・育児等があっても働き続けられる環
境づくりが必要であった。そのため、女性の継続就業を
後押しするための時短勤務、2歳までとれる育児休業、
託児補助（小学校 3年生以下の子どもに係る保育費用を
実費の半額補助（上限月 2万円））などの制度整備を進
めてきた。これら支援制度は今後もさらなる充実を計画
しており、たとえば子どもが 1歳の誕生日の前日までに
復職する行員で、一時保育やベビーシッター等月額 10
万円を超える保育費用を負担している場合、それを超過
する部分について月 20万円までを上限に会社が補助す
る制度等を導入する予定である。他にも、近く、遅出早
退制度を導入する。たとえば、月に 1回の PTAの交通
当番のために時短勤務をしている人がいる。この制度を
導入することで、時短勤務をしなくても、各自の事情に
応じて遅出や早退ができるようになる。
また、それら支援制度の紹介やどうすれば仕事と家

庭を両立しながら活躍できるかなどをまとめた冊子の配
布、フォーラムの開催、ロールモデル紹介のほか、休職
前研修・面談制度、休職中の復職支援プログラム、復職
前面談、復職後研修、時短者面談などを実施して、女性
行員の意欲醸成にも努めている。
もちろん、継続就業しやすい環境を作るためには、上

司の理解が欠かせない要素である。そこで、管理職層を
対象にしたダイバーシティマネジメント研修を実施し

た。2012 年度中に支店長全員に受講してもらい、その
後は、リテール部門に限らず希望者を募る形にして継続
している。現在、この研修に対する管理職層の関心は高
く、募集すると即日 100名を超える申し込みがある。
女性復職者を早期戦力化するためのプロジェクトチーム
を結成
以上のような取り組みを進めた結果、産休・育休から

の復職者は増加し、時短勤務利用者も急増した。これは、
会社全体としてはスキルと経験を有する人材が辞めるこ
となく長く働き続けて貢献してくれる可能性を高めるも
のであり、好ましい成果であった。
一方、復職者が増えることに対して、現場の支店長か

らは「困る」、「どうしたらいいかわからない」などネガ
ティブな声もあがるようになった。復職者の意識につい
ても、実際のところどのように仕事をしたいと考えてい
るのか、どのようなことに悩んでいるのかなどわからな
いことが多かった。そこで、プロジェクトチームを作り、
実態把握をしたうえで、さらに会社として対策を打つべ
きことについて検討することにした。
まず実施したことは、小学 3年生までの子どもがいる

支店在籍者約 700名に対するアンケートである。うち、
6割が時短を利用していたが、その約半数は、できれば
時短利用をやめてフルタイムで働きたいと考えているこ
とが分かった。では、どうすればフルタイムで働くこと
ができるかを訊くと、通勤時間が短くなれば時短の利用
を辞めることができるという人が多かった。
また、残り半数の人についても、中長期的キャリアを

ふまえて時短利用について考える機会を提供したり、真
に必要な時のみ時短を利用し、拠点運営を支え合う職場
風土を定着させることにより、時短勤務制度の利用者は
減少するということがわかった。つまり、時短勤務制度
の利用を辞めたいという人、背中を押してやれば頑張る
ことができる人が多いことが把握できたのである。

株式会社三菱東京 UFJ 銀行

今次中期経営計画（2015 年まで）の目標と達成状況

産休・育休者数及び育児短時間利用者数の推移

女性登用の変化（数値目標設定前と現状との比較）

目標項目 2013 年10月初 
目標 

（2015 年3月末） 
ラインマネジメント合計 342人 300人 
 トップマネジメント 76人 80 人 
 ミドルマネジメント 266人 220人 
役付者女性比率 14.7％ 

（2,196人） 
15 ％ 

総合職＊新卒女性比率 43.7 ％ 
（2013年4月入行）

35％以上 

＊総合職及び総合職（特定）の合算比率 
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加えて、支点長にインタビューやアンケートを実施し
て具体的に何が困るのかを聞いた。すると、時間制約、
勤務不安定（急な休みへの対応）、本人のモチベーショ
ン、スキルの劣化という 4つの課題が浮き彫りになって
きた。以上を踏まえ、プロジェクトチームで議論を重ね
て対応策を打ち出した。
通勤しやすい支店に配属、復帰時にエリアの核となる店
舗で集中ＯＪＴも実施
対応策の1つは通勤しやすい支店への配属である。産

休・育休取得者の復職に当たって、以前は原則元の支店
に戻していた。しかし、保育園の場所等により、通勤時
間が長くなる人も多い。そこで、本人の希望を聞き、通
勤時間などを勘案して最も働きやすい支店に配属するこ
とにした。通勤しやすい職場に配属することで、育児中
の行員の「時間制約」の壁を緩和したわけである。
支店の現場で懸念された産休・育休取得でブランクが

できたことによる「スキルの劣化」に対しては、職場復
帰の際に一旦エリア内の核となる店舗に配属し、3か月
間のOJT を集中的に行うという施策を打ち出した。こ
れはまた復職者のネットワーク形成を狙ってのことでも
あった。復職者が集まり、切磋琢磨することで、お互い
励ましあい、頑張ろうという意識になる。つまり、支店
の現場で懸念された「本人のモチベーション」を上げる
ための施策でもあった。加えて復職後 3か月の間は本部
でスキル研修も行うことにした。
結果、育休取得前の支店への復帰率は 2～ 3割になっ

た。見方を変えると、それまでは 7～ 8割の人が通勤
等に関して多少なりとも無理をしており、配置転換に
よって両立環境の改善が可能となったことになる。また、
担当職務については、キャリアダウンすることなく休職
前と同じ職務に復帰する割合が飛躍的に高まった。
さらには、育休前、復職前、復職後のそれぞれのタイ

ミングで上司、人事が実施する面談や意識づけのための
研修により、支店長、復職者の不安を払拭していった。

ダイバーシティ推進による経営効果
大きな戦力となっている復職者～スキルと経験を活か
し、生産性向上にも寄与
両立支援制度を充実させ、女性の継続勤務への意識を

定着させた結果として、出産・育児を契機とした退職が
大幅に減った。産休・育休中の者は 2013 年 3 月末で
約 1,300 名いるが、年間 600 名以上が復職しており、
退職率もかつての 10％超から近年は 2～ 3％の水準に
低下した。
また、復職時に通勤しやすい支店への配属が認められ

るようになってから時短勤務制度を利用しない人が増え
た。豊富なスキル・経験を持つ女性が継続就業すること

で､ 貴重な中核人材を確保できており、若年化が進む支
店の業務運営安定化に寄与している。
生産性の向上にもつながっている。個人顧客外訪担当

者を見ると、育児中のため、残業をしないなど、勤務時
間が短くなっているケースが多い一方で、ほとんどの人
が復職後も休職前と同等の営業実績を上げているのであ
る。退職者を新入行員で代替した場合、同等のレベルま
で育成するのに 5年くらいかかり、その間は育成コスト
がかかる上に、同等の実績は得られないことになる。
モチベーションが非常に高いことが、復職者が以前と

同じパフォーマンスを発揮している要因の一つになって
いる。これは、復職時にエリアの核となる拠点でOJT
を実施することにより、相談できる先輩ができるなど、
育児中の行員同士のネットワークを作ることができるよ
うになったことが背景にある。
また、復職した女性から支店長へと登用されるケース

が出始めているが、そういう支店では、部下からも早く
帰れる雰囲気があるとの評価が高くなっている。実際、
社員満足度調査の結果では、女性支店長の部下からの方
が、「残業が少ない」、「残業を減らすための具体的な指
示がある」、「効率的・スピーディーな運営」、「お互い助
け合う職場である」等の評価が多く出ている。本人のみ
ならず、支店全体の生産性向上にもつながっているとい
える。
さらに、支店内に顧客の子どもが遊べるキッズスペー

スを設けたり、絵本を置くなどの工夫を自発的にする支
店が増えている。これも継続就業をする女性が増えた効
果といえる。
採用・人材育成関連コストの削減効果も
ほとんどの女性が継続就業をするという前提で考えら

れるようになったため、新卒などの採用時もポテンシャ
ルの高い、優秀な人材に絞り込んで女性を採用できるよ
うになった。
人材育成コストの削減も図れている。一番効果的な育

成方法は先輩行員を指導係として付ける方法だが、新人
が増えると指導する側の負担は大きくなる。育児中、一
時期仕事を離れるにしても、知識やスキルを持った人が
戻ってきてくれれば、教える人の負担がかからず、その
時間を営業活動に回すことができ、生産性は上がる。具
体的な金額は算出していないとのことだが、本人が一人
前になるまでの先行投資として支払う給与、つきっきり
ではないものの指導係として横で教える先輩行員の給
与、研修費等々を考えれば 1人当たり数千万円の育成
コストがかかっている計算になる。それが結婚・出産で
退職してしまえば無駄になるわけであり、女性の継続就
業がこうした人材関連コストのロスを大きく低減してい
る。

株式会社三菱東京 UFJ 銀行
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◎企業概要

会社設立年 1999 年（創業 1943 年） 資本金 100,000 百万円

本社所在地 東京都千代田区丸の内 1 丁目 9 番 1 号　グラントウキョウノースタワー

事業概要 証券業

売上高 183,082 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 8,157 名（うち非正規 332 名）

属性ごとの人数等 【女性】3,294 名（うち非正規 257 名）、女性管理職比率 5.1％

正規従業員の
平均勤続年数 11.4 年（男性 14.8 年、女性 11.2 年）

大企業

▶証券業界でいち早く女性営業職の育成に力を注いだ

▶勤務地域を限定したエリア総合職の新設により、女性の活躍の場が拡大

▶全社的な労働時間短縮の取り組みや育児・介護の支援等により、ワークライフバ
ランスを推進した

▶生え抜きの女性役員がグループ全体で 5 名、多くの女性支店長・部室長が誕生
し活躍するとともに、企業のブランドイメージが向上

▶女性総合職員を多数配置したことで口座開設件数が大幅に拡大

女性社員の活躍の場を広げ、長期的な顧客の
資産運用に取り組むビジネスモデルに転換

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

高
齢
者

女
　
性

大和証券株式会社
金融業，保険業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

ビジネスモデルの転換に対応するために女性社員の
育成に取り組む
1996 年にスタートした金融制度改革＝金融ビッ
グバンを機に証券業界は大きく変わった。金融業界
では、証券、銀行、保険の垣根が取り外され、複合
的な金融商品が次々に生み出されるなかで、証券会
社においても、株の売買だけではなく、顧客のニー
ズに沿って多様な金融商品を組合せた資産運用につ
いてアドバイスする能力が求められるようになって
きた。
同社においても、顧客の資産運用へというビジネ
スモデルの転換に対応するために、地域に長く関わ
り顧客の信頼を得てコンサルティング業務を担える
人材として、きめ細やかさや丁寧な対応、粘り強さ
を持つ女性の活躍の場が広がった。

エリア総合職の採用をスタート
2002 年からは新たにエリア総合職での新卒採用
をスタートさせた。エリア総合職は、配置転換はあ
るが、地域が限定されており、転居することなく働
き続けることができる職制である。同社の営業拠点
は日本各地にあり、転居を伴う転勤は、家庭を持ち
子どもがいる女性社員にとっては難しい。しかし家
庭や子どもを持っていても、転居を伴わない転勤で
あれば働き続けやすい。エリア総合職と総合職では、
人事評価、昇格や昇進に差はなく、2009 年にはエ
リア総合職からの女性執行役員（現在は常務執行役
員）も誕生している。
エリア総合職の採用をスタートするとともに、同
社はこれまで一般職（現業務職）として勤務してい
た女性社員に対して、エリア総合職への転向を促し、
積極的に活躍を推進した。一般職は、事務や電話対
応、店頭応対などを行う職種であるが、社内で一定
の経験を積み業務知識が豊富な社員も多かったた
め、エリア総合職に職制を変更し仕事の幅を広げて
もらうことは、会社にとっても本人にとってもプラ
スになることだと考えた。
ただ、従来の証券会社の女性社員は結婚や出産を

機に退社する人が多く、キャリアを積むことを選択
しない女性も多かった。2005 年に社長に就任した
鈴木氏（現会長）は全国の部署を回り、社員と話を
する中で、優秀な女性が多いにも関わらず、結婚・
出産を機に会社を辞めてしまう社員が多いことを知
り、女性が長く働き続けられる環境づくりが必要で
あることを痛感。人事部内に「女性活躍推進チーム」
を設置し、女性が働き続けることができる環境づく
りに本格的に着手した。その後、社内の各部署から
女性社員が「女性活躍推進チーム」に加わり、女性
が働きやすい環境づくりの推進力となっていった。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

女性が活躍できる環境づくりを進めるために「女性
活躍推進チーム」を発足
2002 年以前にも、同社の人事制度では、育児支
援をはじめとする女性が働き続けるための制度が充
実していたが、利用する社員は必ずしも多くはな
かった。そこで、2005 年に発足した「女性活躍推
進チーム」は、女性社員が結婚や出産といったライ
フイベントを経験しても活き活きと働き続けられる
職場環境づくりに取り組んだ。
まずは、育休期間の見直しに取り組み、子どもが
3歳になるまで取得できるようにした。育児休業中
でも、育休前の勤務成績が反映される評価制度のた
め、昇進を前に休業したために昇進がなくなるとい
うことはない。育休取得が不利にならない評価制度
にすることで、社員も安心して取得することができ
る。平成17年には女性90名であった育休取得者は、
平成 24年には 319 名（うち男性 4名）となった。
子育て中の社員に対しては、子どもが小学校に入学
するまで、保育施設を利用する費用として月 2万円
まで補助する制度も設けた。
その後も社員の生の声を聞きながら、様々な制度
や運用の見直しを行い、2007 年には勤務地変更制
度を新設した。結婚や配偶者の転勤等により現在の
勤務地で勤務することが難しくなっても、この制度
により会社を退職することなく働き続けることが可
能となった。制度導入以降、利用者は 100 名以上
となっている。

大和証券株式会社
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女性活躍支援を進めるにつれて、男性も含めた全て
の社員の働き方の見直しが必要であると考え、2008
年には「ワークライフバランス推進室（現推進課）」
が設置された。子どもが小学校3年生を修了するま
で、最大90分早く退社できる短時間勤務制度の導入
など、働き続けやすい環境の整備を加速させている。
社員専用のワークライフバランス推進サイトの整備
など様々な施策を通し、取り組みを強化している。
このような取り組みの結果、妊娠・出産・育児を
理由とした退職は、1999年度の約 52％から 2008
年度には約 13％まで減少した。

働き方改革により、女性活躍支援も加速
2007 年度からは「19時前退社の励行」に取り組
んでいる。管理職を含めて、毎日遅くとも 19時ま
でに退社するというものだ。お客様の都合等により
やむを得ず 19時以降の業務が必要な場合はその都
度上司に事前に申請することになっており、働き方
の大きな意識改革につながった。その結果、時間内
に仕事をこなすために社員各自が工夫するようにな
り、業務効率が上がるという効果をもたらしたほか、
「時間を自分でコントロールする」ことで、退社後
の時間を家族との団欒や自己啓発にあてる社員も増
えた。前述の両立支援の拡充や、それに伴う女性管
理職等のロールモデルの増加、19時前退社の浸透
があいまって、一般職からエリア総合職、エリア総
合職から総合職に職制転向した女性は、2005 年度
以降の累計で約 800名に達している。

 社員が育児・介護の両立支援制度を利用しやすい環
境整備
同社ではすでに法定を上回る育児・介護の両立支
援制度を導入しているが、随時、社員アンケートを
実施し、それらの結果を踏まえて継続的に、社員が
制度をさらに利用しやすい環境の整備を進めている。
社員専用のワークライフバランス推進サイト（ダ
イワWLB ステーション）では、社員は自宅からも
サイトを閲覧でき、掲示板機能は休職中の社員のコ
ミュニケーションツールとしても活用されている。
社員は休職中でも、社内報やワークライフバランス
関連の情報などを閲覧したり、業務に役立つ資格試
験や資格取得について eラーニングで学習すること
ができる。
毎年全国の支店で開催されている「家族の職場訪
問」には、休職中の社員にも案内が送付され、休職
中でも職場との接点を持つことができる。また、復
職前に面談を実施したり、復職後に制度の利用状況
などをヒアリングするなど、スムーズに職場復帰で
きるよう、サポートしている。
また、社内のサテライト放送として毎日放送して
いる「おはようダイワ」や社内報で、制度を上手に
活用している支店の取り組みを紹介するなど、セク
ションを超えて経験とノウハウを共有することで制
度利用を促進している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

職制転向者や女性管理職増加による多様な成果
同社には現在、生え抜きの 2名の女性役員がいる

（大和証券グループ全体では 5名）。2名とも一般職
で入社し、その後それぞれエリア総合職、総合職へ
職制転向を経験している。
管理職については、2012 年度で女性が 137 名、
女性管理職比率が 5.1％となっており、年々増えて
いる。現在は全支店の 1割以上で女性が支店長を務
めている。
同社では女性管理職を育成するための特別な制度
は設けていない。出産という女性に限定された事柄
を育児支援としてサポートする以外には、男女に差
を設けないことで、女性が活躍しやすい環境になる

大和証券株式会社
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と考えている。
このほか、2007 年には支店の法人課に女性を積
極的に登用した。支店の重要顧客である法人の担当
は従来男性で、女性が担当することはほとんどな
かった。しかし、女性の活躍の場を広げるため、全
国の法人営業担当に女性を登用した。1～ 2名を象
徴的に登用するのではなく、大勢登用することで、
女性同士の横の繋がりもでき、悩みを共有したり競
争意識も生まれた。数年経過した現在は、女性とい
うハンディはなく、むしろ、男性の営業担当者がな
かなか受け入れてもらえなかった企業でも、女性の
営業担当者が行くと話を聞いてもらえたり、経営
トップに会えたりということも少なくない。同社の
ダイバーシティの取り組みは、多くの企業にも知ら
れており、女性が活躍している企業として好感を持
たれることも多く、女性の着実な業務遂行と企業イ
メージの向上が営業面でも効果をもたらしている。
また、2011 年には新設された銀行ビジネス部に
女性部長が登用されているが、この女性はエリア総
合職への職制転向試験を最初に受けた社員でもあ
る。業務で培った店頭応対やお客様とのコミュニ
ケーション力をベースに実績を上げ、支店長を経験
した後、銀行ビジネス部設立とともに部長に登用さ
れた。このようにエリア総合職に転向して活躍する
女性社員が多く存在することで、後輩の女性社員に
もキャリアアップへの挑戦意欲が生まれてきている。

担当部署への女性社員の配置により、オンライント
レード口座開設件数が大幅に拡大
同社は 1996 年に業界で初めてオンライントレー
ドの提供を開始し、担当者によるコンサルティング
の提供を中心とした「コンサルティングコース」と、
インターネット等での情報提供を中心とした「ダイ
レクトコース」の 2つの取引コースを設定して、支
店とオンラインをシームレスに融合したユニークな
ビジネスモデルでサービスを展開している。
こうしたサービスを企画立案するシステム系の企
画部門は、従来男性中心の部署であったが、能力あ

る女性に活躍の場を広げ、新たな視点を取り入れる
べく、同部署のライン部長に女性社員を登用。あわ
せて、女性総合職を積極的に配置して、2004 年に
はゼロだった女性社員が2006年には6名になった。
2005 年度以降、同社では証券投資、オンライン
トレードの利用促進を目的として、全国に持つ支店
網を活用したリアルセミナーと、夜間自宅で参加出
来るインターネットライブセミナーを積極的に展開
した。オンライントレードをテーマとした支店での
セミナーの参加者は、2007 年 10 月からの約 1年
で延べ 1万 6千人を突破し、インターネットライブ
セミナーは、2006 年以降の約 5年間で 150 回以
上開催され、延べ 10万人以上の視聴者を集めた。
こうしたセミナーの充実及びネットと支店の連携
強化により、2004 年度の「ダイレクトコース」口
座開設件数は 11.1 万件であったところ、同部門へ
の女性登用・配置を進めた 2005 年度以降の口座開
設件数は 16.5 万件（2005 年度から 5年間の年間
平均）と、1.5 倍に拡大した。
当時同部署のライン部長として登用された女性
社員は、2009 年に最年少で執行役員となり、現在
は大和証券グループ本社常務執行役員.兼.大和証券
キャピタル・マーケッツアメリカホールディングス
の会長を務めている。

男女ともに働きやすい環境整備により仕事への充実
感が高まる
女性社員が働きやすい環境は、男性社員を含めた
社員全員が働きやすい環境づくりにつながる。社員
へのアンケートによると、仕事の充実感について「充
実・概ね充実」と答えた社員が 11年 77％、12年
75％、13 年 82％と毎年上がっている。日々の業
務における工夫・効率化を意識する社員も、11 年
85％、12年 98％、13年 98％と増えている。
職員の意欲の向上や女性社員の定着率向上にとも
ない、資格取得者も毎年増えてきており、フィナン
シャルプランナーなど資格取得者が年々増加して
いる。

大和証券株式会社
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プロダクトイノベーション 職場内の効果

企業名
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大企業

◎企業概要

会社設立年 1879 年 資本金 1,019 億円

本社所在地 東京都千代田区丸の内 1 丁目 2 番 1 号

事業概要 金融業、保険業

売上高 1 兆 8,696 億円（正味収入保険料）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 19,518 名（うち非正規 1,801 名）

属性ごとの人数等 【女性】9,473 名（うち非正規 1,140 名）、女性管理職比率 4.5％

正規従業員の
平均勤続年数 全体 12.5 年（男性 14.0 年、女性 10.8 年）

▶以前の損保業界では、女性 ＝ 事務担当 ＝ 一般職というイメージが典型的であった
▶「社員の働きがい・やりがいの向上」を目的に、2004 年に人事制度を改定。「一

般職」を廃止し、転居を伴う転勤のない「地域型」を新設して、すべての女性社
員に平等にキャリアアップの可能性が開かれた

▶転勤がない「地域型」社員も自らの選択で積極的に転勤し、キャリアを積むこと
ができる U ターン・I ターン異動が開始される

▶業務革新によって業務プロセスが大幅に効率化し、従来事務を担っていた女性が
最前線で営業を担う「役割変革」が実現

▶ OJT や様々な支援策により女性の「役割変革」を促進
▶女性営業担当者の活躍が、好調な業績に大きく貢献
▶女性社員のアイディアが反映された「ちょいのり保険」や「カラダのキモチ」が

大ヒット

女性営業担当者の活躍が業績に貢献。
女性社員発案の「ちょいのり保険」等新商品が大ヒット

プロセスイノベーション 外的評価の向上

女
　
性

高
齢
者

東京海上日動火災保険株式会社
金融業，保険業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

大きな変化の波に揺れる保険業界
1990 年代半ばから、保険業界は自由化によって
大きく変化している。1996 年に保険業法が改正さ
れ、生命保険（生保）と損害保険（損保）の相互参
入が可能となったほか、2000 年の保険業法改正で
は、銀行等における保険販売が解禁された。これら
の規制緩和の結果、競争が激化した損保業界では
2001 年から合併による業界再編が始まり、2004
年 10 月には、東京海上火災保険と日動火災海上保
険の 2社が合併して、東京海上グループの中核とな
る東京海上日動火災保険が誕生した。
保険業界ではその後も再編が進み、損保のシェア

（保険料収入）の約 9割を占める 3メガ損保グルー
プ体制が実現した。これらの大手グループの誕生に
より、保険業界における競争はますます激化の一途
をたどっている。
現在、東京海上日動火災保険の社員数は約
18,000 名であるが、そのうち約半数の約 8,500 名
が女性である。競争の激化が進む損保業界において
同社が成長し続けるためには、半数近い女性の力を
これまで以上に引き出すことが課題となっていた。
「女性の活躍」なくして「企業の成長」は実現でき
ない。このような認識の下で、同社における女性活
躍のための取り組みが展開されることとなった。

女性＝事務担当＝一般職であった損保業界
同じ保険業界でも、生保と損保では女性の役割は
大きく異なっていた。生保では従来より「生保レ
ディ」と呼ばれる女性の営業職員が生命保険販売の
主役を務めてきたが、損保業界は代理店制度をとっ
ており、代理店を支援する営業担当者の多くが男性
であった。旧来の損保業界において、女性の多くは
内部の事務を支える存在であった。
このような女性の位置づけは、損保企業の職制に
も表れていた。2004 年の企業合併前の東京海上で
は、社員の職制を「総合職」と「一般職」に分けて
いたが、総合職の多くが男性であり、一般職はほと
んどが女性という状況であった。一般職は業務内容
が限定され、転居を伴う転勤等の負担も伴わないが、
課長職以上への昇進対象には含まれず、その活躍の

可能性は制限されていた。
同社の永野社長は、女性に「期待」し、「鍛える」
ことが「活躍」につながるという“3つの K”を大
切にしている。日本企業は特に「期待」の部分が弱く、
女性の活躍が進まないケースも多いため、もっと女
性に期待し、鍛えることが重要であるという。同社
の「期待」は、取り組み開始後数年という短い期間で、
女性営業担当者の急増や地域型からの初の女性役員
の誕生という女性の「活躍」となって表れ始めた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

人事制度の改定によりすべての社員に平等に可能性を拓く
職制区分によって活躍の可能性が制限されていた
旧来の人事制度を 2004 年に大きく改定した。前述
のような「総合職」と「一般職」という区分は廃止
され、「全国型」と「地域型」という区分が新たに
創設された。この区分は役割等級制度に基づいてい
るため、「全国型」も「地域型」も「同一等級同一役割」
の原則に基づく役割を担うこととなり、業務内容や
責任の範囲に差は無くなった。その違いは「転勤の
有無」だけであり、「全国型」は「総合職」と同様に
国内・海外を問わず転勤の可能性があるが、「地域型」
を選べば本人の同意なく転居を伴う転勤が行われる
ことはない。この制度改定により、これまで「一般職」
として活躍してきた多くの女性社員が、転居を伴う
転勤はしないという選択をしつつ、管理職や役員と
して活躍できる可能性が開かれることとなった。

「地域型」社員も積極的に転勤できる「ＪＯＢリク
エスト制度」（U ターン異動、I ターン異動）の開始
「地域型」を選んでも、本人の意欲が高い場合や異
動が必要な場合には、自ら手を挙げ、異なる地域に
異動ができる「JOBリクエスト制度」（Uターン異動、
I ターン異動）が 2004 年から開始された。これは、
2013 年 6月に地域型社員から初めて同社の執行役
員となった女性が、人事企画部時代に発案した制度
であった。この女性役員は、自身が複数の拠点で仕
事をした経験から、異なる環境で異なる職務を経験
することは、女性社員の視野や仕事の幅を広げ、成
長を促進する上で大きな効果があると考えていた。
こうしたアイディアに基づき、地域型の社員も意欲
次第で様々な経験ができる制度が創設された。

東京海上日動火災保険株式会社
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「Uターン異動」は、一定期間、他の地域で勤務し、
経験を積んで元の地域に戻ることができる制度であ
り、「I ターン異動」は、結婚や配偶者等の転居に伴い、
ポストがあれば勤務地域を変更できるという制度で
ある。「Uターン異動」として海外勤務に挑戦する
地域型社員も現れ、現在はシンガポール、ニューヨー
ク、インドで活躍している女性社員もいる。
こうした制度によって異なる経験を積み、元の地
域に戻ってきた女性社員の成長には目を見張るもの
があり、その効果は本人のみならず周囲にも実感さ
れている。このような効果が広く知られるように
なった結果、「JOBリクエスト制度」（Uターン異動、
I ターン異動）の利用実績は徐々に拡大し、開始以
来 500 名を超えている。意欲に応じて自ら経験を
広げられるこの制度は、高い能力と意欲を持つ地域
型の女性社員に、成長と活躍の機会を提供している。

業務革新によって可能になった女性の「役割変革」
前述の 1990 年代の保険業界の自由化は競争環境
の激化をもたらすとともに、商品の増加等によって、
事務やその処理システムの複雑化、そして事務担当
者への負担増を引き起こしていた。こうした複雑化
した事務プロセスについては、2004 年から全社的
な検討が始まり、2005 年から 2008 年にかけて保
険商品と事務、それを処理するシステムを大規模か
つ抜本的に見直す「業務革新プロジェクト」が実施
された。
この取り組みによって、同社内の業務プロセスや
処理システムの大幅な効率化が実現された結果、事
務を担当する多くの女性社員の負担が軽減され、事
務担当の女性社員にも、事務の改善提案や営業業務
など、新たな業務に従事する機会が与えられた。こ
れを同社では「役割改革」と呼んでいる。

女性の「役割変革」をサポートする仕組み
「役割変革」を進めるにあたり、同社では女性社
員に対するサポートの仕組みも強化した。同社には
1988 年から、女性事務担当者の育成を担う組織と
して、AS（Advisory.Staff）ネットワークが設置さ
れていた。現在（2013 年 12 月）は 122 部店に
134 名の AS が選任され、年 2回の全体AS 会議に
よる情報交換等を行っている。このAS ネットワー
クは、業務革新後の新しい業務プロセスを普及・浸

透させる上で、重要な役割を担った。
また、2010年には、女性営業担当者の育成を担う
組織としてAST（Advisory.Staff.Total.Communication）
ネットワークが設立された。全国で 18名が選任さ
れており、月 1回の AST 会議による情報交換・共
有を行っている。
AS/ASTネットワークは、女性社員の相談窓口にも
なっており、女性社員の悩みに対応するほか、各種研
修等も企画・実施している。また、女性社員の課題や
その解決策、女性社員の育成方法などを、女性社員を
もつ上司にアドバイスするなどの取り組みも行う。
女性の役割変革をサポートする取り組みは、それ
自体が成果をあげるとともに、その取り組みを担う
AS/AST ネットワークのメンバーにとっても、マネ
ジメントスキルを習得するための貴重な機会となっ
ており、次代の女性リーダーを育成する上でも大き
な効果を発揮している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

女性営業担当者の拡大と活躍が、好調な業績にも貢献
2004 年に改定された人事制度によって、女性社
員にも大きな可能性が開かれるとともに、2008 年
から始まった「役割変革」によって一般事務を担当
していた地域型の女性が、営業担当者へと成長を遂
げた。その結果、2008年には 100名程度であった
地域型の女性営業担当者は、5年後の 2012 年には
10倍以上の約 1,350 名まで拡大した。
また、ここ数年、同社のマーケットシェアは順調
に拡大を続け、2011年、2012年と 2年連続でマー
ケットシェアの改善幅業界NO.1 を達成しており、
同社における女性営業担当者の活躍は、好調な業績

東京海上日動火災保険株式会社
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の維持にも大きく貢献していることが示されている。
女性社員のうち、部長クラス・課長クラスの人材
も、2004年の 8名から 145名にまで約 18倍に増
えている。その中には 7名の部長職と 8名の次長職
の女性社員が含まれており、女性管理職比率は 4.5%
に達している。2012 年には全国型社員から初の女
性役員が誕生したほか、2013 年には地域型社員か
らも初の女性役員が誕生し、社外の女性監査役 1名
もあわせると、女性役員は 3名となった。

女性営業担当者の活躍により現場の成果拡大が実現
同社において急速に増加し、成長を遂げる女性営
業担当者は、現場の成果拡大にも大きく貢献してい
る。例えば、東京新都心支店・開拓第一チームの女
性営業担当者は、現在の加入内容に不安を抱いた法
人企業からの相談に対し、自ら、建物の物件調査を
行い、ニーズに合致した商品提案や火災リスク診断
サービスの提供等、お客様の立場に立った営業活動
を実施しており、きめ細やかな対応に対する感謝の
手紙が寄せられるまでの信頼を得ている。
別の女性営業担当者は、製造会社の現場責任者が集
まる会議に参加して、加入している保険の補償内容
説明会を実施し、その場でリスクを指摘して、その
リスクをカバーする商品プレゼンを行う等、お客様
をお守りすることを念頭に営業活動を実施している。
このように“お客様を徹底的にお守りする”とい
う熱意と、“きめ細やかな対応”が多くの新規契約
につながり、目覚しい成果となっている。

女性社員のアイディアが反映された「ちょいのり保
険」が若者に大ヒット
女性社員が活躍する場は、営業だけでなく商品企
画にまで広がっている。以下は、大ヒット商品の創
出において女性が貢献した例である。
若年層の自動車離れは損保業界の大きな悩みと
なっている。自動車を持たない若者の多くは自動車
保険に加入しないため、同社の顧客になりにくい。
しかし、例えば人から借りた車を運転するなど、自
分で車を持たない運転者は 700 万名いると言われ
ており、同社の推計では年間 10万件以上の無保険
運転事故が発生している。
こうした状況を踏まえて、商品開発部門の若手社
員がチームを組んで商品企画コンペが実施された。
ここで注目されたのが、女性社員が提案した「コン

ビニのように手軽に利用できる保険」というコンセ
プトであった。若者にとって保険加入の手続きは面
倒であり、高い保険料を支払うというイメージも強
い。このようなイメージを覆す商品として、手軽さ
を重視した「ちょいのり保険（1日自動車保険）」が
企画された。

「ちょいのり保険」は携帯電話やスマートフォン
から簡単に申込が行え、面倒な手続きは一切必要な
い。利用料金も 1日 500 円からと、思いついたと
きに手軽に利用できるよう設定された。
この保険は2012年 1月に販売を開始し、2013
年 12月までに30万件の登録、65万件の利用実績
を達成した。利用者の約9割は10代から20代の若
年層である。この保険を利用した若者が、マイカー購
入時に同社の自動車保険のユーザーになる確率は高い
と考えられるため、「ちょいのり保険」の成功は同社
の顧客開拓戦略においても大きな意義を有している。

女性メンバーが女性向け医療補償とセットになった
アプリ開発を支援
女性に保険をより身近に感じてもらうために、女
性メンバーが中心となって、ドコモ・ヘルスケア社
が提供するアプリ「カラダのキモチ」の開発支援を
行った。このアプリは、月額使用料 300 円（税抜）
で、日々の体温の記録など簡単に行い、婦人科系の
疾患の予防や早期発見を可能にするものである。こ
のアプリのサービスは医療補償とセットになってお
り、ユーザーが婦人科や乳腺外科を受診した場合は
女性疾患見舞金（5,000 円）、精密検査をした場合
は要精密検査見舞金（3万円）が支払われる。
「カラダのキモチ」は、2013 年 6 月にサービス
を開始したばかりであるが、同年 10 月までに 25
万名のユーザーを獲得するヒット商品となってい
る。2014 年 3月までに 50万名のユーザー獲得が
見込まれており、さらに大きなヒット商品として成
長することが期待されている。

東京海上日動火災保険株式会社



183 Best Practices Collection 2014

外
国
人

障
が
い
者

キ
ャ
リ
ア・ス
キ
ル
等

限
定
な
し

プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名

職場内の効果

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1896 年 資本金 36,166 百万円

本社所在地 岐阜県大垣市郭町 3 丁目 98 番

事業概要 普通銀行

売上高 78,305 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 3,995 名（うち非正規 1,234 名）

属性ごとの人数等 【女性】2,367 名（うち非正規 1,091 名）、女性管理職比率 2.7％

正規従業員の
平均勤続年数 13.2 年（男性 16.5 年、女性 9.4 年）

▶地域に貢献するサービス業として、他にはない新しいサービスを追及する企業風
土が、数々の画期的なサービスを実現

▶女性管理職育成研修「21 世紀なでしこ College」を 2006 年より実施
▶「21 世紀なでしこ College」修了者が女性による女性のための商品開発プロジェ

クト L’s プロジェクト責任者や所長等で活躍
▶ L’s プロジェクトは女性向け専用ローンを複数開発
▶女性が所長を務める店舗が CS 優秀店表彰を受賞
▶総合職と一般職を双方向に転換できるコース転換制度、育児休業取得者フォロー

の充実や現場への代替要員の確保などにより働き続けられる環境を整備

お客様満足度最大化の一環として女性による
女性向け商品開発と女性所長の店舗における CS 向上

プロセスイノベーション

株式会社大垣共立銀行
大企業

女
　
性

高
齢
者

金融業，保険業

大垣共立銀行の基本理念
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

地域に貢献するサービス業として顧客目線での徹底
したサービス追及が経営の根幹
岐阜県・愛知県を地盤とする地方銀行で、国内約
150 店舗、海外 4拠点を有する。「銀行の都合を顧
客に合わせてもらう」のではなく、「顧客のライフ
スタイルに銀行が合わせる」ことで、「顧客から選
ばれる銀行」になることが重要であり、地域に貢献
するサービス業であるという考え方が経営の根底に
ある。
新しいことにチャレンジする風土、顧客本位の企
業風土は従来からあったが、1993 年に現頭取が就
任してから、その姿勢がより明確になった。
その結果、ATMの年中無休稼動（1994 年 9月）
をはじめ、年中無休有人店舗の開設（1998年11月）、
コンビニATMサービス開始（2005年 3月）、手の
ひら認証ATMの導入（2012年 9月）、ドライブス
ルー店舗の開設（2013 年 4月）など、全国初の先
進的なサービスを生み出してきた。

「お客様満足度最大化」の一環としての女性活躍推進
常に新しい商品やサービスを生み出していくに
は、役職や性別などにとらわれず、多様な人材を活
かして、最大限能力を発揮できるようにしていくこ
とが不可欠であり、それにより「お客様満足度最大
化」につながるとの考え方が根底にある。
「お客様満足度最大化」を実現するための具体的
な取り組みのひとつとして、1998 年より実施して
いる異業種研修制度がある。異業種研修制度は、「銀
行とはこういうものだ」という既成概念にとらわれ
ず、自由な発想で新しいサービスや商品を生み出せ
るよう、コンビニ、マスコミ、ホテル、メーカーな
どに行員を派遣して、違う文化や考え方を学ぶもの
である。現在までの参加者は 73名で、そうしたメ
ンバーを中心に、先のような全国に先駆けたサービ
スを生み出している。
女性活躍推進と環境整備も、「お客様満足度最大
化」のための施策の一環として取り組んできた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

女性管理職登用を目指し「21 世紀なでしこ College」
をはじめ様々な女性活躍推進施策を推進
2006 年 11 月、女性管理職登用を目指して、ビ
ジネススキルやリーダーシップ、マネジメント等に
関する研修「21世紀なでしこCollege」を開始し、
現在までに 74名が修了した。初回研修受講者から
の提案で、2007 年に「女性がイキイキと働ける職
場作り」をスローガンに、女性による女性のための
事務局として「なでしこ事務局」を人事部内に設置
し、「21世紀なでしこCollege」の企画・運営のほか、
女性活躍推進のための広報活動等を担っている。
「21世紀なでしこCollege」受講者は、2009 年
より新入行員の研修講師の女性インストラクター
チーム「さくらなでしこ」を兼ねている。このため、
様々な知識を off-JT で習得するだけでなく、後輩を
指導するスキルを身につけ、女性リーダーとして組
織の中で果たすべき役割を認識し、次世代リーダー
としての貴重な経験ができるような仕組みが構築さ
れている。

女性向け商品開発プロジェクトチーム「L’s プロジェ
クト」を中心にした商品開発
2007 年 11 月に女性向けの離婚関連ローン「ラ
イフプラン“Re”-f-」、同年 12 月には「シングル
マザー応援ローン［Tetote］（テトテ）」を発売す
るなど、女性を取り巻く社会環境に配慮した商品開
発に注力し、社会的にも大きな反響があったことを
契機に、2008 年 3月には、より積極的に女性顧客
獲得に取り組むため、女性による女性のためのプロ
ジェクトチーム「L’s プロジェクト」を商品開発を
担う業務開発部内に発足させた。女性向け商品開発
に本格的に取り組んだのは、顧客の半分は女性で、
家計は女性が握っていることが多く、働く女性が増
えマーケットをけん引していく存在になっていくと
考え、女性のニーズを踏まえた商品開発の必要性を
感じたためである。
プロジェクトチームは、全員女性で、専任の担当
者 2名のほか、各部室店などの業務との兼任担当者

株式会社大垣共立銀行
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7 名で組成されている。既婚・未婚、育児休業明け
など多様な経験を持つ女性行員で構成するようにし
て、多様な立場から商品やサービスを企画・立案で
きるようにしている。

職種転換による女性活躍の推進とライフステージに
応じた多様な働き方を実現する環境整備
一般職と総合職を双方向に転換できるコース転換
制度を導入し、総合職に転換することで、管理職へ
の道が開けるだけでなく、法人渉外など職域を広げ、
より責任のある仕事に就くことができる。「21世紀
なでしこCollege」開始後の 2007 ～ 2013 年まで
の間に一般職から総合職へと 15名が転換している。
一方、育児、介護などのライフステージに応じて一
時的に一般職に転換することも可能になっている。
さらに、2008 年 4月からは育児休業制度を子ど
もが 3歳になる年度末まで取得できるようにした。
最大の年限で取得する行員が多く、育児休業中に第
二子以降が生まれて3年以上休業するケースもあり、
2013 年 4 月時点で 119 名が取得している。この
ように選択肢を広げることで、女性行員の離職率
が、2007 年度に 8.0％であったのが 2012 年度に
は 4.3％まで低下している。
育児休業の取得推進と職場復帰支援充実のため、
まず、育児休業者は人事部所属として、育児休業者
へのフォロー体制を強化した。そして、育児休業者
がいる部室店に正規行員の交代要員を補充すること
で、現場の負担を軽減、周囲も負担なく受け入れら
れるようにしている。これにより、本人も気兼ねな
く育児休業を取得できる。
また、復帰後 1か月間は復職研修と位置づけ、人
事部所属のまま、通勤しやすい店舗で、その後従事
予定の業務に就けることで、仕事への慣らし期間を
設けている。このため、長期に休業していた場合で
も、無理なく仕事のペースを掴み、業務に必要な知

識を身につけ、スムーズな復職が可能となる。復職
研修後は、居住地域や子どもの保育所の場所等の個
別の事情を踏まえて、配属先を決定している。
育児休業以外にも短時間勤務や時間外の免除など
により、働き続けられる環境整備を充実させること
で、女性の活躍の幅を広げている。

ダイバーシティ推進による
経営効果

L’s プロジェクトによる多数の女性向け商品・サー
ビス開発と新規顧客開拓に向けた営業体制見直しに
よる業務改善
2007 年 11 月に女性向けの離婚関連専用ローン

「ライフプラン“Re”-f-」の取り扱いを始めたのを
皮切りに、積極的に女性向け商品の開発に取り組ん
できた。
L’s プロジェクト発足後は、エステや美容整形の
ためのローン「Bi-sket」（2008 年 6月）、不妊治療
関連ローン「Futari*de」（2009 年 12 月）など 4
つの新商品を投入した。さらに、2011年 8月、「ゴー
ルド総合口座」、「スーパーゴールド総合口座」を保
有する女性を対象とした入会金・年会費無料の会員
制サービス「L’sクラブ」を発足させた。「L’sクラブ」
の会員は、金利上乗せやセミナー参加などの特典と
引き換えできる「L’s ポイント」の付与などの特典
が付与される。
離婚や不妊など、資金使途を口に出すのをためら
うような用途に限定したローン商品を発売するだけ
でなく、支店等の融資窓口担当者に最低 1名は女性
を配置して、ローンの相談には必ず女性行員が応じ
るなど、多様なニーズにきめ細やかに応えることで、
お客様満足度最大化につなげている。その証左とし
て、日本経済新聞社が実施する「日経金融機関ラン
キング」における「顧客満足度評価」で、2014 年
は全国第 4位（上位第 1位～ 3位はネット銀行）、
地方銀行では第 1位を獲得し、調査開始以来 10年
連続でトップ 10入りを果たしている。
他行に先駆けたATM年中無休化や年中無休有人
店舗、ドライブスルー店舗の開設だけでなく、マー
ケットニーズに応じた女性向け商品を開発するな
ど、常にサービス業意識を持って「お客様第一」で

株式会社大垣共立銀行

育児休業等両立支援制度

制度 概要 取得状況 
（2013年4月） 

育児休業 子どもが3歳になる年度末まで取得可能 911 名

キ ャ リ ア 転
換制度 

子育てのため、小学校に入学するまで勤務時間の短い（5
時間／1日）アシスタントと呼ばれる短時間パート勤務と
なり、その後、フルタイムの行員（元の資格のまま）と
して復帰可能 

14 名

短時間勤務 
3歳未満の子どもを育てている行員は実労働時間を1.5時
間短縮可能（6 時間／1日）。勤務シフトも複数の時間帯か
ら選択可能 

10 名

時 間 外 労 働
免除 

子どもが小学校に入学するまで時間外労働が免除される 19名
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多様なニーズに応える新しいサービスを提供し続け
てきたことで、銀行全体として新規個人顧客の獲得
に成功している。

.
女性管理職増加に伴う女性活躍推進によるＣＳの向
上を実現
「21世紀なでしこCollege」をはじめ女性活躍推
進に取り組み始めてから、女性の管理職への登用が
徐々に進んでおり、2007年には49名であったのが、
2013年には 112名にまで増加している。現在の最
上位職階は支店長で、支店長・出張所長に 6名が登
用されている。とりわけ、職員全員が女性で構成さ
れている 4出張所においては、総じて行内で実施さ
れるCS調査でも高い評価を得ている。
例えば、2011 年 3月に同行のシンボル的存在と
して開設されたOKBハーモニープラザ名駅出張所
では、2012 年度下期、2013 年度上期の 2期連続
でCS 優秀店表彰に選出されている。表彰されるの
は約 150 の支店・出張所から上位 10店舗である。
名駅出張所以外でも女性が所長を務める 1出張所も
受賞したほか、他の 2出張所も上位の評価を受けて
おり、同行のサービス水準向上に貢献している。
OKBハーモニープラザ名駅出張所では、開設時か
ら女性が所長に任命され、当初からCS モデル店を

目指すとの目標のもと、所員全員で銀行のイメージ
を覆すサービスの提供を意識してきた。それはパー
ト・スタッフも例外ではなく、女性所長の働きかけ
で行内の「マナーの達人」認定にチャレンジするよ
う促すなど、所員全員での意識を徹底してきた。「マ
ナーの達人」は、秘書検定 2級等に合格すると認定
される行内独自の資格であり、パート・スタッフも
独学で習得に励み、「マナーの達人」の認定を受け
ることができた。
こうした日頃のサービス向上意識の徹底も、先に
示した「日経金融機関ランキング」の「顧客満足度
評価」での高評価につながっていると考えられる。

参考情報 
L’s プロジェクトでは女性向けローン商品の開発
を行っています。
女性所長が活躍するOKB ハーモニープラザ名駅
出張所は銀行のイメージを覆す高級感のある店舗で
す。

株式会社大垣共立銀行

個人顧客数と預金残高の推移

（注）単位未満切り捨て

参考情報

L’s プロジェクトでは女性向けローン商品の開発を
行っています。

女性所長が活躍する OKB ハーモニープラザ名駅出張
所は銀行のイメージを覆す高級感のある店舗です。
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大企業

◎企業概要

会社設立年 1907 年 資本金（基金） 639,000 百万円

本社所在地 大阪府大阪市中央区城見 1 丁目 4 番 35 号

事業概要 生命保険業

売上高 3,144,777 百万円（平成 24 年 4 月～平成 25 年 3 月）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 42,098 名（うち非正規 0 名）

属性ごとの人数等 【女性】37,045 名（うち非正規 0 名）、女性課長層比率 15.9％

正規従業員の
平均勤続年数 13 年 11 か月（男性 19 年 1 か月、女性 10 年 9 か月）

高
齢
者

▶圧倒的に女性が多いが出産を機に退社が多く、外資系生保に比べ遅れていた女性
活用

▶ 2005 年にトップダウンで女性活躍推進プロジェクトが始動
▶女性業務職を増員してグループマネジャー（GM）として配置し、支社事務体制

を大幅に変更
▶女性活躍を後押しする 3 つの制度～「キャリアアップ支援制度」「ファミリーサ

ポート転勤制度」「ジョブ・カムバック制度」を新設
▶研修、ミーティングによって意識改革を推進すると共に、交流の少なかった女性

一般職・業務職の横の広がりを生む
▶業務プロセス改革で大幅な時短を実現すると共に、2013 年の「お客さま満足

度アンケート」で過去最高の評価
▶効率的な支社体制と女性のモティベーションアップを実現
▶ 2013 年に次世代幹部を育成する「スミセイなでしこ計画」が始動

女性グループマネジャー配置で支社事務体制を変革、
「業務プロセス改革」により大幅な時短と共に
顧客満足度向上も実現

住友生命保険相互会社

職場内の効果プロセスイノベーションプロダクトイノベーション

女
　
性

金融業，保険業
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

圧倒的に女性が多いが、出産を機に辞めていた
2000 年代半ば
住友生命保険は 1907 年創業の大手生保会社であ
る。総社員数42,098名（平成24年度末在籍数）の内、
女性が 37,045 名を占め、女性比率は 88%と圧倒
的である。
その 37,045 名の大部分を占めるのが、「スミセ
イライフデザイナー」と呼ばれる営業職の 30,870
名（男性は 741 名と少数）である。営業職以外に
内勤社員（総合職、業務職、一般職）がいるが、男
性 4,312 名、女性 6,916 名と女性が多い。
同社に限らず日本の生保会社は女性比率が高いの
で、女性が活躍すれば大きな戦力になることは自明
の理だ。しかし 2000 年代半ばの同社では、内勤社
員における女性の活用は進んでいなかった。出産を
機に辞めてしまうからだ。

社長が全社通達で女性の活躍を発令。直ちに女性活
躍推進委員会がスタート
当時の横山進一社長（現・会長）は、「外資系生
保会社では、優秀な女性が活躍している。自社にも、
優秀な女性はいるのに、管理職になっていないのは
おかしい。女性が活躍することなく辞めていくとし
たら、住友生命の人事制度や組織に原因があるはず
だ。そして制度や組織を改革すれば女性が辞めずに
働き続ける会社になり、そのような女性は実務経験
の積み重ねによって専門性を深める。これはサービ
スの質の向上につながり、管理職になる人材も増え
るはずだ」と、考えたのだ。
そして横山社長は 2005 年に女性活躍推進につい
ての全社通達を発令した。この通達を受けて発足し
たのが「女性活躍推進委員会」（以下、「推進委員会」
という。）だった。同社では社員に関する制度や運
用を、人事部と勤労部という 2つの組織が担当して
いたので、2つの部署の横断組織として推進委員会
はスタートした。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

女性業務職を増員してグループマネジャー（ＧＭ）
として配置し、支社事務体制を大幅に変更
推進委員会が最初に立てた目標が「女性業務職の
増員」だ。業務職とは「転居を伴う転勤がない総合職」
のことであり、ほとんどは一般職からの転換だ。
2006 年以前にも業務職への職種変更制度はあっ
たが、人数は限られていた。そこで制度を活性化さ
せ、一般職からの転換により 2～ 3年で約 200 名
の女性業務職を誕生させることを目標とした。200
名の根拠は、当時の支社数が約 90、1支社に事務の
核になる女性業務職を 2名程度置き、本社の業務職
を合わせると 200名になるという計算だ。2年後の
2008 年に目標をクリアした。男性を含む現在の業
務職の数は 280 名に達しており、内訳は女性 247
名、男性 33名である。
この業務職の力を最大限活用すべく支社体制も大
幅に変更された。同社の活力の源泉は全国 88支社、
1,516 の支部にある。2006 年以前は、1支社は 4
グループに分かれ、グループ長の多くは男性の総合
職だった。ところが女性活躍推進プロジェクトのも
のとで、1支社 4グループ・4名のグループ長から、
1支社2グループ・2名のグループマネジャー（以下、
「GM」という。業務職が就く。）への改革が行われ
たのだ。業務職は圧倒的に女性が多い。
各支社の傘下にある支部は、1つの支部に営業職
が約 20名～ 30 名、事務職（一般職）約 2名がお
り、支部長が1名という体制だ。（支部長の半分強は、
昔から女性であり、主に営業職の活躍の場となって
いる。）
業務職の人材育成を意図して、2006 年以降は支
社と支部の事務職（一般職）のローテーションを意
識的に行っている。業務職になるためのスキルを向
上させ、支社でいずれはGMを担う人材を育ててい
くには、支社と支部の双方の事務に精通している必
要があるという考えが背景にある。

住友生命保険相互会社
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女性のロールモデルが存在しない。現場の不信と女
性の不安
女性活躍推進プロジェクトがスタートした 2006
年の段階では、本社と現場（支社）では温度差があっ
た。推進委員会から女性登用を促しても、「そんな（能
力のある）人はいない」、「男性でないと心配」とい
う声が多かった。「やったことがない」、「前例がない」
ことをやらせようとする本社に対する不信だ。
女性一般職の側にも「私にできるのか」という不
安があった。当時の業務職は全国に数えるほどしか
おらず、ほとんどの支社に先例がなかった。ロール
モデル不在が、現場の不信と女性の不安を増幅させ
た。
こんな現場の反発と戸惑いに対し、推進委員会は

「そんな人がいないというなら、見つけて育ててく
ださい」と応じた。「育てて 2年後に女性が活躍す
る体制にする」という展望を推進委員会は描いてい
た。
女性活躍を後押しする３つの制度～「キャリアアッ
プ支援制度」「ファミリーサポート転勤制度」「ジョ
ブ・カムバック制度」を新設
女性が活躍できる会社にするために、推進委員会
は 2006年に 3つの制度を新設した。一般職・業務
職を対象とするキャリア形成支援として、期間限定
で他部署の業務を経験する「キャリアアップ支援制
度」、家庭の事情により転居の必要が生じた場合、希
望によって転居先の勤務地に転勤することができる
「ファミリーサポート転勤制度」、および結婚・出産・
育児等の理由で退職した場合でも、同社での経験を
生かして社員として復帰することができる「ジョブ・
カムバック制度」である。

研修、ミーティングなどで意識改革を推進。女性総
合職の積極採用・育成や、それまで交流の少なかっ
た一般職・業務職の横の広がりも
制度の充実とともに、推進委員会は研修による意
識改革を積極的に推進した。女性社員の声を吸い上
げるために女性総合職を推進委員会メンバーとして
招き、女性の意識改革を目的とした各種研修を実施
した。また社内報で各支社での取り組みを紹介した。
その他の施策も豊富だ。女性総合職を積極採用し、
幅広い職務経験を積ませると共に、2013 年からは
女性キャリア研修（入社 8年目以上の女性総合職を
対象にキャリアプランの策定やグル－プミーティン
グ等を行うもの）を実施している。女性課長層比率
は平成 18年の約 4％から平成 25年は 15％を超え
ている。
また、業務職任用時研修（一般職から業務職へ転
換直後に実施する研修）および任用後 5年目研修を
実施した。これらは、該当者の意識向上とともに管
理職として意識改革も目的としている。
2007 年からは全国ブロック単位で女性フォーラ
ムを開催している。出席するのは各支社の総務部長
と女性社員だ。
このような研修やフォーラムは一般職と業務職の
交流の場としても機能している。総合職は転勤があ
るので横の広がりを生まれるが、「転居を伴う転勤
がない」一般職と業務職は職場が固定しがちで、他
部署と交流することは少なかった。2006 年からの
推進委員会の活動によって一般職、業務職にも横の
つながりが生まれ、多様なロールモデルに触れるこ
とができた結果、キャリア形成に対する意識改革に
つながった。

住友生命保険相互会社

2006 年新設の制度 大阪本社で実施した女性一般職および業務職向け研修（2009 年）

 ※ジョブ・カムバック制度の「登録」とは、まだ復帰はしていないが復帰する可能性がある社員として登録し

ている社員のこと。 

）点時月8年3102（数人用利計累細詳度制称名

■キャリアアップ支援制度■
一般職・業務職の幅広いキャリア形成へ
の支援として、期間限定で他所属の業務
を経験することができる制度

24名

■ファミリーサポート転勤制度■

結婚や配偶者の転勤、家族の介護など、
家庭の事情により転居の必要が生じた場
合、希望により転居先の勤務地に転勤す
ることができる制度

108名

■ジョブ・カムバック制度■

結婚・出産・育児はもちろんのこと、それ
以外の理由で一度退職した場合でも、住
友生命での経験を活かして職員として住
友生命に復帰することができる制度

 161名（登録：約420名）
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ダイバーシティ推進による
経営効果

「業務プロセス改革」により大幅な時短と共に顧客
満足度向上も実現
業務職のGM配置による支社体制の改編と並行し
て、2007 年からは、労務管理の全社運営をする勤
労部による全社的な「業務プロセス改革」もスター
トした。支社・支部毎にばらつきがあった事務手順
の均質化、会議資料・重要度の低い業務の削減およ
び総合職から一般職への仕事のシフトなどを実施し
た。
この業務プロセス改革で活躍したのが、事務のエ
キスパートである女性のGMや一般職の女性たち
だった。彼女らの的確な見極めによって、資料の削
減や保管ルールの整理統合、社内会議や業務につい
て重要度を踏まえて削減するなどの、事務作業の効
率化が図られた。
2007 年スタートの業務プロセス改革は、同じく
勤労部が主導する全社員の PC 使用時間を 8時～
20 時に限定する取り組みともあいまって、大幅な
時短を可能にした。2007 年の平均年間総労働時間
は 1,992 時間であったが、2011 年時点で 1,730
時間となり、約 260 時間（約 13％）も減少すると
いう成果を得た。

業務は効率化されたが、業務の質はむしろ上がっ
た。資料の保管場所や方法がルール化されたり重要
度の低い作業が省かれたりしたことで、無駄やミス
が少なくなるなどして事務の精度が上がり、顧客対
応のリードタイムが短くなっている。具体例として
は、迅速支払手続完了率（請求から 3営業日以内
に手続きを完了した契約の率）が、平成 22年度の
79.8％から平成 25 年度上期末時点で 82.9％と上
昇した。資料の保管方法が誰にでもわかりやすい状
態となることで、誰かが急に家族の事情などで休ん
だ場合でも、応援体制を組みやすくなった。こうし
た取り組みが顧客サービスの向上にもつながり、顧
客満足度は年々高まっており、2013 年の「お客さ
ま満足度アンケート」では「満足」と「まあ満足」
を合わせて 89.0%、「満足」22.0%と過去最高の満
足度になった。

効率的な支社体制と女性のモティベーションアップ
を実現
現在の支社事務は、女性が 9割近くを占める業務
職のGMが中心となり担っている。支社事務業務に
就く総合職は大幅に減り、成長分野（たとえば銀行
の窓販）にリプレイスすることにより、会社収益の
拡大を図っている。
支社事務業務の中核を女性業務職のGMが主力と
なって担うメリットはさまざまにみられている。転
勤がなく地域密着で生活する女性業務職は、その地
域の顧客や営業職のことをよく知っており、その支
社で必要とされる業務に関する知識もしっかりと蓄
積している。こうしたことが、サービスの向上や業
務の円滑な運営に役立っている。
この体制改革は既述のように顧客満足度を向上さ
せたが、女性業務職の満足度も高めている。会社の
社員アンケートにおいて、業務職の約 9割が「やり
がい」や「達成感」について「満足」と回答しており、
キャリア意識の高まりを示している。

住友生命保険相互会社

「お客さま満足度アンケート」の結果推移
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プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1979 年 資本金 40 百万円

本社所在地 北海道札幌市西区発寒 14 条 14 丁目 2 番 40 号

事業概要 リネンサプライ業、介護用品製造・卸・販売、清掃業

売上高 1,298 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 165 名（うち非正規 112 名）

属性ごとの人数等 【障がい者】24 名

正規従業員の
平均勤続年数 13.0 年（男性 12.2 年、女性 15.5 年）

▶知的障がい者を中心に障がい者雇用を積極的に推進

▶「職場適応援助者（ジョブコーチ）」や「障害者職業生活相談員」といった、専
門知識を有する社員を障がい者の指導担当者として配置

▶障がい者と健常者がともに働きやすくなるよう、社内／社外研修や交流促進活動、
業務の仕組みの工夫などの取り組みを実施

▶知的障害者更生相談所、ハローワーク、養護学校等の外部団体、企業等とネットワー
クを構築し、障がい者の生活面についても地域と連携しながらケア体制を構築

▶てんかんの持病を持つ社員への対応から生まれた保護帽「アボネット」が、自動
車会社、病院、かつらメーカー、インフラ企業といった当初想定していなかった
分野から注目され、売上が増加

知的障がい者の社員への対応から生まれた保護帽が、
想定外の分野からも大きな反響

株式会社特殊衣料

障
が
い
者

高
齢
者

生活関連サービス業，娯楽業



192Best Practices Collection 2014

ダイバーシティ経営の背景とねらい
病院や福祉施設向けに障がい者・高齢者の自立を支
援するサービス・商品を販売
特殊衣料は1979年に札幌市東区で創業し、1984
年に現在の札幌市西区へと移転し現在に至っている。
同社の顧客はその多くを病院と福祉施設およびそ
の入所者が占める。会社設立当初はクリーニング（布
おむつの洗濯）が主であったが、顧客のニーズに応
じて事業を拡大させていった。
現在の業務の三本柱は
①病院施設のリネンサプライ業
　（.リネンクリーニング・レンタル、施設入所者
等の私物のクリーニング）

②病院施設の清掃
③福祉用具の開発・製造・卸売
である。
障がい者の積極的な雇用
近年、医療・介護・福祉の現場では、サービスの
アウトソーシングが加速している。同社の事業もそ
の流れの中にあるが、しかし業務の性質上、機械化
には限界がある。また特に近年、入所者の名前の確
認や居室ごとのクリーニングなど、顧客からきめ細
かなサービスが求められていることもあり、人の手
で業務を進めていく必要がある。
同社が多く雇用している知的障がい者には、一般
に反復作業が得意であるという長所があり、健常者
の1.5 倍程度の処理能力が期待できる人もいる。た
とえばリネンサプライ業では一日4.5t 程度のクリー
ニングを行う必要があるなかで、知的障がい者の生
産性の高さは同社にとって大きな魅力となっている。
同社に在籍している障がい者は、2013 年現在、
知的障がい者 21名、身体障がい者 2名、聴覚障が

い者 1名、計 24名であり、拡大傾向にある。障が
い者の活躍が同社の業績拡大に貢献していることが
うかがえる。
養護学校からの職場実習の受け入れをきっかけとし
た障がい者雇用
障がい者雇用のきっかけは、養護学校の教諭に職
場実習の受け入れを依頼されたことであった。当初
は障がい者に対する理解・ノウハウの不足と工場の
施設が障がい者に対応するものとなっていない等の
理由から、受け入れに前向きになることができな
かった。しかし教諭からの再三にわたる熱心な誘い
によって、まず同社社長らが養護学校の授業風景を
見学することとした。そこで障がい者の力を実感し
たため、職場実習の受け入れを決めた。
受け入れによる効果は、業務遂行能力のみならず
職場の雰囲気にも現れた。養護学校からの職場実習
の受け入れによって、職場であいさつが盛んになっ
たり、雰囲気が以前より明るくなった。
当時、健常者の求人募集をしてもなかなか採用に
至らない中で、上記のような効果を期待し、1991
年から障がい者の雇用を開始した。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

外部機関との連携の仕組みづくり
障がい者雇用を行った当初は障がい者に対する様々
な知識・ノウハウが不足しており、外部機関との連
携が不可欠であった。連携のきっかけとなったのは、
体力が低下し、勤め続けられなくなった知的障がい
者の次のステップについて、知的障害者更生相談所、
ハローワーク、養護学校へ相談したことであった。
養護学校とは職場実習受け入れの際のネットワーク
があったが、ここで知的障害者更生相談所、ハロー
ワークとネットワークを構築することができた。
上記のほかにも職業センター、生活支援を行う社
会福祉法人、通勤を行う交通機関等の外部機関と幅
広く連携をとっている。なかでも養護学校との連携
は、養護学校で同社の紹介を行うことでリクルー
ティングのほか、製品に対するニーズ収集の面でも
役立っている。
障がい者に近しい人による生活面での支援
また、障がい者雇用を始めた当初に戸惑ったこと
は、知的障がい者の生活面でのトラブルへの対応に
ついてであった。社外のトラブルについて会社に連
絡がくるケースもあり、会社側の負担となっていた。

株式会社特殊衣料

障がいを持つ社員数と売上高の推移（平成 25 年度は障がい者数のみ）
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このような中で、知的障がい者が集団生活を営ん
でいた通勤寮（当時）の寮長より、「会社は業務に
専念してほしい。生活面のケアは通勤寮がすべて行
う。」との申し出があった。会社が生活面も含めて
知的障がい者のケアすることは困難であり、また障
がい者にとっても、職場と生活の場は本来分けるべ
き、との考えの中で悩んでいた会社にとって、これ
は大きな支えとなった。
1996 年には知的障がい者の保護者会である「や
よい会」を開設した。やよい会は、障がい者の家族
と障がい者の指導担当社員によって構成され、知的
障がい者の自立を支援することを目的とする組織で
ある。やよい会の場で会社と家庭がコミュニケー
ションをとり、情報伝達を密に行っている。
やよい会の運営は当初は会社側が主体となり、年
2回の会合とレクリエーションを行っていたが、現
在は保護者に運営を任せており、工場移転の際の手
伝いに積極的にかかわっている等、以前にもまして
積極的に活動している。
今後、障がいをもった社員の高齢化が進むと、会
社が雇用を終えた後の次のライフステージを考える
必要がある。これをどのように形成していくのかと
いう問題は、会社だけでなく家族の理解・協力が不
可欠である。その意味で、やよい会の重要性は今後
ますます増していくものと思われる。
知的障がい者と周囲の社員がともに働きやすい仕組
みづくり
障がい者雇用のためには、会社と外部機関の間で
の障がい者支援体制の構築のみならず、社内の障が
い者と健常者の理解促進も必要である。
そこで、知的障がい者と健常者がともにスムーズに働

くために「ともにはたらく」というガイドブックを発行
した。これは仕事に関するマナーについて、イラストを
用いてわかりやすく記したものであり、前半は知的障
がい者本人用、後半は周囲の社員等用に分かれている。
「ともにはたらく」は同社の社内研修で使われていた
が、その存在を知った社外からも反響があった。反響
は主に教育機関や企業からであり、生徒・学生や社員
教育用に多くの注文があり、2度増刷するまでになった。
専門知識を持った社員の育成
障がい者に対する深い理解を有し、現場で障がい
者をサポートするための人材を育成すべく、職場適
応援助者（ジョブコーチ）の研修や障害者職業生活
相談員の資格認定講習を受講している。現在、同社

にはジョブコーチが2名、障害者職業生活相談員が
6名おり、障がい者の指導担当社員として働いている。
また、上記研修の内容は受講していない社員にとっ
ても有益であるため、その内容を社内にフィードバッ
クするため、月に1度、社内研修を実施している。
障がい者が理解しやすい仕組みづくり
上記のような取り組みと障がいを持つ社員と接し
ていく中でわかったことは、業務において障がいを
持つ社員に指示を出す際は、明確にわかりやすく行
う必要があるということであった。
そこでまず、商品管理の場面で、納品日、数量、
品名等、製品に関連する情報をラベルに記載し情報
を一括して整理できるシステムを採用することし
た。また、当日の業務内容や伝達事項についてはカー
ドに記載し、伝達するようにしている。これは伝え
たことを障がい者が忘れてしまうことを防ぐために
も有効な取り組みである。
そのほか、作業台の色を変え、認識をしやすくす
るとともに、漢字が読めない社員のために表示には
ルビを振ってわかりやすくするなど、職場環境の改
善・向上も図っている。
新入社員にはマンツーマンで業務内容を教える
障がい者を新たに雇用し現場に配属となった際に
は、ジョブコーチが社員と一緒に業務を行い、本人
が理解するまで教えることとしている。
また、知的障がい者の雇用は1名ずつ行うことと
しており、複数名を同時に雇用することはない。かつ
て同時に複数人の知的障がい者を雇い入れたことが
あったが、作業の進捗や理解の速さ等についてどうし
ても比較してしまった。それは障がい者に焦りや劣等
感を生み、生産性を下げ、最悪の場合働き続けられな
くなるといったデメリットにつながるため、現在では
1名ずつ雇用している。1年間に複数人を雇い入れる
際には、雇用開始時期をずらして対応している。
障がいの種類に応じたコミュニケーション
周囲の同僚は、知的障がい者に対して積極的にコ
ミュニケーションをとることを心掛けている。知的
障がいを持った社員の中には自らは全く話さない者
もいるが、話しかけると話しはじめる者もいる。そ
のため、積極的にコミュニケーションをとっている。
一方、聴覚障がいを持った社員は全く聴力がない
わけではないため、聞きやすくゆっくり話す、大切
なことは筆談で話すといった方法でコミュニケー
ションをとっている。

株式会社特殊衣料
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ダイバーシティ推進による経営効果
てんかんをもつ社員への対応から生まれた保護帽の発売
障がい者雇用を積極的に行っていく中で、社員の
中にてんかんの持病を持つ者がおり、発作により工
場で突然倒れたことがあった。工場の床は固いため、
てんかんの発作による転倒は大怪我につながる可能
性があり、特に頭部を保護する必要があった。その
際、ヘルメットや従来からある保護帽をかぶること
となっていたが、保護機能はあっても重い、すぐに
汗で蒸れてしまうが洗えない、それにより臭いが発
生する、デザイン性が考慮されておらず外出の際に
他人の目が気になるといった問題があった。
顧客である福祉施設や病院で聞き取りをしたとこ
ろ、同様の問題意識を持っていた。そこで同社では
「デザイン性に優れ、洗うことができ、通気性に優
れた軽い保護帽」の開発を行うこととした。また札
幌は冬場の転倒事故が多発する。その際のけがの防
止に向けて、子どもや高齢者も使えるファッショナ
ブルで優しい帽子をつくりたいとの思いもあった。
そこで同社と行政、高等専門学校の 3者による産学
官連携体制で共同開発を実施し、「アボネット」と
の商品名で発売した。現在では 10種類以上のバリ
エーションのある同社の人気商品となっている。

思わぬ広がり
これらの帽子は上記の目的のために発売したが、
用途が広がるなど思わぬ波及効果があった。

（波及効果 1：専門研究機関との連携）
自動車の衝突実験を行っている研究機関より、共同

研究の依頼があった。自動車事故による被害を低減す
るには頭部を保護することが不可欠であるが、そのた
めの保護帽を製作できる企業として白羽の矢が立った。
研究機関では、衝突実験装置を用いて頭部が受け
る衝撃の値について精緻なデータをとり、それに基
づいて同社と研究機関職員によって改良を重ねた。
その結果、頭部傷害値（HIC 値）に基づき安全性が
評価され、同社の保護帽のアピールポイントとなっ
ている。保護帽でこのように精緻な安全性データを

とっているのは同社の製品だけであり、他社との差
別化につながっている。

（波及効果 2：自動車会社における採用）
自動車会社より、電動一人乗り二輪車を日本市場
において波及させるために、頭部保護のためのおしゃ
れで安全な帽子をつくりたい、との発注があった。
これはモーターショーのデモ走行でも使用された。

（波及効果 3：大学附属病院における採用）
従来取引の無かった遠方の大学附属病院からも大
量に受注した。これは入院患者のリハビリを担当す
る部署で院内転倒被害を予防するために有効かモニ
ターするための購入であり、成果があれば学会等で
発表される予定である。

（波及効果 4：かつらメーカーにおける採用）
かつらメーカーでは抗がん剤治療で頭髪が抜け落
ちてしまった女性を顧客とすることが多いが、かつ
らができるまでには 2か月程度の時間を要する。そ
の間に使用する帽子としても採用された。これは優
しい素材で縫い目が表に出ないといった作り方、デ
ザイン、軽量であることが評価され採用に至った。

（波及効果 5：インフラ企業における採用）
北海道は雪が多く、各家庭を回って電気・ガス等
のライフラインの検針を行う職員の安全確保は、企
業にとっては重要な課題である。その中で検針を行
う社員の安全対策用の帽子としても採用された。

（好調な売上）
上記のような波及効果もあり、売上はほぼ毎年前
年を上回る順調な伸びを示している。発売から 11
年間で 50,000 個以上の売上を記録し、今後も一層
の売上増が期待されている。

株式会社特殊衣料

てんかんをもつ社員への対応から生まれた保護帽「アボネット」

保護帽「アボネット」の年間販売個数・売上高

HIC 値による評価結果（左側は「アボネット」シリーズの商品名）

期間
14年10月～

15年9月
15年10月～

16年9月
16年10月～

17年9月
17年10月～

18年9月
18年10月～

19年9月
19年10月～

20年9月
20年10月～

21年9月
21年10月～

22年9月
22年10月～

23年9月
23年10月～

24年9月
24年10月～

25年9月
11年間合計

個数（個） 326 1,625 1,943 2,211 3,794 3,838 3,828 6,834 8,846 9,506 9,440 52,191

売上高（円） 4,584,915 11,459,195 14,500,983 17,909,121 24,649,647 27,325,415 26,906,787 36,704,091 41,629,046 49,682,481 51,251,256 306,602,937
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プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 職場内の効果

企業名
中小企業

Point

Data

外
国
人

外的評価の向上

女
　
性

高
齢
者

◎企業概要

会社設立年 2003 年 資本金 50 百万円

本社所在地 沖縄県那覇市安次嶺 1-10

事業概要 挙式サービス事業

売上高 2,891 百万円

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 233 名（うち非正規 118 名）

属性ごとの人数等 【外国人】7 名（うち非正規５名）

正規従業員の
平均勤続年数 3.9 年（男性 3.8 年、女性 4.0 年）

▶東アジア諸国からの顧客を日本国内の顧客と並び主な顧客ターゲットに設定
▶沖縄県内の大学を中心に外国人留学生の採用ルートを整備し、毎年最低 1 名の

外国人留学生を採用。東アジア諸国における微妙なサービスマインドを理解した
うえで商品開発、サービス提供を実施

▶定住支援のため、外国人社員の在留資格の取得・更新を支援し、住居も優先的に
提供

▶人事部へ外国人社員を配置し、採用、定着支援、日本人社員との間の相互理解促
進に向けた施策を実施

▶現場マネジメントは日本の労働制度・環境について丁寧に説明し理解を促す一方、
評価は日本人社員と同一に実施

▶東アジアからの顧客を対象とした挙式数は順調に増加し、全体の売上に占める東
アジア事業の売上割合も年々増加

外国人社員のアイデアを取り入れた、中国、台湾、
韓国等、東アジアの顧客を対象とした挙式ビジネスが成功

沖縄ワタベウェディング株式会社
生活関連サービス業，娯楽業
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
今後の経営環境変化を見据えた東アジア顧客の誘客
2003 年、ワタベウェディンググループの沖縄部
門として沖縄ワタベウェディングが誕生した。挙式
サービスを手掛ける同社は沖縄県内におけるリゾー
ト婚を主力商品とし、会社設立翌年の 2004 年に
は最初の営業店を那覇市内に立ち上げた。また同年
にチャペル・婚礼施設等を複数沖縄県内にオープン
させ、2008 年には、累計で沖縄リゾート挙式実績
10,000 組を達成した。
順風満帆に見える同社の事業であったが、将来的
な経営環境は必ずしも良好ではなかった。急速に少
子化が進む我が国において、今後日本人の婚姻組数
は減ることが予想される。また、近年は挙式をしな
いカップルが全体の 3割程度見られるとともに、海
外のリゾート地で挙式を行うカップルも増加してお
り、日本人のみを顧客と想定していたのでは将来的
な経営環境の悪化は避けられない状況にあった。
このような状況の中で、当時の経営層は東アジア

からも誘客をしていくことをトップダウンで決定し
た。その背景には、東アジアの各国においては依然
としてその国独自の結婚形態が多数を占める一方で、
チャペルでウェディングドレスを着て式を挙げる西
洋型のスタイルに対するニーズが高まっているとの
情報が聞こえてきていたことがある。また、挙式サー
ビスに限らず、東アジアでは日本の製品・サービス
に対する評価が高い。
以上のことから、日本国内の顧客とならんで東
アジアからの顧客を主なターゲットとして設定し、
2009 年より中国・台湾、また 2011 年には韓国と
いった東アジアからの誘客を積極的に開始した。
顧客の国の文化の共有による高品質商品の開発・広告
上記の通り東アジアからの誘客を積極的に進めて
いく中で、主に東アジア出身の外国人を雇い入れる
ことも経営陣により決定された。同社の採用計画に
おいても、毎年外国人留学生を最低 1名は採用する
ことが盛り込まれており、外国人留学生を毎年採用
すべく取り組みを進めている。
外国人採用の大きな理由として、業務の特性上、
顧客の国の文化を共有することが必要である、とい
うことがある。日本と東アジア諸国は地理的に近い
とはいえ、文化的に結婚式に求める内容が異なる。
そのため文化を知っていることはもちろん、その国

の顧客の求める微妙なサービスマインドを理解して
いる社員が求められる。日本人社員が東アジア諸国
の文化を学ぶことは当然必要となるが、微妙なサー
ビスマインドまで完全に理解しきることは難しいこ
とから、外国人の採用および活躍促進の取り組みを
進めることとなった。
たとえば東アジアからの顧客を引き付ける商品
パッケージやメイク、価格表示の方法、お土産の内容
から写真の撮り方まで、日本人を対象にした商品とは
異なる視点が必要になり、現在ではそれぞれに外国人
社員の意見が取り入れられている。特に日本人と東ア
ジアからの顧客の違いが大きいのは写真の撮り方であ
る。アルバムやビデオに使用する写真について、日本
人はスタジオやチャペルで証明写真のように撮影する
のが一般的だが、外国人顧客は道を歩いている姿等、
映画のワンシーンのように撮影することを好む。外国
人社員の意見から、このような傾向に合わせて商品構
成を変えていくとともに、商品の広告の際にもこのよ
うな写真を前面に押し出していくことが有効であるこ
とがわかった。このように外国人社員は同社商品の品
質を高めるために有益な存在として認識されている。
留意している点
一方で、東アジアの顧客は日本の結婚式の内容や
品質を評価しているため沖縄で結婚式を挙げるので
あり、完全に東アジア諸国の結婚式にしては意味が
ない。そのため同社では、外国人社員のみならず日
本人社員の力も活かして、日本と東アジアの文化・
結婚式の内容等のバランスをいかにとるかという点
について、試行錯誤を続けている。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み

外国人採用ルートの整備
外国人の採用に向けて最初に取り組んだのが外国
人の採用ルートの整備である。
同社が東アジア出身の外国人の採用を行おうとし
た時期に、沖縄の大学に留学している東アジア出身
の学生が増えつつあった。卒業後は自国に戻って働
くことを希望する学生もいるものの、将来的には自
国で働きたいと考えているが日本の働き方を学びた
い、また自国と日本の懸け橋になりたいとの思いを
持った学生も多くいた。
そのような学生を取り込むため、同社の採用担当者
は沖縄県内の各大学の留学生就職担当者をまわり、同
社が留学生の採用意欲を有していることをアピールし

沖縄ワタベウェディング株式会社
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た。またウェディングの専門学校に対しても、採用ホー
ムページ上で留学生歓迎である旨をアピールした。
上記のような取り組みの結果、採用計画に定めた
とおり、毎年 1名以上の外国人留学生を採用できて
いる。また、ほぼ全員が継続して勤務している。
外国人社員は2013年現在7名在籍しており、うち

正規雇用は2名である。同社は国籍にかかわらず入社
時は契約社員として採用されており、入社1年後以降
に正社員への登用試験受験が可能となる。そのため外
国人の正規社員数は今後増えていくことが想定される。
現在外国人社員が活躍している部門は二つある。
ひとつは東アジア事業部であり、香港や台湾の店舗
と本社の間の連絡調整を行っている。現地の店舗と
の連絡は現地の言語で行われるため、現地の言語が
使えることはもちろん、国によってはゲストが食べ
きれない量の料理を提供しもてなすことが礼儀であ
ることから、料理内容の提案を行う等、現地の言語・
文化へ精通していることが強みとなっている。
もうひとつはリゾートウェディング事業であり、
挙式当日のオペレーションを担当するコーディネー
タースタッフとして活躍している。具体的には式場
の下見に来た海外顧客への対応や式当日のアテンド、
式の進行などを行っており、下見の段階で顧客の言
葉が通じることや同じ
国出身のスタッフがい
るという安心感から受
注につながっている例
も見られる。
入社後のキャリアビジョンの明確化
外国人の採用を始めた際に特徴的であったのは、
外国人社員は日本人社員と比べ、配属先やその中で
のポジション等、採用の段階から自身の将来のキャ
リアに対するビジョンを明確に描いている、という
ことである。そのため、企業としては、想定される
キャリアパスや企業内で取りうる選択肢等を明確化
し、採用面接の段階から、入社を希望する外国人の
思い描くキャリアパスが実現可能なものかどうか回
答している。また入社後の上司との面談の際にも、
外国人社員とキャリアパスについては時間をとって
コミュニケーションをとっている。
外国人社員と日本人社員の相互理解の促進
外国人社員の採用を始めた当初、勤務時間に対す
る認識等について、日本人社員と外国人社員の間の
ギャップを感じることがあった。この点については

お互いに理解しようとすることが必要だと感じてい
るが、文化の違いは文化の違いとして認識し、仕事
や個人の関係に持ち込まないことも重要である。
入社後1か月間実施する新入社員研修のプログラ
ムのひとつとして「異文化理解のためのコミュニケー
ション」を実施している。同プログラムでは、同じ国
に住む人間同士でも常識に違いがあり、個人としての
考え方の違いを受け入れる必要があるということを学
んだうえで、国が異なると個人としての違いのほかに
文化的な違いをはじめとする様々な違いがあることを
学ぶ内容となっている。日本人と外国人は単に異なる、
ということではなく、どの点がどのように異なって
いるかということまで学べるよう工夫している。
そのほかにも、外国人社員を対象に、自治体が主
催する、日本人がグローバルコミュニケーションを
学ぶ研修にオブザーバーとして参加させている。こ
の研修は日本人がグローバルコミュニケーションを
学ぶと同時に、外国人が日本人を知る良い機会と
なっている。
外国人社員の定着支援
新入社員研修の後、部署に配属となると、新入社
員 1名につき 2年目以上の先輩社員 1名がつく「エ
ルダー制度」を、新入社員の入社後 1年間実施して
いる。その中で外国人の新入社員につくエルダーに
は、語学を学びたい、異文化に興味・理解がある、
また海外で生活したことがあるといった海外に対す
る興味・経験を有する社員を当てることとしており、
外国人社員と日本人の先輩社員双方にメリットのあ
る組み合わせとするよう心がけている。
エルダーに対しては、当該部門の直属の上司がマ
ネジメントを行うとともに、人事部門もヒアリング、
集合研修等のフォローアップを行っている。そこで
は新入社員に対するコミュニケーションの取り方や
目標設定について、エルダーと人事部門の間で定期
的に進捗確認及びコミュニケーションをとっている。
人事部への外国人社員の配置
また外国人の定着支援の一環として、他社で人材
能力開発業務を担当した経験を有する外国人社員を
中途採用し、人事部門に配置している。外国人社員
の定着・能力開発等に向けて、「外国人社員は何が
わからないか」という点が理解できる人材が求めら
れる。そこで中国籍の社員を中途採用し、外国籍社
員の相談窓口及び外国人社員が受けることを前提と
した研修プログラムの作成等を実施している。

沖縄ワタベウェディング株式会社

外国人社員数
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定住支援
上記のほか、外国人社員の在留資格の更新について
も会社として支援している。特に入社時に在留資格を
「留学」から「人文知識・国際業務」へ変更する際
には時間がかかることも多く、学生の間から手続き
の準備等のサポートを行っている。また社員用住居
についても、外国人社員に優先的に提供している。
語学研修の実施
外国人社員と日本人社員の交流促進及び現場で使え
る実践的な語学力を身に着けることを目的として、マ
ネジャークラスの指名または社員の立候補により選ば
れた日本人社員5～10名に対し、月に1、2度、半
年間かけて中国語・韓国語の語学研修を実施している。
また、ブライダルシーンで使用頻度の高い単語・会話

を収録した自社オリジナルの中国語・韓国語CDを作成
し、日本人社員向けに行った中国・韓国語の語学研修受
講生に配布している。内容はウェディング、メイク等、
業務に関連する単語や敬語の使い方、沖縄と東アジ
アの歴史的なつながり等に関するものとなっている。
日本の労働制度・慣習に対する理解の促進
外国人が日本で働く際に戸惑う点の一つが、日本
の労働制度や慣習である。同社では、業務特性上、
時期により業務の閑繁に差があることから、年単位
の変形労働時間制を採用している。これらの制度理
解について、外国人社員には上司との面談の際に丁
寧に説明を行い、正しい理解を促進している。
また出勤時間についても日本人と外国人の間に認
識に差が見られた。日本人は始業時間の少し前に来て
制服に着替え、始業時間には勤務を開始できるよう準
備を整えているが、外国人は始業時間に出社し、そこ
から制服に着替えるといった行為が見られた。この点
についても、上司が外国人社員と話し合い、納得を得
たうえで日本の働き方に合わせるようにしている。
日本人と平等に扱う
上記のように、外国人特有の事情に合わせて気を
配り、また日本人社員との間の相互理解促進を図っ
ている同社であるが、その他の日頃の業務以外にも、
評価や昇進・昇格等については外国人と日本人で同
等に評価・昇進・昇格を行っている。
とはいえ、外国人顧客が多い時期には、外国人社
員に負荷がかかりすぎる場合がある。外国からの顧
客の多い時期には、外国人社員の負荷を分散させる
ため、通訳を付けて日本人が対応する等、業務調整
は行っている。

ダイバーシティ推進による経営効果
東アジア顧客を対象とした事業の拡大
2009 年より東アジアからの誘客を積極的に開

始（東アジアからの顧客向け商品の取り扱い自体は
2007年に開始）したところ、東アジアからの誘客、
挙式実施にあわせて開始した外国人の採用により、外
国人顧客に対しても高品質のサービスを提供できるよ
うになり、東アジアからの顧客は順調に増加している。
また全体の売上に占める東アジア事業の売上割合も
年々増加している。これらの取り組みの成果もあり、
沖縄リゾート挙式実績 20,000 組を達成した。

東アジア事業の月別の売上はばらつきがあるもの
の、例えばトップシーズンである10月は、全体の1.5
割が外国人顧客である。特に東アジア諸国で日柄が
良いとされている日は、チャペルの利用者がすべて
外国人顧客ということもある。

東アジア事業は、顧客にとっては海外挙式となる
ため参列者数が少なく、現状の一組当たりの単価は
少額にとどまってい
る。しかし同社とし
ては、まずは沖縄で
のリゾート婚という
ブランドを広めたい
と考えている。東ア
ジアの顧客にサービ
スの質を認めていた
だき、将来的に高品
質高単価の顧客につ
なげるための営業段
階であると考えてい
る。

沖縄ワタベウェディング株式会社

東アジア顧客を対象とした挙式件数／売上

毎年 10 月の挙式件数（国・地域名は顧客出身地）

2010年4月1日

～
2011年3月31日

2011年4月1日

～
2012年3月31日

2012年4月1日

～
2013年3月31日

489,2931,3845,3数件扱取

713932091数件のアジア東）内　

%6.01%6.7%4.5合割るめ占のアジア東

087,2679,2373,3）円万百（高上売

9015493）円万百（上売のアジア東）内　

%9.3%5.1%2.1合割るめ占のアジア東

挙式件数

売上

参考情報

チャペルで働く外国人社員
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企業名
中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1996 年 資本金 30 百万円

本社所在地 宮城県仙台市青葉区中央 3 丁目 1 番 24 号　荘内銀行ビル 5F

事業概要 家庭教師派遣、個別指導塾

売上高 439 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 22 名（うち非正規 5 名）

属性ごとの人数等 【女性】17 名（うち非正規 3 名）、女性管理職比率 80％

正規従業員の
平均勤続年数 3.4 年（男性 4.6 年、女性 3.2 年）

▶経営者やマネジャーが部下や後輩が仕事をしやすいように支えるボトムアップ型
経営を意識

▶社員一人ひとりの良さや意見を引き出すトップのコミットメントと「グッド＆サ
ンクス運動」

▶短時間正社員制度や再就職支援制度等の導入・運用
▶若手女性をナンバー 3 の事務局長ポストへ登用
▶女性パート講師を正社員化し現場目線を業務プロセス改善に生かす
▶女性の接遇力の高さを生かし、顧客評価向上、売上向上を実現

高
齢
者

プロダクトイノベーション プロセスイノベーション 職場内の効果

女
　
性

女性の接遇力の高さを生かし、
顧客評価向上、売上向上を実現

株式会社セレクティー
教育，学校支援業

セレクティーの企業理念
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

マンツーマンのきめ細やかな個別指導の実施にあた
り女性の力に期待
仙台市内 7拠点、10 教室において、小学生から
高校生までを主な対象として、家庭教師派遣、個別
指導塾を展開する。登録講師数は 300 名（ほぼ半
分が女性）、生徒数は 1,100 名に上る。発達障がい
等の課題のある子どもに対してきめ細かな支援を行
うことを特徴として、マンツーマンに特化した学習
支援を実施している。
課題を抱える子どもへの支援に際しては、授業の
技術的なスキルよりもむしろ、温かさやその子ども
を何とかしたいという強い思いが、授業の効果を高
めることが多い。実践を通じてこのようなことを実
感してきたことから、気配りやきめ細やかさを期待
できる女性の力に期待し、それを最大限発揮できる
ように取り組んできた。

会社の草創期に採用した女性が活躍した実感から女
性活用を意識的に推進
会社創立後 5年に満たない 2000 年頃、生徒数及
び教室数が規模拡大しはじめた草創期に女性の営業
職を採用した。この女性の営業活動に対する顧客の
反応が良く、さらに次の営業職として採用した女性

も非常に活躍した。前者の人材については営業職か
らマネジメント職に転換した後もよく活躍した。他
方、その次に男性の営業職を活用したところ、男性
の良さ、女性の良さがそれぞれに再確認でき、男性
も女性も共に活用し、お互いの良さを生かしていく
ことが企業活動においてきわめて重要であると感じ
るようになった。このような具体的な女性の活躍か
ら、会社として女性活用を意識的に行おうと考える
に至った。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

子育てや趣味等と両立しやすい短時間正社員制度や
再就職支援制度等の導入・運用
業務の時間帯が夜 9時頃にまで及ぶことが多く、
小さい子どもがいる女性が働き続けるには難しい状
況がある。知識・経験・スキルを有する社員が仕事
を辞めてしまうことは大きな損失であるとの考えか
ら、子育て等と仕事の両立を支援する社独自の各種
制度の導入・運用を図ってきた。
短時間正社員制度は、2004 年から運用を開始し
ており、正社員の勤務時間は通常 8時間であるが 6
時間または 4時間の勤務を選択することができる。
これまでに 3名の利用実績があり、その中には子育
て理由ではなく趣味等との兼ね合いで短時間勤務の
形態を選ぶ社員もいる。同制度は 2011 年に就業規

株式会社セレクティー

制度 概要 制度開始時期 
再就職支援制度 
（通称「もどりっち」） 

結婚や出産などで、一度退職をした社員が復職
する際、前職の待遇や役職で戻ることができる。
または、復職に際して短時間勤務や役職の変更
等の希望を受けることができる。 

2006 年～ 

短時間正社員制度 正社員として6時間、4時間の勤務を選択できる。
勤務時間ではなく、勤務日数を選択することも
できる。 

2004年～ 
（就業規則規定
は2011年） 

創立記念研修休暇 11月12日の創立記念日前後に、5連休を取得する
ことができる。休暇中は、理念を想起しながら
各自自由に過ごすことができる。 

2005年～ 
 

家族記念休暇 年間で6日、家族、親戚、友人や恩師など大切な
人の記念日（誕生日、結婚記念日、命日等）に
休暇を取ることができる。 

2009年～ 
 

セレクティー社が独自に定める主な制度
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則に規定した。
再就職支援制度（通称「もどりっち」）は、出産
する社員が生じた際にニーズに応じて創設した制度
である。業務経験や研修を積み、知識・経験・スキ
ルを豊富に有する社員にはいつでも戻ってきてほし
いという考えで、復職期間に期限は設けず制度を運
用している。これまで 3名が利用し、職場で再び活
躍している。
他の特徴的な制度として、創立記念研修休暇や家
族記念休暇がある。創立記念研修休暇は社員のリフ
レッシュの意味合いもあり、その活用の仕方は社員
それぞれである。家族記念休暇は、身近な人への感
謝の気持ちを忘れずにいることが、顧客一人ひとり
を大切にすることにつながると考え設定した制度で
ある。

社員一人ひとりの良さや意見を引き出す各種活動と
トップのコミットメント
同社は、組織構造を逆ピラミッド型とイメージ
するボトムアップ型経営を意識し、経営者やマネ
ジャーが、部下や後輩が仕事をしやすいように支え
ることが重要であるとの考えで組織運営を行ってい
る。このような組織運営を行うと、従来のピラミッ
ド型組織に比べて、現場で働く社員の考え方、アイ
デア、工夫、効率化等の新しい発想が常に支持され
やすい環境となる。
この一つの特徴的な活動として、毎日 13：00か
ら行う社員の打ち合わせ会において、日々の業務で
あった「良かったこと」を社員が輪番で発表し、社
員間で共有する「グッド＆サンクス運動」がある。
このような場は、社員が自己肯定感や仕事へのやり
がいを高めることにつながると共に、建設的な意見
がそれぞれから出てくることもあり、社員一人ひと
りの良さと意見を引き出し共有する場となってい
る。
また、日々の業務において社長がよく社員の状況
を観察し、何か気づいたことがあればすぐにメモや
メールで連絡し、よかったことについてはほめたり
お礼を言うよう努めている。毎月の給料は社長が全
社員に手渡しで支給しており、そこで個々の社員の
日頃の思いを引き出し、改善に結びつけられるよう
にしている。

若手女性の重要ポスト登用やパート社員の正社員化
による業務改善
30 歳代の若手女性を同社ナンバー 3のポストで
ある事務局長に登用した。この女性は最初営業職か
ら入って社歴 10年くらいになるが、顧客である保
護者達の感覚を良く捉えることができ、顧客の意見
やニーズをうまく引き出すことができる。また、子
どもへの教育的な配慮から顧客である保護者に対し
て多少厳しいことを言っても、日常的に信頼関係を
構築していることから反発されない。この女性は他
の社員の状況もよく把握し、社員が悩んだり行き詰
まったりしている様子を早めにキャッチして、役員
レベルに伝える役割も担っている。
2013 年 8月には、パート講師（全員女性）をフ
ルタイムの正社員に転換した。これは、質の高い講
師人材の確保が重要であるとの意図から、教室長か
らの推薦があり、かつ本人が正社員化を希望する講
師について、より長く働いてもらうために行った取
り組みである。パート講師を正社員にステップアッ
プさせることで、多くの現場目線による業務改善提
案がなされ、業務プロセスの改善が実現できている。

株式会社セレクティー

逆ピラミッド型組織のイメージ
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ダイバーシティ推進による
経営効果

女性の接遇力の高さにより顧客からの高い評価を獲
得し、売上向上を実現
女性採用の強化や女性のきめ細やかさを活かした
接遇レベル・サービス品質向上に取り組むことで、
顧客から安定して高い評価を得ており、2006 年以
降 7期連続で毎年約 10％の売上向上を実現してい
る。
女性採用の強化や短時間正社員制度導入、女性の
重要ポストへの登用等によって女性活躍推進を進め
はじめた時期以降、社長まで上がってくるクレーム
が皆無になり、顧客満足度の向上がみられている。

口コミ紹介率が 2005 年度 14％から 2012 年度
36％に、また継続率（中学 3年生が高校受験後も通
塾を続ける割合）も 2009 年度 26.2％から 2012
年度 44.1％へと上昇している。このような顧客満
足の背景について顧客からの声を分析すると、「う
まく言葉にできないような、母親の気持ちを察して
くれた」や「親が気づかなかった子どもの良さをみ
つけてくれた」など、女性の接遇力の高さが大きく
寄与している事実がいくつも明らかになっている。

多様な価値観・アイデアが相乗効果となり授業内容
や授業環境の改善を実現
パートの講師から正社員にステップアップした女
性からは、講師として働いてきた中で感じていた現
場の授業環境についての課題意識や改善提案を本部
に伝え、現場での改善に生かそうとする動きがみら
れる。教室のレイアウトや飾りつけを工夫したり、
季節に応じて加湿器を置くことを提案したりするな
ど、授業環境が子どもにとって一層過ごしやすくな
るような付加価値を目指す提案が上がってきて実現
されている。この背景には、おそらくパートから正
社員となることで、ポジションとして自分の意見を
発信しやすくなったことやモチベーションが高く
なったこと、また課題意識を改善につなげる時間や
責任が与えられたことなどがあると考えられる。

株式会社セレクティー

売上高とクチコミ率・継続率の推移
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上 職場内の効果

企業名
中小企業

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 2005 年 資本金 3 百万円

本社所在地 群馬県桐生市相生町 2 丁目 261 番 3 号

事業概要 訪問看護、通所介護、居宅介護支援

売上高 240 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 70 名（うち非正規 26 名）

属性ごとの人数等 【女性】60 名（うち非正規 26 名）、女性管理職比率 75％

正規従業員の
平均勤続年数 3.4 年（男性 2.7 年、女性 3.6 年）

▶設立当初の採用困難を踏まえ、多様なライフスタイルに応じた勤務形態を可能と
する各種支援制度

▶「管理者立候補制度」などやる気や多様なスキルを評価し生かす人事制度

▶事業所ごとの稼働率管理、手帳を使った管理などによる生産性を高めるための工夫

▶社員の専門性や視点を生かした付加価値のある新サービスの開発

▶新入社員の前職の経験を生かし、全社的な情報化を実現

柔軟な勤務形態で多数の有資格者を確保、
社員の専門性を活かした美容デイサービスを開発

高
齢
者

女
　
性

プロセスイノベーション

有限会社 COCO-LO
医療，福祉
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ダイバーシティ経営の
背景とねらい

きっかけは会社設立当初の採用困難から
COCO-LOは群馬県桐生市内において訪問看護1
事業所、通所介護2事業所、居宅介護支援事業所1
事業所、みどり市内において通所介護1事業所、前
橋市内において訪問看護1事業所を運営する。2005
年の設立から8年で 70名まで社員数を拡大し、急
成長している。社員の8割以上が看護師、理学療法士、
作業療法士、介護福祉士などの勤務に関連する資格
を有している。社員の8割以上は女性である。
会社は、作業療法士の資格を持つ女性社長が、祖
母の看取りをしたことを機に 2005 年に立ち上げ、
数名の看護師とスタートした。会社設立からしばら
くして、順調に事業を拡大してより多くの看護師が
必要となりハローワークで求人をしたものの、まっ
たく応募がない日々が続いた。その時に友人が言っ
た「働きたい人はいるんだけどね、なにせ子どもが
いるから」という一言をきっかけに、子どもがいる
人が働きやすい職場とすることで人材を確保しよう
と取り組み始めた。

ダイバーシティ推進のための
具体的取り組み

多様なライフスタイルに応じた勤務形態を可能とす
る各種支援制度
2005 年の設立当初から、子どもがいる人の働き
方についてのニーズを汲み上げ、多様なライフスタ
イルに応じた勤務形態を可能にするための各種支援
制度を順次導入・運用した。まず 2005 年に、育児
や介護に携わる社員向けの「準社員制度」を導入し
た。準社員は、無期雇用で時間当たりの賃金は正社
員同等の処遇であるが、勤務時間を 1日 4.5 時間以
上 7.5 時間未満の間で選ぶことができる。また、1
週間単位での労働時間の設定もでき、個々の事情に
応じて日によって労働時間を変えることも可能であ
る。現在、13名の社員が準社員として働いている。
育児休業制度については、2006 年から法定を超
えて子どもが満 3歳になるまで利用できる。これま

で 8名が取得し、うち 2名は男性が取得した。育児
休業後の復職率は 100％、3歳になるまで利用した
社員は 12.5％である。育児休業や産前産後休暇明
けの 1か月間は、1時間以上からの短時間勤務から
始めることができる「ならし勤務制度」を利用でき
る。「ならし勤務制度」により、復職後の 1か月間は、
様子をみながら育児と仕事のバランスを考えること
などが可能となり、その後、正社員から準社員に切
り替えたり、子どもの成長に応じて準社員から正社
員に切り替える社員もいる。
2007 年から、社内に専属の保育士を配置した社
員向け無料託児所を設置しており、社員は満 3歳の
3月まで（以降も希望に応じる）の子どもを預ける
ことができる。仕事の合間に授乳したり、子どもの
様子を確認したりすることができ、子どもを持つ社
員は安心して働くことができる。社内託児所に子ど
もを預ける社員については、訪問看護からデイサー
ビスでの勤務に配置転換することを基本としてお
り、親子が同じ拠点内で過ごすことができるように
配慮している。
2013 年には、夏休みに一般の学童保育の受け入
れ開始時刻が 8時で勤務に間に合わないとの社員
の困った声を受けて、小学生対象の夏休みに合わせ
た無料の学童保育を設置した。教員免許を持つ社員
2名が指導員となって、大学のオープンキャンパス
を見に行くなど毎日子どもが楽しめる企画で活動し
た。2013 年は 16 名の利用があり、子ども達にも
大変好評であった。

有限会社 COCO-LO

社内託児所の様子
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「管理者立候補制度」などやる気や多様なスキルを
評価し生かす人事制度
「管理者立候補制度」を導入しており、管理職と
してやる気があると手を挙げた社員に対してはポス
トを与え、仕事を任せている。この制度によって、
意欲のある社員に各事業所の管理者を任せ、挑戦意
欲を刺激することで、社内活性化につながっている。
スキルの評価も、社内の業務上のスキルだけでな
く、前職でのスキルや育児経験もプラスに評価して
いる。子育ては、時間との闘いであり、地域社会と
の関係性を築きながら行う側面があることから、育
児経験は「時間管理能力」、「効率的な動き方」、「コ
ミュニケーション能力」などを高めるとして、「ビ
ジネススキル」として積極的に評価する姿勢を、実
際に育児休業後に管理職に登用するなどして明確に
している。実際、育児休業明けに幹部に昇格させる
ケースもあった。

事業所ごとの稼働率管理、手帳を使った管理などに
よる生産性を高めるための工夫
ライフスタイルに応じた働き方を個々の社員が行
うため、限られた時間をいかに有効に使うか、また
各々の休暇や休業が発生した場合でも業務に支障な
くできるかが課題となる。同社では、さまざまな工
夫を行って、多様な働き方と生産性を高めることの
双方を実現するための工夫を行ってきた。
経営効率を最大化するため、事業所ごとに稼働率
を毎週出して社員一人ひとりに知らせ共有し、どの
ようにすれば稼働率を向上させることができるかを
現場で考え工夫するようにしている。職員の配置や
ローテーションは、各現場の管理者の判断に委ねら
れており、現場の工夫が稼働率向上に直結する。利
用者アンケートで把握した利用者ニーズも社員間で
共有し、サービス向上に生かしている。また、訪問
看護の社員については、直行直帰を可能とすること
で 1日の訪問件数が増え稼働率を上げている。
手帳を使った時間管理を推奨しており、社長お奨
めの手帳が毎年希望者に配られる（自分で購入する
場合には補助費が出る）。手帳の活用方法について、
新入社員に対しては必ず研修で指導があり、仕事が
回っていない社員に対しては社長自ら「手帳書いて
いる？」と指導が入る。ToDo リストを書き出し、

それを時間軸に落とし込み実行することで、効率的
に業務を進めている。

エンパワメントの組織づくりに向けた取り組み
企業規模が大きくなるにつれ、社長だけでなく社
員個々が経営に関心を持ち、コミットメントを強め
るように、社員自身のエンパワメント、すなわち「エ
ンパワメントの組織づくり」に向けた取り組みを
様々に行っている。
毎週月曜日の午前中は 1日タイプの通所介護事業
所以外の全事業所でサービスを休止し、全社員に対
する研修の時間としている。4週のうち 1週は社長
による勉強会とし、経営的な視点を社員に身につけ
てほしいという思いから、経営指標の解説や経営マ
ネジメントの基礎を教える。各事業所のアンケート
の分析結果を説明したり、会議をいかに早く終わら
せるかといったことを話したりすることもある。
2013 年 6月からは、まさに「エンパワメントの
組織づくり」と銘打って、年に 2回希望者による勉
強会を開催している。土曜日に 1日をかけて、課題
本を読んでディスカッションをする。「個性を引き
出す」、「情報共有」、「階層組織を取り払おう」など
のテーマを深め、例えばここで「情報共有」につい
て議論されたことが、iPhone や iPad の導入によっ
て社内情報化を進める一つのきっかけともなった。
「社長どうで書」という社員がイベントや社内改
善についての意見や企画を記入して、社長のメール
ボックスに入れる提案を促進する仕組みや、社員全
員が毎週 1枚、日々の業務の中で気づいたことを書
き出す「気づきカード」などもある。これらは、社
員個々の細かな気づきを職場で共有し、社内改善に
つなげることに有効に機能している。

ダイバーシティ推進による
経営効果

社員の専門性や視点を生かした付加価値のある新
サービスの開発
2012 年 10月から開設した通所介護事業所（「コ
コロガーデン」）は、美容師資格を持つ女性社員が
管理者で、エステシャン資格を持つ女性社員が在籍
し、その専門性や視点を生かして、利用者に対する

有限会社 COCO-LO
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ヘッドスパやネイルアート等の無料の美容サービス
を取り入れた新しいサービスを開発して提供してい
る。
この「リハビリ」と「美容」を融合させた新サー
ビスは、利用者が「また利用したい」と思える施設
づくりに貢献し、利用者数は 2012 年 4 月時点で
53 名であったのが 2013 年 1 月には 62 名と利用
者増につながっている。利用者が心理的にリラック
スできることで、疾患による症状の改善につながる
効果もある。

新入社員の前職の経験を生かし、全社的な情報化を
実現
2013 年 6月から訪問看護所属の社員、管理者な
どに iPhoneを配布し、全事業所に iPadを配置した。
これは、離れた事業所であっても情報が伝わり社員

全員が同じ情報を共有することが、働きやすさを高
め、かつ全社的な生産性や効率性を高めるために重
要であるとの考えで行った取り組みである。
この情報化は、介護職の求人に応募してきた社員
の前職がシステムエンジニアであり、実はシステム
関係の仕事がしたかったという本人ニーズと情報化
を必要としつつあった企業ニーズとがマッチしたこ
とで、新たにシステム部署をつくり、円滑に早期に
実現することができた。すなわち、新たに採用した
社員が持つ本来の強みに着目してそれを生かすこと
で、業務プロセスの改善を実現したといえる。

多数の有資格者の確保によりサービスの質を維持し
ながら事業拡大を実現
子どもがいる女性も働きやすい職場とすること
で、これまで地域で働きたくても子育てとの両立に
躊躇して潜在化していた資格を持つ人材の応募が増
え、有資格者を採用しやすくなった。2013年現在は、
女性が働きやすい職場として地域での認知が高まっ
たことがあり、求人をかけると資格を持つ人材が殺
到する状況である。近年の求人では、デイサービス
スタッフ募集時には4名の採用枠に20名の応募が、
また経営企画室1名の採用に42名の応募があった。
採用活動が円滑にできることで、リハビリ専門職
の人材を揃え、通所介護施設としては稀である常駐
のリハビリ専門職によるマンツーマンのリハビリが
可能となった。また、育児休業明けの職場復帰率
100％など職場定着が進むことで、利用者との顔の
見える関係が維持され、専門性の高いサービスを継
続して提供できるようになった。
このように常に専門資格を持つ人材が集まり、働
き続けることで、サービスの質と専門性を維持しつ
つも事業の拡大を進めることが可能になった。売
上高でみても、2010 年度は 1.8 億円だったのが、
2012 年には 2.4 億円になっている。ニーズの増大
と多様化が予測されるものの慢性的な人手不足があ
る介護業界において、労働環境の良さを背景とした
多数の有資格人材の確保により、業者過多とも言わ
れる中でトップレベルの付加価値を提供し、事業拡
大を続けることができている。

有限会社 COCO-LO

「リハビリ」と「美容」を融合させた新サービスの開発
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プロダクトイノベーション 外的評価の向上

企業名

Point

Data

◎企業概要

会社設立年 1997 年 資本金 108,255 百万円

本社所在地 東京都品川区東品川 4 丁目 12 番 3 号　品川シーサイド楽天タワー

事業概要 インターネットサービス

売上高 163,708 百万円（2013 年 3 月決算）

◎従業員の状況（単体）

総従業員数 4,915 名（うち非正規 318 名）

属性ごとの人数等 【外国人】507 名（うち非正規 25 名）、女性管理職比率 15％

正規従業員の
平均勤続年数 非公開

▶日本を代表するインターネットサービス企業から世界企業に成長していくための
ダイバーシティ経営

▶社内での英語公用化で、外国籍社員の採用が飛躍的に増大。海外の大学から直接
採用進めることで、新卒入社の約 3 割が外国籍となった

▶グローバル人事制度の導入で、世界的に楽天の企業思想の共有化を図る・国を超
えて情報と技術を共有することで、新しいサービスが次々と誕生

▶グローバル人事制度のなかでは、多国籍チームを率いる上司にも部下との交渉、
部門の管理などマネジメントの高度化が必要

真のグローバル企業に向け、英語公用語化。
外国人を積極的に採用・登用、活躍できる体制に

その他サービス業

楽天株式会社
大企業

職場内の効果プロセスイノベーション

高
齢
者

外
国
人
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ダイバーシティ経営の背景とねらい
海外展開を進めるなかで、社内の英語公用語化とグ
ローバル人事制度を実現
楽天は、日本を代表するインターネットサービス
会社である。海外でもインターネットショッピン
グの楽天市場が続々とオープンしている。しかし、
1997年の創業時は社員6名、インターネットショッ
ピングモール（現楽天市場）も 13店舗という、ベ
ンチャー企業であった。ところが創業から 5年目
には約 360 億円規模の売上高を実現し、店舗数も
6,000 店舗を超え、さらに 2006 年には、グループ
内のサービスを楽天の独自 ID でつなぎ楽天会員と
なる顧客の流入拡大およびグループ内でのサービス
利用や回遊性を促進するというビジネスモデルであ
る「楽天経済圏」構想を提唱し、銀行、電子マネー、
クレジットカードビジネス、旅行業などの多角的な
ビジネスを展開してきた。
2008年には「台湾楽天市場」サービスを開始し、

海外展開に乗り出した。海外での事業展開を図るため
に、積極的に海外企業の買収を行い、海外の関連会社
が増加したことに対応し、人事制度のグローバル化
を打ち出して、国内・海外の人事を全体的に統括す
るグローバル人事部を立ち上げた。買収されたそれ
ぞれの企業には独自の人事制度と企業文化があるが、
同社の理念や目標を共有し、同社の業績に貢献させ
るために、グローバルな人事制度を作り、人材と情
報の交流を促進する必要があると考えたのである。
世界的企業になっていくためにダイバーシティは不可欠
さらに 2010年から、海外のベンチャー企業の
M&Aに乗り出した。これは同社を世界ブランドにし
ていくというグローバル化戦略の必要不可欠な段階で
あった。M&Aの選定基準は、有望なベンチャー企業
というだけでなく、同社の企業文化に合うかどうかを

重視するものであった。同社の企業文化に合わなけれ
ば、買収先の企業のトップと社員の大半が退職してし
まうこともあり得る。特にネットビジネスにとっては
優秀な人材こそが財産であるため、優秀なスタッフを
失う結果になれば、M&Aの意味がないのである。
このようなグローバル化の背景には、同社が各国・
各地域に根ざしたインターネットサービス事業を展開
するためには、楽天グループ全体で、多様な出身国、
性別、文化、言語の人材を集める必要があり、それら
の違いを乗り越え、一丸となることが大前提であり、
同時に、日本本社自体の人材多様化も不可欠であると
いう経営判断がある。ダイバーシティは同社が世界的
企業に成長していくための絶対必要条件なのである。

ダイバーシティ推進のための具体的取り組み
世界各国から多様な人材を迎え入れる仕組みづくりに取り組む
ベンチャー企業として出発した同社は中途採用の
社員が多く、異なる事業分野の経験や企業文化を持
つ人が集まった企業であり、多種多様なバックグラ
ウンドを生かしながら「常に改善、常に前進」する
ことで成長してきた。これが、楽天の成功モデルと
もいうもので、営業や財務などそれぞれの部署が、
事業部を超えて、成功事例と失敗事例を報告し合い、
それを共有することをスピーディーに行ってきたこ
とである。この成功モデルを海外にも適用すること
が、海外展開の成功に必要不可欠だと考えた。
海外拠点が急速に広がるのに伴い、日本本社の社
員の国際化が求められていく。2008 年の海外展開
の初期には、日本本社の中でも英語の得意な人を介
することでしか、海外子会社からの質問等に応える
ことができなかった。これでは、スピーディーに情
報を共有し、事業を常に改善していく「楽天の成功
モデル」のボトルネックとなってしまうため、日本
本社全員が、海外と対面でコミュニケーションを取

楽天株式会社

国内『楽天市場』年間流通総額の推移

海外展開の推移
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ることが必要であった。そのため、三木谷社長によ
るトップダウンで、2010 年から社内の「英語公用
語化」が実施された。これを機に、社員個々人が英
語能力アップに取り組み、社員全員の TOEIC のス
コアの平均が、2010 年には 526.2 だったものが
2013年には761.1になるなど、英語力が着実にアッ
プし、日本と海外子会社の連携の立ち上がりも早く、
スムーズな海外との協働が可能となった。
これと並行して、創業以来の人事制度を刷新。
2013 年４月には 15か国・26か所のオフィス在籍
者をグローバル人事データベースへ登録しなおすと
ともに、グローバル基準で共通化した新人事制度を、
海外拠点を含めて導入した。この新人事制度は、コ
ンピテンシー（思考行動特性）とパフォーマンスを
軸とした世界共通軸での評価体系である。
社員の研修制度もグローバル化に対応し、2007年

から海外子会社の執行役員を含めた執行役員合宿を
年1回開催し、2013年は 20か国から 113名が参
加した。マネジャーレベルも年2回のグローバルマ
ネジャー研修を本社で実施し、各国間の相互理解を深
めるきっかけとなっている。日本本社内でも、社内案
内の英語化、カフェテリアでベジタリアン対応のメ
ニューを提供、礼拝所を設置するなど、世界各国から
多様な社員を迎え入れる仕組づくりを進めてきた。

日本語の壁を取払ったことで、外国籍の社員が能力
を発揮しやすい環境に
これまで、外国籍社員が日本本社で働くうえで
ネックとなっていたのは日本語の壁であった。どれ
ほど優秀な人材であっても、日本語でのコミュニ
ケーション能力が不足していると十分に力を発揮す
ることができなかった。英語公用語化によって、日
本語の壁がなくなり、外国籍社員が能力を発揮しや
すい環境が整ってきた。2010年には 104名だった
外国籍社員が、2013年には 482名になり、その出

身地も世界 40か国に広がっている。
さらに、技術部門では 2009年 10月入社時から、
海外の大学に在籍する大学生の直接採用を推進し
てきており、2013 年には通年で、新卒社員のうち
62％（本社全体では 29％）が外国籍社員が占める
までになった。

ダイバーシティ推進による経営効果
世界各国で情報を共有、活用するなかで新しいサー
ビスが開発される
英語公用語化を導入することによって、事業面・

サービス開発面で多様な人材が円滑に協働すること
を可能にした。例えば、2008年の台湾楽天市場の立
ち上げに当たっては、日本人スタッフと台湾側のス
タッフが一緒に仕事をしたが、日本人スタッフのな
かでも英語が堪能な人が中心にならないと仕事が進
まないという状況であった。この他にも、M&Aによっ
てグループ化した海外の企業と、当初は連携や情報共
有がうまく進まないという状況が続いた。しかし、英
語公用語化によって、この問題が解決されたのである。
円滑なコミュニケーションによって、日本で培った
事業ノウハウを各国に共有・浸透することが進み、グ
ローバルの各拠点と連携してサービス開発を行うこと
が可能となった。とくに開発現場では、複数拠点でプ
ロジェクトチームを組むことにより、各拠点の最先端
のノウハウをリアルタイムで共有しながらサービス開
発を進めることができる。そのなかから、全世界のユー
ザーをターゲットとする新サービスが次々と生まれ
始めている。例えば、2010 年に買収したアメリカ
のバイドットコム社は動画をうまく利用したキャン
ペーンの仕組みを開発していたが、これを日本の楽
天市場にも導入し、さらに関連会社全体に紹介する
ことで、フランスにある関連会社での採用が決まっ
た。また、同年に買収したフランスのプライスミニ
スター社はシステム開発のスピードアップ化を実現
していたため、日本国内の開発部門の担当者を派遣
してその技術を習得させ、システム開発の短納期化
を実現したなど、グローバルな拠点間での情報共有
が進むことで、それぞれの強みを生かしながら、と
もに成長していくことができるようになっている。
このように、英語公用語化を通じたグローバルでの
情報共有化によって、世界各国での体験や技術が全世
界で生かせるようになった。本社や関連会社の社員が
解決したい課題を抱えているときに、ネットを通して

楽天株式会社

日本本社の
外国籍社員の
内訳
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各国の関連企業に「これについて教えてほしい」と
いうメッセージを送ると、様々な経験や技術がリア
ルタイムで返ってくる。英語を日本語に翻訳する作
業がなくなったために、情報の共有化のスピードが
格段に上がり、次々と新サービスが開発されている。
技術部門を中心に多くの外国籍社員が活躍している
日本本社のグローバル化で顕著に変化が現れたの
は、技術部門であった。すでに見たように、技術部
門だけを取り上げれば、2013 年通年の新卒採用者
のうちの 62％を外国籍社員が占めるまでになった
のである。技術部門のエンジニアとしては、日本人
スタッフも外国人スタッフも技術力という点では大
きな差はない。しかし、グローバルなプロジェクト
で成果を出すためには英語力が必要である。さらに、
企業としてはできるだけ優秀な人材を採用したい。
グローバル採用を実施すれば、優秀な人材の母数が
多くなるため、日本国内に限定した採用よりも、よ
り優秀な人材を採用する可能性が大きくなる。
同社は、英語公用語化によって、外国籍社員の採
用を積極的に進めてきた。採用にあたっての企業デー
タなども英語で公表し、海外の大学生向けのキャリア
フォーラムなどの採用イベントなどにも参加。2013
年にボストンで行われた採用イベントでは、1,000
名を超える海外の学生が同社にエントリーした。
入社時期についても、年 2回、4月と 10 月に実
施している。とくに 10月は海外の学生を主な対象
にしており、2013 年 10 月には 100 名以上が入
社したが、そのうち 70％以上が外国籍となった。
2013 年 5月 31 日段階で、日本本社における外国
人社員の割合は 10.2％となっている。
英語公用語化になったことで、外国人社員もコ
ミュニケーションをスムーズに行うことができるよ
うになった。以前は、海外から外国籍社員が訪日し
た場合にも、日本語で聞くことができないために議
論を進められなかったが、英語でのコミュニケー
ションが可能になったことで、議論を深めることが
できるようになった。
技術部門のなかでも、プロダクションのシステム
セキュリティを担当する部門では、外国籍社員の活躍
がめざましい。インターネットサービスのシステム開
発を行う際には、その新システムに対応したセキュリ
ティ対策が不可欠である。しかし、新しいシステムの
一歩先を行く技術力が必要となるため、海外でもシス
テムセキュリティ専門のエンジニアは少ないのが現状

である。セキュリティ分野では、海外の方が技術レベ
ルは高かったが、同社でも、これまでは日本語の壁ゆ
えに、優秀な外国籍社員を採用したくてもできなかっ
たのである。英語での求人情報を掲載するようになっ
たところ、それまでは年に2、3件の応募だったのが、
月に2、3件応募が来るようになるなど、英語公用語
化と海外学生の直接採用によって多くの外国籍社員が
入社するようになった。システムセキュリティ担当部
署であるシステムセキュリティ室のメンバーは正社員
12名のうち半数の6名が外国籍社員となった。
出身国も、台湾2名、ドイツ、ロシア、カナダ、フィ
リピンが各1名ずつで、メンバーの平均年齢は28歳、
様々な国からエンジニアが集まっているため、諸外国
のセキュリティ技術の質を知ることができる。しかも、
英語だけでなく、中国からのハッキングを解析したり、
ドイツ語の技術文書を読むなど、各国の言語に迅速に
対応することができる。インターネットの世界は日々
進歩しており、同時に、ウィルスも次々と新しいもの
が作られてくる。中国で作成された楽天を標的とした
ウイルスが出た時、いち早く日本本社のシステムセ
キュリティ室で解析したという例もある。まさにグ
ローバル化の努力が優秀な人材確保とサービスの質
の向上という具体的な成果につながったといえる。
さらに、外国籍社員は仕事への意欲とキャリア
アップの志向が強く、自分の意見を積極的に言って
いく。そんな外国籍社員と接することで、日本人社
員が刺激され、意識改革にもつながっている。
もちろん、多国籍のチームを、英語によるコミュニ
ケーションで率いていくことは簡単ではなく、管理職
のマネジメントの力が、より問われるようになった。
外国人に対するマネジメントは、英語が話せればス
ムーズにいくというものではない。各部門では外国籍
社員を含めた社員に対する目標設定や評価について、
社員本人と話し合って合意する必要がある。外国籍
社員は自分への評価を可能な限り高めようと交渉に
臨むのが一般的である。会社からの辞令を受けるだ
けという旧来の日本式のものでは通用しない。また、
日本人は、「あうんの呼吸で察する」というように
非言語型のコミュニケーションでも通用するが、言
語型のコミュニケーションをとる日本人以外のス
タッフには、きちんと伝えて理解しあうことが必要
となる。そのため、業務の目標設定や評価のフィー
ドバックにこれまで以上に時間をかけるようになる
など、高度なマネジメントが求められている。

楽天株式会社



211 Diversity Management Selection

企業名 所在地 掲載ページ
学術研究，専門・技術サービス業

1 株式会社テレワークマネジメント 北海道 212

2 三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 東京都 213

医療，福祉

3 ダンウェイ株式会社 神奈川県 214

２．ダイバーシティ促進事業表彰
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◆事業・プログラムの内容
テレワーク導入コンサルティング・
テレワーク用システムの開発・販売
生産性向上のためのテレワーク導入を目指すコン
サルティングを行っている。①テレワークの運用
ルールの整備、②社内制度の整備、③ IT 環境の整
備、④管理者・社員への教育の 4点について同時に
取り組むことで、「制度を導入したけれど利用者が
いない」、「ツールはあるけれどテレワークはできな
い」、「テレワークでできる仕事や利用者が広がらな
い」などに陥らないような工夫をしている。
テレワークの効率的運営に加え、生産性向上など
企業全体のメリットにもつながる、テレワーク用の
ソフトウェアやシステムの開発・販売を行っており、
遠隔管理を可能とする在席管理システム「Fチェア
ver2.0(F-chair)」や、仮想オフィスコミュニケーショ
ンツール「Sococo.Virtual.Office」がある。

テレワークの普及活動と講演・研修等の実施
2008 年の会社創立時より、セミナーやブログ、
Facebook 等によるテレワークに関する最新情報の
発信や啓蒙活動を継続的に行うほか、多様な人材の
確保をはじめとする、テレワークの様々なメリット
を、企業経営者だけでなく国や自治体等、幅広い層
を対象に伝えるため、事業としての講演会や研修会
等を請け負っている。

◆実績
テレワーク導入コンサルティングと
テレワーク用システムの販売実績
総務省「テレワーク全国展開プロジェクト」（2012
年）では、4社にコンサルティングを実施した。また、
福岡県「在宅勤務（テレワーク）制度普及・啓発事業」
（2012 年）でも 15社のコンサルティングを実施し
て、障がい者雇用や、介護退職社員の雇用継続を支
援した。2011 年には、被災地支援のため、無料コ
ンサルティングを 1社に実施した。
「Fチェアver2.0(F-chair)」は2012年4月発売で、
現在までに 10社に販売し、669 名に利用されてい
る。また、「Sococo.Virtual.Office」は 2013 年 4
月発売で、現在までに 2社に販売し、61名に利用
されている。

テレワークの普及活動と講演・研修等の実績
厚生労働省「テレワーク・セミナー」（2011 年）
では、全国 7か所で、テレワークの労務管理に関す
るセミナーを企画・開催し、632名が参加した。ま
た、自社開催のテレワーク・ミニセミナーを 38回
開催、インターネット上でライブ配信し、全国各地
から参加者が集う参加型のセミナーとしている。の
べ参加者数は約 1,940 名、うちライブ配信視聴者数
が約 1,130 名となっている。他にも、他社・団体等
からの依頼による講演・研修会も昨年 1年間で 17
回開催した。
また、同社社長のテレワークブログの1か月のペー
ジビューは約 3,800、Facebook フォロワー数は
2013年 9月 9日現在、8,684 名となっている。

ダイバーシティ促進事業表彰

テレワーク導入コンサルティング（株式会社テレワークマネジメント）

・テレワーク導入コンサルティングによる多様な働き方の実現支援
・テレワーク用システムの開発・販売

会社設立年
本社所在地
事業概要 
売上高
従業員数

資本金2008 年
北海道北見市高栄西町 4 丁目 7 番 13 号
テレワーク（在宅勤務）導入コンサルティング 
83 百万円（2012 年 7 月決算）
7 名

3 百万円

在席管理システム「Fチェア ver2.0(F-chair)」（左）と仮想オフィスコミュニケーションツール「Sococo.Virtual.Office」（中、右）

◆企業データ
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◆事業・プログラムの内容
ワーク・ライフ・バランス（以下、WLB）や
女性活躍推進に係る調査・コンサルティング
2008年から、WLBや女性活躍推進に関する調査
研究、コンサルティングに取り組んできた。2009年
以降、特に短時間正社員制度の普及に注力している。
WLBや女性活躍推進をテーマとしたシンポジウムの
開催、制度導入・運用ツールの作成、人事担当者や
制度利用者・管理職向けセミナー等も実施している。

女性活躍推進・ダイバーシティマネジメント戦略室
発足し、高度化を目指す
2013 年 7 月、これまでの実績をもとに、シン
クタンクとしての総合力を発揮した事業展開を目指
し、女性活躍推進・ダイバーシティマネジメント戦
略室を発足させた。同室では、東京・名古屋・大阪
の 3拠点のリサーチャー・コンサルタントが連携し、
幅広い企業、病院等にコンサルティングサービスを
提供する。また、企業の取り組み実態を踏まえた政
策提言等を行うことで、多様な人材が活躍できる社
会の実現に貢献することを目的としている。

 
.

◆実績
調査研究およびコンサルティングの成果
調査研究としては、「仕事と子育ての両立」、「仕
事と介護の両立」、「短時間正社員制度の導入・運
用」、「ポジティブ・アクションの見える化」、「女性
のライフプランニング支援」等のテーマで 20件を
超える実績を有する。また、民間企業・病院向けコ
ンサルティング・セミナーでは、特にWLB をはか
ることが困難な領域を中心テーマとし、幅広い業種
で 50件を超える実績を有する。
具体的なコンサルティング事例としては、病院に
おける育児期の看護師の短時間勤務制度導入支援が
ある。中長期目標に「すべての看護師のWLB推進」
を掲げ、短時間勤務は、育児・介護・健康上の事由
での利用に加え、準夜勤帯をカバーする時間帯なら
ば「事由を問わず」利用可とした。また、それまで
なかった「日勤専従」、「夜勤専従正職員」制度や「夕
方パートの導入・時給引き上げ」等の夜勤・準夜勤
帯の人員確保策も導入した。後日、看護部長より、「短
時間を希望する再就職者の応募が増えた。育休明け
には短時間ではなく日勤専従を選択する看護師が多
く、短時間が増えすぎることによる人員不足は発生
していない。夜勤専従正職員等も確保でき、夜勤・
準夜勤の負担増も緩和された」と成果が報告された。
また、専門商社における女性活躍支援では、女性
活躍推進に向けた人事制度再構築の一環として ES
調査を実施し、女性社員の声を反映して、半日休暇
制度、復職支援プログラムの導入などを実現した。
さらに、同調査結果から慢性的な長時間労働が根本
的な課題であることを明らかにし、全社的な長時間
労働対策の導入支援に結びつけた。

ダイバーシティ促進事業表彰

女性活躍推進・ダイバーシティマネジメントに関する
調査研究およびコンサルティングサービス

（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社女性活躍推進・ダイバーシティマネジメント戦略室）

・ 短時間正社員制度の導入・運用支援や仕事と介護の両立等ワーク・ライフ・バランス
推進に係る調査研究とコンサルティングを通じて、ダイバーシティの普及に貢献

会社設立年
本社所在地
事業概要 
売上高
従業員数

資本金1979 年
東京都港区虎ノ門 5 丁目 11 番 2 号 オランダヒルズ森タワー
コンサルティング、政策研究、国際、人材開発等の事業
13,315 百万円（2012 年 3 月決算）
655 名

2,060 百万円
◆企業データ

女性活躍推進・ダイバーシティマネジメント戦略室.
ウェブサイトURL

http://www.murc.jp/corporate/cnsl_intl/diversity
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◆事業・プログラムの内容
「ICT治具」の開発・活用
従来の障がい者就労は、封筒貼りや梱包などの単
純なものが多かったが、成長性の大きな市場で障が
い者の自立を手助けしたいという思いから、インテ
ルとの協働により、ホームページ制作ソフト「ICT治
具」を開発した。これは、障がいのある方でも、短
い文章の入力、写真の貼り付けなど、各人が得意な
作業を分業で行い、パーツをつなげてホームページ
を作成できるようにしたソフトである。
治具とは、作業位置を指示、誘導する器具のことで、
この「ICT治具」は、動物のアイコンを使ったり、パー
ツの組合せ、色使いの工夫などにより、操作を簡素
化したことで、障がい者のみならず高齢者やパソコ
ンに詳しくない人が簡単に利用できる。
当初は「ICT治具」を用いてホームページ制作を請
け負っていたが、2012年 12月から障がい者を雇用
する企業向けの有料会員制サービスとして、インター
ネット上で利用できるように一般提供を開始した。
また、同「ICT治具」は、特別支援教育を中心とした、
コミュニケーション支援ツールとして、教育教材と
しても提供している。

◆実績
「ICT治具」活用の効果と企業での導入実績
「ICT治具」の開発により、それまで障がい者がほ
とんど従事したことのなかったホームページ作成業
務への職域拡大を実現した。
「ICT治具」は同社で働く障がい者が利用するだけ
でなく、2014年 1月現在、企業向け有料会員制サー
ビス開始から1年で、47ライセンスの契約を達成し
た。2013年 9月末に第3次開発を終え、今後さら
に多くの企業等へ活用してもらえるよう営業を強化
していく意向である。

ダイバーシティ促進事業表彰

会社設立年
本社所在地
事業概要 
売上高
従業員数

資本金2011 年
神奈川県川崎市中原区新城 1 丁目 12 番 15 号
ICT 関連事業、製作事業、障害者就労支援事業、教育事業等
47 百万円（2013 年 3 月決算）
23 名

9 百万円
◆企業データ

 

 

ホームページ制作ソフト「ICT治具」の開発（ダンウェイ株式会社）

・ 障がい者も利用できるホームページ制作ソフト「ICT治具」の開発により、
障がい者の職域を拡大

ICT 治具のイメージと操作風景
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